
事務事業評価等実施結果一覧表
（平成２１年度実施事業）

平成22年11月
越　  谷　  市



秘書課 8 1-3 1-8 建設総務課 6 (1) 111-113 321-326
広報広聴課 5 3-5 9-13 道路街路課 20 (2) 113-119 327-346

13 治水課 17 (2) 119-123 347-.363

企画課 11 (1) 5-9 14-24 下水道課 12 (1) 125-127 364-375

政策経営課 2 9 25-26 営繕課 1 127 376

財政課 3 11 27-29 56 (6)

情報統計課 4 11-13 30-33 都市計画課 12 (1) 129-133 377-388

財産管理課 1 13 34 市街地整備課 4 133 389-392

人権推進課 2 13 35-36 公園緑地課 9 135-137 393-401

23 (1) 開発指導課 4 (1) 137 402-405

文書法規課 4 13-15 37-40 建築住宅課 7 137-139 406-412

人事研修課 11 15-19 41-51 36 (2)

契約課 1 19 52 市立病院事務部 庶務課 1 139 413
総務管理課 7 (1) 19-21 53-59 1

工事検査課 1 21 60 出納課 2 141 414-415
24 (1) 2

市民税課 4 21-23 61-64 議会事務局 議事課 1 141 416
資産税課 1 23 65 1

納税課 1 23 66 総務課 20 (2) 141-147 417-436

市民課 10 (1) 25-27 67-76 指導課 16 (2) 147-155 437-452

北部出張所 1 27 77 学校課 11 (1) 155-157 453-463

南部出張所 1 27 78 給食課 9 (1) 157-161 464-472

18 (1) 56 (6)

地域活動推進課 16 (2) 29-33 79-94 生涯学習課 34 (4) 161-175 473-506

危機管理課 9 (2) 33-37 95-103 体育課 14 (2) 175-181 507-520

くらし安心課 11 37-41 104-114 図書館 10 181-183 521-530

36 (4) 58 (6)

社会福祉課 10 (2) 41-43 115-124 選挙管理委員会事務局 選挙管理委員会事務局 2 183-185 531-532

障害福祉課 30 (2) 45-53 125-154 2

高齢介護課 28 (2) 53-61 155-182 監査委員事務局 監査課 1 185 533
国民健康保険課 20 (2) 61-67 183-202 1

市民健康課 15 (2) 67-73 203-217 公平委員会事務局 公平委員会事務局 1 185 534
103 (10) 1

児童福祉課 23 (2) 73-79 218-240 農業委員会事務局 農業委員会事務局 3 185 535-537

保育課 17 (2) 79-85 241-257 3

40 (4) 固定資産評価審査委員会 固定資産評価審査委員会 1 185 538
環境資源課 19 (2) 85-91 258-276 1

環境保全課 8 (1) 93-95 277-284 総務課 10 (2) 187-189 539-548

産業支援課 20 (2) 95-103 285-304 予防課 2 189-191 549-550

農政課 16 (2) 103-111 305-320 警防課 4 191 551-554

63 (7) 指令課 1 191 555
※（　）内の数字は平成22年度の外部評価対象事業数 17 (2)

頁事業数
事業
番号

所管

小計

所管

建設部

事業
番号

秘書室

企画部
小計

事業数頁

都市整備部

環境経済部

教育総務部

生涯学習部

消防本部

小計

小計

小計

小計

小計

小計

小計

小計

小計

小計

小計

小計

小計

小計

小計

小計

総務部

市民税務部

協働安全部

健康福祉部

小計

児童福祉部

小計

小計

合計 555 (50)



【8.個別評価】

 

 

 

 

 　休・廃止した場合に、市民に与える影響が大きい。

 　特定の個人や団体に受益が偏っていない（不公平感はない）。

 

 

 

 

 

 

 　設定した活動指標・成果指標に対する達成度が高い。

 　事業の活動量に見合った十分な成果が出ている。

 　成果を上げるために事業内容を見直す必要はない。

 

 　事業の対象や意図が上位施策の目的に結びついている。

 　上位施策への貢献度を成果指標により客観的に説明できる。

 　事業の成果が上位施策の実現に高く貢献している。

 

2個
以下
↓
｢低」

2個
以下
↓
｢低」

　事業目的を踏まえた適切な活動指標・成果指標（数値化が困難な場合等は文言
により代替的に指標となるもの）を設定している。

　事業を継続することによって成果のさらなる向上又は適正水準の確保が期待で
きる。

　上位施策を実現する手段として類似・重複する事業はない、又は他の事業と統
合することによって成果を向上させる余地はない。

3個
以上
↓
「高」

3個
以上
↓
「高」

3個
以上
↓
「高」

(3)
有
効
性

(4)
貢
献
度

　受益者負担の見直しの余地はない、又は受益者負担を求める事業ではない。

該当項目数
(○の個数)

内容(具体的判断基準)

3個
以下
↓
｢低」

　事業の成果を下げずにコストを削減する余地（仕様や工法の見直し、電算化等
の事務改善、臨時・非常勤職員等の活用や委託化など）はない。

　社会情勢や時代の変化を踏まえても、事業の意義は薄れておらず、税金を使っ
て実施する事業としてふさわしい。

4個
以上
↓
「高」

2個
以下
↓
｢低」

類型

　市民から事業継続の要望が多く、それを裏付ける具体的データや需要予測もあ
る。受益者以外からの意見も広く聴いている。(1)

妥
当
性

　定期的に事業の実施手順や費用対効果を把握・検証し、効率化に向けた取組を
行っている。

　法律で市の実施義務や公務員の従事義務があり、市の意思では廃止・見直しで
きない。

　国・県・民間等では実施又は適切なサービス水準の確保が困難で、市が主体と
なって関与すべき事業である。

(2)
効
率
性

　活動指標による単位あたりのコストが、前年度との比較又は最近数年間の推移
において、悪化（事業計画上、予定されたコスト上昇等を除く）していない。

　他の自治体の手法や体制と比較しても効率的かつ質の高い取組を行っている。

後掲の一覧表における記号等の説明



「(1) 「(2)

　

「(3) 「(4)

　

「(5)

　

受益×負担」【受益の偏りと受益者負担の見
直しの余地】

同×廃・縮」【同じ目的をもつ事業の有無と廃止・縮
小の余地】

(a) (b)

妥当×効率」【妥当性と効率性】

(d) (d)

同
じ
目
的
を
持
つ
他
の
事

業
は
あ
る
か

な
い

(b)

妥
当
性

(a)

(c)

高

低 (d)

(a)

(c)

(b)(a)

妥
当
性

高

受益者負担の見直しの余地はあるか

偏

っ
て
い
な
い

偏

っ
て
い
る

ある ない

(c)

特
定
の
個
人
や
団
体
に
受

益
が
偏

っ
て
い
な
い
か

あ
る

(b)

低

ないある

廃止・縮小できる余地はあるか

妥当×有効」【妥当性と有効性】

高

低

低 高

有効性効率性

(c)

(d)

低

高

高

【9.クロス分析結果】

市が直接実施する必要性

(d)

事業×直接」【事業そのものの必要性と市が直接
実施する必要性】

事
業
の
必
要
性

(a) (b)

低 (c)



●総合評価
構成比
18.3%
81.3%
0.4%
0.0%
100.0%

●改革改善の方向性
構成比
17.8%
80.6%
1.6%
100.0%

事務事業評価（事後評価）実施結果

区分

終了(H22年度)
検討・見直し

0
555

事業数(件)
99現状維持

事業数(件)
102
451
2

計

447
9
555

総合評価
Ａ事業内容は適切である

Ｄ事業の休・廃止を含めた検討が必要
計

Ｂ課題が少しあり事業の一部見直しが必要
Ｃ課題が多く事業の大幅な見直しが必要

C評価の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
79：公有財産管理事業（東小林記念会館）、295：工業団地整備事業

終了(H22年度)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
15：総合振興計画策定事務事業、109：交通災害共済見舞金支給事業、227：児童手当給
付事業、256：新方保育所建替事業、328：農道整備事業、334：斎場関連道路整備事業、
340：大袋駅西口線整備事業、345：弥生町中町線整備事業、401：東越谷緑道整備事業



「(1)

70事業 475事業

5事業 5事業

ある ない

「(2)

28事業 454事業

7事業 66事業

ある ない

「(3)

51事業 486事業

3事業 15事業

低 高

妥当×効率」【妥当性と効率性】

効率性

(b)

妥
当
性

(d)

受益者負担の見直しの余地は
あるか

同×廃・縮」【同じ目的をもつ事業の有無と廃止・縮小
の余地】

(c)

課題があると考えられる事業の抽出結果
クロス分析(複合的な視点からの分析)により

高
(a)

低
(c) (d)

廃止・縮小できる余地はあるか

偏

っ
て
い
な
い

偏

っ
て
い
る

(b)

(d)

(a) (b)

(c)

受益×負担」【受益の偏りと受益者負担の見直しの余
地】

特
定
の
個
人
や
団
体
に

受
益
が
偏

っ
て
い
な
い

か

同
じ
目
的
を
持
つ
他
の

事
業
は
あ
る
か

な
い

あ
る

(a)

(c)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
83：越谷しらこばと基金事業（越谷しらこばと基金積立
金事業含む）、94：集会施設整備事業、109：交通災害
共済見舞金支給事業、265：動物死体収集事業、283：
空閑地除草事業

(c)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
33:統計調査事業、43:職員表彰事業、79:公有財産管
理事業(東小林記念会館)、180:介護保険料収納補助
員配置事業、194:国保推進員事業、270:リサイクルプラ
ザ啓発施設管理事業（修理再生等啓発事業）、381:都
市景観推進事業

(c)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
104：交通安全推進事業、109：交通災害共済見舞金支
給事業、295：工業団地整備事業



「(4)

56事業 481事業

3事業 15事業

低 高

「(5)

34事業 520事業

1事業 0事業

低 高

市が直接実施する必要性

事業×直接」【事業そのものの必要性と市が直接実施
する必要性】

事
業
の
必
要
性

高
(a)

(d)(c)

有効性

(b)

低

(d)(c)

妥
当
性

高

低

妥当×有効」【妥当性と有効性】

(a) (b)

(a)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
59:平和事業、76:斎場運営事業、101:防犯対策事業、
104:交通安全推進事業、108:放置自転車保管管理事
業、110:市民相談事業、111:消費生活相談事業、112:
消費者啓発事業、113:消費者保護委員会運営事業、
116:更生保護事業、127:障害者ガイドヘルパー派遣委
託事業、187:疾病予防事業（国民健康保険）、237:児童
館コスモス施設管理事業、238:児童館コスモス運営事
業、239:児童館ヒマワリ施設管理事業、240:児童館ヒマ
ワリ運営事業、243:家庭保育室事業、247:保育所運営
事業、251:学童保育室運営事業、288:若年者等就職支
援事業、298:観光推進事業、304:就職支援パソコンセミ
ナー事業(緊急雇用創出基金事業）、309:市民農園整
備事業、310:農業技術研究事業、389:東越谷土地区画
整理事業、390:七左第一土地区画整理事業、391:西大
袋土地区画整理事業、410:住まいの情報館施設管理
事業、435:科学技術体験センター施設管理事業（H22
科学技術体験推進事業と統合）、463:小学校低学年補
助教職員配置事業(緊急雇用創出基金事業)、465:給食
センター施設管理事業、476:ＩＴ講習会開催事業、477:
社会教育団体支援事業、513:スポーツ・レクリエーショ
ン推進事業

(ｃ)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧
表の
109：交通災害共済見舞金支給事業

(c)の内訳→事務事業評価等実施結果一覧表の
109:交通災害共済見舞金支給事業、113:消費者保護委員
会運営事業、295:工業団地整備事業



1/192

A
B
C
D

1 秘書業務事業 秘書室 秘書課 - -

〔目的〕
　市長、副市長の円滑な公務遂行を図る。
〔手段〕
　来客接待用葉茶等購入に伴う食糧費や出張等に伴
う有料道路通行料等の支出をする。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

2 市長交際事業 秘書室 秘書課 - -

〔目的〕
　市政推進に必要な外部との交際により、円滑な市政
運営を図る。
〔手段〕
　各種総会、式典等に出席する際の会費や公職者に
対する香料、見舞金等の支出、及び国際交流に伴う
記念品購入費等を支出する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

3 表彰関係事業 秘書室 秘書課 - -

〔目的〕
　越谷市表彰規則に基づき、個人又は団体の功労を
称え、市民の生活及び文化の向上並びに社会福祉の
増進を図る。
〔手段〕
　各部所の内申に基づき、退任される公職者や各種
寄附行為に対する表彰を行う。（記念品及び表彰状等
の作成費を支出する。）

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

4
市長会・副市長会関係
事業

秘書室 秘書課 - -

〔目的〕
　市長会、副市長会として、各市との連携調整を行
い、市政並びに地方自治の円滑な運営と進展を図る。
〔手段〕
　市長会、副市長会の年度負担金や研修参加負担
金、旅費の経費を支出する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

5 国際交流事業 秘書室 秘書課 - -

〔目的〕
　本市における外国人登録者数は4,800人を超え、今
後も定住化等により増加傾向が続くことが予想される
ことから国際化をより推進していく必要がある。
〔手段〕
　このような現状に対応するため、市で募集した通訳
翻訳等ボランティアを活用し、市の情報の多言語化を
はじめとする情報提供を行い、お互いの国籍や文化
の違いを理解し、外国人市民、日本人市民が共に暮
らしていくことのできる多文化共生社会の実現に向け
た地域づくりを行う。また、姉妹都市キャンベルタウン
市との交流をはじめとする国際交流活動を継続してい
く。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

6 国際交流員招致事業 秘書室 秘書課 H5 -

〔目的〕
　本市の国際化関係事務の補助や、市内の各種団体
の事業活動への参加、地域住民の異文化理解のため
の交流活動を通し、市民のニーズに合わせた国際理
解推進を図っていく。
〔手段〕
　広報紙の外国語版小冊子「コシガヤメッセンジャー
（英語・フィリピン語）」を月１回発行したり、庁内各課で
使用する申請書等の翻訳や、窓口での通訳・案内を
する。また、市内教育機関や地域の方向けに国際理
解講座を実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

5.
事
業
開
始
年
度

6.
事
業
終
期
年
度

7.事業目的及び手段
1.
番
号

2.事業名 3.部名 4.課名

8.個別評価

 
貢
献
度

9.クロス分析結果
 
事
業
×
直
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妥
当
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有
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妥
当
×
効
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同
×
廃
･

縮

 
受
益
×
負
担

 
妥
当
性

 
効
率
性

 
有
効
性
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

　市長、副市長の円滑な公務執行上、必
要な事業である。

検討･
見直
し

①②今後とも、市長、副市長が円
滑に公務を遂行できるよう、スケ
ジュール管理や事前準備等の適
切かつ細やかな秘書業務を行
う。

　市政推進に必要な外部との交際を行う
ために、必要な支出をしていく。

検討･
見直
し

①②今後とも、市政推進に必要
な外部との交際を行うために、必
要な支出をしていく。

　基準の明確化及び地域コミュニティの
貢献度を適切に評価できる仕組みを構
築する必要がある。

検討･
見直
し

①②他市の状況等も十分調査の
うえ、基準の明確化及び地域コ
ミュニティの貢献度を適切に評価
できる仕組みを構築する。

17 Ｃ

　市の表彰は、市民にとって名誉であり励みになるものである。表彰
の基準は広く開かれて透明性の高いものであることが重要である。
市としての統一的な基準のもとに、既存の複数ある表彰制度を整理
統合して、特に地域コミュニュティの貢献度を適切に評価できるよう
な仕組みを考える必要がある。

　他自治体との連絡調整を行い、地方自
治の円滑な推進を図るため、必要な会議
への出席をしていくとともに、関係部局
に、より迅速かつ適正に情報提供を行っ
ていく。

検討･
見直
し

①②今後とも、他自治体との連
絡調整を行い、地方自治の円滑
な推進を図るため、必要な会議
への出席をしていくとともに、関
係部局に、より迅速かつ適正に
情報提供を行っていく。

　各年度により事業内容、対象者が異な
るため、参加者数は一定ではないが、事
業内容をより充実させ、越谷市の国際化
の推進を図る。

検討･
見直
し

①平成２３年度も引き続き多文化
共生社会の形成を推進するた
め、多言語での情報提供の充実
と、外国人市民のニーズに合っ
た事業の開催に取り組む。
②姉妹都市交流の継続及び、外
国人市民にとっても暮らしやすい
まちづくりをめざし、越谷市国際
交流協会等の国際化団体や市
民ボランティアと連携し、事業を
実施していく。

21 Ｂ

　事業内容は、外国人向け市民サービスと国際交流に大別できる。
　ひとつの組織が、全庁統一された考え方で国際交流という事業を
推進することは必要であろう。しかし、秘書課が、それぞれの市民
サービスの現場での他国言語の通訳対応までを担当するには限界
がある。また、秘書課という組織名のまま、今後も国際交流を担当す
るのは、市民から見ても分かりにくい。適切な役割を担当する組織
の設置（例：「国際交流課」）などを検討されたい。
　また、市民サービス窓口に対しては、今後とも「案内資料の多言語
化による対応」と、担当者の研修による｡

　国際交流員をより効率的に活用し、各
種事業を充実させる。

検討･
見直
し

①各種事業の主催者や依頼主と
の協議を十分に行ったうえで、参
加者にとって、より魅力ある事業
にしていく。
②本市の更なる国際化を推進す
るため、国際交流員の役割や意
義を啓発し、有効的に活用しなが
ら事業の充実を図っていく。

18 Ｂ

　市民の多様なニーズにあった国際理解を推進するため、国際交流
事業はますます重要になってくる。英語圏のみならず広く異文化理
解のための交流活動が求められる。但し、当該事業の効率性及び
効果性を高める為、民間国際交流団体組織とのすみわけ及び協働
活動の仕組みが必要となる。

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案
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7 国際交流協会支援事業 秘書室 秘書課 S57 -

〔目的〕
　外国人市民のための日本語教室など、広範囲に及
ぶ市民ボランティアによる越谷市の国際化推進活動を
通して、外国人市民にとっても暮らしやすいまちづくり
の推進を図る。さらに、市民の国際理解の増進と青少
年姉妹都市派遣事業による使節団の派遣・受入を中
心とした国際交流の促進を図るとともに、地域の国際
化の推進に寄与する。
〔手段〕
　越谷市国際交流協会に対し、補助金を交付し支援を
行うとともに、運営にかかる助言と協力を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

8 人事交流員事業 秘書室 秘書課 - -

〔目的〕
　相互の職員を隔年で派遣し、それぞれの行政全般
について調査・研究させるとともに、両国の文化に触
れることで、広い視野に立った職員の育成をめざす。
〔手段〕
　キャンベルタウン市からの人事交流員を約3ヶ月間、
隔年で受け入れ、越谷市及び日本の行政システムを
中心に研修を行う。研修期間中、派遣職員は越谷市
役所内に自席を配置し、毎日各課を訪問して、研修を
行う。また、滞在中の宿泊施設を用意し、生活指導を
行うことで、日本での生活を体験する。

低 高 高 高 (b) (a) (d) (d) (b) Ｂ

9 広報活動事業 秘書室
広報広
聴課

S47 -

〔目的〕
　広報広聴業務の充実と円滑な推進を図る。市政の
動きを身近に感じ、理解してもらう。
〔手段〕
　広報広聴専門委員の会議と視察研修会を開催す
る。広報広聴専門委員は、広報広聴活動に関する情
報を提供し、各種団体の代表者や学識経験者による
専門的立場から意見や助言及び協力を得て業務に反
映させる。また、市政の動きを身近に感じ、理解しても
らうために市政移動教室を開催する。

高 高 高 高 (b) (a) (b) (b) (b) Ｂ

10 広報紙発行事業 秘書室
広報広
聴課

S29 -

〔目的〕
　市の施策、市からのお知らせ、催し情報、まちの話
題などを紹介し、市民生活の利便性の向上等を図る。
〔手段〕
　広報紙を市内全世帯へ配布し、情報提供を行う。広
報紙については毎月発行のお知らせ版と年間４回発
行の季刊版（特集、読み物、写真中心）とし、分かりや
すく親しみやすい紙面の編集に努める。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

11
市民ガイドブック等発行
事業

秘書室
広報広
聴課

S40 -

〔目的〕
　市民の日常生活の利便性を高める。
〔手段〕
　市民生活に関係ある手続きなどを分かりやすくまと
めた市民ガイドブックや公共施設などを記載した案内
図を作成するとともに、市政・歴史、市の将来展望を
写真やグラフ等を活用しまとめた市勢要覧を発行（３
年に1度）する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

12
テレビ等視聴覚広報事
業

秘書室
広報広
聴課

H4 -

〔目的〕
　市の施策やお知らせを、映像により分かりやすく親し
みやすい内容で伝える。また、ホームページを活用
し、市の最新情報をリアルタイムで提供する。
〔手段〕
　市の主要施策、各種イベント、公共施設の紹介など
を、テレビ埼玉、ケーブルテレビ、インターネットのホー
ムページで放映する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　越谷市国際交流協会を支援し、開催事
業及び参加者数の増加を図る。

検討･
見直
し

①平成２３年度も引き続き越谷市
国際交流協会へ補助金を交付
し、増加する外国人市民への支
援及び、各種情報提供や国際交
流に関する事業を行い、越谷市
の国際化を推進する。
②市民レベルでの多文化共生の
まちづくりや、姉妹都市交流をは
じめとする国際交流活動を推進
するため、越谷市国際交流協会
と連携し、各種事業を開催してい
く。

16 Ｂ
　国際交流協会へ運営を任せ、市は必要な補助金を出し職員関与
度を最小にすることで効率化・経費削減を計画的に進めていただき
たい。

　限られた期間の滞在を、より効果的な
ものとするために、訪問する各課での研
修日程や研修内容を更に充実させる。

検討･
見直
し

①平成２３年度は、受け入れ年で
あるため、キャンベルタウン市及
び、研修先部署との調整を綿密
に行う。
②平成８年から始まった本事業
は、これまでに7名を受け入れて
おり、今後も越谷市からの自覚を
持った職員の派遣を行うととも
に、越谷市での研修先各課へ一
層の協力を要請し、本事業を今
後も継続することで、姉妹都市関
係の更なる発展と両職員の資質
の向上をめざす。

19 Ｂ

　教育の視点から国際交流の意味については、理解できる。
　キャンベルタウン市との一連の交流事業全体の中で、職員の人事
交流の意味、事業の目的を明確にすると共に、交流を通じて得られ
た知見を庁内で報告するなど、その成果を組織全体で共有する仕組
みを作ることが重要である。

　広報広聴専門委員について、幅広く専
門的な意見を聴取するため、委員の選出
母体等を見直した。今後は具体的テーマ
に沿って議論を深める必要がある。市政
移動教室への参加者が減少傾向にあ
る。

検討･
見直
し

①市政移動教室の参加者増を図
るため、見学先の拡大や申込み
方法の改善を検討する。
②広報広聴専門委員について、
提言・提案をいただいたテーマを
さらに掘り下げて提言をまとめ
る。

17 Ｃ

　広報広聴専門委員の会議は、昭和47年より継続しており、また一
部メンバーも固定的であり有効な提言件数も少なく、その役割につ
いて改めて検討することを求める。新設される行政経営審議会との
役割分担を整理し、専門委員会の主旨を見直し、必要ならばふさわ
しい委員構成での再構成を求める。

　お知らせ版について、情報量が多く、紙
面に余裕がなくなってきている。

検討･
見直
し

①読みやすい広報紙であるため
に、増ページを行い紙面構成の
変更を検討する。
②市政に関する情報や市民生活
に関する情報を、広報紙に限ら
ずあらゆる媒体を活用しながら発
信する。

18 Ｂ
　市政を市民に正しく伝えることは重要であるが、世帯構成等の変
化により、配布率が低下している。コンビニエンスストア等、新しい情
報伝達ルートを確立しなければならない。

　さらにコスト削減を考え広告掲載を行っ
ていく必要がある。

検討･
見直
し

①自主財源確保に向け、さらなる
広告掲載を検討する。
②官民協働による市民ガイドブッ
クの制作について調査・研究を行
う。

17 Ｂ

　市民ガイドブックは必要である。市民の視点に立った、利用しやす
い索引、内容にすることを一層検討されたい。また、ガイドブックでは
紹介しきれない詳細情報については、市役所ホームページのアドレ
スを記載し容易に詳細情報を入手できるような工夫を求める。

　テレビ制作については、視聴率向上に
向け、番組構成や内容を検討する。ホー
ムページについても常に最新の情報を提
供し、欲しい情報にスムーズにアクセス
できるように、コンテンツ管理を徹底する
とともに、検索機能を強化する必要があ
る。

検討･
見直
し

①ホームページについて、検索
エンジンの高性能化など２３年度
リニューアルに向けた検討を行っ
ていく。
②テレビ番組は、親しみやすい
内容を心がけ、視聴率の向上を
図る。ホームページは、２３年度
リニューアルに向けた機能改善
の検討を行うとともに、その情報
量を活かし、掲載内容の充実を
図っていく。

19 Ｂ

　広報内容について、各課との協力により作成されている姿勢は評
価できる。
　内部評価の総合評価にあるとおり、インターネットの普及と地上波
デジタル放送への切り替えを見据えた広報媒体の役割分担につい
て、現時点から再検討し、準備と試行を進めておく必要がある。その
うえで、テレビ媒体の持つ特徴を活かした広報活動を進めることを望
む。
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13 広聴活動事業 秘書室
広報広
聴課

S45 -

〔目的〕
　市民の要望や意見を個々の行政サービス、事業や
施策の企画等に反映し、市民との協働による行政運
営を目指す。
〔手段〕
　市政世論調査、市長への手紙。市政モニターの実施

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

14 総合企画調整事務事業 企画部 企画課 - -

〔目的〕
　より充実した市政運営を行うため、全国特例市連絡
協議会などへの参加を通して、地方分権の推進や自
立した地域の形成などの調査・研究を行うとともに、構
成団体との意見交換等により、地方公共団体の共通
した諸課題の解決を目指す。
〔手段〕
　地方自治研究機構、全国特例市連絡協議会、及び
首都圏業務核都市首長会議の運営に必要な経費を
構成団体が負担する。

低 高 高 高 (b) (a) (d) (d) (b) Ｂ

15
総合振興計画策定事務
事業

企画部 企画課 H21 H22

〔目的〕
　第３次総合振興計画の計画期間は、平成２２年度を
終期と定めていることから、平成２１年度から新たなま
ちづくりの方針を示す第４次総合振興計画の策定に向
けた取り組みを行う必要がある。
〔手段〕
　第４次総合振興計画及び都市計画マスタープランの
策定時期、更新時期が合致していることや作業効率
の観点から、両計画の策定を一元的に行う。また、庁
内の組織体制を整備し、市民の計画策定への参加を
得るとともに、市民ニーズを踏まえ、効率的に策定業
務を進めていく。

高 低 高 低 (a) (d) (a) (b) (b) Ｂ

16
指定管理者選定審査会
運営事業

企画部 企画課 H19 -

〔目的〕
　公の施設の指定管理者候補者の選定について、法
律、企業経営、施設管理等に識見を有する委員で構
成する審査会で審査することにより、公平性及び透明
性をより一層確保する。
〔手段〕
　審査会に対し、指定管理者候補者の選定について
諮問し、審査会からの答申ののち、庁内の職員で構
成する指定管理者審査選定委員会で承認決定する。
その後、指定管理者の指定について市議会での議決
を得る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

17 広域行政事業 企画部 企画課 S57 -

〔目的〕
　５市１町（草加市、越谷市、八潮市、三郷市、吉川市
及び松伏町）及び６市１町（春日部市、草加市、越谷
市、八潮市、三郷市、吉川市及び松伏町）の連携を図
るとともに、地域住民の福祉の増進と地域の発展を一
元的に図る。
〔手段〕
　５市１町（草加市、越谷市、八潮市、三郷市、吉川市
及び松伏町）で構成する埼玉県東南部都市連絡調整
会議において、調査研究を行う。

高 低 高 高 (a) (b) (a) (b) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　広く市民からの意見を聴取し、市民との
協働による市政運営に資するために必
要な事業である。市政モニターや市政世
論調査等をはじめとし、より広く意見聴取
する方法を検討する必要がある。

検討･
見直
し

①市民の提案制度（市長への手
紙）等の広聴活動等、引き続き市
民の声を市政に反映する取組を
進める。世論調査の調査項目等
に工夫・検討を加え、市民のニー
ズを捉えていく。市内各地域おい
て実施する懇談会等の実施方法
等に検討を加える。
②市民の提案制度（市長への手
紙）等の広聴活動等、引き続き市
民の声を市政に反映する取組を
進める。また意見公募手続要綱
による同手続きを徹底し、より一
層の市民の市政への参画を推進
する。

18 Ｂ

　市政世論調査については、回収率が下がっている。世論調査自体
への関心の低下として捉え、前回調査の結果のフィードバックを含
め回収率の向上の施策を早急に打つ必要がある。また回収率低下
による調査結果の有意性の限界を見極めなければならない。

　各種協議会等を通して提供された情報
を、共通行政課題の解決を図るために有
効的かつ効果的に活用していく必要があ
る。

検討･
見直
し

①②各種協議会等を通して提供
された情報を、共通行政課題の
解決を図る。

17 Ｂ

　各協議会等へ加入した当初の目的と照らし、継続する意味と加入
していることより得られる成果を毎年確認し、退会を検討するしくみを
作ることが求められる。
　また、会議、研修等に出席した職員が、その内容を情報発信し、協
議会等へ参加した成果を庁内で共有する場を設けることを望む。

　政策・施策の立案、実施から評価まで
の一連の流れを考慮し、計画策定後の
進行管理を考慮した計画とすること。

終了
(平成
22年
度)

①②行政評価制度との関連性を
強化し、整合性を図ることに努め
るとともに、各施策に対する市民
の満足度を高め、実現性のある
計画とする。

　今後とも、適正な審査会の運営を維持
する必要がある。

現状
維持

①新規に指定管理者制度を導入
する施設及び指定期間が満了す
る施設のうち、指定管理者を「公
募」する施設において、指定管理
者候補者の選定を行う。
②今後とも、外部委員のみで構
成する審査会で審査することによ
り、公平性及び透明性を確保した
上で、指定管理者候補者の選定
を行う。

　５市１町の東南部都市連絡調整会議
は、住民を対象にした事業を実施するな
ど、大きな成果をあげている。６市１町の
東部広域行政推進協議会は、広域行政
圏計画策定要綱が平成２１年３月３１日
をもって廃止され、協議会も２２年度で廃
止される予定である。

現状
維持

(東南部都市連絡調整会議）①平
成２２年度は、平成２２年１月３１
日に公共施設予約案内システム
が新システムに移行したため、シ
ステムの安定稼動に努める。ま
た、（仮称）埼玉県東南部５市１
町等合併等準備検討会議をたち
あげ、今後の方向性を検討す
る。
（東部広域行政推進協議会）平
成２２年度で廃止

18 Ｂ

　東南部都市連絡調整会議は設立後１５年を経ており、いくつかの
活動成果が得られている。また、活動指針を見直す好機でもある。
活動指針の再設定を行い、今後より一層の成果が得られることを求
められている。東部広域行政推進協議会は縮小することが妥当であ
る。
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18
男女共同参画推進委員
会運営事業

企画部 企画課 H17 -

〔目的〕
　基本計画に関する事項その他男女共同参画の推進
に関する重要事項について調査審議し、男女共同参
画社会の実現を図る。
〔手段〕
　審議会である男女共同参画推進委員会を開催す
る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

19
男女共同参画苦情処理
委員事業

企画部 企画課 H17 -

〔目的〕
　市の施策や男女共同参画の推進を妨げると認めら
れる事案の苦情を処理し、男女共同参画の推進を図
る。
〔手段〕
　男女共同参画の推進に優れた識見を有する者で市
長から委嘱された苦情処理委員が苦情を受け付け、
適切かつ迅速に調査等を行う。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

20
男女共同参画推進事務
事業

企画部 企画課 - -

〔目的〕
　男女共同参画の推進に関する意識啓発を行う。
〔手段〕
　リーフレット等の作成や職員対象の研修等を行う。

低 高 高 高 (b) (a) (d) (d) (b) Ｂ

21 土地開発公社振興事業 企画部 企画課 H13 -

〔目的〕
　土地開発公社の事業の円滑な推進と経営の健全化
を図る。
〔手段〕
　・土地開発公社の管理費、人件費及び諸経費の一
部を補助する。
　・土地開発公社経営健全化対策に対応する利子を
補給する。
　・土地開発公社へ無利子で貸付を行う。（年度末に
返還）

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　引き続き効果的かつ効率的に運営し、
本市における男女共同参画の推進を一
層図っていく必要がある。

現状
維持

①平成２２年度に策定する第３次
越谷市男女共同参画計画につい
て、男女共同参画推進委員会か
らさまざまな意見をいただき計画
に反映させられるよう、効果的か
つ効率的に男女共同参画推進委
員会を運営していく。
②男女が互いにその人権を尊重
しつつ責任も分かち合い、性別に
かかわりなく、その個性と能力を
十分に発揮することができる男女
共同参画社会の実現を目指す。

　苦情処理委員の認知度は高いとはい
えないため、啓発資料であるリーフレット
をリニューアルする際は、よりわかりやす
いものにする必要がある。平成２０年度
の評価で認識した苦情処理委員につい
て更に広くＰＲするという課題を踏まえ、
平成２１年度は地区センター等にもリーフ
レットを配布することにより対応したが、
今後も効果的な配布先を検討し、多くの
市民に周知することが課題となっている。

検討･
見直
し

①平成１９年度以降、毎年成人
式において苦情処理委員を周知
するためのカードを配付している
が、平成２２年度は新成人にとっ
て、より注意をひくようなカードに
リニューアルし、一層の周知を
図っていく。
②苦情の申し出を希望する人が
利用しやすくなるよう、申し出の
手続きについて改善を検討す
る。

21 Ｂ

　本事業が対象とする苦情処理は以下の2つである。
①男女共同参画の推進に関する市の施策に対する苦情
②男女共同参画の推進を妨げると認められる事案に対する苦情
　本事業の開始年度は平成17年度であるが、平成20年度までの処
理件数は３件である。事案の件数は必ずしも多くはないが、男女共
同参画を推進し、住民主導の自治を考える上でも、本事業の意義が
ある。
　しかし、本事業の進め方においては、いくつか課題がある。
　制度を説明したパンフレットは、どちらかといえば、制度の説明の
みに終始しており、利用者の立場になって書かれていない。特に、
利用者に対するメリットの記述がなく、利用しようとする動機につなが
るとは思われない。
　また、苦情をあげるには、「男女共同参画に関する苦情申し出書」
に記入する必要があり、このことが申し出をしようとする際の大きな
負担になると考えられる。支援を必要とする市民にとって、利用しや
すい手続とすることを希望する。

　固定的な性別役割分担意識は未だに
根強く残っていることから、リーフレット作
成による啓発活動や研修等の内容がよ
り効果的なものとなるよう検討する必要
がある。

検討･
見直
し

①平成２２年度は市の基本計画
である第３次越谷市男女共同参
画計画を策定するため、策定し
たプランを平成２３年度に広く市
民に周知するための手法を検討
していく。
②男女共同参画の推進を一層進
め、男女共同参画社会の実現を
目指す。

22 B

　越谷市男女共同参画推進条例と越谷市男女共同参画計画に基づき、男女
共同参画社会の実現に向けて、市民、事業者と市が協働し、男女共同参画
をより一層推進するための事業であり、男女がお互いの人権を尊重しながら
パートナーとしてあらゆる分野で活動に参画できる社会を実現していくために
必要な事業である。
　そのために21年度は主に以下の事業内容を実施した。
　　①DV相談窓口案内カードの作成
　　②職員対象の研修（年3回）
　　③男女共同参画行政推進会議の事務局事務
　①については、医療機関や公共施設に配架するだけでなく、より該当者に
確実に周知できる施設等における配布など、さらに効果が上がるような取り
組みを進められたい。
　②については、職員の男女共同参画意識を啓発し、その向上を図る事業で
あるため、事業実施後の振り返りの効果測定が不可欠であるといえる。たと
えば、職員対象の研修から一定期間（半年程度）経過した後、研修内容の習
得度や意識の変化について調査を行い、必要があれば再研修を行うなど、
年度を重ねるごとに効果が向上していく事業となるよう工夫されたい。
　③については、男女共同参画行政推進会議事務局として、各課実施事業
の評価検証を実施するのみならず、例えば、女性の能力活用や職域拡大の
ため、積極的な取組を行っている事業所、家庭生活と職業生活の両立を支
援するための制度が制定及び活用されている事業所など、男女が共同して
参画することができる職場づくりに取り組んでいる市内の事業所を表彰し、広
く市民に周知する制度の実施を先導していく取組みについて導入を検討され
たい。市民の多くが事業所で勤務している実情を鑑みれば、事業所における
男女共同参画の推進や女性の就労環境整備促進は優先すべき課題といえ
る。
　男女共同参画事務事業の目的に立ち返って考えれば、現在実施されてい
る事業の他にも実施すべき事務事業は多いと考えられる。男女共同参画の
施策を推進、取りまとめする主管課である以上、事業目的を達成する手段と
しての新たな事務事業について積極的に企画・検討し、実施についても各課
との適切な役割分担をした上で一部については、本事業の実施項目とすべ
きである。
　成果指標については、女性委員の任用率は他の事業で指標として使用し
ているとのことであるが、本事業の指標としても適切であると考えられるので
活用されたい。さらに、男女共同参画に対する市民の意識がどう高まってい
るのかなど、アンケートなどを通じて実際の事業の効果が把握できる指標が
より適切と考えられる。

　越谷市土地開発公社の経営健全化計
画に基づき、適正に執行されており、今
後、土地開発公社の事業の推進と経営
の健全化を図るため、引き続き計画的な
執行を行う。

現状
維持

①越谷市土地開発公社の経営
健全化計画に基づき、適正に執
行していく。
②公共用地等の効果的な確保と
計画的な事業化を計りながら、当
該計画を適正に執行していく。

16 Ｂ
　計画より先行して、長期借入金残高が減少しているものの、土地
開発公社の経営健全化計画の妥当性を委員会を通じて継続的に検
討していただきたい。
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22 男女共同参画相談事業 企画部 企画課 H13 -

〔目的〕
　女性の生き方やＤＶ被害等について、専門家による
電話・面接相談を実施し、女性の自立に伴う自己決定
ができるまでの支援を行うことにより、相談者の孤立
化の防止し、自立への支援の充実を図る。
〔手段〕
　相談業務委託により、電話・面接相談を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

23 自立支援事業 企画部 企画課 H17 -

〔目的〕
　女性（特にＤＶ被害者）が、精神的・経済的・社会的
に自立していくための支援事業を行う。
〔手段〕
　自立を目指す女性の支援に関する事業を市民団体
等と協働で実施する。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

24
男女共同参画支援セン
ター管理事業

企画部 企画課 H21 -

〔目的〕
　男女共同参画推進の拠点施設として、男女共同参
画の推進に関する施策を実施し、市民や事業者によ
る男女共同参画の推進に関する取組みを支援するこ
とにより、男女共同参画を推進する。
〔手段〕
　指定管理者であるＮＰＯの持つ専門性の高い知識や
ノウハウを活用を活用した運営を行う。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

25
行政経営審議会運営事
業

企画部
政策経
営課

H17 -

〔目的〕
　社会経済情勢の変化に的確に対応し、最少の経費
で最大の効果を挙げることのできる行政運営を市民
の視点に立って推進する。
〔手段〕
　行政改革の推進その他の市政に関する重要事項に
ついて、市の主体的取組を展開するに当たり、公募市
民を含めた外部有識者で構成する審議会の多角的で
総合的な観点からの知見を参考活用するとともに、そ
の審議内容を広く市民に公表する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

26
行政評価事務事業（主
に外部評価の実施に係
る業務委託）

企画部
政策経
営課

H16 -

〔目的〕
　事業の実施主体である市の職員による内部評価に
加え、外部の第三者による評価を行うことで、①評価
の客観性・透明性の確保、②市民に対する評価結果
のわかりやすい説明、③行政評価制度そのものの改
善・改良を推進する。
〔手段〕
　外部評価者となる有識者の確保をはじめ、外部評価
の実施及び結果報告に至る一連の関係業務につい
て、その効率的で効果的な執行を図るとともに、個々
の事業に利害関係を有しない中立的立場からの公
平・公正な評価を期するため、民間の専門業者に委
託する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
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価
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13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　平成２１年度外部評価において、指摘さ
れたDV相談窓口案内カードについて、市
民の方にわかりやすい表現に変更した。
今後は、相談したいときに相談窓口がわ
かるよう、窓口の周知を継続して行う必
要がある。

検討･
見直
し

①今後も継続し、公共施設等に
ほっと越谷相談室リーフレットを
設置し、窓口の周知を図ってい
く。
②関係機関との円滑な連携を行
い、相談体制の充実が図れるよ
う、環境づくりを行っていく。

21 Ｂ

　女性を対象として、DV被害者や生き方についての悩みについて、
専門家による電話相談、面接相談を行う事業である。相談件数も年
800件を超え、市民の認識も高まっており、本事業を推進する意義は
認められる。
　事業を説明する目的で、名刺大のチラシが用意されているが、使
用されている用語がカタカナやアルファベットであり、理解しづらい内
容となっている。例えば、「気づきにくいコントロール」について、担当
課の意図する意味は、「暴力を受け続けるうちに、知らぬ間に暴力を
振るう側の支配下に置かれてしまう、相手の思い通りに行動するよう
仕向けられてしまう。」ということであったが、そのような意味はチラシ
の文面からは読み取れない。また、「DV」は、最近では多くの人が耳
にする言葉であるにしても、年配の人などには、やはり馴染みがな
い可能性がある。「DV」についても、このチラシのどこかに目立つよ
うに日本語での表現が必要である。

　利用者のニーズに沿うきめ細やかな
サービスを提供することが出来るよう、事
業実施団体とのさらなる連携強化を図る
必要がある。

検討･
見直
し

①継続して、事業実施団体との
情報共有及び連携を図っていく。
②市民のニーズを把握し、ニー
ズに対応したサービスを提供す
るため、実施手段等について改
善を検討する。

　より効率的な管理運営に努める必要が
ある。

検討･
見直
し

①平成２３年度は、指定管理期
間３年間の最終年度となるため、
成果等を分析し、今後の改善に
つながるよう検討する。
②事業の充実及び適切な施設管
理を行うため、継続的に指定管
理者との連携を図っていく。

 行政改革をはじめとする種々の取組に
よる市民の視点・経営の視点に立った行
政運営の推進については、市民や議会
から絶えず要請されているところであり、
その適切な実施に寄与するものとして、
今後とも同審議会の一層効果的な活用
のあり方を検討していく必要がある。

検討･
見直
し

①平成２２年度をもって最終年度
となる現行の第４次行政改革の
総仕上げを適切に図りつつ、これ
に引き続く次期行政改革の効果
的な取組に資する意見が審議会
から的確に得られるよう、付議内
容や説明対応等の充実・円滑化
に努める。
②行政改革の推進のほか今後
の行財政のあり方や都市経営上
の課題等について、審議会に付
議する効果的案件の選定に今後
とも努めるとともに、その意見を
踏まえた取組の実効性を高める
ことができるよう、関係各課との
連携・調整を行っていく。

 ・外部評価による指摘事項等を踏まえた
各事業の改革改善の実効性を一層高め
ていく必要がある。
 ・外部評価の効率的で効果的な実施と
中立性の確保を今後も図りつつ、市民の
声をより的確に反映し得る制度の充実に
ついて引き続き検討する必要がある。

検討･
見直
し

①平成２２年度に行う次期総合
振興計画や行政改革等の計画
策定手続において、外部評価を
含む各種評価の結果を踏まえた
事業ごとの課題の抽出・整理を
徹底し、適切な事業選択や見直
しにつなげる取組を推進する。
②現行の行政評価制度における
市民の関与の状況をよりわかり
やすく示すよう努めながら、今後
とも評価過程に市民の声を取り
入れることのできる仕組みの充
実を目指し、外部評価の一層適
切なあり方を継続的に検討して
いく。
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27
予算編成及び執行管理
事務事業

企画部 財政課 - -

〔目的〕
　予算編成では、コスト意識と都市経営の視点に立
ち、事務事業等の見直しや徹底して経費を節減し、効
率的、効果的な予算配分を行い、適切な執行管理を
行うことにより、市民福祉の増進を図る。また、市民に
対し財政状況を的確にわかりやすく伝えることにより、
財政状況の理解の促進、受益と負担に関する意識の
啓発を図る。
〔手段〕
　現在の配分予算制度の更なる検討、行政評価制度
との連携強化などにより、一層の事務事業の見直しを
行う。財政状況の公表については、広報紙や年2回発
行の「越谷市のざいせい状況」等を通じて啓発を行う。

高 低 低 低 (b) (d) (a) (a) (b) Ｂ

28 財政分析事務事業 企画部 財政課 H11 -

〔目的〕
　健全財政の推進を図るとともに、市財政に対する市
民の理解を深める。
〔手段〕
　企業会計的手法による基準モデルに基づく財務書
類4表の作成・公表、および決算額を階層型に分類
し、事業や施策の性格・目的別などを明示したマトリク
ス型決算書を作成公表する。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

29 財政調整基金事業 企画部 財政課 - -

〔目的〕
　災害復旧、り災救助及び地方債の繰上償還、財源
の不足が生じたときの財源に充てるものである。併せ
て、繰越金などの財源が捻出できた場合、基金への
積立を行い財源不足に対応する。
〔手段〕
　状況を見極めた上で基金から効果的に支出する。

高 高 低 低 (b) (d) (b) (a) (b) Ｂ

30
総合行政情報化推進事
業

企画部
情報統
計課

H13 -

〔目的〕
　①内部事務の効率化・高度化を図り、効率的な人員
配置による行政経営の改善を図る。　②市町村共同
事業を推進し行政全体の情報化を進める。　③業務
改善、事務処理の迅速化・効率化を進める。　④情報
セキュリティレベルの向上を図る。
〔手段〕
　①情報化推進計画第2次アクションプランに基づき内
部事務システムの改善に取り組む。　②総合行政ネッ
トワーク（ＬＧＷＡＮ）の利活用を図る。　③情報化研修
を計画的に実施する。　④情報セキュリティポリシーに
基づいたPDCAサイクルを継続的に実施する。

高 高 高 低 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

31 電算運用事業 企画部
情報統
計課

S42 -

〔目的〕
　市民サービスの充実を図るため、マルチアクセス環
境を実現し、ワンストップ・ノンストップサービスの実現
を図る。また、事務の効率化を推進するため、電算化
を進める。
〔手段〕
　インターネット技術を利用したＷｅｂシステムにより同
時に多くの者が、システムにアクセスできる環境を作
り、その安定稼動を図る。また、スムーズなシステム
間の連携を実現することにより事務の効率化を推進
する。

高 低 高 低 (b) (b) (a) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　予算の効率的、効果的な配分を促進す
るために、現在の配分予算制度の更なる
検討、行政評価制度との連携強化などに
より、一層の事務事業の見直しを行う必
要がある。また、財政状況の公表につい
ては、市民への認知度をさらに高めるた
め広報紙や年2回発行の「越谷市のざい
せい状況」等を通じて啓発に努める。

検討･
見直
し

①H２２年度（２３年度予算編成）
は、引き続き配分予算を行い、配
分対象経費や配分方法など、先
進的な取り組みを行っている団
体の事例を参考に調査研究に努
め、弾力的、機動的、効率的な財
政運営制度の充実を図るととも
に、インセンティブ制度の試行を
行うことにより、経費削減、歳入
確保に努める。さらに、行政評価
制度との連携強化を図りながら、
補助金の見直しをはじめ、予算
編成等に生かせるよう政策経営
課と協議する。
②財政状況の公表については、
市民にわかりやすい公表手法に
ついて引き続き、公表方法、説明
内容の調査、検討を行う。

20 Ｂ

　市民向けの資料「越谷市の財政事情」は、市の財政状況を家計簿
にたとえるなどの工夫があり分かりやすい。
　予算編成にあたっては、配分予算方式に加え、インセンティブの考
え方などをぜひ導入し、その効果を評価し更なる適正化を進めてい
ただきたい。さらに、事業評価制度をより活用し、各事業の評価を活
かしたものにすることを期待する。

　財務書類４表は平成21年度（平成20年
度決算）より公表するようになったが、今
後の公表にあたっては、表示や内容の工
夫を行い、さらに市民の認知度を高め、
財政状況の共有を図りつつ、理解と協力
を得る必要がある。

検討･
見直
し

①平成２１年度（平成２０年度決
算）より基準モデルで財務書類の
公表を行ったところだが、平成２
２年度はこの基準モデルのシス
テムの完成度を高めるとともに、
市民の方によりわかりやすい財
務状況公表ができるように取組
む。
②経年による比較や他団体との
比較分析を行うなど財務書類の
活用方法について調査・研究行
い、より良い公表に努める。

16 Ｂ
　全庁バランスシート、マトリクス型決算書等基礎情報は出力されて
いるが、各事業別経営改善に資する情報に至っておらず、今後の有
効活用が望まれる。

　財政健全の推進を図るため、予期しな
い収入の減少や不時の支出等に備え、
一定額の基金残高を維持する必要があ
る。

検討･
見直
し

①手数料等をはじめとする歳入
の確保を図るとともに、全庁的な
経費削減による歳出抑制に努
め、基金の取り崩しを抑制する。
また、繰越金等により、可能な限
りの基金への積み立てに努め
る。
②国の政策や景気変動等が財
政運営に大きく影響を与える中、
不足の事態に備え、健全財政の
堅持のため、一定額の基金を確
保する。

　内部事務システムの改善、LGWAN運
用、情報化研修、電子申請システム運用
など、先行投資ないしは基盤整備的な性
質のものであり、即時に成果が現れるも
のではないため、具体的な成果を示すこ
とは困難である。また、情報セキュリティ
においては絶対的な対策がなく、その成
果においても十分な成果というものがな
いことから、時々刻々と変化する社会環
境の中で情報セキュリティ強化のための
継続的な対策の実施が必要である。

検討･
見直
し

①第２次アクションプランに基づ
き、内部事務の効率化・高度化を
図り、市民ニーズに根ざした情報
化施策の展開によるサービス向
上を目指す。また、情報セキュリ
ティ外部監査を取り入れた形で
PDCAサイクルによるセキュリティ
の維持改善を図っていく。
②電子申請の普及促進など、電
子自治体の整備を目指す。ま
た、情報資産を様々な脅威から
守るために、情報セキュリティ強
化の取組みを継続的に実施し、
セキュリティレベルの向上を目指
していく。

19 Ｂ

　アクションプランに基づき、順調に事業を推進している。
　今後はＩＴ投資評価のフレーム策定をおこない、ＩＴ投資効果の住民
への情報提供を一層進めることも重要である。
　４０施策の検討・開発に着手とのことであるが、大規模開発になる
ものと思われるので、進行管理に意を配り、電子自治体の着実な実
現を期待したい。

　事業の一部について外部へ委託するこ
と。ネットワークを一元化し職員がワンス
トップで作業を行えることにより住民サー
ビスを向上させること。

検討･
見直
し

①情報システムについて、多くの
利用者の同時アクセスに十分対
応しうる環境を形成し、システム
の安定運用を図る。
②事業のアウトソーシングの可
能性について検討し、また、情報
系ネットワークとの統合について
も調査を行い事務処理の効率化
を図る｡

19 Ｂ

　ワンストップ・ノンストップサービスの充実を図るなど、市民サービ
ス向上に向けた姿勢が充分にうかがわれる。今後も継続して、事業
費の削減努力をすることは重要である。
　将来的には、国の共通基盤整備状況を見つつも、他自治体との共
同利用やＡＳＰ（アプリケーション・サービス・プロバイダー：組織内に
業務ソフトを持たずにインターネットを介してソフトを時間借りして使
用するサービス）の導入も視野に入れて、さらなる業務改革を推進
に期待する。
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32 庁内ＬＡＮ運用事業 企画部
情報統
計課

H10 -

〔目的〕
　庁内に保有する様々な情報を体系的に蓄積・管理
し、各部門の職員が情報共有・交流ができる情報通信
基盤として、さらには、市民サービスの向上や電子自
治体の実現に向けた共通基盤として、庁内情報通信
の高機能化と高度利用を推進する。また、行政事務の
簡素化・効率化を図る。
〔手段〕
　必要な職員に対して一人一台の割合でパソコンを配
備。グループウェア、財務会計システム及び庶務事務
システム等の内部事務関連システムの利用。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

33 統計調査事業 企画部
情報統
計課

- -

〔目的〕
　法定受託事務として実施している事業であることか
ら、各種統計調査の目的や実施方法に合わせた調査
対象の把握と調査票の取集、審査を実施し、正確な
統計調査の実施に努める。
〔手段〕
　正確な統計調査の推進にあたり、調査客体の把握、
調査の目的や必要性を認識していただくため広報の
充実を図る。また、適正に調査が実施できるように統
計調査員の確保と調査員の資質の向上を図る。

高 高 高 低 (b) (c) (b) (b) (b) Ｂ

34 公有財産管理事業 企画部
財産管
理課

H15 -

〔目的〕
　公有財産（普通財産）は経営資源であるとの認識の
下、全ての公有財産について実態把握を行い、新た
な行政サービスの経営資源として効率的な利活用を
図る。
〔手段〕
　公有財産（普通財産）の有効活用の促進及び処分と
併せて財産の適正管理を遂行する。
　公有財産の登記、財産台帳の登録及び取得財産の
指定、分類を明確にし財産を管理、保全する。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

35 人権推進事業 企画部
人権推
進課

S51 -

〔目的〕
　同和問題を人権問題の重要課題に位置づけ、あら
ゆる人権問題の解決に向けて、関係機関（団体等）と
の連携のもと、人権が尊重される差別のない明るい地
域社会の創造を目指す。
〔手段〕
　各種研修会や講演会等を開催するとともに、関係機
関等が開催する各種事業に参加し、人権教育・人権
啓発の推進を図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

36 人権擁護事業 企画部
人権推
進課

S37 -

〔目的〕
　市民の基本的人権を擁護し、自由人権思想の普及
高揚を図る。また、人権侵犯がなされないように監視、
救済を図る。
〔手段〕
　市民の人権問題に対し、人権擁護委員による人権
相談を実施し、さらに、啓発活動（市民まつり、人権の
花運動等）を通して基本的人権の擁護及び自由人権
思想の普及高揚を図る。特に人権侵犯事件について
は、調査及び情報収集を行い、関係機関への勧告等
適切な処置をし救済を図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

37 法制・訟務事務事業 総務部
文書法
規課

- -

〔目的〕
　行政法を中心とした法律問題に係る顧問弁護士相
談とその他の法律問題に係る法律相談を行うととも
に、訴訟における代理人を依頼し、個別業務を支援す
る。
〔手段〕
　①顧問弁護士相談
　②法律相談
　③訴訟事務

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　安定性および安全性の確保と調達コス
ト抑制の両立

検討･
見直
し

①平成２３年度から職員認証基
盤および職員ポータルサイトでの
シングルサインオン環境を運用
することとし、それに向けて仕様
の確定、基盤整備に取り組んで
いく。
②業務系ネットワークとの統合を
実施するために技術調査を実施
する。

　プライバシー意識の高揚や生活様式の
変化、調査に対する協力意識の低下等
により調査環境が年々悪化しており、調
査客体からの理解、協力が得られにくく
なるなど、正確な統計の確保が困難に
なっていることから、調査方法の見直し
が必要である。

検討･
見直
し

①プライバシー意識への配慮と
調査への協力を求めるため、調
査の趣旨や必要性を理解してい
ただくよう広報の充実と調査方法
の改善を図っていく。
②法定受託事務であり、国が本
来実施すべき調査であることか
ら、実施母体である所管省庁や
県に対して、調査の方法や調査
項目などを含め、正確な統計調
査が実施できるように見直しを検
討していただくよう引き続き要望
していく。

18 Ｂ
　法定受託事務として、市でコントロールできる領域に限りがある。
長期的視野で統計調査事業のあり方や進め方について広く意見を
取り入れ、改善していく必要がある。

 普通財産の内、未利用地の有効利用の
促進

検討･
見直
し

①未利用地の公売及び隣接地
権者や土地使用者（団体）への
処分を行う。
②土地貸付料の定期的な見直し
と保有資産を活用目的別に分類
し、有効活用を推進する。

18 Ｂ
　未利用の普通財産等の売却を進め、公有財産効率を高めるべき
である。また、公有財産の維持管理に関し、今後も引き続き業務効
率の向上を図っていく必要がある。

　事業内容のマンネリ化等の課題がある
が、随時創意工夫を凝らし、改善してい
きたい。

検討･
見直
し

①②最新の教材を積極的に導入
し、研修会、講演会等を実施す
る。また、新規参加者及び新規
開催場所の検討等積極的に人
権教育・人権啓発を推進し、国民
に保障された基本的人権の擁護
に努める。

　人権相談における相談件数は、前年度
と比較して増加しているものの、人権相
談所の開設について更に積極的に周知
を行うなど、事業の充実が求められてい
る。

検討･
見直
し

①人権相談所の開設に係る積極
的なＰＲを図っていく。
②平成２１年度に越谷人権擁護
委員協議会指定事業として福祉
施設における人権相談を実施し
たところであるが、今後も独自事
業として福祉施設、地区公民館
等において、人権相談、人権啓
発を実施していく。また、市民の
人権侵犯事件の救済及び防止
のため、相談体制の更なる充実
を図っていく。

20 Ｂ

　11名の人権擁護委員の活動を支援する事業である。平成20年度
より相談回数を増やすなどの努力をされていることは評価に値す
る。
　市職員と人権擁護委員との全体協議会を更に積極活用され、人権
擁護委員の知見を市職員が活用できる工夫をしていただきたい。

　自治体職員の政策法務能力の向上が
求められていることからも、研修事業と連
携して行政運営上の新たな課題等に対
する法令研修を実施することにより、法
制、訴訟事務に関する知識の習得が必
要である。

現状
維持

①②直面する行政課題に対応し
た継続的な研修の実施
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38 法令等管理事業 総務部
文書法
規課

- -

〔目的〕
　条例等例規の検索、改正事務を効率的かつ正確に
行うため、台本形式（紙ベース）の例規集の電子情報
化を図るとともに、市民サービス向上及び良質な情報
の提供を実現する。
〔手段〕
　①例規データベースの積極的な運用
　②例規データベースのホームページでの公開

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

39 公文書管理事業 総務部
文書法
規課

H3 -

〔目的〕
　ファイリングシステムの活用等により文書を適正か
つ効率的に管理し、事務能率の向上、文書の共有化
の推進、情報公開への積極的な対応等を図る。
〔手段〕
　①ファイリングシステムによる適正かつ効率的な文
書の整理及び保存
　②本庁の文書庫に収納できない文書の保存業務を
文書専用の倉庫業者へ委託
　③文書事務の電子化の基礎となる文書管理システ
ムの導入検討

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

40
情報公開・個人情報保
護制度事業

総務部
文書法
規課

H11 -

〔目的〕
　情報公開制度及び個人情報保護制度の適正かつ円
滑な運営を図るとともに、両制度を一層充実させる。ま
た、公開請求に対する決定や開示・訂正等の請求に
対する決定に係る不服申立てについて、公平な審査
（権利救済）を行う。
〔手段〕
　学識経験者、弁護士等の専門的な知識を有する者
や、公募による市民等で組織する第三者機関として、
審査会及び審議会を設置し、運営する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

41
人事管理事業（昇任試
験委託）

総務部
人事研
修課

S58 -

〔目的〕
　管理職への昇任について、受験成績、勤務成績そ
の他の能力の実証に基づいて、職への適合性を公正
に審査し、管理職にふさわしい人材を任用する。
〔手段〕
　管理職昇任試験の実施に際し、試験に係る事務の
一部（教養・行政判断試験作成及び採点）を専門機関
に委託することによって、事務を効率化し、公正な試
験を執行する。

低 高 高 高 (b) (a) (d) (d) (b) Ｂ

42
職員採用事業（採用試
験委託）

総務部
人事研
修課

- -

〔目的〕
　市職員の採用にあたって、職務遂行能力を公正・公
平に判断し、市民の負託に応えることのできる優秀な
人材を確保する。
〔手段〕
　学歴に応じた試験問題の作成及び採点を専門機関
に委託することで、人件費等のコストを抑制するととも
に、客観性・公平性を確保する。

高 高 高 高 (b) (a) (b) (b) (b) Ａ

43 職員表彰事業 総務部
人事研
修課

- -

〔目的〕
　永年勤続の職員に対し、多年の勤続の労をねぎらう
ことにより、士気を高め公務の能率を向上させる。
〔手段〕
　永年勤続の職員に対し、市長から表彰状を授与し、
記念写真を撮影・配付する。

低 高 高 低 (b) (c) (d) (d) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　市民、職員等に対して条例等の法規情
報を提供し、相互に情報を共有すること
は、協働のまちづくりを進めるうえでも必
要なことであることから、そのツールとし
ての利便性の確保に努めなければなら
ない。

現状
維持

①②情報提供のためのツールと
しての更なる利便性の確保と職
員等からの求めに応じ迅速な対
応に努める。

18 Ｂ

<例規データベースシステム事業>
　例規をデータベース化し、検索能力を向上させ、職員・市民への利
便性を高めることは、これからますます重要になってくる。今後は100
冊の例規集印刷物の減冊を含め適正なシステムの運用及び強化に
努めてもらいたい。

　文書の整理及び保存の手法であるファ
イリングシステムの適正な運用を維持し
ていくことが基本となるが、平成２３年４
月に施行が予定されている公文書管理
法は、地方自治体の文書管理制度にも
大きな影響を及ぼすものと考えられるこ
とから、今後、その動向に十分注視しな
がら、本市の文書管理制度について見
直しを行う必要がある。文書管理システ
ムの導入については、その前提として、
文書管理制度の確立が不可欠であるた
め、より慎重な対応が求められる。

検討･
見直
し

①公文書管理法の施行状況等を
踏まえ、文書管理制度の見直し
に取り組むこととするが、まず
は、歴史資料として価値がある公
文書の保存と利用の仕組みの再
構築について、調査・検討を行
う。
②文書管理システムの導入や公
文書館機能の整備の検討

17 Ｂ

　文書を適正に管理することは重要である。保管する一方で、文書
廃棄ルールを定め不要な文書を廃棄また保存対象としないルール
を徹底することが重要と考える。
　電子ファイリングシステムに移行しても文書管理ルールの重要性
は同様であり、管理ルールを全庁で徹底する仕組み作りが求められ
る。
　文書のファイリングシステムの維持管理については、各部署での
文書管理体制をさらに徹底するなどして、正規職員2.38人/年の工
数を削減する努力を望む。

　審査会は、情報公開制度及び個人情
報保護制度に係る行政処分に対する救
済機関であり、また、審議会は、両制度
の適正かつ円滑な運営を確保するため
のチェック機関であるが、これまでの運営
状況等に照らし、妥当性、効率性、有効
性、貢献度等の観点から総合的に判断し
て、課題はないものと思われる。

現状
維持

①②審査会と審議会は、情報公
開制度及び個人情報保護制度
の運営を監視する役割を担ううえ
で必要不可欠な第三者機関であ
り、単純に開催回数の増減で費
用対効果等を測定することは困
難である。したがって、特に課題
も見当たらないことから、当面現
状を維持するものとする。

20 Ａ

　情報公開制度及び個人情報保護制度の適正かつ円滑な運営を図
るために、当該事業は不可欠である。事業費に妥当性があり、審議
会委員の改選も適切に実施されている。正規職員の一層の業務効
率化を図るべく努力を今後も継続していただきたい。

　高度化・多様化する行政課題に対応す
るため、これまで以上に効率的な組織運
営が求められており、職制や昇任の今後
のあり方について検討が必要である。

検討･
見直
し

①教養試験の問題作成及び採
点については、事務の効率化及
び公正性の確保の観点から引き
続き委託を行っていく。
②昇任の在り方については、人
事管理制度全般にわたる検討見
直しの中で、今後検討していく。

20 Ｂ

　試験問題の作成等一部業務の外部委託は、効率化及びコストの
観点からも適切である。課題は“良い人材”の育成であり、市の発展
にとって最も有効な管理者を先見性を持って任用・育成するための
努力をなお一層お願いしたい。また、試験内容の見直しと、任用後
の追跡評価等の結果を試験制度にフィードバックすることを望む。

　求められる人材の確保のため、引き続
き当該事業を実施していく。

現状
維持

①引き続き試験問題の作成・採
点業務を専門機関への業務委託
方式で実施することで、コスト削
減を図るとともに採用試験の公
平性・効率性・機密性を確保す
る。
②高度化する行政課題に的確に
対応するために、求められる人
材とその確保の方法について検
討していく。

19 Ｂ

　第１次試験を委託化しコスト低減されていることは評価できる。ま
た、第2次試験以降において、市全体の人材ニーズ、長期的な育成
計画の視点から見た新規採用への要望を取り入れ、対応されている
ことも評価できる。
　第１次試験業者に対し、市としての要望を伝える場をさらに活用す
る必要がある。また、総合成績のみでなく、科目別の成績を開示す
るよう求めていくことを望む。

 従来行っていた銀杯の贈呈は、平成16
年度から廃止しており、現在は表彰状の
授与と記念写真等のみとして最小限の経
費で実施している。今後、さらに職員の
士気高揚に資する効果的な制度を検討
していくことも必要である。

検討･
見直
し

①引き続き経費の抑制に努めな
がら、事業を実施していく。
②今後さらに職員の士気高揚に
資する効果的な制度を検討して
いく。第４次行政改革大綱実施計
画（集中改革プラン）に基づい
て、平成２２年度を目途とした人
事管理制度全般にわたる検討及
び見直しを進めているところであ
り、特に現在検討中の人事評価
制度において、職員や組織の活
性化に有効な制度の構築を図
り、現行の表彰制度を見直してい
く。

19 Ｃ

　表彰制度の運用が長年継続しており、永年勤続表彰に偏した運用
となっているように見受けられる。
　表彰制度の本来の意味に立ち返り、ひとりの職員を表彰すること
により多くの職員が活性化する、組織活性化のための制度としての
運用の再検討を望む。
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44 健康管理事業 総務部
人事研
修課

- -

〔目的〕
　疾病の早期発見及び職員の健康管理への主体的な
取組を推進し、職員の健康増進を図る。
〔手段〕
　労働安全衛生法に基づく定期健康診断及び特殊健
康診断並びにメンタルヘルス診断事業等を実施する。
　また、人間ドック受診に係る費用の一部を助成する。

高 高 高 高 (b) (a) (b) (b) (b) Ｂ

45 労働安全衛生事業 総務部
人事研
修課

- -

〔目的〕
　管理監督職員及び職員の労働安全衛生への意識
の高揚を図り、公務災害の未然防止を図る。
〔手段〕
　衛生委員会を中心に各職場における安全確保のた
めの点検や安全研修を実施し、公務災害の未然防止
を図るとともに、公務災害の認定を受けた職員への補
償及び見舞金の支給を行う。

高 高 高 高 (b) (a) (b) (b) (b) Ｂ

46 職員福利厚生事業 総務部
人事研
修課

- -

〔目的〕
　職員の健康保持・増進や元気回復を図り、職務能率
の向上を図る。
〔手段〕
　地方公務員法第42条に基づく福利厚生事業として、
各課親睦会の事業、スポーツ・レクリエーション事業及
び部活動に対して補助金を交付する。

高 高 高 高 (b) (a) (b) (b) (b) Ｂ

47 階層別研修事業 総務部
人事研
修課

- -

〔目的〕
　新採用職員から管理職員まで、各階層に必要な基
本的知識や課題対応能力等の修得を図る。
〔手段〕
　各階層ごとに基本的知識や課題対応能力に関する
研修を実施する。

高 高 高 高 (b) (a) (b) (b) (b) Ｂ

48 専門研修事業 総務部
人事研
修課

- -

〔目的〕
　時代の変化や複雑高度化する住民ニーズに対応す
るため、地方自治法や行政法、民法などの法令関係
をはじめ、法務能力や政策形成能力など高度な専門
知識・技能の習得を図る。
〔手段〕
　法令や政策形成など専門知識・技能に関する研修を
実施する。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

49 特別研修事業 総務部
人事研
修課

- -

〔目的〕
　多様化・高度化する市民ニーズに的確に対応できる
能力を開発するとともに、新たな行政課題に対応する
ための知識や実務に即した技能の習得を図る。
〔手段〕
　時事問題をはじめ、時宜を得た行政課題に関する研
修を実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

50 派遣研修事業 総務部
人事研
修課

- -

〔目的〕
　新たな制度に関する知識や各業務に関するより高
度な専門的知識・技能の習得を図る。
〔手段〕
　国や県をはじめ、彩の国さいたま人づくり広域連合、
公的研修機関、民間研修機関の研修に職員を派遣す
る。

高 高 高 高 (b) (a) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓
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向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　受診率を100パーセントに近づけていく
ために、未受診者に対する指導を徹底す
る必要がある。
　また、人間ドック受診者を含め、受診結
果に対する事後指導やメタボリック症候
群対策、メンタルヘルス対策について、
更に充実を図る必要がある。

検討･
見直
し

①うつ病等の精神性疾患への早
期対策と未然防止を図るため、
平成22年度からシニア産業カウ
ンセラーによるカウンセリングを
行い、メンタルヘルス対策に努め
る。
②今後も、職員の疾病等の早期
発見をはじめ、心身の健康維
持、心身の健康管理、増進に努
める。

18 Ｂ
　職員の受診率100％達成及び、事後のフォローを徹底し、職員の
予防医療を高める必要がある。また、メンタルヘルスへのきめ細か
な対応が求められる。

　職場の労働安全衛生向上には、日常
の安全点検や意識啓発など継続的な取
組が必要である。

検討･
見直
し

①採用時・異動時の安全衛生教
育の徹底や定期的な労働安全衛
生研修の実施、各事業所におけ
る安全衛生委員会の充実を図り
ながら、公務災害の減少に取り
組む。
②事業主の立場として、職員の
安全を確保し、快適な職場環境
の形成を図ることは重要であり、
今後も引き続き災害の未然防止
に努める。

　当該事業については、職員が心身とも
に健康で働くために必要であるが、社会
情勢等の変化を踏まえた適時の見直し
が必要である。

検討･
見直
し

①職員が心身ともに健康で働くた
めに当該事業は必要であるが、
社会情勢等の変化を踏まえ、適
時の見直しが必要である。
②引き続き、事業効果と効率性
に配慮しつつ、職員の心身の健
康を維持し、公務能率の向上を
図る観点から、必要最小限の範
囲で当該事業を実施していく。

17 Ｃ

<職員被服貸与事業>
　クールビズが普及してきている社会的傾向を考慮すれば、制服が
規律を維持するという意識は薄れている。制服着用を義務付けてい
る規定を見直し、必要な部署の必要な担当者のみに制服を貸与す
るよう再検討することを望む。
　市民サービスの維持の点については、名札の着用や腕章の利用
などの代替手段によるサービスレベルの維持を検討し、経費の大幅
削減を望む。

　職員の大量退職を迎えるにあたり、組
織の中核を担う人材の育成が急務であ
ることから、特に監督職層の研修につい
て、質の向上が必要である。

検討･
見直
し

①各階層の職員の現状と課題を
踏まえ、求められる能力養成に
向け、効果的な研修を実施して
いく。
②行政課題の高度化に伴い、職
員に求められる能力も高度化・専
門化していることから、長期的な
人材育成システムの一環である
階層別研修のあり方を検討して
いく必要がある。

18 Ｂ

<職員研修事業>
（事業番号48、49、50、51を含む）
　今後、職員の専門性向上や意識改革を図るために、職員研修は
重要である。人事管理制度と連動させた研修制度を早急に確立させ
る必要がある。また、活動結果及び成果に関し適切な指標を設定
し、研修の成果を直接的に把握できるものにする必要がある。

　複雑高度化する行政課題に対応するた
め、職員の高度な法務能力や政策形成
能力などの向上が必要となっており、そ
の能力の向上が効果的に行える研修内
容を適時検討する必要がある。

検討･
見直
し

①研修の効果測定の手法を検討
し、職員の能力向上につながる
効果的な研修の充実を図る。
②高度化する行政課題を踏ま
え、職員に求められる専門知識・
技能に対応するよう、研修課目を
適宜見直し、効果的な専門研修
を体系的に展開していく。

18 Ｂ
<職員研修事業>
（事業番号：47参照)

　新たな行政課題に対応するため、実務
知識・技能の習得の必要性は益々高まっ
ており、更なる内容の充実が必要

検討･
見直
し

①②全庁横断的な行政課題や新
たな行政課題等について、関係
部課所と連携しながら、職員の知
識の習得及び能力の向上を図
る。

18 Ｂ
<職員研修事業>
（事業番号：47参照)

　新たな制度に対する知識や業務に対す
る高度な専門的知識・技能の習得を図る
ため、今後とも積極的に外部の研修機関
等の資源を活用していく必要がある。

検討･
見直
し

①②職員の職務経験やキャリア
デザイン等を踏まえ、より高度の
専門的知識・技能の習得を図る。

18 Ｂ
<職員研修事業>
（事業番号：47参照)
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51 自己啓発研修事業 総務部
人事研
修課

- -

〔目的〕
　職務に関連する資格・知識の習得を促すとともに、
能力向上の意欲を高め、能力開発を奨励する組織風
土を醸成する。
〔手段〕
　通信教育や自主研究グループ活動など、自己啓発
にかかる費用を助成する。

高 高 高 高 (b) (a) (b) (b) (b) Ｂ

52 電子入札システム事業 総務部 契約課 H15 -

〔目的〕
　入札手続の透明化及び入札事務の効率化を図る。
　入札参加資格登録業者の利便性の向上及び競争
性の向上を図る。
〔手段〕
　埼玉県電子入札共同システムへ参加し、電子入札
システムの運用を行う。

高 高 高 低 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

53
公文書管理事業(総務
管理課分)

総務部
総務管
理課

- -

〔目的〕
　庁内各課の郵便物を取りまとめ発送する事務や年
間16回発行している「広報こしがや」を始めとする市の
各種お知らせを自治会等へ配送する事務についてコ
スト削減を図る。
〔手段〕
　郵便事務については料金割引制度を有効利用し、さ
らに、近隣市町への郵便物の合封をおこない、「広報
こしがや」等の配送事務については、民間の委託業者
を見積もりあわせで決定する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

54 印刷管理事業 総務部
総務管
理課

- -

〔目的〕
　庁内の複写機や軽印刷機の管理事務及び大量の
印刷物や製本が必要な印刷物に対する浄書印刷事
務の効率化と経費の節減を図る。
〔手段〕
　浄書印刷の集中管理や印刷機・複写機等の充実及
び複写機・軽印刷機の適正配置を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

55 庁用備品管理事業 総務部
総務管
理課

S33 -

〔目的〕
　庁用備品の適正な維持管理を図る。
〔手段〕
　備品管理システムによる、備品の保管、取得による
登録、所属換え及び廃棄に係る事務を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

56 庁舎整備事業 総務部
総務管
理課

- -

〔目的〕
　市庁舎へ来庁する市民等の安全と利便性の確保及
び良好な庁舎環境の維持を図る。
〔手段〕
　市庁舎の老朽化に伴い建物や設備機器等の改修工
事及び修繕を計画的に行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

57 庁舎管理事業 総務部
総務管
理課

S44 -

〔目的〕
　来庁舎の安全と利便性の確保及び良好な庁舎環境
の確保を図る。
〔手段〕
　庁舎内の巡視、日常点検や設備機器等の適正な運
転及び案内表示の充実により、環境整備を進め効率
的な庁舎の保守管理を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
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13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　受講者の拡大の必要がある。
検討･
見直
し

①越谷市職員自己啓発奨励要
領により①人事研修課推奨通信
講座②推奨以外③自主研究グ
ループによる研修に対し、助成を
行うことについて積極的にＰＲし、
自主的な学習活動を促進する。
②人事研修課が行う集合研修の
みならず、自主的に自己研鑽に
取り組むことが職員の資質向上
に大きく寄与することについて
メッセージ性を含め、職員に周知
していく。

18 Ｂ
<職員研修事業>
（事業番号：47参照)

　電子入札システムは、埼玉県と県内参
加自治体が共同して開発・運営を行って
おり、運用開始から３年以上が経過し順
調な運営がなされてきている。しかし、シ
ステムの不具合への対応や、市の財務
会計システムとのデータの連携等でまだ
改善の余地があるため、引き続き改善要
望等を行い、円滑な運用に努めていく。

検討･
見直
し

①②引き続き、埼玉県や県内参
加自治体との情報交換を行うとと
もに、市の情報統計課と連携を
図りながら電子入札システムの
円滑な運用に努めていく。

18 Ｂ

　電子入札による事業者への利便性の向上、自治体入札業務の効
率性向上は喫緊の課題であり、当該事業の優位性は認められる。
本事業は、埼玉県と県内自治体が共同で開発・運営している事業で
あるが、早急に改善効果を得るべく、業者登録審査等の連携強化を
図りながら運用・体制・制度を充実させる必要がある。

 他課からの郵便物の集配について、午
後2時までの時間内提出についての協力
を求めることが必要

検討･
見直
し

①２３年度に向けても、郵便料金
の割引制度を利用し、また、同一
の宛先の郵便物を合封し郵送す
ることによりコスト削減に努める。
②最新の郵便業界の情報や制
度変更に注視し、コスト削減に努
め、さらに郵便物の時間内提出
について協力を求めていく。

21 Ｂ

　業務内容は比較的単純であり、再任用職員、非常勤職員の活用を
検討していただきたい。
　また、本事業の成果として節約された郵便料金額等については、こ
れを成果指標として庁内にも周知し、成果を共有されたい。
　さらに、郵便物の発送時間厳守の問題については、「市民サービ
スの向上に直結するルール」であるとの認識に立ち、改めて全庁的
に徹底を図られたい。

 浄書印刷枚数は、平成21年度では減少
したものの、今後、市民サービスの向上
と共に増加することが予想され、印刷機
や複写機の機能充実や適正な配置を行
うことにより、常にコストダウンを考えつつ
業務を行うことが必要である。

検討･
見直
し

①本年度は、電子印刷機の入れ
替えを行うにあたり、最小の経費
で最大の効果を得ることを念頭
におき、さらに、本市の利用形態
に最適の機種を導入する。
②両面印刷や製本を伴う印刷物
を得意とした電子印刷機と単票
の印刷物ではコスト安のデジタル
印刷機相互の有効利用を行い、
浄書印刷業務の効率化を行って
いく。

18 Ｃ

　庁内で効率的に印刷事務を行う内製化の必要性は認められる。今
後さらに業務を拡大していく中で、職員の配置について臨時職員や
嘱託職員を活用する余地がある。また、業務が年間を通じて平準的
かつ計画的に実施できるように、運用制度を再検討する必要があ
る。

　平成２０年度から、備品管理システムを
導入し経費節減を図ったが、今後、消耗
品額の改正に伴う事務処理が必要にな
る。

現状
維持

①・②継続的に備品管理システ
ムによる備品の適正な維持管理
を行う。

<庁舎管理事業>
（事業番号：57参照)

　老朽化が進む市庁舎については、つね
に環境維持を図る必要がある。

現状
維持

①建物の老朽化した部分や各設
備機器等の改修工事を進める。
②計画的に改修工事を進め、軽
微なものについては総務管理課
職員（電気室職員）が対応し、常
に事業費の抑制に努める。

20 Ｂ

　本庁舎の老朽化に伴い、修繕や改修工事のコストが増加している
現状となっている。修繕工事においては、単に業者に発注するだけ
でなく、職員で対応できる点は職員が対応しており、経費削減努力
は評価できる。
　本庁舎は、平成13年度の耐震診断で耐震性に問題があるとされて
おり、大いに懸念される。政策会議で他の市有施設の耐震化と合わ
せ、総合的に耐震改修促進計画をたてているとのことで、緊急性と
重要性の観点から総合的に耐震改修を進めていただくことを強く要
望する。

　市庁舎の老朽化に伴う設備等の維持
管理について保守点検を継続的に行い、
常に安定した稼動とともに、庁舎管理に
伴う経費節減に努める必要がある。

現状
維持

①・②引き続き市庁舎の安全確
保のため、点検及び保守管理を
行い、庁舎環境の整備及び経費
削減に努める。

16 Ｃ

　市民が利用しやすく、職員が働きやすい環境整備は強く望まれる
ものの、業務内容は庁舎管理業務・電話交換業務・守衛業務等多
岐にわたっており、事業全体の効率性向上を図ることが求められて
いる。特に、守衛業務の一部に含まれる公権力執行業務（申請受理
等）を除き、正規職員人件費（１５．７５人・年＝約１．３億円）の削減
検討を図り効率性の向上をめざす必要がある。
　業務の標準化等に努め、アウトソース活用によるコスト削減とサー
ビスレベルの維持・向上を図っていただきたい。
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58 庁用車管理事業 総務部
総務管
理課

- -

〔目的〕
　公用車の有効利用を図る。
〔手段〕
　公用車の稼働率を調査し、適正な車両台数の確保
及び運行管理を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

59 平和事業 総務部
総務管
理課

H20 -

 〔目的〕
　戦争の悲惨さや平和の尊さを後世に伝える。人類共
通の願いである世界の恒久平和の実現を願い、未来
に向けて平和で豊かな社会を築くため、市民の平和
への意識を高める。
〔手段〕
　広島平和記念式典参加や平和展・平和講演会の平
和事業を行う。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (a) Ｂ

60 工事検査業務事業 総務部
工事検
査課

- -

〔目的〕
　公共工事の品質確保の促進を図る。各検査員・監督
職員の能力向上や請負業者の施工意欲の向上並び
に技術力の育成を図る。
〔手段〕
　関係法令に基づきしゅん工検査、出来高検査、中間
検査、指定部分等の検査を行い、工事成績評定を適
切に実施する。各検査員、監督職員等に対する研修、
視察などを行う。請負業者に対する表彰などを行う。

高 高 高 低 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

61 税証明事務事業
市民税
務部

市民税
課

- -

〔目的〕
　市民からの求めに応じ、課税又は非課税等に関する
証明を行う。
〔手段〕
　市・県民税の所得並びに控除等に関する課税又は
非課税証明書等の発行を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

62 市民税課税事務事業
市民税
務部

市民税
課

- -

〔目的〕
　個人市民税は賦課期日である１月１日現在の納税
義務者を的確に把握し、法人市民税は法人の申告に
基づき、公平・適正な課税により、市の財源を確保す
る。
〔手段〕
　個人は課税の基となる給与支払報告書、確定申告
書、市県民税申告書により課税台帳を作成し納税通
知書を発送する。個人及び法人市民税の課税台帳は
電算システムによって管理を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　中型バス２号車の廃車に伴い、人件費
の削減を図った。また、特別職の運転手
及び車両の集中管理を行い、効率よい
運行管理を図った。今後も継続的に、稼
働率を調査し適正車両の確保及び経費
の削減に努める必要がある。

現状
維持

①平成２２年度に特別職の車両
１台を廃車し、経費節減を行う。
②継続的に稼働率調査を行い、
適正な車両台数の確保及び運行
管理を図って行く。

17 Ｃ

　各課で管理している庁用車の一部についても管財課で一括管理
し、管理対象を拡げることにより共有化による有効活用を進め、庁用
車全体の稼働率を向上させる必要がある。庁用車については、リー
スの採用も視野に入れ、維持費の低減化の検討をお願いする。

　成果をあげるため毎年事業内容を考え
ていくことが必要である。

検討･
見直
し

①戦争の悲惨さ、平和の尊さを
後世に伝えるため、事業内容に
ついて考えていく。
②世界の恒久平和の実現を願う
ため、平和事業の内容をグロー
バル的な視点でとらえ、幅広い事
業内容を考えていく。

22 B

　世界の恒久平和の実現と平和で豊かな社会づくりのため、市民の
平和への意識を高めるための事業である。21年度は広島平和記念
式典参加や平和展・平和講演会を実施した。
　平和展では広島、沖縄、東京大空襲などを取り上げたが、今後は
国内で起こった惨禍だけでなく、イラン、イラクなど国外で現に起こっ
ている紛争をも本事業の対象として目を向けて取り組んでいこうとす
る姿勢を評価したい。
　ただ、平和事業は市民生活に直結するとはいえない事業であり、
必要性を持つ事業となるように考慮し、取り組んでいただきたい。さ
らに、準備に相応の時間がかかる点は理解できるが、年間を通じて
実施されている事業でないにもかかわらず、人件費の額が比較的高
いので、最小の投資で最大限の効果を得られるよう努力すべきであ
る。
　平和事業が開始されて間もないということから、市民の認知度が低
い状況にあると思われるので、ホームページ、広報で積極的な宣伝
活動が求められる。また、平和展や講演会の来場者数を増やすた
めに学校等に働きかけ、学年単位で来場してもらうことが有効では
ないか。

　工事成績評定は、関係法令に基づき、
平成２０年度より成績評定の標準化を図
り実施している。また、国、県の総合評価
方式においては優秀建設工事の表彰は
評価項目の一つとして位置づけされてい
る。越谷市においても平成１９年度より県
に準じた総合評価方式の入札を試行して
いることから優秀建設工事表彰の必要性
は高い。

検討･
見直
し

①工事検査業務は、単に給付の
完了を確認するだけでなく、検査
時の指導等を通じて工事の適正
な施工の確保と技術水準の向上
及び品質確保に寄与する目的を
持つ。このことから平成20年度よ
り各種検査、成績評定、研修、表
彰を一体的に取組み、公共工事
の品質確保の促進において相乗
的な効果を期待できるものであ
る。
②不確定事項ではあるが、総合
評価方式が本格導入されること
となれば、成績評定や表彰は業
者の経営に大きな影響を与える
ことから、業者の説明請求に対
し、透明性、客観性の観点から第
三者機関設置の必要性を検討す
る。

　窓口ピーク時における、来庁者待ち時
間の短縮

検討･
見直
し

①②自動交付機による交付や郵
送による取得方法の周知に取り
組む。

17 Ｂ

　証明書交付の窓口対応ピークを平準化することがコスト削減につ
ながる。証明書交付要求をインターネット等の活用により事前受付
し、バッチ処理によりあらかじめ出力した証明書を交付するなどの方
法により、ピーク時のリアルタイムサービスの負荷軽減を検討するこ
とを要望する。
　事務処理方法の確立している定例的な処理は極力機械化し、窓口
での対応は市民相談対応にシフトする検討を望む。

　賦課業務に係る事務のさらなる効率化
を図る。エルタックスの利用の普及に努
める。

検討･
見直
し

①平成２３年1月から所得税の確
定申告データを各市・町において
エルタックスを利用し電子的（国
税連携）に課税資料を収集する
取り組みを行う。
②平成２３年度の当初賦課の取
り組みが変わってくることから国
税連携にあった課税事務システ
ムを検討し、事務の効率化を図
る。

20 Ｂ

　市民税の課税事務自体に特に問題はなく適正な課税が行われて
いるとのことであるが、限られた期間に極めて大量の事務処理が集
中する作業上の課題、また事務改善の視点で、更なるコスト削減に
取り組んでいただきたい。
　今後、ネットワーク社会の実現により国税等からの磁気媒体の入
手など、一層の効率化、改善を目指して研究を進めていただきた
い。

22/192



23/192

A
B
C
D

5.
事
業
開
始
年
度

6.
事
業
終
期
年
度

7.事業目的及び手段
1.
番
号

2.事業名 3.部名 4.課名

8.個別評価

 
貢
献
度

9.クロス分析結果
 
事
業
×
直
接

 
妥
当
×
有
効

 
妥
当
×
効
率

 
同
×
廃
･

縮

 
受
益
×
負
担

 
妥
当
性

 
効
率
性

 
有
効
性

63
軽自動車税課税事務事
業

市民税
務部

市民税
課

- -

〔目的〕
　軽自動車税の適正な課税を行う。
〔手段〕
　軽自動車税は、４月１日の賦課期日に軽四輪自動
車、原動機付自転車等を所有している方に課税するこ
ととなっており、年を通して発生する所有者の変更、新
規登録、廃車等の手続きを通じ、課税を行っている。
　原付等の標識交付申請書及び廃車手続きの受付並
びにこれらの資料に基づき、毎年４月１日現在の軽自
動車税納税通知書を送付している。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

64 諸税課税事務事業
市民税
務部

市民税
課

- -

〔目的〕
　市たばこ税及び事業所税の適正な課税を行う。
〔手段〕
　たばこ製造業者、卸売販売業者等が市内の小売販
売業者にたばこを売り渡したときにかかる市たばこ税
及び一定規模以上の事務所、事業所の事業活動に対
してかかる事業所税の課税客体を正確に把握し、課
税する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

65 資産税課税事務事業
市民税
務部

資産税
課

S29 -

〔目的〕
　固定資産税の賦課期日における土地・建物・償却資
産の現況を的確に把握し、公平・適正に課税し市の財
源を確保する。
〔手段〕
　固定資産台帳を電算システムにより管理を行い、法
務局からの登記変更の通知、年間約21,000件の処理
を行うとともに、土地評価については、市内597地点の
標準宅地を定め不動産鑑定士により鑑定評価を行い
土地評価システムにて、市内の約２８万筆の土地評価
を限られた期間内に適正な評価を行う。また、関連の
証明書の発行も行う。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ａ

66 市税等徴収事務事業
市民税
務部

納税課 - -

〔目的〕
　歳入の根幹をなす市税（市県民税、固定資産税、軽
自動車税等）の収納を管理する。また、税負担の公平
性、公正性を追求し、安定した自主財源の確保を図
る。
〔手段〕
　適正な収納管理と督促・催告等による未納金の早期
着手。さらに財産差押や不動産公売などによる滞納
整理を実施

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　賦課業務に係る事務のさらなる効率化
を図る。

検討･
見直
し

①②軽自動車税の申告（ナン
バー取得・廃車）手続及びこれに
係る事務作業について、手続や
作業の流れを検証し、さらなる事
務の効率化を検討していく。

　賦課業務に係る事務のさらなる効率化
を図る。

検討･
見直
し

①②事業所税の申告について、
エルタックスを利用した電子申告
の周知を図っていく。

　土地・建物及び償却資産の評価業務に
ついては、固定資産評価基準により細か
く規定されており、各電算システムによる
業務は必要不可欠な事業であり、今後も
効率的な活用方法を検討していく必要が
ある。

現状
維持

①平成２３年度は、３年に一度の
評価替えの作業を実施する重要
な年度であり、業務量及び委託
業務の増加が見込まれる
ため計画的に業務の推進に取り
組んでいく。
②公平で適正な課税を推進する
ため、電算システム等の事業内
容の検証を継続して行い、効率
的に課税業務に取り組ん
でいく。

17

18

Ｂ

Ｂ

〈地理情報システム委託事業〉
　地理に関連する情報は、市政運営の基礎をなす情報であり、さま
ざまな部署で利用されている。市民課の住居表示事務事業、建設総
務課の道路台帳整備事業、都市計画課の地図印刷事業、治水課の
浸水対策水路調査事業など、同様の情報を必要としている他の部
署との情報共有を積極的に検討することを望む。地理情報の全庁的
な共有を図ることにより、全体でのコストダウンを検討いただきたい。
〈土地評価システム委託事業〉
　競争入札の採用等、対応出来る分野から分離発注しているのは評
価できるが、委託費用が例年あまり変わらないというのは、市民の
理解が得られにくいと思われるので、一層委託経費の合理性追求を
続けていただきたい。
　委託納品物の検収ルールを研究し、「土地評価システム」自体を評
価するとともに、随意契約のマンネリ化を打破し、精度アップに努め
ていただきたい。

　厳しい財政状況が続く中、歳入の根幹
をなす市税の安定した確保は重要な課
題であると認識しており、今後において
も、更なる収納率の向上を図っていく必
要がある。

現状
維持

　毎年、前年度決算の状況を検
証し、新たな改善を加えた徴収
基本方針を策定し、県内トップク
ラスの収納率を維持していけるよ
う取り組んでいる。

17 Ｂ

　徴収のノウハウをマニュアル化する取組みは評価できる。このノウ
ハウを活かし、担当職員による徴収業務のさらなる効率化の検討を
願う。収納率の他、職員ひとりあたり徴収額での全国比較など、業
務効率化の面での新たな目標設定をお願いする。
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67 住民基本台帳管理事業
市民税
務部

市民課 - -

〔目的〕
　行政運営の基礎となる住民基本台帳の正確な管理
を行う。
〔手段〕
　適正で円滑な管理･運用を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

68 住基ネットワーク事業
市民税
務部

市民課 - -

〔目的〕
　住民基本台帳ネットワークシステムの適正な管理と
共に住民の利便性の向上を図る。
〔手段〕
　住民基本台帳カードの活用ＰＲを行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

69
戸籍管理事業（戸籍シ
ステム整備事業を含
む）

市民税
務部

市民課 - -

〔目的〕
　戸籍届出受付の迅速化及び的確な戸籍の記録・管
理を行う。
〔手段〕
　戸籍電算システムのバージョンアップにより、適正で
効率的な事務処理を行う。

高 高 高 低 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

70 証明発行事務事業
市民税
務部

市民課 - -

〔目的〕
　住民票の写し等諸証明書の交付について、利便性
を推進する。
〔手段〕
　休日や夜間でも取得ができる証明書自動交付機の
利用促進と共に地区センター、出張所の利用向上をを
図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

71 窓口業務改善事業
市民税
務部

市民課 - -

〔目的〕
　来庁者のスムーズな窓口案内を行い、円滑な窓口
業務の推進に努める。
〔手段〕
　番号呼び出しシステムによる受付･交付を行う。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　全市民の居住関係等を記録した住民基
本台帳は、適正な記録、管理が行われ、
行政運営の基礎となっている。

現状
維持

①計画とおりに事業を進めてい
く。
②適切な住民基本台帳の管理を
図っていく。

22 B

　市町村において、住民に関する記録を正確かつ統一的に行う住民
基本台帳の管理を行う事業であり、法律に基づき、行政運営の基礎
となる必要不可欠な事業である。
　全国各地で住民基本台帳カード（以下「住基カード」）の多目的利
用による利便性の高い行政サービスが導入されている。越谷市でも
平成15年度より、自動交付機の導入により、住基カードを活用した
自動交付サービスを実現していることは、評価に値する。しかし、い
まだ本事業に従事している職員数は多く、事務量削減は依然として
課題となっている。
　過年度から課題となっていた住民異動が非常に多い3月から4月に
かけての繁忙期窓口待ち時間短縮に向けた取組みは平成20年度よ
り実施した日曜日(2日間)臨時開庁の利用者が年々増加傾向にある
など成果も出つつある。しかし、繁忙期の窓口混雑解消までは至っ
ておらず、待ち時間の長い状況が続いている。引き続き待ち時間短
縮に向けて業務改善を図られたい。
　さらに、現在住基カードの普及率が5.23%であり、全国普及率と比
較すると健闘しているものの、この程度の普及率では、コンビニエン
スストアにおける証明書等の自動交付による窓口事務負担の軽減・
効率化や正規職員の削減は実現困難である。したがって、窓口事務
負担の軽減・効率化や正規職員の削減に向けて、証明書自動交付
機等の導入による利便性の向上を推進する「証明発行事業」、住基
カードの利活用・普及促進等に関する「住基ネットワーク事業」、円
滑な窓口案内を推進する「窓口業務改善事業」等の関連事業との更
なる連携により事務の効率化を図り、一層の住民サービス充実に努
められたい。
　成果指標として、住民登録者数は不適である。代替案として、事務
ミス発生率（＝事務ミス発生件数/住民異動処理件数）、苦情発生率
（＝苦情発生件数/住民異動処理件数）、苦情処理率（＝苦情解決
件数/苦情発生件数）を提案するので、その妥当性を早急に検討さ
れたい。

　平成２０年度より３年度間の住民基本
台帳カードの交付手数料を無料としたこ
とにより発行枚数は増加しているが、普
及率は乏しく、より一層のＰＲ等が必要で
ある。

検討･
見直
し

①住民基本台帳カードの普及を
図るため、広報等によるＰＲに取
り組んでいく。
②住民基本台帳カードの市独自
利用について、全庁的な検討を
行っていく。

19 Ｂ

　住基カードの普及率を上げることが最大の課題であり、普及に向
けての取組みを積極的に推進する必要がある。合わせて、自動交
付機の効果的な設置を進め、住基カードの利用価値を高める必要
がある。
　住基ネットの自動交付機以外の活用方法について調査・研究を行
い、住民サービス向上につながる公的認証などの機能強化を図って
いただきたい。

　国からの法定受託事務のため、戸籍法
等の法令により事務取扱いが定められて
おり、適正かつ迅速な事務処理、戸籍管
理及び報告が求められていることから、
効率的な事務の流れについて常に検討
し、実践する必要があり、そのことによ
り、市民サービスの向上に努める必要が
ある。

検討･
見直
し

①②戸籍の電算システムのバー
ジョンアップ等を実施することに
より、事務の適正化及び効率化
を図り、戸籍作成時間の短縮等
に取り組む。

19 Ｂ

　住基ネットワーク事業と同様、住基カードを利用して自動交付機に
よる戸籍抄・謄本の発行など、事務効率の向上を図る必要がある。
　事務担当者に対する教育研修を今後も継続的に行うことにより、
効率的で正確な事務を行うようにしていただきたい。

　証明書の申請等により市民課窓口が
日々混雑している状況であり、受付箇所
等分散する必要がある。
　証明書自動交付機の発行率は、増設
や住民基本台帳カードの無料化により、
H19年度5.4%、H20年度9.7%、H21年度
11.6%と利用者が増加しており、また地区
センターでも徐々に増加傾向にあること
から、より一層の利用促進を図る必要が
ある。
　出張所の発行率においては減少傾向
にあることから、PRが必要である。

検討･
見直
し

①出張所や地区センターのPRを
行い利用向上を図る。また、証明
書自動交付機の利用向上のた
め、住民基本台帳カードや市民
カードの普及を図る。
②証明書発行窓口の分散を図る
ため、証明書自動交付機の増設
等により、発行箇所の検討を行っ
ていく。

16 Ｂ

　住民への利便性向上のために、土日、夜間サービス、地区セン
ター、取次店サービス等を拡充の方向。ただし、長期的には、人件
費抑制のため自動交付機等の適切な設置が望まれる。
　住民票発行業務（437,702件/22.75人）の効率化を図るため一層の
ITによる合理化を図り、電子自治体化の推進が必要。
　現在行っているワークシェアリングを更に推し進めたコスト削減が
望まれる。
　成果指標においては住民への利便性に関わる指標と証明書1通当
たりコストの削減に関わるものを設定していただきたい。

　案内板等により受付窓口を表示してい
るが、業務が多種多様なため、目的窓口
への誘導がスムーズに行われていない。

検討･
見直
し

①円滑な受付を行うために、受
付システムの改善検討を行う。
②窓口案内員の配置検討。行政
サービスの充実を図るため、庁
内の市民サービス窓口の統合化
を目指し、柔軟な組織体制の確
立を図る。

20 Ｂ

　「窓口業務改善」という事業名から推察すると、庁内各部署と横断
的に連携することが求められるが、事業内容は来庁者への整理券
発行とそれに伴なう呼び出しシステムの導入及び充実に絞ってい
る。この事業内容に対しては特に問題ないものと思われるが、今後
は、窓口に関連する庁内部署と横断的に連携し、市民から見て真に
「窓口業務改善」となる課題に挑戦していただきたい。

26/192



27/192

A
B
C
D

5.
事
業
開
始
年
度

6.
事
業
終
期
年
度

7.事業目的及び手段
1.
番
号

2.事業名 3.部名 4.課名

8.個別評価

 
貢
献
度

9.クロス分析結果
 
事
業
×
直
接

 
妥
当
×
有
効

 
妥
当
×
効
率

 
同
×
廃
･

縮

 
受
益
×
負
担

 
妥
当
性

 
効
率
性

 
有
効
性

72 外国人登録事務事業
市民税
務部

市民課 - -

〔目的〕
　在留外国人の登録の受付等を行い、台帳の管理を
行う。
〔手段〕
　適正な受付と共に厳格な台帳管理を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

73 住居表示事務事業
市民税
務部

市民課 S40 -

〔目的〕
　転入届出又は転居届出等で窓口に訪れた際、受付
事務の効率化を図る。
〔手段〕
　住居表示区域内において、建物を新築する建築主
に対し、当該建物の住所を定める必要がある旨の通
知を行い、担当窓口に関係資料を提示してもらい当該
建物の住所をあらかじめ定める。

高 低 低 低 (b) (b) (a) (a) (b) Ｂ

74 旅券発給事務事業
市民税
務部

市民課 H19 -

〔目的〕
　市民の一般旅券の申請･交付を行う。
〔手段〕
　厳格な受付･交付を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

75
国民年金事務事業
（主に電算委託）

市民税
務部

市民課 S34 -

〔目的〕
　公的年金の受給権確保に向け、年金制度への理解
と加入を促進し、また、年金相談をより充実することに
より、市民サービスの向上を図る。
〔手段〕
　民間委託等を活用し、市民(被保険者)の加入記録等
の管理を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

76 斎場運営事業
市民税
務部

市民課 H17 H37

〔目的〕
　葬祭場の貸し出し及び火葬業務を行うにあたり、利
用者が安全・安心・快適に利用いただけるよう施設の
適切な維持管理を行うとともに、利用者の心情に配慮
したサービスの提供を行い、斎場業務の円滑な運営
を図る。
〔手段〕
　民間の資金とノウハウを活用するPFI方式を採用し、
財政の削減と効率的な運営を図る。

低 高 高 高 (a) (b) (d) (d) (a) Ｂ

77 北部出張所運営事業
市民税
務部

北部出
張所

S63 -

〔目的〕
　北部地域の行政サービスの拠点として、市民が気軽
に身近で利用できるよう、迅速かつ効率的な事務処理
に努めるとともに、正確で親切丁寧な対応に心がけ市
民サイドに立った窓口サービスの向上を図る。
〔手段〕
　窓口業務に係る各種機器の保守管理に万全を期
し、関係各課との情報交換と連携を充分に図り、併せ
て業務に係る研修等に積極的に参加させ職員の資質
の向上に努める。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

78 南部出張所運営事業
市民税
務部

南部出
張所

H4 -

〔目的〕
　南部地域の行政サービスの拠点として、市民等が身
近に利用できるよう、迅速かつ効率的な事務　処理に
努めるとともに、正確で親切丁寧な対応に心がけ、常
に市民サイドに立った窓口サービスと利用率の向上を
図る。
〔手段〕
　オンライン業務委託、窓口業務のＯＡ機器のリースと
保守管理委託、来客用駐車場を借上げる。
また、関係各課との情報交換を密に連携を図るととも
に、職員の資質の向上を図るため研修等の参加に努
める。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　適切な処理を行っている。
現状
維持

①住民基本台帳法の改正によ
り、外国人住民について日本人と
同様に住民基本台帳に記載する
こととなり、システムの改修等に
取り組んでいく。
②適切な外国人住民台帳の管理
を図っていく。

　当該住居表示台帳（地図情報）及び管
理台帳がいずれも古い紙台帳であること
から、つくり直しの必要性がある。

検討･
見直
し

①事務処理の方法について、検
討をし、一部（手書き紙処理）を
パソコン処理とした。
②住居表示台帳（地図台帳）の
電算による処理の検討を行う。

17 Ｂ

　当該業務の重要性は高く、継続的推進を図っていく必要がある。た
だし、業務推進にあたり、業務効率化の推進や航空写真の採用等
による住居表示台帳の再整備等業務の進め方についての改善が求
められる。

　受付窓口は、市民課の外国人登録と戸
籍届出窓口に挟まれる形で設けているた
め、動線が複雑で来客者が迷いながら
窓口に辿り着くといった問題が生じてい
る。また、市民課には不特定多数の人が
出入することから旅券管理上で問題があ
る。
　日曜日の交付窓口の開設についても、
庁舎内に不審者が出入し易いといった庁
舎管理上の問題がある。

検討･
見直
し

①スムーズな窓口誘導の検討を
行う。
②旅券事務を取り扱う適切な執
務箇所の検討を行う。

　平成２２年１月に日本年金機構が設立
され、厚生労働大臣の監督の下に業務
運営が実施されている。国民年金業務
は、法定受託事務のため、常に国の動向
を把握しておく必要がある。また、電算委
託料については、各市の状況や情報統
計課と連携を密にし適正化を図る。

検討･
見直
し

①国の動向を注視するとともに
日本年金機構と連携を図り、市
民サービスの向上を図る。
②受付窓口業務の体制を強化
し、相談業務を充実させる。

21 Ｂ

　国民年金被保険者の加入記録の電算業務を主として外部業者に
委託して管理している事業である。加入記録を維持管理するための
電算委託費が、年間１千万円超かかっている。情報システム部門や
他市との連携を図り、今後も電算委託内容を点検し経費適正化を進
めていただきたい。

　①PFI事業による運営が５年を経過し、
順調に運営されている。今後も利用者が
安全・安心に、そして満足していただける
よう、施設設備の点検及び修繕、心のこ
もったサービスの提供を行う。
　②中期修繕計画（５年目ごと）に基づく
修繕を実施する。

検討･
見直
し

①平成２２年４月１日から指定管
理者制度を導入した。また、引き
続き、年４回のモニタリングを実
施し、PFI事業者と運営維持管理
について、検討・改善を図ってい
く。
③PFＩ事業による長期保全計画
（２０年）に基づき建物設備の維
持管理を行うとともに、火葬炉運
転データ分析を行い良好な火葬
炉運転に努める。

18 Ｂ

　新設の斎場運営開始一年を契機に、健全な運営理念や他業務へ
の対応を考慮し、ノウハウを継承するためのマニュアル化の取組は
素晴らしいので、是非他の事例の見本となるよう完成を期待したい。
間接管理であることから、サービスの低下をきたさないよう、市民（利
用者）の観点も入れたモニタリングシステムを一層充実されるよう要
望する。

　窓口業務のコンピューターシステムの
WEB化等により、証明書等の発行に係る
待ち時間の短縮という改善がなされた
が、まだまだ操作への反応が遅い時があ
り、混雑時には迅速な対応が難しいこと
がある。
　また高齢者等が様々な申請や相談に
来所することが多く親切丁寧な説明等で
多くの時間がかかる。さらには今後西大
袋区画整理事業の進展に伴い異動届等
の取扱件数の増加が予想される。

検討･
見直
し

①当面の間、現体制で証明書発
行・各種届出の受理、高齢者の
問い合わせや相談に親切丁寧な
対応に努めていく。
②市民の利便性やニーズを考え
ると自動交付機の増設や地区セ
ンターでの業務の拡大により、身
近な所での各種証明書の発行も
必要であるが、将来的には出張
所の増設と機能の拡充が必要で
ある。

18 Ｂ

　定型的な受付業務処理の際、繁忙期に支障をきたしているとのこ
とであるが、経済性を考慮した自動交付機の導入、定型業務の民間
人の活用、非定型業務の再任用職員等の活用、インターネット受付
等による作業繁忙期の山ならし工夫の検討を期待する。今後の傾向
として、相談や苦情対応が増加すると思われるので、件数や業務量
等の事務実態の把握を行い、南部出張所も含め、これからの出張
所体制の在り方の研究に取り組まれる必要があると思われる。

　窓口業務のコンピュータシステムのＷｅ
ｂ化等により、証明書等の交付時間の短
縮等の改善がなされて来ているが、とき
どき反応が遅い時があり、迅速な対応が
難しい場合がある。また、出張所には高
齢のお客様が様々な申請や相談に訪れ
ることも多く、親切丁寧な説明に時間が
かかってしまうことが多い。また、レイクタ
ウンや七左区画整理事業等の進展に伴
い異動届等の増加が予想される。この
他、南部は施設が狭小のため納税の話
や離婚届等の話など他のお客様に聞こ
えしまうなど施設的に個人のプライバ
シーの保護が難しい状態にある。

検討･
見直
し

①当面、現体制の中で、通常の
窓口業務はもとより高齢のお客
様への親切丁寧な対応とレイクタ
ウンや七左区画整理事業等の異
動届等の対応に努める。
②来客の利便性やニーズさらに
はプライバシーの保護等を考え
ると、将来的には出張所の増設
や機能拡充等（支所体制への移
行を含む）が必要である。
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79
公有財産管理事業(東
小林記念会館)

協働安
全部

地域活
動推進
課

H19 -

〔目的〕
　増林地区東越谷連合自治会の集会所施設として自
治会の活動、会員の親睦、自治会内諸団体の活動の
場として使用したいとの要望により平成１９年に市と５
年間の土地・建物使用賃借契約を締結する。
〔手段〕
　管理運営は東越谷連合自治会が行い、東越谷連合
自治会長が管理責任者となる。また、管理費（光熱水
費、修繕費）は市が負担する。

低 高 高 低 (d) (c) (d) (d) (b) Ｃ

80 自治会振興事業
協働安
全部

地域活
動推進
課

S39 -

〔目的〕
　各地区における自治会の健全な育成と円滑な運営
を助長し、地域社会における連帯感の醸成と自治意
識の向上並びに環境衛生思想の啓発及び普及を図
る。
〔手段〕
　各地区において多種・多様なコミュニティ活動を行っ
ている自治会に対し、毎年度、予算の範囲内において
助成を行う。

高 高 低 高 (b) (d) (b) (a) (b) Ｂ

81 コミュニティ推進事業
協働安
全部

地域活
動推進
課

H4 -

〔目的〕
　第３次越谷市総合振興計画に位置づけられた地区
別将来像を具現化していく中で、地区住民の連帯意
識や地域コミュニティの育成を図る。
〔手段〕
　各地区ごとに組織されている地区コミュニティ推進協
議会及び越谷市コミュニティ推進協議会に対し、予算
の範囲内で助成金を交付する。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

82 市民活動支援事業
協働安
全部

地域活
動推進
課

H13 -

〔目的〕
　主体的で自発的な活動を実践する市民活動団体の
支援するとともに、協働のまちづくりの担い手としての
認識を図りる。また団体相互の協力連携を目的として
支援する
〔手段〕
　市民に対して、協働フェスタや協働のまちづくり講演
会等をとおして、のＮＰＯ活動等の理解を広げる。ま
た、市民活動団体には、活動場所（団体室）の提供や
人材育成のための研修会や活動のための情報提供
を行う。職員のＮＰＯの理解を進めるため、講演会を
実施

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

83
越谷しらこばと基金事
業（越谷しらこばと基金
積立金事業含む）

協働安
全部

地域活
動推進
課

H2 -

〔目的〕
　快適で活力ある魅力的なふるさとづくりに資する主
体的活動を行うものに支援を行う。
〔手段〕
　市内に住所または活動の本拠がある市民活動団体
等に活動資金の助成を行う。

高 高 高 高 (c) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　施設利用自治会の自治会加入率の向
上と利用率の向上

検討･
見直
し

①利用自治会の自治会加入率と
利用率の向上を図る。
②平成２４年の賃貸契約終了後
の方向性について東越谷連合自
治会と協議を進める。

20 Ｄ

　施設の遊休化に伴い、自治会と土地・建物使用貸借契約を締結
し、自治会に管理・運営を任せているが、水道光熱費・修繕費等の
管理費については市で負担しているという現状である。当館を利用
する特定の団体の使用にかかる費用を市が負担し、受益が偏って
いることが問題だと考える。さらに、施設の中長期的な観点から取り
壊し等も含め、事業を全面的に見直すべきである。

　市から自治会に依頼している事業を精
査し、他の手法を検討するとともに費用
対効果を考慮した交付金価格設定が必
要である。また、年々、自治会の加入率
が低下しており、加入率の向上が課題と
なっている。

検討･
見直
し

①全庁的に市から依頼している
業務の他の手法と比較した費用
対効果を調査検討する。自治会
の活動内容の報告を受け、地域
にとって有効な交付金とし、まち
づくりをさらに推進する。
②社会背景など様々な要因が想
定されるが、自治会加入率の低
下が課題となっている。自治会は
任意の団体であるが、地域のコ
ミュニティづくりを勧める上で重要
な役割を担っている団体であるこ
とから加入率の向上に努める。

18 Ｂ

　地域における自治会の役割は重要で、自治会振興等は不可欠で
ある。しかしながら、自治会加入率が低下しており、助成内容の見直
しは必要である。あわせて、有効な自治会加入率向上施策を検討す
ることが重要である。

　地区まちづくりの取り組みは、地域に浸
透してきているものの、地域住民自らが
まちづくりを行っていくという点では、地域
によって差がある。

検討･
見直
し

①②各地区コミュニティ推進協議
会により地区まちづくりについて
自主的に行うといった意識差は
見られるが、自主運営に向け、今
後も継続して話し合いを続けてい
く。

21 Ｂ

　地域街づくりを推進する事業としての意義は認識できる。
　助成金対象の370余の地域コミュニティ事業のうち、自主運営がで
きていない事業も少なくない。本来は、コミュニティの、コミュニティに
よる、コミュニティのためのコミュニティ事業であり、住民による自主
運営が行われるべきである。また、本事業は平成4年度より開始して
おり、マンネリ化しているコミュニティ事業も少なくないと思われる。
　市は今後、強力なリーダーシップを発揮して、地域コミュニティ事業
の指導を行うべきである。
　例：①自主活動ができていないコミュニティ事業に対しては、助成
金を削減する等のペナルティを指導を行う。②活動報告書に示され
る活動成果内容の厳密な精査など。
　事務事業評価表については、活動指標及び成果指標が意味のな
いものになっている。活動の評価、成果の評価を行うことのできる指
標を設定する必要がある。
  【コミュニティづくり助成金】（内部評価：継続）（外部評価：減額（縮
小））
 助成金に対する事業成果を評価し、適切な助成額を検討されること
を望む。
  【地区まちづくり助成金】（内部評価：継続）（外部評価：減額（縮
小））
 助成金対象の370余の地域コミュニティ事業の精査を行い、自主運
営ができていない地域コミュニティ事業費の削減などを視野にいれ、
助成金の適正化を図る必要性がある。

　市民活動団体室の利用が減少している
ことから、団体自体が拡大していることや
活動拠点を定めていることが伺える。22
年度「第3回協働フェスタ」開催に向けて、
団体の協力連携も図られ、同じ目的に向
かい事業を行っている。今後市民活動を
広く市民に周知し、誰もが参加できる市
民活動への環境整備の支援が必要と思
われる。

検討･
見直
し

①市民活動団体室の改善をし、
情報を提供・交換できる場とす
る。さらに、市民活動団体室検討
会をに調査研究していく。
②市民活動団体のＰＲを一般市
民にむけ積極的にしていく。

19 Ｃ

　市民活動団体室「ふりすぺ」の利用促進からさらに一歩すすめ、場
の活用を通じて行政とNPOとの結びつきの強化を図る活動を進める
ことが重要である。
　行政がNPOに期待する活動を明確にし、活動団体にご理解いただ
き、協働を推進する必要がある。また、協働を推進するためには、活
動団体との調整を円滑に進めることができる企画調整能力を持った
行政側の人材育成も必要である。

　平成22年3月に「越谷しらこばと基金助
成基準」の一部見直ししたことにより、助
成対象が市民が行う、社会的かつ公益
な活動と事業資金不足の団体の支援な
どを行ったが、まだこの助成金を利用し
て活動を広げようとする団体の申請が予
想していたよりも少ない。

検討･
見直
し

①助成事業を広報やインター
ネットまたは、リフレットを活用し、
市民に周知を図る。
②快適で活力ある魅力的なふる
さとづくりに資する主体的活動を
実践する団体が活用しやすい制
度の調査・研究を行う。

18 Ｂ

　市民活動団体を支援する当該事業の重要性は認められる。但し、
運用開始から17年が経過し、また、現在スポーツの分野に助成が著
しく偏りがあることから、支援分野の見直しを含め、基金の活用方針
を再設定する時期に来ている。また、正規職員の作業範囲を見直
し、定数削減の検討を加えるべきである。
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84 中央市民会館管理事業
協働安
全部

地域活
動推進
課

H4 -

〔目的〕
　市民文化や生涯学習、福祉活動など市民活動の拠
点施設として、中央市民会館の貸出し業務や施設の
保守管理等を行う。
〔手段〕
　財団法人越谷市施設管理公社を指定管理者として
委託し、効果的な管理運営を図る。

高 低 低 低 (a) (b) (a) (a) (b) Ｂ

85
中央市民会館施設改修
事業

協働安
全部

地域活
動推進
課

H4 -

〔目的〕
　施設の適切な維持管理と利用者の快適な施設環境
を確保する。
〔手段〕
　修繕及び改修工事を行う。

高 低 高 低 (a) (b) (a) (b) (b) Ｂ

86
北部市民会館施設管理
事業

協働安
全部

地域活
動推進
課

S63 -

〔目的〕
　地域に根差したコミュニティ・文化活動の拠点施設と
して、北部市民会館の貸出しや北部図書室におい図
書の貸出しを行う。
〔手段〕
　地域住民で組織した越谷市北部市民会館運営協議
会に指定管理者として委託し、効果的な管理運営を図
るとともに、会館の清掃業務、設備の保守などを専門
業者に委託する。

高 低 低 高 (a) (b) (a) (a) (b) Ｂ

87
北部市民会館施設改修
事業

協働安
全部

地域活
動推進
課

S63 -

〔目的〕
　施設の適切な維持管理と利用者の安全で快適な施
設環境を確保する。
〔手段〕
　施設の改修工事を行う。

高 低 低 低 (a) (b) (a) (a) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　より効果的な管理運営事業を行う必要
がある。

検討･
見直
し

①平成２３年度は指定管理者の
新たな更新年度なので、適切な
指導、情報提供を行う。
②施設の適正な維持管理に努
め、安全かつ快適に利用できる
ように指定管理者との連携を図
る。

22 C

　市民の文化・芸術振興を図り、生涯学習や福祉活動などの市民の
活動拠点として、中央市民会館の貸出しや施設の保守管理等を行う
事業である。
　利用区分ごとの稼働率については、平成21年度54.31%にとどまっ
ている。施設が全市民にとって、より意義のあるものとするために、
利用日数稼働率とともに利用区分ごとの稼働率についても、全国の
自治体の同種施設において、指定管理者制度の効果的運用により
稼働率を上げている先進的な取り組み等を参考にして、一段の向上
のための取り組みを進められたい。
　市のホームページで見るかぎり、イベントや事業の情報が少ない。
市民が利用してみたい、事業やイベントに参加してみたいと思わせ
る工夫が必要なのではないか。市民が利用したいと思わせる創意工
夫をすることで延べ利用者数の向上を図っていただきたい。
　現在、平成23年度を新たな初年度とする指定管理者の募集期間
であるが、新たな仕様書が基本的に今年度までの指定管理業務と
同様の仕様書にとどまっているのは極めて残念である。平成18年度
から平成22年度までの指定管理業務実施の中で得られた知見と反
省を生かし、よりきめ細かな仕様書を作成し、応募者に提示すべき
であった。
　また、指定管理者の評価について、各年度とも「管理運営は適切
に行われている」との記載にとどまっている。しかし、中央市民会館
は市の指定管理者制度導入施設の中でも事業費が特に多い施設
であり、同時に市のランドマークともいえる代表的な施設でもあるた
め、当該施設にふさわしい管理項目を設定し、丁寧な評価（モニタリ
ング）を実施すべきであった。今年度以降の施設の評価に当たって
は、早急に管理項目の追加を検討し、履行されたい。
　活動指標に「イベントや事業の実施回数と参加者数（市主催、民間
主催）」の追加を提案する。
　さらに、指定管理の委託者である市の成果指標としては、現行指
標とともに、指定管理者に対するチェック、指導による改善度合いが
成果指標としてふさわしいのではないか。

　平成4年に開館した本施設は、設備機
器等の経年劣化による改修が必要だ
が、予算が厳しく改修が追いつけない状
況である。また、建築資材が国産でない
ものが使用されており、修繕に費用がか
かりすぎて管理が大変である。

検討･
見直
し

①緊急性の高いものから順次実
施する。
②適正な施設の維持管理を図
る。

22 C

　豊かな地域社会の形成と市民文化の向上に資するため設置され
た中央市民会館の適切な維持管理のために必要な事業であり、快
適な施設環境を確保するため、修繕及び改修工事を行う事業であ
る。
　今後、中央市民会館の設備機器等の経年劣化による改修が必要
となるとともに、将来は他の施設も含めた老朽化の進展に伴い大規
模な改修時期が重なることも想定されるため、大きな財政負担とな
ることも懸念される。また、地球温暖化対策の面からはCO2排出量
の削減、資源消費の抑制などの縮減を図り、環境負荷を低減させな
ければならない。
　そこで、越谷市として「公共施設の長寿命化」、「ライフサイクルコス
トの縮減」、「維持管理費用の平準化」などを目指した公共施設の
ファシリティマネジメントに関する取り組みを推進されたい。重要な公
共施設である中央市民会館についても、施設改修に当たっては、事
業費が膨大になることが懸念されるため、減価償却費を適正に積算
するとともに、耐用年数に応じた更新が可能になるよう、中長期的な
施設設備更新計画を早期に策定されたい。また、当該計画につい
て、市民に対して詳細かつ丁寧に説明されたい。
　総合評価の課題によると、「建築資材が国産でないものが使用さ
れており、修繕に費用がかかりすぎて管理が大変である」とのことで
あるが、より適正な調達等により低廉に入手する方法を検討された
い。また、将来当該建設資材が製造中止となり、資材の調達が不可
能となった場合の対策も講じられたい。

　指定管理者と引き続き連携を図り、効
果的な管理運営を行う。

検討･
見直
し

①平成２３年度は指定管理者の
新たな更新年度なので、適切な
指導、情報提供を行う。
②施設の適正な維持管理に努
め、安全かつ快適に利用できる
ように指定管理者との連携を図
る。

21 Ｂ

　市内の他の市民会館やコミュニティセンターに比べ、利用率が低い
現状となっている。利用率を向上するために、駐車場の拡大、映像
設備の導入等を検討されている点は、評価できる。
　一方、施設を維持・管理する上で、必要最低限の固定的なコストが
かかる。投じたコストに見合う劇場・会議室の利用率を確保するため
の方策を、積極的に検討すべきである。現在の使用制限も見直し、
条例を改正することも視野に入れ、検討していただきたい。

　設備機器や施設内備品等に経年劣化
が目立ち始めている。

検討･
見直
し

①緊急性の高いものから順次実
施する。
②適正な施設の維持管理を図
る。

20 Ｂ

　施設の老朽化に伴い、年々、改修工事費、修繕費がかかる現状と
なっている。改修工事費、修繕費が中長期的にどれだけの費用負担
となるかについて計画を立案し、市民にわかりやすく説明することが
重要である。
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88 交流館施設管理事業
協働安
全部

地域活
動推進
課

H6 -

〔目的〕
　市民文化や生涯学習、福祉活動の拠点施設として
市民活動を推進する。
〔手段〕
　委託業務により交流館の清掃業務、設備保守、警備
などの管理を行う。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

89 交流館施設改修事業
協働安
全部

地域活
動推進
課

H8 -

〔目的〕
　市民文化、生涯学習、福祉活動の拠点施設として、
良好な施設環境を整備する。
〔手段〕
　業務委託により修繕、改修工事を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

90 交流館運営事業
協働安
全部

地域活
動推進
課

H6 -

〔目的〕
　市民文化や生涯学習、福祉活動など市民活動の拠
点施設として、交流館の受付業務、設備保守等の管
理を行う。
〔手段〕
　地元の代表の運営協議会を指定管理者として、管
理を委託する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

91
地区センター施設管理
事業

協働安
全部

地域活
動推進
課

S46 -

〔目的〕
　地域住民が安全かつ快適に施設を利用できるよう、
適正な維持管理を行い、施設の利用促進を図る。
〔手段〕
　清掃、警備等の１３業種について業務を専門業者に
委託し、施設の良好な環境維持に努める。

高 高 低 低 (a) (d) (b) (a) (b) Ｂ

92
地区センター施設改修
事業

協働安
全部

地域活
動推進
課

S46 -

〔目的〕
　地区センターの経年劣化に対応するため、施設の改
修を行う。
〔手段〕
　各種の施設保守委託業者より報告を受けたもの、ま
た、職員や利用者からの要望のあったものから、緊急
性や重要性を勘案して適宜修繕を行う。

高 低 高 高 (a) (b) (a) (b) (b) Ｂ

93 地区センター業務事業
協働安
全部

地域活
動推進
課

H16 -

〔目的〕
　市民ニーズにあった行政サービスを提供するため、
諸証明書の発行や市への届出書類の文書回送業務
等を行う。
〔手段〕
　きめ細やかな行政サービスを提供するため、臨時職
員を適正に配置し、人員不足の解消を図る。また、文
書回送業務を専門業者に委託し、本庁の開庁日は全
て１日１回の届出書類等の回送を行う。

高 高 低 低 (a) (d) (b) (a) (b) Ｂ

94 集会施設整備事業
協働安
全部

地域活
動推進
課

S54 -

〔目的〕
　地域における連帯意識の高揚を図り、地域文化の
発展と福祉の向上に資する。
〔手段〕
　自治会が管理する集会所の用地取得や新築・増改
築などの事業費の一部を予算の範囲内で補助する。

高 高 低 高 (c) (d) (b) (a) (b) Ｂ

95 防災会議事業
協働安
全部

危機管
理課

S38 -

〔目的〕
　市民の生命、身体及び財産を災害から保護する。
〔手段〕
　災害対策基本法第16条の規定により市に防災会議
を設置することとされており、地域防災計画の作成及
び修正の審議、防災計画の実施の推進、防災時の情
報収集、関係機関への資料の提供を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　限られた予算内でいかに効率よく老朽
化した交流館を適正に維持管理するか
が課題である。

検討･
見直
し

①必需品の備品交換を行う。
②年次計画をたて、バリアフリー
対策を含め施設機能の充実を図
る。

17 Ｂ

　交流館は、地域のコミュニティの拠点としての機能を果たしてきた
が、施設の老朽化に伴うバリアフリー対策や農協との併設施設の更
新が課題となっている。また、地域コミュニティの場として、自治会
館、地区センター(13ヶ所)や市民会館(2ヶ所）と交流館(8ヶ所）の役
割分担のあり方、使用料のバランスなどを総合的に見直し、市民に
とって利用価値の高いものにしていくことが必要である。

　老朽化した交流館の改修をいかに優先
順位を決めて行うかが課題である。

検討･
見直
し

①各交流館の状況把握に努め、
緊急性の高いものから順次実施
する。
②適正な施設の維持管理を図
る。

　指定管理者と引き続き連帯を図り、効
果的な管理運営を行う必要がある。

検討･
見直
し

①平成２３年度は指定管理者の
新たな更新年度なので、適切な
指導、情報提供を行う。
②地域コミュニティの拠点施設と
して利用者が増加するよう効果
的な施設運営を行う。

16 Ｂ

　今後より一層高まる市民ニーズに対応するためのサービス拡充が
強く求められる。ただし、施設関連コストを反映したフルコストの把握
が必要である。
さらに新設3館については建物関連減価償却費を含めていただきた
い。活動結果指標として交流館の設備稼働率を設けていただきた
い。

　利用者数は概ね第３次総合振興計画
の目標通りに推移しているが、施設の大
型化も進み、それら施設の空き状況等を
考慮すると、まだ利用者数の増加を図る
余地はある。

検討･
見直
し

①地域の拠点施設として利用者
が増加するよう、限られた予算で
効果的な施設運営を行う。
②出羽、大沢地区センターの大
型施設化を推進する。

20 Ｂ

　13地区センター施設の管理をする上で不可欠な事業である。現在
の保守管理等の委託料を更に削減する努力を期待する。地区セン
ターの利用者数を成果指標にするのではなく、保守管理等に掛かる
事業費削減効果を成果指標にしてほしい。また、正規職員の担うべ
き仕事を明確にして、なお一層の効率的な事業の実施に努めること
が望まれる。

　大型化されていない既存地区センター
は老朽化も進んでいるため、限られた予
算で、いかに効率よく施設の維持管理を
行うことが課題である。

検討･
見直
し

①防火設備や空調設備など緊急
性、重要性のあるものから順次
修繕を実施する。
②各種保守委託の報告等から早
期の状況把握に努め、中長期的
な修繕計画を行い、施設の維持
管理を図る。

　諸証明発行率は年々増加はしている
が、市全体に占める割合はまたまだ小さ
いため、引き続き地域への浸透を図る。

検討･
見直
し

①行政サービスの質的向上に努
め、諸証明発行率を前年度より
増加に努める。
②市民ニーズを反映した行政
サービスの提供の拡大に取り組
む。

19 Ｂ

　地区センター事務事業の事業内容は、諸証明書発行等の行政
サービスの提供だけではない。「地域コミュニティ活動の拠点づくり」
という地区センターの事業目的を再確認し、目標に応じた評価指標
を設定し、事業を計画する必要がある。
　センターの規模、利用頻度等により、定数の配置を一律ではなく柔
軟に設定することも検討される必要がある。また、行政サービスの提
供について、本庁との作業分担割合を明確にし、センターごとの目
標値を設定し、住民に対する利用促進のための周知活動等を行う
必要がある。

　予算範囲内での事業執行のため、自治
会の要望に応えきれない。用地取得の際
の用地の広狭、集会施設新築の際の１
㎡あたりの単価等に要綱上の制約がな
く、土地取得面積、新築時の建築仕様等
によって、一部公平性に課題がある。

検討･
見直
し

①要綱等を見直し公平性を図
る。
②自治会の施設整備に補助して
いるが、今後修繕の要望が多く
なることが見込まれることから、
集会施設の状況把握に努める。

19 Ｂ

【越谷市集会施設整備事業費補助金】
　越谷市としての自治会の将来的なあり方を再検討し、その目的に
あった拠点づくりのための補助金制度を検討すべき。
　今後、集会施設の修繕費の増大が予想されることから、既存施設
を有効利用した集会施設の活用促進、複数自治会で共同利用する
集会施設運営等、市全体での経済性を追求するとともに、自治会相
互間の連携・協力関係が密になるような拠点づくりへ誘導する補助
金制度への検討も必要と考える。また、補助金を支出した結果整備
した集会施設の利用状況を把握する必要がある。

　事業の効率性を示す指標を設定する必
要がある。

現状
維持

①平成１９年３月に越谷市地域
防災計画の改訂を終了したが、
その後、埼玉県の被害想定が発
表され、県の地域防災計画の見
直しにあわせ、今後、市の計画
の修正内容について審議してい
く。
②地域防災計画の見直しだけで
はなく、災害に関する情報収集等
について定期的に会議の開催を
図る。

21 Ｂ

　国の法律に基づいた事業であり、災害予防は重要であることは理
解できる。
　ただし、防災会議については、その目的や役割、位置付けを明確
にすることを望む。また、活動結果指標､成果指標として会議開催回
数だけでなく、当事業の妥当性､効率性､有効性を表す指標を設定す
る必要がある｡
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96 災害予防対策事業
協働安
全部

危機管
理課

- -

〔目的〕
　災害から市民の生命、身体及び財産を守り、かつ被
害を最小限に食い止める。
〔手段〕
　計画的な備蓄の整備、防災訓練の実施、地域防災
計画の改訂及び防災行政無線・難場所照明灯の保守
管理等総合的な予防対策を講じる。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

97
防災行政無線設置事業
【防災施設整備事業】

協働安
全部

危機管
理課

H20 H23

〔目的〕
　市民の生命、身体及び財産を災害から守る。
〔手段〕
　計画的に防災行政無線子局の設置及び修繕を実施
して、多数の市民等に対して伝達を図る。

高 高 高 低 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

98 防災施設整備事業
協働安
全部

危機管
理課

- -

〔目的〕
　市民の生命、身体及び財産を災害から守る。
〔手段〕
　避難場所への周知をするとともに、避難場所誘導
版・案内板を設置する。
　備蓄倉庫及び耐震性飲料用貯水槽を設置する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

99 国民保護協議会事業
協働安
全部

危機管
理課

H18 -

〔目的〕
　市民の生命、身体及び財産を武力攻撃等から保護
する。
〔手段〕
　国民保護協議会を設置し、国民保護計画を作成す
る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

100 危機管理対策事業
協働安
全部

危機管
理課

H17 -

〔目的〕
　あらゆる危機から市民の生命、身体及び財産を保護
し、市民の生活又は市の産業・経済の安定を図る。
〔手段〕
　危機管理計画に基づき、あらゆる危機事象に対応す
る具体的マニュアルを作成し、危機情報の一元管理と
総合的な危機管理を行う組織体制を整備する。

高 高 高 低 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

101 防犯対策事業
協働安
全部

危機管
理課

- -

〔目的〕
　自主防犯活動団体の育成及び支援、また警察や関
係団体と連携し、犯罪のない安全で安心に暮らせる地
域をつくる。
〔手段〕
　地域防犯活動を支援するため、防犯講演会の開催
や防犯グッズの貸与、また、越谷市防犯協会に補助
金を交付する。

高 低 高 高 (a) (b) (a) (b) (a) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性
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合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　備蓄品について、時代の変化とともに、
市民から要望が多様化している。
　備蓄の中の食糧について、アレルギー
対策に対応した備蓄品が必要。

検討･
見直
し

①現在の被害想定に基づく備蓄
資器材については、平成２０年に
おおむねその目標を達成してい
るが、今後は県が実施した被害
想定に基づき、越谷市地域防災
計画の見直しとともに、備蓄計画
の見直しを行う。
②市民ニーズに合わせた備蓄品
の項目を検討していく。

18 Ｂ

<備蓄資機材整備事業>
　現行「地域防災計画」での備蓄整備は20年度で目標を達成すると
のことであるが、市役所主導の備蓄整備、水の確保だけでなく、地
区センターや地区防災組織での備蓄、何より市民が自ら運営できる
自主防災の考え方は非常に評価できる。地域防災計画の見直しを
されるとのことであるが、一層の備蓄資器材整備の充実を期待す
る。

　防災行政無線は全市民に迅速に伝達
するに適した施設であるが、市街化の形
成により音達の不具合が生じており新た
に増設する必要がある。

検討･
見直
し

①平成２０年度にレイクタウン地
区の見田方遺跡公園に１基設
置。平成２０年度に実施した防災
行政無線音達調査の結果を踏ま
え、平成２１年度に６基新設を行
い、平成２２年度に３基、平成２３
年度に２基の新規設置及び修繕
を行う。また、レイクタウン地区の
公園整備事業に合わせ、区画整
理事業者の都市再生機構が平
成２３年度から平成２４年度に５
基の新規設置を行う。
②平成２３年度に２基の新設設
置及び修繕を実施し、市域全体
の新規設置や修繕を完了させ
る。

22 B

　災害対策基本法に基づいた事業であり、防災行政無線子局の設
置、修繕を計画的に実施し、市民の生命、財産を守る事業として重
要性が高い。また、災害の発生やその後の経過情報を市民に迅速
に伝達することで、市民が迅速に避難する等行動できる体制を整え
る必要がある。
　音達の不具合が生じている地域等へは、災害を知らせる携帯電話
サービスへの登録を促し、災害情報を迅速に伝達すべきである。ま
た、防災行政無線の効率的な設置を引き続き計画的に推進するとと
もに、設置コスト減に努める必要がある。
　最近の住宅は機密性が高いこと、豪雨災害のときは聞こえづらい
ことなどから、戸別受信機の設置も検討する余地がある。さらに、災
害を迅速に伝えるための新しい手段として親局から単方向のアナロ
グから双方向のデジタル化への切り替えについて、全国的な普及状
況にも注視しつつ、安価な導入を図る方策について継続的に検討を
していただきたい。
　また、「音達の不具合」という表現は、一般の人が聞くとわかりにく
い。「無線の音声が届きにくい地域がある」といった工夫が必要では
ないか。
　成果指標の改善案として、防災行政無線設置率に加え、災害情報
が多くの世帯にしっかり伝わることを示す「人口カバー率、地域カ
バー率」等を提案したい。

　区画整理事業による人口増加に伴い、
施設の充実を図る必要がある。

検討･
見直
し

①平成２２年度にレイクタウン地
区内公園用地に耐震性飲料用
貯水槽及び防災備蓄倉庫を設置
を行い、地区内における飲料水
等の確保に努める。
②地区内人口の増加に対応する
ため、新たな整備を進めるため、
関係機関との協議を行う。

19 Ｂ

　案内板等の施設の設置等のハード的対応と、防災マップの配布等
のソフト的対応の両面から事業を進めていることは評価できる。
　防災を地域の問題として理解いただき、地域自治会との協力体制
を作る努力が必要である。
　また、案内板等の設置は都市整備等他の事業計画と連携し計画
的に行う必要がある。

　有事の際の対応を市民へ周知してい
く。

現状
維持

①国民保護協議会の開催につい
ては、平成１８年に作成した国民
保護に関する越谷市計画を変更
する必要が生じた場合に、市長
からの修正案の諮問に応じ、審
議を行う。
②計画書の見直しだけでなく、国
民の保護に関する事項につい
て、必要に応じて審議を行ってい
く。

21 Ｂ

　国の法律に基づいた事業であるが、市の主体性を取り込んだ運営
を図られたい。
　また、活動指標も事業目的に合ったものを設定することが望まし
い。
　国・県・市それぞれにおける有事の際の対応が、どの様に検討さ
れているのかを市民へより分かりやすくPRすることも必要である。

　平成２１年度に８９の危機事象に対し
て、各課でマニュアルを作成したが、危機
事象については、常に変化が起こる可能
性あり、その多様化する事象に迅速に対
応するために、事前にマニュアルがない
と緊急時の対応が遅れてしまう。

検討･
見直
し

①平成１９年度に策定された危
機管理計画に基づき、庁内各課
において危機管理マニュアルの
作成を実施した。引き続き多様化
する危機事象に対しマニュアルを
作成していく。
②危機管理マニュアルにもとづ
き、各課が行動できるように職員
に周知を図る。

20 Ｂ

　危機管理計画、国民保護計画は、市民の安全確保のため不可欠
な事業である。まずは、国民保護計画等の実施に向けた取組や、危
機管理マニュアルの策定を進め、事案ごとに対応を図り計画の精度
を高めることを期待する。

　街頭犯罪件数が増加するとともに、当
市における犯罪率は県内の他市町村と
比較して依然高い。また、平成２１年度
は、子供に係わる不審者情報が４９件／
年発生している。

検討･
見直
し

①平成２０年４月１日に越谷市安
全で安心な防犯のまちづくり条例
を施行し、さらに街頭犯罪件数が
減少するよう、特に街頭犯罪件
数のうち約半数を占めている自
転車盗について、二重ロックの推
奨などの啓発を図る。
②各地区に自主防犯活動団体
が結成されているが、地区によっ
てばらつきがあることから、各地
区に呼びかけを行い結成率の向
上を図る。また、自主防犯活動団
体に子供の見守りのための青色
回転灯を整備した車での防犯パ
トロール実施の啓発を図る。

19 Ｂ

　各地区の自主防犯団体の活動を、自治会を通じて把握し、その活
動状況を共有し、近隣自治会どうし連携し協力した組織的な活動を
推進することが求められる。
　自治会連合会との連絡・連携も強化し、市と地域とが一体となった
防犯対策を進めることによって事業の効果をあげることを検討する
必要がある。
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102 自主防災組織育成事業
協働安
全部

危機管
理課

H7 -

〔目的〕
　自主防災組織の整備促進及び活動支援を図る。
〔手段〕
　防災備蓄倉庫の設置、備蓄資器材の購入、防災訓
練の実施等に対し助成する。

高 高 高 高 (d) (b) (b) (b) (b) Ｂ

103 感染症対策事業
協働安
全部

危機管
理課

H21 -

〔目的〕
　新型インフルエンザ発生初期の段階でできる限り封
じ込めを行うとともに、流行時における感染拡大を可
能な限り阻止し、健康被害を最小限にとどめることを
目的とする。
〔手段〕
　新型インフルエンザなどの感染症の発生時に備えた
対応策として、市職員等の緊急対応が図れるよう、防
護服をはじめとする感染防護用品の計画的な備蓄を
行う。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

104 交通安全推進事業
協働安
全部

くらし安
心課

- -

〔目的〕
　交通安全市民大会の実施や各種交通安全運動によ
る啓発活動及び交通安全活動団体への活動支援等
を行い、交通安全・交通事故防止に取り組む。
〔手段〕
　警察署や交通安全関係団体との連携・協力により事
業を実施し、交通事故防止や交通安全の推進を効果
的に進める。

低 低 高 高 (b) (b) (c) (d) (a) Ｂ

105 交通安全指導事業
協働安
全部

くらし安
心課

S44 -

〔目的〕
　市民の安全確保と交通安全意識の高揚を図る。
〔手段〕
　交通指導員による登校時における児童の安全確保
や交通安全教育及び街頭指導等を行う。

高 低 高 低 (b) (b) (a) (b) (b) Ｂ

106 放置自転車対策事業
協働安
全部

くらし安
心課

S57 -

〔目的〕
　各駅周辺に放置された自転車等（原付バイク含む）
の整理を行い、歩行者の安全と通行機能の確保図
る。
〔手段〕
　放置自転車等の誘導整理や撤去業務を民間委託す
る。

高 低 高 高 (a) (b) (a) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　近年、国内では大規模な地震が毎年の
ように発生し、自治会等で結成されてい
る自主防災組織においても、災害時の備
えに対する関心が高く、すべての補助要
望に対応しきれていない。また、自治会
が新規に設立された場合に、合わせて自
主防災組織の設立が好ましいが、自治
会内において組織の役割などの調整に
時間がかかり設立が遅くなる。

検討･
見直
し

①防災訓練や防災講演会におい
て、未結成団体に対し設立の依
頼や補助制度の啓発を実施す
る。
②自治会に対して実施した設立
状況や備蓄などのアンケート結
果を踏まえ、今後、未設立の自
治会に対して設立の呼びかけを
行うとともに、設立している自治
会には自主防災活動の更なる推
進を図るよう啓発活動に努める。

22 B

　自主防災組織は、自治会が中心となり運営され、地域で防災体制
を強化しようとする取り組みである。災害が発生したときに地域で助
け合う体制（共助）を強化することは重要である。
　災害初動時の自己防衛のためにも、防災訓練や防災講演会等
で、自主防災組織の設立依頼について働きかけを強化していただき
たい。
　また、公平性の観点からも未設立の自治会が自主防災組織を設
立できるように積極的に行政側から働きかける必要がある。特に世
帯数の多い地域には優先的に設立を働きかける工夫も必要であ
る。
　自主防災組織率向上のために自治会の担当部署である地域活動
推進担当と継続的かつ緊密に連携をとって取り組んでいただきた
い。
　事業に対する人工の資源投入量が大きいことから、人件費の効率
化について検討を進められたい。
　成果指標として、自主防災組織率を掲げているが、かけている人
件費の額に見合った組織率の向上が図れているとはいいがたい。
自治会への自主防災組織設立に向けた意識啓発にある程度時間を
要することは理解できるが、市内における好事例とともに、国内での
成功事例なども参照し、効率的な啓発推進に努められたい。
　平成21年度実績の自主防災組織率は全自治会の67.03%である
が、市内の全人口に占めるカバー率は82%に上る。この人口カバー
率も成果指標として併用し、組織化の優先度を検討するとともに、市
民に分かりやすい成果指標となるよう改善に心がけられたい。その
他の成果指標として「自主防災組織による防災訓練の実施回数・参
加人数」の追加を提案したい。

【自主防災組織育成費補助金】（内部評価：継続）（外部評価：継続）
　ハード面（備蓄倉庫設置など）の整備も重要だが、今後はソフト面
（避難訓練、講演会など）へ重点を置く必要もあるのではないか。

　新型インフルエンザ活動対策として感
染防護服等の備蓄を行って対応したが、
備蓄場所の確保が課題となっている。

検討･
見直
し

①企業との連携を強化し、新型イ
ンフルエンザ発生時に防護服の
供給か迅速に行えるような取り組
みを実施していく。
②新型インフルエンザ発生時の
健康被害を最小限にとどめるた
め計画的な備蓄に努めていく。

　ここ数年事故件数は減少傾向にあった
が、平成21年度は物損事故が前年度を
上回ってしまった。今後高齢者人口の増
加に伴い、高齢者の事故割合が増加す
ることが予測される。

検討･
見直
し

①②平成２１年度は、高齢者の
集まる機会に、交通事故防止に
関するチラシ３０,０００枚と反射材
３２,０００個を配布した。平成２２
年度以降も関係課と協議しなが
ら、効果の上がる方法を検討し
啓発活動を実施していく。

19 Ｂ

【越谷市交通安全母の会補助金】
　事務事業評価の成果指標を見直す必要がある。交通安全活動団
体に対し、市から事故情報などの情報提供をするとともに、交通事
故の減少割合など、事業の成果を表す指標を設定するとともに、的
確な目標値を設定したうえで、交通安全関連団体を指導する必要が
ある。また、交通安全教育については、学校の協力が不可欠であ
り、教育委員会との連携を図ることを望む。

　交通指導員の交通安全指導に対する
レベルアップを図る。

検討･
見直
し

①②向こう３年間の研修カリキュ
ラムの作成。班単位での研修会
の実施と出前講座の積極的実
施。また、イベント等では、警察
署と連携し、市民の交通安全及
び事故防止並びに交通道徳を図
るための啓発活動と立哨指導を
実施する。

19 Ｂ

【交通指導員連絡協議会負担金】
　交通安全指導へのニーズは高い。交通安全のみならず、地域の
防犯、防災活動と連携した地域活動として考える必要がある。
　交通指導員連絡協議会に対しては、交通指導員を有効に活用す
るための交通事故に関連する情報などについて、市から積極的な情
報提供が必要である。また、学校関係者とは、事故を抑止するため
の目標値を設定・共有し、先生や保護者と連携した事業活動をする
などの協力体制の構築を望む。

　放置防止に向けた効果的な対応策の
検討。

検討･
見直
し

①②各駅の誘導整理員の配置
状況と放置自転車等数を検討
し、現配置を見直し、必要な地
域・時間帯に重点的に振り分け
を進めていく。併せて広報等を用
いて、モラル向上等の啓発活動
を進める。

18 Ｂ

　放置自転車の台数を減らす総合的な対策を行う事業の再構成が
必要である。放置自転車関連事業として、当該事業に加え、「放置自
転車等誘導整備業務委託事業」、「放置自転車等保管返却業務委
託事業」、「放置自転車等処分業務委託事業」の事業全体としての
総合的な見直しが求められる。さらに、民間による駐輪場の設置と
連携を図る必要がある。
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107 放置自動車対策事業
協働安
全部

くらし安
心課

- -

〔目的〕
　警察署への照会により所有者を把握し、所有者によ
る放置自動車の撤去を原則に指導する。所有者不明
の場合は、廃棄物認定後に廃棄処分とする。放置自
動車は、交通障害を起こし、交通事故を誘発する要因
にもなることから市内に存在する放置自動車の撲滅を
目的に取り組んでいる。
〔手段〕
　撤去処分について業者委託を行う。

高 低 高 高 (a) (b) (a) (b) (b) Ｂ

108
放置自転車保管管理事
業

協働安
全部

くらし安
心課

H14 -

〔目的〕
　撤去された放置自転車等や保管所の管理を行い、
自転車等所有者から引取費用を徴収する。
〔手段〕
　民間に事業委託する。
　自転車・・・・・・・3,000円
　原付自転車・・・4,500円

低 高 高 高 (a) (b) (d) (d) (a) Ｂ

109
交通災害共済見舞金支
給事業

協働安
全部

くらし安
心課

H21 H22

〔目的〕
　条例により死亡、又は負傷の程度に応じ、共済見舞
金を支給するものです。また、この災害が原因で身体
障害者の1級又は2級に該当することとなった場合は、
特別共済見舞金を別に支給する。
〔手段〕
　支給基準を1級から9級まで設け、その基準に該当す
る見舞金を支給するもの。なお、この災害が原因で1
級又は2級の身体障害者となった場合は、特別見舞金
として80万円を支給する。

低 低 低 高 (c) (a) (c) (c) (c) Ａ

110 市民相談事業
協働安
全部

くらし安
心課

S44 -

〔目的〕
　市政に関する問題、市民生活の中で生じる諸問題
及び交通事故等に関する相談、さらに法律相談・税務
相談・行政相談・登記相談・行政書士相談に応じ、適
切な助言を行い、市民生活の一層の向上を図る。
〔手段〕
　相談窓口の開設

高 高 高 低 (b) (d) (b) (b) (a) Ｂ

111 消費生活相談事業
協働安
全部

くらし安
心課

S49 -

〔目的〕
　消費生活に係る相談及び苦情処理を行うため、専門
的知識を有する相談員を置き、市民からの相談に応
じ、適切な助言やあっせん等を行い、市民の消費生活
の安定を図る。
〔手段〕
　相談窓口の開設、消費生活相談員の配置

高 低 高 低 (b) (d) (a) (b) (a) Ｂ

112 消費者啓発事業
協働安
全部

くらし安
心課

S49 -

〔目的〕
　消費者の安全な生活環境を目指し、身近な問題を
自分の問題として捉えられるような講座や、消費者ト
ラブルの被害防止の啓発を推進する中で、賢い消費
者の育成を図る。
〔手段〕
　消費者月間記念事業の開催・消費生活講座・講演
会等の開催・消費生活出前講座の開催・市民まつり
等における啓発活動の実施

高 高 高 低 (b) (d) (b) (b) (a) Ｂ

113
消費者保護委員会運営
事業

協働安
全部

くらし安
心課

S51 -

〔目的〕
　消費者の保護、救済。
〔手段〕
　消費者保護の円滑な推進を図るため、市長の附属
機関として消費者保護委員会を置く。

低 高 低 高 (b) (b) (d) (c) (a) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　道路等公共空間に放置されるため、放
置が容易である。

検討･
見直
し

①②警察署との連携・協力を得
て所有者情報の提供を受け、所
有者撤去を推し進める。

20 Ｂ

　放置自動車は、放置する人のモラルの問題である。事業そのもの
は特に指摘事項はないが、車の撤去に伴って職員の方がトラブルに
巻き込まれるなどの事故の防止に注意いただきたい。
　壁などへの落書きも、放置自動車同様市や市民にとっての迷惑行
為であるが、多くの自治体で自治会等と連携して対策を立て効果を
あげている。放置自動車の問題も、このような事例を参考にして、市
当局だけの問題として取り組むのではなく、自治会等と連携をとり自
動車が放置されないような工夫を期待する。

　保管料について理解が得られない場合
がある。

検討･
見直
し

①②自転車等を返還する際、所
有者に対して制度の趣旨、目的
を説明し、放置させないよう対策
を講じていく。

16 Ｃ
　誘導整理委託事業と合わせて、手数料負担の原則で見直し、市の
費用負担を減額する方向で検討していただきたい。

　平成21年3月31日をもって、特別会計に
おける越谷市交通災害共済制度を廃止
したため、平成21年度及び22年度の見
舞金支給事務が継続されている。

終了
(平成
22年
度)

　

　相談内容が、より複雑化・多様化する
中で、さらに相談体制の充実を図る必要
がある。

検討･
見直
し

①②平成２０年度・２１年度と、多
重債務者相談等に対応するた
め、法律相談を月１回ずつ増や
し、相談体制の拡充を図った。平
成２２年度以降も、現体制を維持
しながら関係機関との連携を深
め、的確な相談に努める。

16 Ｂ
　越谷市の特性を持った事業であり、今後とも拡充していただきた
い。ただし、活動結果指標・成果指標については相談件数のみでな
く、事業成果をより適切に表す指標を設定していただきたい。

　相談内容が、より専門化・複雑化してお
り、相談員のレベルアップ等相談体制の
充実とともに、専門機関との連携を図る
必要がある。

検討･
見直
し

①②平成２０年度から、平日毎
日、相談員の２名体制が整った。
今後は、現状の中で、さらに相談
業務の充実を図るため、平成２１
年度から平成２３年度まで「埼玉
県消費者行政活性化補助金」を
活用し、積極的に研修に参加さ
せるなど、相談員のレベルアップ
を図っていく。

16 Ｂ
　越谷市の特性を持った事業であり、今後とも拡充していただきた
い。ただし、成果指標については相談結果に基づく不当請求回収率
も含めていただきたい。

　啓発手段を検討し、講座のさらなる充
実を図る。

検討･
見直
し

①②平成１９年度から、地域の高
齢者を見守る民生委員などを対
象に、受講者が地域へ戻り、啓
発活動を行えるよう市民講師育
成講座を毎年開催している。
また、平成２１年度から平成２３
年度まで「埼玉県消費者行政活
性化補助金」を活用し、啓発用機
器を整備するなど講座内容の拡
充を図っていく。

17 Ｃ

　昨今の悪質犯罪から消費者を保護することが非常に重要であり、
消費生活センターを中心とした、組織的対応が強く求められている。
消費者啓発事業は、この観点から、重要な事業であるが事業費単
位当りコスト等を勘案し、啓発事業の民間活用を含めた運営改善が
必要である。

　消費者保護委員会は、苦情処理の斡
旋・調停を行うことができるなど、重要な
責務を担っている。

検討･
見直
し

①②必要に応じて、苦情処理の
斡旋・調停を行うこととなっている
が、消費生活相談員も同様のこ
とを行っているので、消費者保護
委員会の役割を検討する必要が
ある。

19 Ｃ

｢越谷市民の消費生活を守る条例」の意味は大きい。必要な条例で
あるので、現在求められている状況に対応した改正に向け、スケ
ジュールを明確に設定し、消費者保護委員会で検討いただく内容を
示し、委員会を有効に機能させ活用する必要がある。
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114 計量器検査事業
協働安
全部

くらし安
心課

H15 -

〔目的〕
　計量法による特定市の業務として、定期検査・商品
量目立入検査・計量思想の普及啓発に関する業務等
を実施し、適正な事業活動の確保並びに消費者保護
を図る。
〔手段〕
　計量器の検査用機器を購入する。計量担当職員を
配置する。計量器の検査を実施する。埼玉県計量協
会に委託する。計量教室など消費者啓発事業を開催
する。

高 低 高 低 (a) (d) (a) (b) (b) Ｂ

115
民生・児童委員活動事
業

健康福
祉部

社会福
祉課

- -

〔目的〕
　民生委員・児童委員の活動を積極的に支援・促進
し、地域福祉の向上を図る。
〔手段〕
　民生委員・児童委員協議会へ活動助成金の支出
　民生委員・児童委員に対し活動報償金の支出
　民生委員・児童委員協議会の活動補助

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

116 更生保護事業
健康福
祉部

社会福
祉課

- -

〔目的〕
　保護司会、更生保護女性会と連携し、犯罪を犯した
者の更生を助けるとともに犯罪や非行の予防・啓発を
行い、安全で住みやすい地域社会を構築する。
〔手段〕
　社会を明るくする運動を推進し、更生保護の啓発活
動を展開
　保護司会、更生保護女性会への助成を行い、更生
保護活動を促進する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (a) Ｂ

117 行旅病人等援護事業
健康福
祉部

社会福
祉課

- -

〔目的〕
　住所及び居所不明で引き取り手のない異体の葬祭
及び遺骨の保管
〔手段〕
　行旅病人及行旅死亡人取扱法による葬祭
　遺骨の保管

高 高 低 低 (b) (a) (b) (a) (b) Ｂ

118
福祉保健オンブズパー
ソン事業

健康福
祉部

社会福
祉課

H14 -

〔目的〕
　福祉保健サービスに関する苦情を公平・中立な立場
で調査･判断し、迅速に問題の解決を図ることにより、
サービス利用者の権利を守り、より良いサービスを提
供する。
〔手段〕
　大学教員・弁護士などの有識者を「福祉保健オンブ
ズパーソン」に委嘱する。
　オンブズパーソンは、サービス利用者の苦情を調査
し、必要に応じて市へ意見等を表明する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

119 生活保護事務事業
健康福
祉部

社会福
祉課

- -

〔目的〕
　生活保護受給者の就労を支援し自立を促すととも
に、医療事務、介護事務において適正な執行を図るた
め、嘱託医の委嘱、レセプト点検を実施する。
〔手段〕
　委託により就労支援員を配置し、生活保護受給者に
就労支援を行う。
　派遣により面接相談員を配置し、生活相談への対応
にあたる。
　生活保護医療費のレセプト点検を行う。
　嘱託医を委嘱し、医療扶助の内容の審査を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　コスト削減のため、業務委託の拡充に
取り組む必要がある。

検討･
見直
し

①②埼玉県計量協会の受託能
力にも限界があるが、できる限り
協会への委託を検討していく。

17 Ｃ

　計量法等、法的根拠に基づき、計量に関する検査、計量思想の普
及啓発事業は、特例市業務として必要である。
　ただし、業務遂行上の効率性に関する検討が必須であり、計量協
会あるいは民間への運用委託を推し進め、人件費及び事業費の軽
減を図るべきである。

地域福祉の推進役として民生委員・児童
委員の果たす役割は大きい。民生委員
の一人当たり活動日数は増加しており、
活動の充実が図られている。引き続き、
見守り活動や啓発活動を推進していく。

検討･
見直
し

①平成２２年度は民生委員の全
国一斉改選が行われるため、改
選事務を適正に実施していく。ま
た、新任となる民生委員への研
修等と併せて、市民に対する啓
発活動を一層進めていく。
②身近な福祉の相談員として民
生委員・児童委員が地域で活動
できるよう、民生委員・児童委員
協議会の事業の充実・支援を進
め、地域福祉の推進を図る。

21 Ｂ

　急速な高齢社会の到来の中で、地域における民生委員・児童委員
の活動は、今後、ますます重要になると予測される。このことは、同
時に「地域ケアに対する市民意識の向上」が求められていることを意
味する。
　よって、民生・児童委員の活動を、市民に対してさらに積極的にPR
するなどの方策を講じながら、地域と連携した様々な支援活動を活
性化されることを期待する。
【民生・児童委員活動助成金】（内部評価：継続）（外部評価：継続）
　引き続き、補助金の趣旨目的にそった執行を継続されたい。

 更生保護活動の重要性は増しており、
今後とも更生保護活動への支援を行うと
ともに、啓発活動を行っていく必要があ
る。

検討･
見直
し

①社会を明るくする運動の実施、
保護司会による中学校訪問な
ど、更生保護と青少年の非行防
止への啓発活動を進める。
②社会を明るくする運動の推進
など、更生保護への理解を深め
るための事業の充実とともに、引
き続き、保護司会、更生保護女
性会との連携を図る。

19 Ｂ

　各補助金とも、適切な業績評価指標を設定し、成果と公益性を検
証する必要がある。
【更生保護女性会助成金】
　補助金により実施した事業の成果を把握し、成果を検証する必要
がある。
【越谷地区保護司会越谷支部助成金】
　補助金により実施した事業の成果を把握し、成果を検証する必要
がある。
【越谷地区保護司会助成金】
　補助金により実施した事業の成果を把握し、成果を検証する必要
がある。

 年間を通じ取扱い件数は少ない。
 身元等の確認や親族の調査に時間を要
する。

検討･
見直
し

①法令に基づき手続きを進める
必要があり、手続き完了まで長
期間を要するが、事務の効率化
を図る。
②法令に定められた業務である
ため、今後も継続していく必要が
ある。

21 Ｂ

　法令で定められた事業であるものの、外国人旅行者の対応等法令
上再検討すべき余地がある。
　特に、旅行中の外国人が、今後さらに増加することが予測される中
で、「国全体の視点に立った対応基準の明確化」を図るよう、国に働
きかけられることを望む。

 相談・申立ての件数は少ないが、制度
の必要性は高い。今後とも制度の周知を
図っていく。

検討･
見直
し

①オンブズパーソン制度の周知
を図る。
②広報活動の充実を図るととも
に、事例研究などオンブズパーソ
ンの研修等を実施していく。

20 Ｂ

　オンブズパーソン制度の有効活用の観点から、福祉サービスの現
場職員とオンブズパーソンとのコミュニケーションの場を設定し、福
祉の現場で日々発生している相談、対応内容の情報共有が必要と
思われる。
オンブズパーソン活用については、市民向けの広報とあわせて、現
場担当職員への周知を図ることも必要と思われる。

 レセプト点検は有効であり、継続の必要
性があるが目標値の設定は難しい。
 就労支援を充実させても、雇用環境が
改善されないため自立につながらない現
状がある。

検討･
見直
し

①就労支援事業及びレセプト点
検事業の更なる充実を図る。
②生活相談に対する面接体制の
充実を図る。

22 B

　生活保護法に基づく事業であり、事業内容は次の4点である。
　①就労支援員による、生活保護受給者の就労支援
　②面接相談員による、生活相談
　③生活保護医療費のレセプト点検
　④嘱託医による、医療扶助の決定、実施に伴う専門的判断及び必
要な助言指導
　いずれも国の法律に基づく事業であり、法律の目的である「必要な
保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を
助長する」ために、事業の必要性は認められるが、個々の事業内容
については一部で改善の余地が見受けられる。
　嘱託医による医療扶助内容の審査については、レセプト点検との
連携を密にし、より実効性のあるものとなるよう努められたい。
　就労支援員による相談事業については、相談予約が殺到する現
状を考慮し、相談日を週3日から週5日に拡充することを検討するな
ど、就労支援による被生活保護世帯の自立に努めている点は評価
できる。一方で、予約が取りにくい状況であるにも関わらず、突然の
予約キャンセルにより相談員の手が空いてしまう事例も生じていると
のことである。突然の予約キャンセルについては、既に実施されいて
いる文書指導を適正かつ厳格に適用し、無駄な空き時間を発生させ
ないスケジュール管理を行い、より一層の就労支援に努められた
い。
　なお、当該事業については、生活保護（扶助）を給付する面におい
て「生活保護扶助事業」（事業№121）と密接に関連があることから、
より効率的・効果的な事業推進を図るためにも、事務事業のくくり方
について見直しを行い、事業内容やその成果が市民からみて分かり
やすくなるように改善する必要がある。
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120
中国残留邦人生活支援
給付金事業

健康福
祉部

社会福
祉課

H20 -

〔目的〕
　中国残留邦人等が、満額の老齢基礎年金を受給し
てもなお生活の安定が十分に図られない場合、老齢
基礎年金による対応を補完する支援給付を行う。
〔手段〕
　生活保護制度の例にならって支援給付を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

121 生活保護扶助事業
健康福
祉部

社会福
祉課

- -

〔目的〕
　生活保護法に基づき、生活に困窮している方々に対
して健康で文化的な生活水準を保障するとともに、被
保護者に対し必要な指導・援助を行い、自立助長を図
る。
〔手段〕
　生活保護法に基づき、生活困窮者に対して生活・教
育・住宅・医療・介護・出産・生業・葬祭の８つの扶助を
必要に応じ適用し、適切な保護を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

122 り災者援護事業
健康福
祉部

社会福
祉課

S48 -

〔目的〕
　火災等の災害により、被害を受けた被災者及びその
遺族等に対し、条例に基づき見舞金・弔慰金を支給
し、市民福祉の向上に資する。
〔手段〕
　火災による全半焼、水害による床上浸水等の家屋
への見舞金の支給
　死亡、重傷者発生の場合には、見舞金・弔慰金の支
給
　自己所有の住宅が全焼した場合は、借家の家賃補
助を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

123
社会福祉協議会助成事
業

健康福
祉部

社会福
祉課

S43 -

〔目的〕
　地域福祉を中心に事業を展開する民間の社会福祉
団体である社会福祉協議会の組織体制・事業の強
化・充実を図り、全ての人が住み慣れた地域で安心し
て暮らせるよう地域福祉事業の充実を図る。
〔手段〕
　社会福祉協議会に対し助成金を支出する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

124 地域福祉計画推進事業
健康福
祉部

社会福
祉課

H20 H24

〔目的〕
　すべての市民が生涯にわたり、すこやかに、いきい
きと、人間らしく、安心して暮らすことができる福祉のま
ちを実現するため越谷市地域福祉計画を推進する。
〔手段〕
　計画の推進のため、推進体制づくり、進行管理の仕
組みづくりを進めるため、越谷市地域福祉推進協議会
を開催するとともに、地域福祉講座を開催し、地域福
祉の啓発に努める。

高 高 高 高 (b) (a) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

 平成２０年度から全国一斉に実施された
新たな事業で、市の裁量が認められてい
ない。

検討･
見直
し

①支援対象者に対し、法律で定
められた援助を行う。
②支援対象者が増加した場合に
対応できるよう、人員体制の充実
を図る。

 生活保護受給者の自立を助長するた
め、稼働能力がある者に対する施策の充
実を図る必要がある。

検討･
見直
し

①関係機関等と連携し、稼動年
齢層で就労阻害要因のない生活
保護受給者に対しての就労支援
の充実を図る。
②面接相談体制の更なる充実を
図り、生活保護制度の適正な運
用を行う。

22 B

　生活保護法に基づく、8つの保護（生活扶助、教育扶助、住宅扶
助、医療扶助、介護扶助、出産扶助、生業扶助、葬祭扶助）を実施
するほか、保護（扶助）を受けている方に対して必要な指導･援助を
行う事業である。
　一昨年のリーマンショック以降、社会問題となっているワーキング
プアの増加を食い止めるためにも、生活保護扶助の適切な運用が
必要である。
　8つの保護制度のうち、生業扶助についてはハローワークと密接に
連携して進める体制を工夫する必要がある。
　また、不正受給防止策の一環として、査察指導員2名による事後
チェックが行われているが、支給開始後の実態を確認する上で、2名
体制で本来の目的が達成し得るのか否かを検証するなど、人員体
制面において工夫をする必要がある。
　生活保護は、申請に基づいて開始される（申請保護の原則）制度
であるが、生活に困窮されている方をより広く保護するためにも、適
正な対象者に対して真に必要な給付が適正に実施され、給付開始
後においても資格や給付内容について、市民から疑念を持たれるこ
とがないよう、給付状況の把握などについて、積極的に努められた
い。
　なお、当該事業については、特に相談業務の面において「生活保
護事務事業」（事業№119）と密接に関連があることから、より効率
的･効果的な事業推進を図るためにも、事務事業のくくり方について
見直しを行い、事業内容やその成果が市民からみて分かりやすくな
るように改善する必要がある。

 見舞金を支給するとともに、日赤により
布団等を提供している。被災者からは感
謝されているが、住宅等の対応について
課題がある。

検討･
見直
し

①被災者に対し、速やかに布団
等を届け、見舞金等の援護につ
いて説明をする。
②部分焼の対応や応急住宅の
要望等について検討していく。

18 Ｂ

　市役所にこのような援護事業があるのは、行政の原点とも思われ
るが、援護の限度はあるにしても、制度に従い対応する担当者のジ
レンマを伺い知ることができる。被害への補助対象枠を拡げ、例え
ば、半焼家屋・水害被害の見舞い等の拡大を検討していただきた
い。　また、感謝の声だけでなく、不満についても記録し、今後の制
度のありかたについての検討資料としていただきたい。

 法人運営に係る指標の設定が難しいた
め、社会福祉協議会が行っている地域福
祉事業を適正に評価しながら助成を行っ
ている。

検討･
見直
し

①適切な事業評価ができるよう
助成金の見直し･検討を進める。
②運営費的な補助から事業費補
助に切り替える。

17 Ｃ

　この助成金は、社会福祉協議会の管理運営の補助であり、助成金
の効果が不明である。このような助成金を縮小するとともに、事業運
営の委託や補助へ転換し、効果を評価できるものにすべきである。
社会福祉協議会の経営についても、事業の見直し（民間との役割分
担）、人件費のあり方(給与体系の見直し）、自主収入の拡大を図る
必要がある。

 地域福祉推進協議会の活動を充実する
とともに、地域福祉事業の推進状況の把
握が課題である。

検討･
見直
し

①地域福祉推進協議会を開催
し、昨年度に引き続き、地域で行
われている地域福祉事業の把握
を進める。
②地域福祉の推進を図るため、
新たな事業の実施を検討する。
また、地域福祉計画の見直しに
向けて準備を進める。
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125
グループホーム支援事
業

健康福
祉部

障害福
祉課

H10 -

〔目的〕
　地域での生活を望む身体障がい者、知的障がい
者、精神障がい者に対し、日常生活における援助を行
い、自立した生活の助長を図る。
〔手段〕
　利用に応じ、ケアホーム、グループホームには介護
給付費、訓練等給付費を支給し、生活ホームには補
助金を交付する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

126
障がい者施設サービス
事業

健康福
祉部

障害福
祉課

S35 -

〔目的〕
　障がい者の生活を豊かにするため、入所施設や通
所施設による介護や自立訓練などのサービスを提供
する。
〔手段〕
　障がい者施設、事業所に介護給付費等を支給する。

高 低 高 高 (b) (b) (a) (b) (b) Ｂ

127
障害者ガイドヘルパー
派遣委託事業

健康福
祉部

障害福
祉課

S56 -

〔目的〕
　介護者がいない在宅の視覚障がい者等に対して、
ガイドヘルパーを派遣することにより公的機関での手
続きや、突発的な通院等の外出を容易にする。
〔手段〕
　社会福祉協議会へ業務委託を行い、利用者へガイ
ドヘルパーの派遣を行う。

高 高 高 低 (a) (d) (b) (b) (a) Ｂ

128 障害者介護券給付事業
健康福
祉部

障害福
祉課

H3 -

〔目的〕
　独立自活を目指す在宅の重度の全身性障がい者、
重度の知的障がい者の生活圏の拡大を図り、社会参
加を促進する。
〔手段〕
　生活圏拡大のため外出援助等の介護人を派遣す
る。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

129
ホームヘルプサービス
事業

健康福
祉部

障害福
祉課

H12 -

〔目的〕
　在宅生活を営むうえで、家事援助、身体介護及び外
出時の支援を要する方にヘルパーを派遣し、自立生
活の向上と日常生活の円滑化を図る。
〔手段〕
　あらかじめ本市からの支給決定を受け、直接、利用
者がサービス提供事業者と利用契約を結び、ヘル
パーの派遣を受ける。
　また、やむを得ない理由（対象者要件を満たさない
等）から本市の支給決定を受けられない者に対して、
本市の更生援護措置としてヘルパーを派遣する（社会
福祉協議会へ業務委託）。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

130
障害者福祉センター管
理運営委託事業

健康福
祉部

障害福
祉課

H4 -

〔目的〕
　障がい者に対し、機能訓練、教養の向上、社会との
交流促進及びレクリエーションのための便宜を総合的
に供与すること、また、障がい者の自立と福祉の増進
を図ることを目的とする。
〔手段〕
　通所により創作的活動、機能訓練などの各種サービ
スを提供。また、手話講習会等を開催して障がい者福
祉ボランティアを育成する。障害者福祉センター「こば
と館」の指定管理者として社会福祉協議会を指定す
る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　障害者自立支援法の施行に伴い、入
所施設から地域生活への移行が進めら
れており、地域生活の場としてグループ
ホーム、ケアホームの果たす役割は大き
い。しかし、食費等の実費負担が大きい
ことや、グループホーム、ケアホームが
不足していることから利用希望があって
も利用につながらないことも多い。また、
これまで生活ホームの利用に限られてい
た身体障がい者もグループホーム等を利
用できることになったことから、今後、利
用の拡大が望まれる。

検討･
見直
し

①引き続きグループホーム等の
サービスを継続していくとともに、
生活ホームについては新体系
サービスへの移行を促す。
②平成２１年度現在において、市
内の設置施設数は７施設（うち生
活ホーム２施設）であるが、地域
で生活することが可能な方が、速
やかに移行できるように、施設を
運営できる社会福祉法人等に働
きかけ、市内設置施設の拡充に
努めるとともに、日中活動の場の
確保に努める。

17

20

Ｂ

Ｂ

〈グループホーム支援事業〉
　障害者福祉は、施設サービスから在宅サービスへ、より少ない費
用で利用者ニーズに対応しようとしているが、市内の施設利用者
(170人）やグループホーム(1ヶ所）の整備状況を勘案すると、国や県
の動向を見ながら、慎重に拡充を進めていく必要がある。

〈生活ホーム助成事業〉
　自立支援に向けたヘルパー派遣事業と合わせて、生活ホーム利
用者が自立するために必要な周辺支援施策との連携を強化する必
要がある。
　最も福祉の現場に近い事業を担当されている基礎自治体としての
意見を、県や国に向けて発信されることを望む。

　入所施設の利用に大きな変化はない
が、入所施設から地域への移行を進める
にあたり、通所施設は日中活動の場や就
労に向けての訓練の場として重要な位置
を占めており、利用者のニーズや状況に
応じた支援をしていく必要がある。

検討･
見直
し

①②障害者自立支援法の施行
により、旧法による障がい者施設
は、平成２３年度末までに新体系
サービス事業所に移行することと
なっている。引き続き利用者が
サービスを利用することができる
よう障害程度区分の認定など、
施設の新体系移行にあわせ支援
を行っていく。

　派遣範囲を明確化し、越谷市障害者等
移動支援事業に対する本事業の位置づ
け、利用条件の整理が必要。

検討･
見直
し

①越谷市ガイドヘルパー派遣事
業及び類似事業である越谷市障
害者等移動支援事業の派遣範
囲を明確化し、利用者への周知
を進める。
②越谷市障害者等移動支援事
業に対する本事業の位置づけを
整理するとともに、ガイドヘル
パーの確保に努める。

19 Ｂ

　障害者ガイドヘルパーの派遣範囲の拡大ニーズに対しては、代替
手段の利用を検討し、公益性の高いものに限定することを維持すべ
きである。
　ヘルパー確保の工夫が望まれる。
　また、外出支援事業をさまざまに組み合わせることで、利用者の利
便性を高めていくことに取り組んでいただきたい。

　本事業の趣旨と対象となる介護人派遣
の範囲を利用者へ周知し、適正かつ有
効な運用を進めていく必要がある。

検討･
見直
し

①対象となる介護の内容につい
て周知徹底し、適正な運用を図
る。
②本事業の拡充を行い、重度障
がい者の更なる社会参加の促進
を図る。

17 Ｂ

　この事業は、市の単独事業として実施しているが、平成17年度より
県の補助事業となるなど、住民のニーズに柔軟に対応しているもの
といえる。国や県の動向を見ながら、利用者の偏在、利用実態を踏
まえた上で、事業を遂行していくことが必要である。また、支援費制
度と似たような事業があり、利用者の重複利用を運用上制限してい
るが、この事業を支援費制度へ統合することの要否も検討する必要
がある。

　在宅支援の要望が多岐にわたる傾向
にあるため、ケアプラン作成時には申請
者の状態に合わせて、障がい者福祉の
施策以外にも、高齢者（介護保険）や児
童福祉等の施策についても視野に入れ、
より柔軟で広域な対応が必要とされる。
そのため、障害者生活支援センター、相
談支援事業者、サービス提供事業者等と
の連携を強化し、情報の共有化に努め、
幅広いサービスの提供を行う。

検討･
見直
し

①平成２３年度へ向けて、各種機
関との連携強化を図り、利用者
からの在宅支援の要望に幅広く
対応できるよう努める。
②サービスの適正な利用を確保
するため、本市のサービス支給
基準について点検・調査を行う。
取組としては、サービス提供実績
からの事例検討や実際に利用さ
れているサービスの現状（種類
や支給量等）の把握を行う。

　障がい者団体の拠点施設として、重要
な役割を担っているが、今後も障がい者
の多様なニーズに対応した事業展開が
必要となっている。

検討･
見直
し

①平成２２年度で指定管理の期
間が終了となることから、運営委
託とは別に社会福祉協議会に委
託している事業を精査し、運営委
託の中で実施できるものは、指
定管理に含めていきたい。
②デイサービス事業などの実施
事業等について、障がい者の
ニーズを把握しながら、事業の充
実を図っていく。
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131
障害者福祉交流セン
ター委託事業

健康福
祉部

障害福
祉課

H10 -

〔目的〕
　知的障がいのある人たちが年齢や障がい程度にか
かわりなく、社会を構成する一員として、生きがいを持
ちながら市民生活を送れるように支援し、人々との交
流を通して実社会への適応力と福祉の増進を図ること
と併せ、ボランティアの活動の場、交流の拠点とする。
〔手段〕
　社会適応訓練や創作活動などのデイサービス・各種
相談事業を実施。福祉交流センター事業を社会福祉
法人埼葛福祉会に委託

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

132 移動入浴サービス事業
健康福
祉部

障害福
祉課

H12 -

〔目的〕
　利用者の自宅において入浴が困難な身体障がい者
に対し、巡回方式で入浴サービスを提供し、保健衛生
の向上を図る。
〔手段〕
　適切な事業運営が確保できると認められる事業者と
協定を結び、事業の一部を委託することにより入浴
サービスを提供する。

高 高 高 高 (a) (d) (b) (b) (b) Ｂ

133
心身障害者地域デイケ
ア事業費補助事業

健康福
祉部

障害福
祉課

S63 -

〔目的〕
　在宅の心身障がい者に必要な自立訓練、授産活動
の場を提供し、心身障がい者の社会参加の助長を図
るため、心身障害者地域デイケア事業を行う事業者に
対して補助し、障がい福祉の推進を図るとともに日中
活動の場のない在宅障がい者の利用を促進する。
〔手段〕
　心身障害者地域デイケア事業を行う事業者に対し、
利用者の障がい程度、利用状況に応じて補助する。

高 高 低 低 (a) (d) (b) (a) (b) Ｂ

134
成年後見制度利用援助
事業

健康福
祉部

障害福
祉課

H16 -

〔目的〕
　判断能力が不十分な方で、身寄りがない方に対し、
市長が審判の請求を行い、成年後見人等の選任を容
易にして、障がい者等の福祉の増進を図る。
〔手段〕
　成年後見人制度申し立て費用及び成年後見人等へ
の報酬費用の助成を行う。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

135
障害児（者）生活サポー
ト事業費補助事業

健康福
祉部

障害福
祉課

H11 -

〔目的〕
　在宅の心身障がい児（者）の地域生活を支援すると
ともに介護者の負担軽減を図る。
〔手段〕
　一時預かり・派遣による介護サービス・外出援助等
を実施する登録サービス提供団体に、利用登録者の
状況により補助金を交付する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

136
地域活動支援センター
事業費等補助事業

健康福
祉部

障害福
祉課

H19 -

〔目的〕
　障がい者が地域社会の中で自立した日常生活又は
社会生活を営むことができるよう地域活動支援セン
ターで障がい者等の地域生活支援の促進を図る。
〔手段〕
　運営する団体に対して生産活動や創作的活動など
の基礎的事業や就労に関する事業などの機能強化事
業を行なう団体に対して補助金を交付し支援していく。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価
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13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　特別支援学校を卒業した知的障がい者
は、就労の機会もなく、地域での自立が
難しい面がある。この交流事業の実施に
より、在宅の知的障がい者に社会参加の
機会を提供しているが、利用者ニーズに
対応したサービスの提供が求められる。

検討･
見直
し

①②今後も知的障がい者の社会
参加を促進する取り組みとして、
事業の充実を図るため、利用者
ニーズを的確に把握しながら、効
率的な運営と利用者のサービス
向上に努めていく。

　利用者の希望に合った入浴サービス事
業者を選択できるよう周知するとともに、
新規事業者の参入を図り利用者の選択
肢を広げるる必要がある。

検討･
見直
し

①平成２１年度から事業所登録
制に変更したため、利用者及び
サービス提供が可能な事業者へ
周知を図る。
②利用者の希望に合ったサービ
スが提供できる業者確保のた
め、新規業者の確保に努める。

19 Ｂ

　利用者が委託先を選択できる制度の導入の検討を求める。
　委託先を拡大するとともに、公平性の確保が望まれる。
　また、利用者負担の軽減につながるならば、料金表の見直しをす
ることも必要であろう。

　デイケア施設は、一般就労の難しい障
がい者の日中活動の場として重要な位
置を占めているが、運営は障がい者団体
等運営基盤の弱い団体が多い。このた
め施設の運営の安定化のためにも新体
系サービスへの移行を促していく。

検討･
見直
し

①②引き続きデイケア施設への
補助金の交付を行うとともに、施
設の運営の安定化を図るため新
体系サービスへの移行を促して
いく。

21 Ｂ

　平成23年度末までに地域活動支援センターや生活介護事業所へ
の移行が進められている事業である。移行に伴っては、生活介護事
業所等の職員設置基準をクリアするなど課題が多いが、平成23年
度末までの移行完了（事業廃止）に向け、引き続き努力いただきた
い。
【心身障害者地域デイケア事業費補助金】（内部評価：減額（縮小））
（外部評価：減額（縮小）・終期設定）
　地域活動支援センターや生活介護事業所への移行に伴い、平成
23年度をもって本事業費の補助金は廃止される予定

　成年後見制度の利用を必要としている
障がい者は多いと思われるが、利用相談
件数は一定であり、周知が不十分な面が
ある。

検討･
見直
し

①②知的障がい、精神障がいな
どで判断能力が不十分な方が、
財産管理やその他民法上契約な
どで権利を脅かされたり、不利益
を被ることがないよう、今後とも
成年後見制度の周知を図ってい
く。

　県の事業費に対する補助は人口３０万
人以上の地方自治体の場合、５００万円
までという上限があり、超過分は市の単
独の負担となっている。また、事業登録を
取り消した事業所もあり、今後登録者の
利用希望に支障のないよう事業所の確
保に努める必要がある。

検討･
見直
し

①②市民への周知を進めていく
とともに、登録者の需要に柔軟に
対応できるよう事業所の確保に
努めていく。

　地域活動支援センターは、障がい者が
地域社会の中で自立に向け、生産活動
や創作的活動を行いながら社会復帰で
きるように支援する場として大きな役割を
担っている。とくに障がい者が自立する
過程で支援センターは、当事者の状態を
考慮に入れて活動を促すなど直接的な
支援が可能である。しかし、利用者が
年々増加傾向にあり利用を望む障がい
者のニーズにどのように応じていくかが
課題である。

検討･
見直
し

①これまで補助金の使途につい
ては、総額で適正に運用されて
いるかに着目して支援してきた
が、今後は事業ごとに補助されて
いることを基準にして、補助金を
適正に運用するように指導してい
く。
②地域活動支援センターは、障
がい者の自立に向けて大きな役
割を担っており、今後も引き続き
支援していく必要がある。

22 B

　障害者自立支援法の枠組みにより、障がい者が地域社会の中で
自立した日常・社会生活を営むことができるよう、地域活動支援セン
ターで障がい者等の地域生活支援の促進を図るために、地域活動
支援センターを運営する団体に対して、「越谷市地域活動支援セン
ター事業補助金交付要綱」に基づき、補助金を交付する事業であ
る。
　利用者が増加傾向にある中で、障がい者の目線に立ったサービス
を提供するためにも、ニーズを把握するための方策の実施に努めら
れたい。なお、Ⅰ型事業における相談業務においては、将来的な就
労支援を意識した事業推進が必要である。
　また、当該補助金の制度がホームページに掲載されておらず、市
民への説明責任の点において不完全である。一般市民には直接関
係の薄い補助金ではあるかもしれないが、透明性のある補助金執
行の観点からも、積極的な情報公開に取り組まれたい。

【地域活動支援センター事業等補助金】（内部評価：継続）（外部評
価：継続）
　補助金交付先との日常からの情報交換や、補助事業に対する現
地調査を職員が実施しているなど、監査体制は一定程度確保されて
いる。
　障がい者の自立した日常生活等のための事業として、補助事業の
継続は必要であるが、限られた予算の中で、最小限の投資により最
大の効果が生じる補助金執行が望まれる。今後は、活動実態に係
る調査を定期的に行い、補助金の趣旨・目的に沿った適正な執行
に、より一層努められたい。
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137
障害者短期入所事業
（旧障害者ショートステ
イ支援事業）

健康福
祉部

障害福
祉課

H15 -

〔目的〕
　障がい者を介護している者が本人を介護できない場
合に、障がい者支援施設等を利用することにより、介
護者の介護負担の軽減を図る。また、やむを得ない事
由により障がい者が障害者自立支援法に基づく短期
入所サービスの理由が困難であり、かつ、障がい者支
援施設等に一時的に保護する必要がある場合に障が
い者を保護し、障がい者本人の安全を確保、介護を行
う。
〔手段〕
　市町村審査会に諮り障害程度区分を認定する。
　区分１以上の場合に短期入所サービスを決定でき
る。

高 低 高 高 (a) (b) (a) (b) (b) Ｂ

138

コミュニケーション支援
事業（手話通訳者派
遣、要約筆記奉仕員派
遣含む）

健康福
祉部

障害福
祉課

H14 -

〔目的〕
　手話通訳者や要約筆記者を聴覚障がい者等の依頼
に応じて派遣することにより、聴覚障がい者の社会参
加促進とコミュニケーションの円滑化を図る。
〔手段〕
　社会福祉法人越谷市社会福祉協議会に手話通訳
者・要約筆記者派遣及び育成等に係る業務を委託す
る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

139 障害者相談支援事業
健康福
祉部

障害福
祉課

H14 -

〔目的〕
　在宅の障がい者に対する在宅福祉サービスの利用
援助や社会資源の活用を高め、障がい者の生活を支
援する。
〔手段〕
　障害福祉サービス等の利用援助、社会資源を活用
するための支援、社会生活力を高めるための支援、ピ
アカウンセリング、専門機関の紹介、他機関との連絡
調整を実施。社会福祉法人つぐみ共生会に委託して
平成１４年１０月から実施

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

140 障害者就労支援事業
健康福
祉部

障害福
祉課

H17 -

〔目的〕
　障がい者の就労促進や、地域社会での就労能力、
さらには社会適応力を高め、障がい者の職業的及び
社会的自立の促進を図る。
〔手段〕
　障がい者が就労するために、就労先の開拓、障がい
者本人への業務内容に関する助言や技術的援助、一
緒に働く人の障がい者に対する理解などの職場に定
着するための支援を行う必要がある。障害者就労支
援センターを設置し、障がい者の就労支援を実施す
る。
　平成１７年度より、ＮＰＯ法人障がい者の職場参加を
すすめる会に委託し事業を実施している。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

141
福祉タクシー利用券・自
動車燃料券給付事業

健康福
祉部

障害福
祉課

S56 -

〔目的〕
　在宅の重度心身障がい者の外出を容易にし、経済
的負担の軽減と障がい福祉の増進を図る。
〔手段〕
　市内在住の在宅の重度心身障がい者に、福祉タク
シー利用券又は自動車燃料費助成券を交付

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

142
障害者自立支援医療給
付事業（旧身体障害者
更生医療事業）

健康福
祉部

障害福
祉課

S26 -

〔目的〕
　上肢・下肢・心臓・腎臓等に障がいがあり、手術・治
療を行うことによって障がいの軽減、社会生活の円滑
化に効果が見込まれる場合に、手術等にかかわる医
療費を支給し、日常生活の容易化と経済的負担の軽
減を図る。
〔手段〕
　支給対象者に代わり、市が指定医療機関に直接医
療費を支払うことにより医療費の支給を行う。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
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外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　やむを得ず短期入所を利用する場合が
あるため、他制度の利用の検討や短期
入所サービスの利用見直しをしていく必
要性がある。

検討･
見直
し

①本人及び家族から十分に聴き
取りを行い、真に必要としている
サービスを決定できるよう努め
る。
②短期入所サービスを利用する
障がい者及びその家族に対し、
本事業の趣旨等について周知徹
底し、利用の適正化を図る。

21 Ｂ

　在宅で介護されている家庭の実情を考えると、不可欠な事業であ
る。
　しかしながら、ショートステイという本来の事業趣旨ではなく、正規
施設の入所待ちの方の受皿となっているという実情もあり、高齢化
に伴う介護対象者の増加、核家族化に伴う事態を映し出してしまっ
ている面もある。短期入所サービスを利用する障がい者及びその家
族に対し、今後も引き続き事業の趣旨を理解いただくよう努め、さら
なる事業の適正化に努めていただきたい。

　登録手話通訳者の確保と技術向上及
び事業の周知。登録要約筆記者の確保
と技術向上及び事業の周知。

検討･
見直
し

平成２１年度は本市独自の事業
として、手話通訳者及び要約筆
記者双方に対する派遣依頼に対
応できるようになり、派遣体制の
充実が図られたことから、登録手
話通訳者及び要約筆記者の養
成及び確保を図る。
①講習会・研修会等の開催な
ど、登録要約筆記者･登録要約
筆記者の養成・確保。
②養成を継続して行なうととも
に、利用者の開拓のため、公的
機関等に対する広報及び個人利
用者に対する周知を図る。

18 Ｂ

　聴覚障害者の社会参加促進のため意義のある事業と考えられる
が、登録通訳者の育成・増員に一層努められるよう期待する。なお、
社会福祉協議会への委託事務であるが、利用者の声を記録し、
ニーズを反映できるよう十分な連絡調整をお願いしたい。

　障害者自立支援法の中で、市町村が
実施する地域生活支援事業として相談
支援事業が位置づけられ、相談支援事
業の重要度が増している。

検討･
見直
し

①平成２１年度に障害者地域自
立支援協議会を設置したことか
ら、相談支援事業所間の連携を
図り、各障がいに対応した相談
支援事業を展開できるように事
業の充実を図っていく。
②引き続き相談支援事業所間の
連携を図り、障がい者のニーズ
に対応した事業の充実を図って
いく。

　障害者自立支援法の施行などにより、
障がい者の就労支援の重要度が増して
いる。障がい者の就労支援に関し、必要
となる支援のあり方や実施方法につい
て、精査していく必要がある。

検討･
見直
し

①②平成２１年度から長期継続
契約による委託を実施したことか
ら、中長期的な計画に基づく継続
的な取り組みを行うとともに、障
がい者の就職や職場実習の受
入れ企業の増加に向けた取り組
みを実施していく。

　自動車燃料券の取り扱い協力事業者
（ガソリンスタンド）数が十分ではないこと
に課題がある。

検討･
見直
し

①②ともに、取り扱い事業所が増
加するよう市内事業所を中心に
協力依頼を続ける。また対象者
に対する周知を徹底するよう広
報活動に力を入れる。

18 Ｂ

　障害者の外出支援・交流の促進のための利用券・燃料券の給付
は全県的に導入されていることもあり、利用率も高く継続が望ましい
が、利用者の声を収集して記録に残して頂きたい。なお、福祉タク
シー利用券利用にあたってのタクシー会社への事務経費補助（手数
料）は「福祉タクシー運営協議会」で協議されているとのことである
が、今後障害者の社会参加を社会全体で支援できるよう、市民はも
とより、企業からも障害者を支援する取り組みが一層広がるよう期
待したい。

　医療保険の負担限度額や高額医療費
の還付制度など、医療費の負担軽減策
は多岐に渡っているため、更生医療を真
に必要としている者か検討する必要があ
る。また、利用者が自ら各制度を選択で
きるよう周知する必要がある。

検討･
見直
し

①平成２２年度から肝機能障害
が障害認定され、自立支援医療
の対象が拡大したため周知を行
う必要がある。
②利用者が他の制度との比較検
討を行いやすくするため、引き続
き各制度の内容について周知を
行う必要がある。

20 Ｂ
　障害福祉事業として重要な事業である。
　障害者に安心感を与えるよう、病院の医師等との情報交換を図
り、市役所窓口でのきめ細かな相談対応が求められる。
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143
身体障害者補装具給付
事業

健康福
祉部

障害福
祉課

- -

〔目的〕
　身体障がい者の身体機能を補完、又は、代替するた
めの補装具について、日常生活の能率の向上等を図
ることを目的として、補装具の購入又は修理に係る費
用について補装具費を支給する。
〔手段〕
　補装具費の支給決定を受けた身体障がい者は、補
装具業者に補装具業者に補装具費支給券を提示し、
契約を結んだうえで、補装具の購入又は修理を行う。

高 低 高 高 (a) (b) (a) (b) (b) Ｂ

144
重度心身障害者医療給
付事業

健康福
祉部

障害福
祉課

S50 -

〔目的〕
　障がい者の健康を守り、本人や家族等の経済的負
担の軽減し、重度心身障がい者の福祉の増進を図
る。
〔手段〕
　①重心医療制度については、医療費の保険診療自
己負担金を助成
　②精神通院制度については、精神障がい者の通院
医療に要した費用について、保険診療の１０％を上限
として助成

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

145 障害者手当給付事業
健康福
祉部

障害福
祉課

S54 -

〔目的〕
　重度心身障がい者（児）を対象に、障がいの程度、
年齢、所得状況に応じて重度心身障害者手当、特別
障害者手当、障害児福祉手当、経過的福祉手当を支
給することにより、介護等の負担の軽減、障がい者の
生活向上、福祉の増進を図る。
〔手段〕
　手当の給付

高 低 高 高 (b) (b) (a) (b) (b) Ｂ

146 日常生活用具給付事業
健康福
祉部

障害福
祉課

- -

〔目的〕
　心身障がい児・者に対し、日常生活用具の給付を行
うことにより、日常生活の便宜を図り、その福祉の増
進に寄与することを目的とする。
〔手段〕
　申請に基づき、障がい状況・生活状況から必要性を
市が判断し、業者への委託により本人に給付を行う。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

147 障壁改善事業
健康福
祉部

障害福
祉課

H11 -

〔目的〕
　障がい者が安心して地域で共に暮らせるまちづくり
を推進する。
〔手段〕
　公共施設・道路等の段差解消、点字ブロックの敷
設、オストメイト対応設備設置、鉄道駅舎エレベーター
整備支援を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

148
障害者施策推進協議会
事業

健康福
祉部

障害福
祉課

H18 -

〔目的〕
　障がい者に関する施策の総合的かつ計画的な推進
を図る。
〔手段〕
　学識経験者や保健・医療又は福祉に関する機関の
代表者、障がい者福祉関係団体の代表者、公募市民
による協議会を設置し、障害者基本法に規定する障
がい者計画や障害者自立支援法に規定する障がい
福祉計画の進捗等について、意見を聴取する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

149 審査会事業
健康福
祉部

障害福
祉課

H18 -

〔目的〕
　障害者自立支援法第15条に基づき、介護給付費等
の支給に関する審査会を設置し、障害福祉サービス
利用希望者に対し介護給付に係る障害程度区分の審
査及び判定を行う。
〔手段〕
　障がい者等の保健又は福祉に関する学識を有する
もの（医師や精神保健福祉士等）で構成する審査会に
より、調査員による一時判定と医師意見書を基に二次
判定を行い障害程度区分を決定する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓
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13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　支給決定後に購入又は修理した補装
具の適合状況等について確認する。

検討･
見直
し

①原則１割の利用者負担があっ
たが、平成２２年度から非課税世
帯の利用者負担が０円になり、
補装具費支給申請が増加する可
能性があるため、聴き取り・調査
を綿密に行い、適正な支給決定
に努める。
②事業の周知や情報提供の強
化を行う。また、他法他施策(介
護保険、労災保険等)を利用する
場合との適正な調整を図ってい
く。

22 B

　障害者自立支援法等に基づき、身体障がい者が身体機能を補完・
代替するために補装具を購入・修理する場合において、その費用を
支給する事業である。
　法律に基づく事業であり、事業の必要性は認められるが、国・地方
自治体ともに限られた財源の中で給付申請の増加に対応しなけれ
ばならない現実は避けられないことから、支給決定後の現況確認の
徹底などによる適正な給付と、事業実施手順の継続的な検証による
効率化に努めることが必要である。
　補装具費の支給事務は、厚生労働省から示されている補装具費
支給事務取扱指針等をマニュアルとして実施しているが、支給した
補装具の適合状況の確認方法について標準化が必要である。
　補装具の適正な利用状況については、職員が日常から把握するこ
とに努めているが、今後も、障害者自立支援法、補装具費支給事務
取扱指針等に基づき、適正給付と効率的な事務処理に努められた
い。

　平成２０年度の評価で認識した重度心
身障害者医療費の窓口払いを廃止し、
償還払いから現物給付方式へ切替ること
への要望が多く寄せられていることを踏
まえ、市内の協力医療機関については現
物給付方式へ切替により対応した。市外
の医療機関については償還払いが残っ
ていることや、市内の全ての医療機関で
はないため、より多くの医療機関につい
て現物給付方式で対応できるようにする
ことが課題となっている。

検討･
見直
し

①平成２３年度は、現物給付方
式を受給者、市内の医科、歯科、
調剤の医療機関に定着させると
ともに、訪問看護基本利用料に
ついても現物給付方式を追加す
る。支払事務においては、効率
的な支給ができるよう取り組んで
いく。
②現物給付方式の対象医療機
関の拡充について調査していく。

20 Ｂ
　障害福祉事業として重要な事業である。レセプトデータの電子デー
タでの提供を広域連合に求めるなど、内部事務の効率化と合わせ
て、市民の利便性向上の促進に努めていただきたい。

　対象者の増加とともに事業費、事務量
ともに増量している。効率的、効果的な
運用について引き続き検討が必要

検討･
見直
し

①②県や他市の状況を踏まえな
がら、事業の適正化、効果的な
運営について検討していく。

19 Ｂ

　例えば、運用の事例を分析し、定例業務と特殊案件を区別してマ
ニュアル化するなどの、事務の迅速化、効率化を進めていただきた
い。
　障害者福祉は広域事業であるので、市（独自）の事業については、
近隣市とのバランスを考慮してサービスの維持に努めていただきた
い。

　介護保険等他の給付制度との調整が
必要である。また、事業の周知や情報提
供に努めるとともに効果を高めるための
検討を要する。

検討･
見直
し

①引き続き給付品目について検
討し、日常生活用具給付の円滑
化、事業の効果を高める。
②障がい状況・生活状況に応じ
た用具の給付を行い、適切な事
業の実施に努める。

21 Ｂ

　在宅の障がい者に対して、日常生活用具を給付する事業であり、
事業の重要性は認められる。対象者が公平に制度を活用できるよ
う、さらにＰＲをしていただきたい。
　利用者の実態に則した対象品目の適正化を継続いただきたい。

　障がい者が安心してくらせるまちづくり
を進めていくために、道路の段差解消や
点字ブロックの敷設等がさらに必要であ
る。

検討･
見直
し

①②障がい者や高齢者が外出し
やすくなるよう、道路の段差解消
や点字ブロックの敷設事業を
行っていくとともに、必要な実施
箇所を精査し、計画的に事業を
実施していく。

　引き続き、障がい者施策の総合的かつ
計画的な推進を図るため、事業運営を実
施する。

現状
維持

①平成２２年度については、新た
な障がい者計画の策定にあた
り、本協議会から意見を伺う。
②本協議会は、障害者基本法に
定める「地方障害者施策推進協
議会」であり、必須組織ではない
が、本市の障がい者施策の推進
にあたり、様々な立場、見地から
意見を聴取する場として、継続し
て事業運営を実施する。

　審査会の設置及び開催は法に規定さ
れているため、市の意思で廃止等ができ
るものではない。しかし、審査会の運営
に当っては、障害程度区分認定に至るま
での一連の業務について効率化を図ると
ともに正確性を向上させる。

検討･
見直
し

①②審査の効率化及び正確性
の向上のために、新たに調査
員、審査会委員になった者につ
いては、それぞれの専門研修を
受講するなど、障害程度区分認
定に適切な対応ができるよう努
める。また、継続して調査員、審
査会委員を務める者については
一層の業務の効率化正確性の
向上に努める。
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150
重症心身障害児施設運
営補助事業

健康福
祉部

障害福
祉課

H9 -

〔目的〕
　重度の知的障がいと肢体不自由が重複している児
童（者）の個々の症状に応じた必要な治療を実施する
とともに、日常生活の援助、育成指導をする。
〔手段〕
　中川の郷療育センターの運営に対し助成することに
より、重症心身障がい児（者）の療育を支援する。「中
川の郷療育センター」の運営・建設費の借り入れ返済
に対し助成。
　５市１町（越谷市、草加市、三郷市、八潮市、吉川
市、松伏町）が共同して設置し、広域的に運営してい
る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

151
障害者（児）複合施設整
備事業（障がい者施設
整備事業）

健康福
祉部

障害福
祉課

H13 -

〔目的〕
　知的障害者通所授産施設しらこばと職業センターを
障害者自立支援法に定める新体系サービス事業所に
移行するとともに、在宅障がい者の生活支援機能や
地域住民との交流機能を附加し、就労支援機能の充
実を図ることを目的としている。
〔手段〕
　作業室数を１室から３室に増やすとともに、パン・
ケーキ工房を設置し、様々な訓練が実施できるように
するとともに、授産品の販売スペースやふれあいコー
ナーを活用し地域住民との交流を図りながら就労支
援の充実を図る。

高 高 低 低 (a) (d) (b) (a) (b) Ｂ

152
障がい者デイサービス
事業

健康福
祉部

障害福
祉課

H15 -

〔目的〕
　障がいのある方に教養の向上、社会との交流促進
及びレクリエーション等のための便宜を総合的に供与
し、障がい者の自立と福祉の増進を図る。
〔手段〕
　社会適応訓練やレクリエーション事業、また、本人及
び家族の支援を行っていく場などを運営する団体への
助成等を実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

153
しらこばと職業センター
施設管理事業

健康福
祉部

障害福
祉課

S55 -

〔目的〕
　就労が困難な知的障がい者を通所させて、必要な
作業指導及び生活指導を通じ、独立自活を図るため
の施設環境を整える。
〔手段〕
　作業指導及び生活指導を行うための施設の修繕・
設備保守管理・施設の消毒を実施する。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

154
しらこばと職業センター
運営事業

健康福
祉部

障害福
祉課

S55 -

〔目的〕
　就労が困難な知的障がい者を通所させて、必要な
作業指導及び生活指導を通じ、独立自活を図る。
〔手段〕
　公設公営を継続する。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

155 生きがい対策推進事業
健康福
祉部

高齢介
護課

- -

〔目的〕
　高齢者が、いきいきと自分らしく、安心して健康で元
気に暮らせるよう、社会参加や生きがい活動を支援す
る。
〔手段〕
　敬老会の開催、いきいきセントー事業、シルバーカ
レッジの開催、いきいき農園貸出事業のほか、老人ク
ラブ育成や敬老祝金の支給により、生きがい対策事
業を実施

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

156
老人福祉センター運営
事業

健康福
祉部

高齢介
護課

S59 -

〔目的〕
　高齢者に関する各種相談に応じるとともに、健康の
増進、教養の向上及びレクリエーション等のための便
宜を総合的に供与する。
〔手段〕
　けやき荘・くすのき荘・ゆりのき荘の管理運営業務に
ついて、利用者サービスの向上及び経費削減のた
め、越谷市社会福祉協議会へ委託

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓
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13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　重症心身障がい児施設として、医療ケ
アを含めた必要性は大きい。障害者自立
支援法に伴う、新体系サービスへの移行
について、検討していく必要がある。

検討･
見直
し

①障害者自立支援法の新体系
サービスへの移行を検討してい
く。
②引き続き重症心身障がい児の
施設サービスを継続し、療育支
援の充実を図る｡

　事業の管理運営、附加機能の実施方
法等について、平成２３年度開設に向け
てさらに検討が必要

検討･
見直
し

①平成２２年度も建設を継続する
とともに、平成２３年度の開設後
の管理運営等について、検討す
る。
②平成２３年度開設

16 Ｂ

　事業計画を早期に作り、専門スタッフの充実と共有化をはかり、
サービスレベルの向上と効率化をはかっていただきたい。待機者へ
の施設の紹介をホームページ等でできないか検討していただきた
い。

　利用者のニーズに対応した事業展開が
必要である。

検討･
見直
し

①こばと館で実施している障がい
者デイサービス事業について
は、こばと館の運営管理に係る
指定管理期間が平成２２年度で
終了となることから、これらの事
業を精査し、運営委託の中で実
施できるものは、指定管理に含
めていきたい。
②今後も障がい者のニーズを把
握しながら、事業の充実を図って
いく。

　施設の老朽化と併せて障害者自立支
援法に基づく新たなサービス内容を提供
する施設を建設する。

検討･
見直
し

①平成２２年度建設工事
②平成２３年度に新施設オープ
ン予定

　本事業は、今後も市が主体となって行
う事業であるが、運営形態については平
成２３年度に指定管理者を予定しており、
効率的視点に立ち、進めていく。

検討･
見直
し

①障がい者の状態やニーズに応
じた支援が行われるよう、障害者
自立支援法に基づく新体系サー
ビス事業所へと平成２３年度に移
行する。平成２２年度は準備段階
として利用者の就労支援につい
て企業実習等に取り組む。

　高齢者の増加に伴い、利用者、支給対
象者等も増加するため、将来的には扶助
費の縮小、事業利用者の受益者負担な
どについて検討する必要があると考え
る。

検討･
見直
し

①敬老会の開催方法等について
見直しを行う。
②時代の変化に対応可能な生き
がい対策の推進に向けて、現在
実施中の各種事業の見直しを行
う。

18

16

Ｂ

Ｂ

<敬老会開催事業>
　限られた財源を効果的に活用し、高齢者福祉を拡充することは重
要である。但し、対象者の増加や意識の多様化の現状も踏まえ、今
後も事業内容の見直しを継続的に行う必要がある。
<老人クラブ育成事業>
　高齢者ニーズに対する適切な対応をしていくことで、増加する高齢
者にとって魅力のある場になるような支援を期待したい。それにはア
ンケートなど満足度をはかり、イベントの刷新なども行っていけるよう
な仕組みづくりを支援していただきたい。

　高齢者人口が増加の一途であり、高齢
化率も年々上昇していることから、将来
に向けてサービスの提供に対する実費
徴収を検討する必要があると考える。

検討･
見直
し

①②老人福祉センターの今後の
あり方について検討を進めていく
なかで、施設利用者からの実費
徴収などについても検討する。

19 Ｂ

　施設の利用状況（利用率、実利用時間等）を把握し有効活用を図
ることが望まれる。
　利用対象者を高齢者に限定するのではなく、施設の複合的な活用
や開放を検討してはどうか。
　また、業者選定にあたっては、指定管理者制度の趣旨を活かし
て、公募することが必要である。
　社会福祉協議会における、さらなる経営改革（効率化）が望まれ
る。
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157
老人福祉センター改修
事業

健康福
祉部

高齢介
護課

S59 -

〔目的〕
　老人福祉センターは、高齢者の福祉施設であり、多
くの高齢者が集うことから、安全確保に十分配慮す
る。
〔手段〕
　老朽化に伴う施設整備の改修　予算措置　工事請
負費にて対応

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

158 日常生活支援事業
健康福
祉部

高齢介
護課

H6 -

〔目的〕
　高齢者が可能な限り住み慣れた地域で、安心して自
立した暮らしが続けられるよう、日常生活の支援を必
要とする方に在宅福祉サービス事業を行う。
〔手段〕
　日常生活支援を効率的に実施するため、業務委託
等により実施

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

159 介護予防事業
健康福
祉部

高齢介
護課

H12 -

〔目的〕
　要援護高齢者やその家族を対象に短期入所サービ
スを提供することにより、家族等の負担を軽減する。
なお、生活支援短期宿泊事業は対象の方がいる場合
に、対応している。
〔手段〕
　社会福祉法人への事業委託等により実施

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

160
家族介護支援事業(介
護保険)

健康福
祉部

高齢介
護課

H18 -

〔目的〕
　居宅で介護する家族を支援し、身体的・精神的負担
を軽減する。
〔手段〕
　認知症サポーターの養成など、地域における認知症
高齢者の見守り体制を構築する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

161 家族介護支援事業
健康福
祉部

高齢介
護課

S61 -

〔目的〕
　高齢者を介護している家族等を支援し、介護による
家族の精神的・経済的負担を軽減する。
〔手段〕
　一人暮らし高齢者の急病等に迅速に対応する緊急
システムの設置や、在宅の寝たきり高齢者を介護して
いる家族への手当の支給

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

162 手当給付事業
健康福
祉部

高齢介
護課

H8 -

〔目的〕
　日本国籍を有しない特別永住者で、公的年金を受給
していないなど、一定の要件を満たす外国人高齢者
の方への生活支援をする。
〔手段〕
　月額5,000円を給付する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

163
老人日常生活用具給付
事業

健康福
祉部

高齢介
護課

S63 -

〔目的〕
　心身機能が低下している一人暮らし等の高齢者が
日常生活を安心して送れる環境をつくる。
〔手段〕
　支援が必要な方に対して、火災警報器・電磁調理器
等を器置する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
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13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　各年度とも緊急性の高いものから、順
次工事を行っているが、施設の老朽化に
伴い改修が必要な箇所が増加傾向にあ
る。

検討･
見直
し

①３館とも老朽化の状況等を踏
まえ、利用者の安全確保など緊
急性の高いものから改修・補修
を行う。
②老朽化・地盤沈下等の状況を
踏まえ、施設の長寿命化を図る
取り組みを検討する。

　支援を必要とする方に対し、自立支援
の観点から事業の周知を行い、利用促
進を図ることが必要である。

検討･
見直
し

①多くの市民の方々に周知して
いく必要があることから、印刷物
や地域包括支援センターによる
制度の周知や利用についてのＰ
Ｒを行う。
②制度の周知を図るため、市発
行の広報、市ホームページ等を
積極的に利用するとともに、出前
講座の実施をより一層増やして
行く。

　要援護高齢者に対して、自立に向けた
サービスについての周知を図るとともに、
介護状態にならないよう同サービスの利
用を促進することにより、介護予防を推
進する必要がある。

検討･
見直
し

①②地域包括支援センターを通
してさらなる制度の周知及びＰＲ
を行い、サービスの利用促進を
図る。

20 Ｂ

　ふれあいサービス事業を特定高齢者施策に移行する計画は、妥
当な判断であると思う。
　一方、短期宿泊事業については、利用者数が実人数で4名と少な
いことを考えれば、他の事業で吸収する等の方策を検討し、事業の
効率的推進を考慮いただきたい。

　認知症サポーター数が増加しているこ
とから、認知症に関する啓発活動は効果
をあげているが、見守り体制が十分に機
能していくかが今後の課題である。

検討･
見直
し

①認知症サポーターをさらに養
成し、地域における認知症高齢
者の見守り体制の充実を図る。
②認知症高齢者とその家族を地
域で支える社会を目指し、地域で
認知症高齢者を見守る取組を推
進する。

　高齢化の進展に伴い、在宅高齢者やそ
の家族への支援が一層必要となる。

検討･
見直
し

①②今後６５歳以上の高齢者の
急速な増加が予想されるため、
在宅高齢者等への支援の拡充を
図るとともに、支援のあり方など
について検討していく。

19 Ｃ

　①緊急通報システムは、ひとり暮らし高齢者に通報用のペンダント
を貸与する事業であるが、廃止を含めて検討する。昭和６１年からの
事業であり、平成18年は新規４件、機器確保契約台数２００台のうち
全設置台数９８台にとどまっており、一定の事業目的を達成してい
る。一方で、維持コストは年間５３０万円（５４，０００円/１台）である。
代替手段（携帯電話、警備会社等）を検討する余地がある。また、契
約業者への条件変更要請及び新しくコストパフォ－マンスの良いシ
ステム提案を行わせる等、大幅な見直しが必要である。
　②在宅介護者福祉手当は、寝たきり老人を介護する家族への現
金給付であり、平成１８年は３６１名を対象としている。福祉的な施策
ではあるが、介護保険が導入され、政策がサービス給付へシフトし
ている中で、このような手当のあり方を見直す必要がある。

　外国人高齢者（日本の国籍を有しない
方で、大正１５年４月１日以前に出生した
満７０歳以上の方に限る。）で、一定の要
件を満たす方の福祉の増進のため、継
続的に事業を行う必要があるが、事業の
成果をより一層明らかにしていく必要が
ある。

検討･
見直
し

①②聞き取り等により対象者の
家計状況を把握するなど、事業
の成果がより一層明らかになる
ような指標を検討していく。

21 Ｂ

　日本国籍を有しない1926年（大正15年）4月1日以前に生まれた方
で、公的年金を受給できない外国人高齢者救済のための事業であ
る。本事業の対象者は、現在４名であり、今後対象者の新規追加は
ない事業である。対象者の減少とともに、事業規模を縮小する事業
である。
　事業名が「手当給付事業」となっており、事業名からは、どのような
手当を給付する事業なのか容易に推察できない。
　また、成果指標が手当支給総額となっているが、これは、本事業の
成果を測る指標であるとは言えない。現在の支給額で、事業目的で
ある対象者の生活支援としての効果を評価するなどの検討をお願い
する。

　高齢者の増加が見込まれる中、加齢に
伴う認知症状のある方の在宅生活を支
援するため、事業のさらなる周知が必要
である。

検討･
見直
し

①②包括支援センターを通し、事
業のさらなる周知を図っていく。

19 Ｄ

　ひとり暮らし高齢者等に火災報知器、自動消火器、電磁調理器の
設置を補助する事業である。昭和６３年からの事業であり、介護保険
の制度化により、一定の目的は達せられたものと思われる。申請件
数も、平成18年は2件と少ない。事業費2万円に対し、事業遂行のた
めの人件費が90万円となっており、投入した作業工数に見合う事業
となっていない。低所得者向けの適用は必要性の検討を要するもの
の、当制度の廃止、または代替手段（消防法及び住宅政策での対
応）への切り替えも含めた検討が必要
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164 老人ホーム措置事業
健康福
祉部

高齢介
護課

S44 -

〔目的〕
　環境上の理由及び経済的な理由により、居宅での
生活が困難な方を支援する。
〔手段〕
　心身の状態、環境状況等を総合的に勘案の上、養
護老人ホーム等に入所措置する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

165 介護支援事業
健康福
祉部

高齢介
護課

H12 -

〔目的〕
　居宅介護サービス（介護予防・地域密着型サービス
を含む。）の利用者負担額（１割負担）について、非課
税世帯の場合は１０分の３もしくは１０分の５に減額
し、低所得者の負担を軽減する。
〔手段〕
　対象者からの申請に基づき、内容を審査の上、利用
者の区分に応じて、認定証を交付する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

166 保険事務管理事業
健康福
祉部

高齢介
護課

H12 -

〔目的〕
　介護保険制度における保険者としての事務を円滑に
遂行するとともに、市民に対して介護保険制度の周知
を図る。
〔手段〕
　①介護保険保険者に係る固有事務の執行
  ②介護サービス事業者連絡協議会と共催で介護フェ
スタを開催し、介護保険制度の周知を図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

167
電算処理事業（介護保
険システム電算委託）

健康福
祉部

高齢介
護課

H12 -

〔目的〕
　介護を必要とする被保険者の申請に基づいて行う認
定事務や、受給者管理及び給付実績管理を電算化
し、制度の円滑な運用を図るとともに、介護相談や情
報提供に活用する。
〔手段〕
　認定申請にかかる要介護認定事務や介護給付管理
等の電算管理を委託する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

168
電算処理事務事業(介
護保険料電算委託)

健康福
祉部

高齢介
護課

H12 -

〔目的〕
　６５歳以上の第一号被保険者の介護保険料賦課徴
収に係る事務を電算化し、事務の効率化と適正な資
格管理を行う。
〔手段〕
　６５歳以上の第一号被保険者の賦課徴収事務の電
算管理を委託する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

169 介護認定審査会事業
健康福
祉部

高齢介
護課

H12 -

〔目的〕
　要介護認定を受けようとする市民からの申請を受
け、調査員による認定調査と主治医意見書に基づき、
介護認定審査会において要介護状態区分等の審査
判定を行う。
〔手段〕
　申請に基づき、作成された資料を介護認定審査会
（月曜から金曜日の毎日開催）に諮り、審査委員の合
議により、要介護度を判定する。
1　委員定数　60人　2　合議体数　10合議体

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

170 認定調査事業
健康福
祉部

高齢介
護課

H12 -

〔目的〕
　要介護認定を受けようとする市民からの申請を受
け、市の調査員または委託による訪問調査を行い、一
次判定及び介護認定審査会での判定資料となる調査
票を作成する。
〔手段〕
　市の調査員によるほか、指定居宅介護支援事業者
や介護保健施設等に委託し、認定調査を実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

171 趣旨普及事業
健康福
祉部

高齢介
護課

H12 -

〔目的〕
　様々な広報媒体や出前講座を活用し、介護保険制
度を市民に正しく理解をしていただく。
〔手段〕
　①介護保険制度の解説パンフレットを作成し、説明
会の開催等により制度の趣旨普及を図る。
　②市民ガイドブック、市の広報紙、市のホームページ
等により制度の内容や事業を周知する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　入所者の高齢化に伴い、入所生活にお
いて自立が困難な状態になる方に対す
る介護サービス等が必要となってきてい
る。

現状
維持

①②単身世帯・高齢者のみ世帯
が急増している中、入所措置対
象となる高齢者が増加する傾向
にある。この状況を踏まえ、より
適切な対応を検討していく。

　当初は、国の軽減制度として始まり、現
在では、市独自の低所得者に対する負
担軽減施策として行っているもので、世
相として要望も強く有効な施策である。今
後、要介護・要支援認定者の自然増に伴
い、事業の重要性が増すものと考えてい
る。

現状
維持

①②低所得の高齢者の負担軽
減施策として利用者が増加して
いる状況を踏まえ、引き続き適切
に事業を進める。

21 Ｂ

　介護保険に関する事業であり、要介護・要支援認定の低所得の世
帯が居宅介護サービスを受ける際に、利用者負担を軽減するため
の事業である。事業の重要性は認められる。
　事業の成果が減額者の認定率（利用者負担減額認定者÷要介護
要支援認定者数）となっているが、これは事業の成果を測る指標と
は言えないのではないか。事業目的に照らし、検討されたい。
　また、要介護・要支援認定時に低所得者かどうかの判定を行うな
ど、現時点でも業務効率を図られているが、今後もさらに効率化を
進めていただきたい。

　国の基本方針に基づき介護保険制度
の適正運営が図られているが、引き続
き、市民に対して同制度の周知を図って
いく。

現状
維持

①②第５期越谷市高齢者保健福
祉計画・介護保険事業計画策定
に向け、高齢者等の実態を把握
するための基礎調査を実施す
る。また、介護フェスタなどの社
会資源を活用し、介護保険制度
のさらなる周知を図る。

17 Ｃ

　介護保険導入から5年経過し、市内の要介護保険者数は2,600人
から4,200人へ増加している。介護保険の主旨普及は一定の成果を
あげており、介護保険フェスタのあり方を見直す必要がある。また、
介護相談員による事業所派遣は、年8カ所程度の施設中心である
が、受入拒否事業所もあり、通所施設は未実施である。今後の方向
としては、当該事業の見直しを行い、事業者のサービス評価（第三
者評価）の活用や情報公開制度の推進などにより、より効果的な方
法を検討する必要がある。

　システムの運用等について特に課題は
生じていないが、毎月、情報統計課と定
例会を行いシステムの操作性、利便性の
向上、対費用効果などについて協議を
行っている。

現状
維持

①引き続き適正かつ効率的に事
業を進める。
②制度改正に即応可能な電算シ
ステムの改修について検討して
いく。

　第５期事業計画の策定にあわせ、現行
システムの見直しを円滑に進める必要が
ある。

検討･
見直
し

①引き続き介護保険の資格管
理・賦課徴収事務について電算
管理するとともに、次期事業計画
の推進に必要なシステムの見直
しを行う。
②３年に一度の介護保険料見直
し時期のほか、時代の変化に対
応した改善を適宜行う。

　法に基づき設置している審査会であり、
法の趣旨を踏まえた適正な運営に努め
ている。

現状
維持

①②引き続き適正に事業を推進ｊ
する。なお、審査会の運営につい
て課題等が生じた場合は適切な
対応を図って行く。

　法の趣旨に基づき、迅速な対応と適
正・公平な事業の推進に努めている。

現状
維持

①②引き続き適正に事業を推進
する。なお、同調査について課題
等が生じた場合は適切な対応を
図って行く。

　これまでの取組みにより一定の効果を
あげているが、介護保険制度に対する理
解を深めるため、制度のさらなる周知を
図る方法について検討を要する。

検討･
見直
し

①②介護保険制度は高齢者はも
とより、多くの市民に理解してい
ただく必要があることから、印刷
物をはじめとする様々な広報媒
体や出前講座などにより制度の
周知を行ってきた。今後は、出前
講座の実施回数の増のほか、分
かりやすい記事の掲載など制度
の内容についてさらに理解を深
める取組を行っていきたい。

20 Ｂ

　介護保険制度の趣旨を市民にご理解いただくことを目的とした事
業である。作成されているPR資料等は汎用的、全般的な内容であ
り、市民にとっては印象が薄く、記憶に残りにくい様に思われる。アン
ケート調査等により普及度や理解度を検証するなど、より分かり易く
市民の理解が深まる内容とし、効果的な活動に取り組んでいただき
たい。今後は、個別相談に注力し、きめ細かく具体的事例に対応す
る方向に進まれることを望む。
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172 運営協議会事業
健康福
祉部

高齢介
護課

H12 -

〔目的〕
　市長の附属機関として設置した越谷市介護保険運
営協議会において、介護保険法第１１７条第１項に規
定する介護保険事業計画の策定及び変更に関する事
項やその他介護保険の施策に関する重要事項につい
て審議する。
〔手段〕
　上記事項を審議するため、介護保険運営協議会を
開催する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

173 介護予防施策事業
健康福
祉部

高齢介
護課

H18 -

〔目的〕
　介護状態になるおそれの高い特定高齢者を支援す
ることで、介護状態になる高齢者の増加を防ぐ。
〔手段〕
　介護認定・要支援認定、申請者を除く65歳以上の高
齢者に基本チェックリストを送付し、その回答を踏まえ
たスクリーニングにより抽出した特定高齢者候補者に
介護予防検診を実施する。検診の結果、介護予防事
業に参加が望ましい特定高齢者対して、介護予防事
業への参加を促進する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

174
包括的支援事業（介護
保険）

健康福
祉部

高齢介
護課

H18 -

〔目的〕
　高齢者が要介護状態等になることを予防し、「個々
の高齢者の自立を支援する」ために、必要な支援を行
うことを目的とする。
〔手段〕
　地域包括支援センターに委託し、介護予防ケアマネ
ジメント、総合相談・支援事業、権利擁護事業、包括
的・継続的ケアマネジメント支援事業等を行う。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

175
介護給付等費用適正化
事業（介護保険）

健康福
祉部

高齢介
護課

H15 -

〔目的〕
　介護（予防）給付について、不要又は不適正に給付
されていないかを検証し、利用者に適切なサービスを
提供できる環境の整備を図るとともに、介護保険の適
正な運営を推進する。
〔手段〕
　国保連合会の給付データ縦覧点検システムを活用
し、重複支給の有無等を精査する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

176
介護保険会計繰出金事
業

健康福
祉部

高齢介
護課

H12 -

〔目的〕
　介護給付費に係る法定負担分と介護保険事務に要
する費用を一般会計から繰り出し、介護保険財政の
健全運営を図る。
〔手段〕
　介護給付及び予防給付に要する費用の12.5パーセ
ントに相当する額と、介護保険事務に要する職員給
与・事務経費等を一般会計から繰り出しする。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

177 介護サービス事業
健康福
祉部

高齢介
護課

H12 -

〔目的〕
　要介護者が、介護を必要とする程度に応じて利用し
た在宅サービス、施設サービス、地域密着型サービス
等の費用を介護保険から給付する。
〔手段〕
　要介護者が受けた介護サービスについて、利用者
負担額（１割）を除いた額を、国民健康保険団体連合
会を通して介護サービス提供事業者へ支払う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
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の方
向性
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合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　審議会における活発で効果的な審議に
資するため、引き続き委員との情報の共
有と共通理解に努めていく。

現状
維持

①平成２３年度は、第５期事業計
画の策定に関する事項について
も審議する。
②委員の共通理解が得られるよ
う、本市の運営状況や国・県から
の情報を各委員に適宜提供して
いく。

　通所型介護予防事業・訪問型介護予防
事業の参加者が少ない。

検討･
見直
し

①②通所型・訪問形介護予防事
業の重要性について特定高齢者
への周知を図るとともに、事業内
容の見直しを不断に行い、効果
的な事業の推進に努める。

　高齢者人口が急増しているため、１包
括支援センターが担当する高齢者数が
増加しているため、専門職の配置数等の
増加等を検討する必要がある。

検討･
見直
し

①②コミュニティ圏域（公民館区）
に１包括支援センター相当の専
門職を配置することについて検
討する。

　本事業は、要介護認定の適正化、ケア
マネジメントの適正化、事業所のサービ
ス提供体制及び介護報酬請求の適正
化、制度の周知などについて成果をあげ
ているが、その成果を客観的かつ的確に
示すことが課題である。

検討･
見直
し

①②引き続き適正に事業を進
め、その成果について指標等に
より市民に分かりやすく示す手法
を検討する。

21 Ｂ

　本事業は、介護給付の適正化のため事業で、事業の重要性は認
められる。
　しかし、実際の事業の実施は、それぞれ個別の別事業で実施され
ている。当事業は、個別事業の上位に位置付けられるが、事業内容
がわかりにくい。関連事業も含めた事業全体の中での本事業の位
置付けと事業目的を明確にし、市民にわかりやすい説明をすべきで
ある。

　国の基本方針に基づき介護保険制度
の健全運営が図られている。

現状
維持

①②越谷市高齢者保健福祉計
画・介護保険事業計画の円滑か
つ適正な推進と、進行管理に努
めるとともに、適正な額を一般会
計から繰り出すことにより、介護
保険会計の健全運営を継続す
る。

22 B

　介護保険法に基づき、介護給付費に係る法定負担分と介護保険
事務の運営に必要となる経費を一般会計から繰り出し、介護保険財
政の健全運営を図る事業である。
　法律に基づく事業であり、事業の必要性は認められるが、事務事
業遂行については、職員人件費や事務の効率化についての改善が
どのように実施されたのか、市民にわかりやすく説明する必要があ
る。一般会計から特別会計に繰り出された税金が適正に執行され、
介護保険会計が健全に運営されているか否かを監査し、その結果を
市民に説明するために、あらためて考え方を整理されたい。
　介護保険特別会計職員36人分の人件費を含め、介護給付費以外
に4億円ほど繰出金から支出されており、事務の合理化や効率化に
ついてどのように改善を図ったのか、事業に対して市民の理解を得
られるよう一層努力されたい。事務事業評価表ではその人件費も事
業費の中に含まれており、市民にわかりにくいため、記載方法に工
夫が必要と思われる。
　なお、介護保険に必要な経費を一般会計から繰り出すだけの事業
であるならば、事業が細分化されすぎ、市民にわかりにくいため、当
該事業を事務事業評価の対象とすることについて議論する必要が
あると思われる。

　介護保険制度に基づき実施している事
業であり、制度の趣旨を踏まえ適正に実
施している。

現状
維持

①②引き続き要介護者が利用し
た介護サービスに対する適正な
給付に努めていく。
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178 審査委託事業
健康福
祉部

高齢介
護課

H12 -

〔目的〕
　要介護・要支援の認定を受けた被保険者が受けた
サービスに対する介護給付費の請求内容が適正かを
審査する。
〔手段〕
　埼玉県国民健康保険団体連合会へ委託して実施す
る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

179 介護予防サービス事業
健康福
祉部

高齢介
護課

H12 -

〔目的〕
　要支援者が、介護を必要とする程度に応じて利用し
た在宅サービス、地域密着型サービス等の費用を介
護保険から給付する。
〔手段〕
　要支援者が受けた介護サービスについて、利用者
負担額（１割）を除いた額を、国民健康保険団体連合
会を通して介護サービス提供事業者へ支払う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

180
介護保険料収納補助員
配置事業

健康福
祉部

高齢介
護課

H21 H23

〔目的〕
　離職を余儀なくされた労働者その他の失業者の一
時的な雇用機会を提供し、介護保険料の未納者対策
を講じる。
〔手段〕
　臨時職員２名を採用し、介護保険料滞納者宅の個
別訪問により保険料納付を促すとともに、口座振替・
納付相談の勧奨や介護保険制度の説明など、介護保
険料の未納者対策を行う。

高 高 低 高 (b) (c) (b) (a) (b) Ｂ

181
介護保険給付費準備基
金積立金事業

健康福
祉部

高齢介
護課

H12 -

〔目的〕
　第１号被保険者の保険料を介護給付準備基金に積
み立てることにより、介護保険財政の健全運営を図
る。介護保険の給付に係る歳入と歳出の差額を基金
に積み立てる。
〔手段〕
　歳出が超過した場合には、不足額を基金から支出す
る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

182 緊急雇用創出基金事業
健康福
祉部

高齢介
護課

H21 Ｈ23

〔目的〕
　離職を余儀なくされた労働者の雇用を一時的に確保
し、また短期の雇用機会を提供した上で、地域のニー
ズに応じた人材育成を行う。
〔手段〕
　埼玉県緊急雇用創出基金市町村補助事業を活用
し、民間委託により事業を実施

低 高 高 高 (b) (a) (d) (d) (b) Ｂ

183
電算処理事務事業(国
民健康保険）

健康福
祉部

国民健
康保険
課

- -

〔目的〕
　国民健康保険被保険者の資格の取得喪失、給付及
び賦課徴収等に係る事務を電算化し、制度の円滑な
運用を図る。
〔手段〕
　国民健康保険被保険者の資格の取得喪失、給付及
び賦課徴収等に係る電算管理を委託する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

184
連合会負担金事業（国
民健康保険）

健康福
祉部

国民健
康保険
課

- -

〔目的〕
　国民健康保険法に基づき、国民健康保険事業の目
的を達成するために設立された埼玉県国民健康保険
団体連合会に負担金を納付する。
〔手段〕
　国民健康保険団体連合会に対して、その運営経費
を負担するものとして、平等割と被保険者割の合算額
を納付する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

185
運営協議会事業（国民
健康保険）

健康福
祉部

国民健
康保険
課

- -

〔目的〕
　国民健康保険事業の運営に関する重要事項を審議
する。
〔手段〕
　国民健康保険法に基づき、被保険者代表、保険医・
保険薬剤師代表、公益代表、被用者保険等代表の4
者21名で構成する国民健康保険運営協議会を設置

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　当該事業については、介護保険法に国
民健康保険団体連合会による審査が規
定されており、同連合会への業務委託に
より、事務の効率化、迅速化が図られて
いると考えている。

現状
維持

①②引き続き当該事業を国民健
康保険団体連合会への委託によ
り実施し、事務の効率的、効果的
な執行に努める。

　介護保険制度に基づき実施している事
業であり、制度の趣旨を踏まえ適正に実
施している。

現状
維持

①②引き続き要支援者が利用し
た介護サービスに対する適正な
給付に努めていく。

　滞納者宅へ訪問し納付相談を行うが、
低所得者で生活困窮者が多いことから
介護保険料の支払いまでにはなかなか
至らないのが現状である。しかし、訪問を
繰返すことによって介護保険制度につい
て理解が得られ納付につながるケースが
あるため、未納対策の一層の充実が必
要であると考えている。

検討･
見直
し

①継続的に事業を進める。
②介護保険料の滞納者について
は、市民税非課税者が８割を占
めており、生活困窮により支払い
が困難という事情があることか
ら、早い段階での対策を講じ、文
書による催告書の発送をはじめ、
電話催促、納付相談、職員によ
る休日臨宅徴収を実施するととも
に、介護保険料納付の必要性及
び介護保険滞納による給付制限
等の制度説明を行い、収納率の
向上を図っていく。

22 B

　埼玉県緊急雇用創出基金事業の活用により臨時職員を採用し、
介護保険料滞納者宅の戸別訪問による保険料納付促進等、介護保
険料の未納者対策を行う事業である。
　介護保険サービスの維持や受益者負担における公平性の観点か
らも、滞納されている保険料の納付を促進することは大変に重要で
あり、事業の必要性は認められる。したがって、活動指標・成果指標
を適正に設定し、より効果のある事業推進に努められたい。成果指
標については、「この事業によって未納者がどれくらい減少したか」
など、事業の成果が市民にアピールできる指標が適当である。
　また、「留守宅に催促の手紙を置いてきて、その後納付した件数」
「納付約束をして、実際に納付をした件数」など、活動の成果となる
指標を設け、事業の有効性について検証されたい。その結果を踏ま
えたうえで、埼玉県緊急雇用創出基金事業終了後における介護保
険料収納補助員配置事業の継続を検討されたい。

　国の方針に基づく制度であり、健全か
つ円滑に努めていく。

現状
維持

①②継続して計画どおり事業を
進める。

　緊急雇用創出事業の適正な推進を図
るため、委託先の雇用状況を的確に把
握する必要がある。

検討･
見直
し

①委託先の雇用状況を把握しな
がら、必要に応じて適宜指摘する
など当該事業の趣旨を踏まえた
適正な事業の推進に努める。

　業務を効果的に実施するために必要不
可欠な電算処理である。

現状
維持

①②今後とも法制度の改正に的
確に対応し、効率的業務運営を
推進するために、電算処理の活
用を図っていく。

　法に則って設立した国民健康保険団体
連合会において国民健康保険諸業務に
対応することは、現状において最も効果
的効率的である。また、国民健康保険に
ついては都道府県単位の広域化が検討
されており、今後に向けて、連合会を通じ
た保険者の連携を強化推進することが適
切である。

現状
維持

①②継続して計画どおり事業を
進める。

　法に基づき設置する運営協議会であ
り、必要に応じ開催し、効果的効率的運
営に努めている。

現状
維持

①②継続して計画どおり事業を
進める。
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186
審査委託事業(国民健
康保険）

健康福
祉部

国民健
康保険
課

- -

〔目的〕
　国民健康保険法に基づき、保健医療機関等から請
求を受けた診療報酬明細書（レセプト）の審査をする。
〔手段〕
　埼玉県国民健康保険団体連合会に委託する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

187
疾病予防事業（国民健
康保険）

健康福
祉部

国民健
康保険
課

S54 -

〔目的〕
　国民健康保険被保険者の健康増進を通じて医療の
負担軽減を図る。
〔手段〕
　保養所利用助成事業等を実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (a) Ａ

188
電算処理事務事業(後
期高齢者医療）

健康福
祉部

国民健
康保険
課

Ｈ20 -

〔目的〕
　後期高齢者医療制度の的確な執行と事務の効率
化。
〔手段〕
　電算管理業者への委託を行い、保険料徴収に係る
事務を電算処理する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

189
国民健康保険会計繰出
金事業

健康福
祉部

国民健
康保険
課

H7 -

〔目的〕
　国保財政の収支の均衡を図る。
〔手段〕
　一般会計から国民健康保険特別会計に繰出しを行
う。
　１保険基盤安定繰入金
　２職員給与費等繰入金
　３出産育児一時金繰入金
　４その他一般会計繰入金

高 高 高 高 (d) (b) (b) (b) (b) Ａ

190
後期高齢者医療費負担
事業

健康福
祉部

国民健
康保険
課

H20 -

〔目的〕
　高齢者医療制度の維持と推進
〔手段〕
　埼玉県後期高齢者医療事業を実施する広域連合の
運営費に係る負担金分及び後期高齢者医療療養給
付費に係る負担金分（医療費の１/１２）を支払う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

191
健康診査事業（後期高
齢者医療）

健康福
祉部

国民健
康保険
課

H20 -

〔目的〕
　高齢者の健康増進
〔手段〕
　後期高齢者医療広域連合から委託を受け、被保険
者の健康の保持・増進に資するため、健康診査を実
施する。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ａ

192
後期高齢者医療会計繰
出金事業

健康福
祉部

国民健
康保険
課

H20 -

〔目的〕
　高齢者医療制度の維持と推進
〔手段〕
　高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、後期
高齢者医療保険基盤安定納付金及び職員給与等に
ついて、後期高齢者医療特別会計に繰出を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　国民健康保険団体連合会への審査委
託は、法に則って実施しているものであ
り、保険者の連合体でありかつ専門機関
である連合会に委託することは、現状に
おいて最も効果的効率的である。また、
国民健康保険については、都道府県単
位の広域化が検討されており、今後に向
けて連合会との連携を継続発展させるこ
とが適切である。

現状
維持

①②継続して計画どおり事業を
進める。

22 A

　国民健康保険法第45条の規定に基づき、医療機関等から請求さ
れた診療報酬明細書（レセプト）の審査に係る事務を、埼玉県国民
健康保険団体連合会に委託する事業である。
　医療費の適正化のため、診療報酬明細書（レセプト）の審査は重
要な業務であり、点検事務の適正かつ効率化の観点から、必要性・
重要性ともに高い事業である。
　事業自体は適正に実施されているが、委託単価について積算根
拠の明示を求めるなど、委託先に対する管理監督を強化する必要
性がある。また、法律に基づく事務であるとしても、実施手順の改善
や、別事業で行われているレセプトの再チェックや過誤請求に関す
る事務と連携を密にし、コスト削減に努めることが必要である。
　なお、事務事業が細分化されており、全体像が見えにくくなってい
ることから、本事業にかかる総事業費が把握できるよう、事務事業
のくくり方について見直しを行い、事業内容やその成果が市民から
みて分かりやすくなるように改善する必要がある。

　保養所利用助成については、利用者が
平成２０年度から増加している。今後も継
続して実施していく。

現状
維持

①②被保険者等の要望と他の保
険制度（被用者保険、他市国保
等）の状況等を勘案しつつ、当面
事業を継続する。

19 Ｃ

　当事業は、国保の被保険者が、胃がん検診、人間ドック、保養所
利用の３つの場合に助成するものである。胃がん検診の助成は、市
民の利用者負担分を国保会計から助成する制度であるが、他のが
ん検診では助成していないこと、本来は自己負担で行うべきもので
ある。人間ドックの助成は、市の基本健康診査とは別に個人で受診
した場合の助成であり、特定の利用者だけに支給することの公平性
に欠ける面がある。
　保養所利用の助成は、国保の目的である医療給付とは直接関係
がない。いずれも、国保の赤字補てんに一般財源が880百万円も投
入されていることを念頭におき、他の保険制度（政府管掌保険、他市
国保等）との比較検討もしながら、廃止を含めて助成金額の見直し
が必要である。

　継続して計画とおり事業を進める。
現状
維持

①継続して計画とおり事業を進
める。
②継続して計画とおり事業を進
める。

　無職の被保険者を多く抱える国民健康
保険は制度的に赤字基調となることか
ら、制度維持のために一般会計からの繰
入は不可欠である。平成20年度には税
率改定を行い、適正な歳入確保に努めて
いる。

現状
維持

①②引き続き繰入額の抑制に努
めるとともに、歳入の確保と医療
費の適正化を推進する。

18 Ｂ

　国保特会の赤字補填の為、一般会計からの繰出を当然と受け止
めるのではなく、真剣な繰出金減少に取り組んでいただきたい。収
納率は90％前後と評価できるが、医療費の減少に向け、関係部課
が連携を取り、市が一丸となって緊急プロジェクトを設置するなどし
て、取り組んで頂きたい。

　継続して計画どおり事業を進める。
現状
維持

①継続して計画どおり事業を進
める。
②継続して計画どおり事業を進
める。

　継続して計画とおり事業を進める。
現状
維持

①継続して計画とおり事業を進
める。
②継続して計画とおり事業を進
める。

　継続して計画とおり事業を進める。
現状
維持

①継続して計画とおり事業を進
める。
②継続して計画とおり事業を進
める。
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193
レセプト点検事務事業
（国民健康保険）

健康福
祉部

国民健
康保険
課

- -

〔目的〕
　医療費の適正化を図る。
〔手段〕
　医療事務経験のある臨時職員を雇用し、レセプト点
検を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

194 国保推進員事業
健康福
祉部

国民健
康保険
課

- -

〔目的〕
　国民健康保険税の収入確保と収納率の向上を図
る。
〔手段〕
　国保推進員として非常勤の職員を雇用し、徴収計画
に基づく催告（文書・電話）、臨宅による納税の慫よう
や徴税吏員の補助的業務を行う。

低 高 高 低 (b) (c) (d) (d) (b) Ａ

195
保険給付事業(国民健
康保険)

健康福
祉部

国民健
康保険
課

- -

〔目的〕
　疾病、負傷、出産、死亡が発生した場合に給付を行
う。
〔手段〕
　被保険者に対して、医療サービス等の現物支給や
現金支給を行う。医療費の保険者負担分（原則7割）
を医療機関等を通じて給付する療養の給付（現物給
付）にほか、療養費、高額療養費、移送費、出産育児
一時金、葬祭費の支給を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

196
共同事業拠出金事業
（国民健康保険）

健康福
祉部

国民健
康保険
課

- -

〔目的〕
　都道府県内の市町村の保険料の平準化や財政の
安定化を図る。
〔手段〕
　高額の医療費を支出した保険者に交付金を交付す
る共同事業に対して、拠出金を拠出する。
　１　高額医療費共同事業医療費拠出金　２　保険財
政共同安定化事業拠出金

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

197
介護納付金事業（国民
健康保険）

健康福
祉部

国民健
康保険
課

H12 -

〔目的〕
　国保の被保険者である４０歳以上６５歳未満の方の
介護保険の費用を納付する。
〔手段〕
　国保の被保険者である４０歳以上６５歳未満の方に
税を賦課・徴収し、社会保険診療報酬支払基金に納
付する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

198
特定健康診査事業（国
民健康保険）

健康福
祉部

国民健
康保険
課

H20 -

〔目的〕
　高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、生活
習慣病を予防する。
〔手段〕
　４０歳から７４歳までの被保険者に対し、特定健康診
査・特定保健指導を行う。

高 低 低 高 (a) (b) (a) (a) (b) Ｂ

199
後期高齢者支援金事業
（国民健康保険）

健康福
祉部

国民健
康保険
課

H20 -

〔目的〕
　後期高齢者医療制度を支えるために支援金を納付
する。
〔手段〕
　国保の被保険者に税を賦課・徴収し、社会保険診療
報酬支払基金に納付する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　職員及び臨時職員によるレセプト点検
は、医療費適正化のために重要かつ効
果的な事業であり、毎月の再審査請求等
着実に成果を上げている。

現状
維持

①②レセプトの電子化の進み具
合により見直す。

21 Ｂ

　レセプト点検は、医療費適正化のための重要かつ効果的な事業で
ある。効果を確実なものとするために、活動結果、成果について、定
量的な目標値を設定され、一層の業務の効率化に努められることを
望む。例えば、設定する目標値として、処理対象とするレセプト枚
数、過誤調整等対象件数、金額、点検効果率等があげられる。
　また、本事業にかかる総費用が把握できるように、事務事業の括り
を整理されるよう検討を願う。

　収納率の向上・収納額額の増加のため
推進員の業務は、必要。具体的には、分
納管理、不履行者への催告（文書・電
話）、居所不明者の調査、徴税吏員の補
助的業務　徴税吏員が差し押さえなどの
滞納処分が多く執行できる。

現状
維持

①②継続して計画通り事業を進
める。

21 Ｂ

　国保推進員の役割が変わっている現状において、推進員の選考
については、市民の個人情報保護の視点からもより一層慎重な配
慮を求める。
　また、活動結果、成果については、定量的な目標値を設定され、業
務の効率化に努められることを望む。例えば、電話催促件数、臨宅
催告件数、徴収件数、収納率等があげられる。

　法に基づく保険給付を訂正に行うととも
に、法制度の改正への対応と併せて支
給事務の効率化を進め、市民サービス
の向上に努めている。また、レセプト点
検、再審査請求、不当利得請求、第三者
行為求償、医療費通知、頻回受診適正
化指導等を実施して、医療費の適正化を
図っている。

現状
維持

①②継続して計画どおり事業を
進める。

19 Ｂ

　医療費の適正化（レセプト二重チェック）にさらに努めることを望
む。
　頻回受診などによる医療費のムダ使いを減らすための対策を進め
る必要がある。
　国保連合会の事務の合理化を促進する必要がある。

　法に基づく事業であり、適正に運営して
いる。

現状
維持

①②継続して計画通り事業を進
める。

　法に基づく事業であり、適正に運営して
いる。

現状
維持

①②継続して計画どおり事業を
進める。

20 Ｂ

　制度に従い実施する事業であり、事務事業評価の視点からは課題
は見つけにくい。あえて挙げるとすれば徴収率の向上策があるが、
負担納付率を高める努力を重ね、市からの繰入金の減少及び保険
料アップをしなくても済む措置を期待する。

　法改正により特定健康診査等の実施が
義務付けられたことに伴い、平成２０年度
から市民健康課と連携して実施してい
る。受診率は昨年より若干増えたが、受
診率を向上させることが今後の課題と
なっている。

検討･
見直
し

①受信率向上のため、啓発ポス
ター及び冊子をを作成して医療
機関に掲示等の依頼をするな
ど、広報の一層の充実を図り、受
診を促進する。
②５年間を１期とし、平成２０年度
～平成２４年度の計画を平成２４
年度に見直す。

22 B

　高齢者の医療の確保に関する法律等に基づき、生活習慣病を予
防するため、40歳から74歳までの被保険者に対して、特定健康診
査・特定保健指導を行う事業である。
　医療費の抑制は国・地方自治体問わず急務であり、事業の必要性
は認められる。
　主要関連計画として「越谷市特定健康診査等実施計画」が策定さ
れていることを踏まえると、当該計画を実現するための活動指標・成
果指標の設定が必要であり、成果指標の「疾病の早期発見、予防」
については「特定健診受診により疾病が発見された人/特定健診受
診者数」等により数値化することを検討されたい。
　また、越谷市独自の検査項目については、市民サービスの向上も
重要ではあるが、統計データや対投資効果を勘案して選択・設定す
べきであり、コストの削減に向けて事業内容の検証が必要である。
　このほか、受診率向上のための広報活動について、近隣自治体や
先進自治体の取組状況を参考に、費用対効果の高い方策により、
更なる充実に取り組まれたい。

　法に基づく事業であり、適正に運営して
いる。

現状
維持

①②継続して計画通り事業を進
める。
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200
前期高齢者事務費拠出
金事業（国民健康保険）

健康福
祉部

国民健
康保険
課

H20 -

〔目的〕
　前期高齢者納付金制度の運用に係る事務経費を保
険者で負担する。
〔手段〕
　前期高齢者納付金制度の運用に係る事務経費を社
会保険診療報酬支払基金へ拠出する。

高 高 高 高 (d) (b) (b) (b) (b) Ａ

201
前期高齢者納付金事業
（国民健康保険）

健康福
祉部

国民健
康保険
課

H20 -

〔目的〕
　６５歳以上７５歳未満の前期高齢者の医療費につい
て保険者間の負担の不均衡を調整する。
〔手段〕
　加入者数に応じた前期高齢者納付金を社会保険診
療報酬支払基金に納付する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

202
広域連合納付金事業
（後期高齢者医療）

健康福
祉部

国民健
康保険
課

H20 -

〔目的〕
　高齢者医療制度の維持と推進
〔手段〕
　高確法第１０５条に基づき、市内に居住する後期高
齢者医療保険の被保険者から保険料を徴収し、広域
連合に納付する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

203
保健センター施設管理
事業

健康福
祉部

市民健
康課

S63 -

〔目的〕
　保健センターを利用する市民の安全を確保し、快適
な施設環境を維持する。
〔手段〕
　業務委託により、施設の維持管理を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

204
保健センター施設改修
事業

健康福
祉部

市民健
康課

S63 -

〔目的〕
　保健センターを利用する市民の安全を確保し、快適
な施設環境を維持する。
〔手段〕
　施設の緊急修繕や年次計画的修繕を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

205 救急医療対策事業
健康福
祉部

市民健
康課

S52 -

〔目的〕
　初期救急医療、第二次救急医療体制を確保する。
〔手段〕
　在宅当番医（医科・歯科）制事業、病院群輪番制病
院運営事業、小児救急医療支援事業を実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　法に基づく事業であり、適正に運営して
いる。

現状
維持

①②継続して計画通り事業を進
める。

　法に基づく事業であり、適正に運営して
いる。

現状
維持

①②継続して計画通り事業を進
める。

　継続して計画とおり事業を進める。
現状
維持

①継続して計画とおり事業を進
める。
②継続して計画とおり事業を進
める。

　現状の保守水準を保ち、コストを削減で
きるよう仕様の見直しを行う。

検討･
見直
し

①現状の保守水準を保ち、コスト
削減に向けて仕様の見直しを行
う。
②現状の保守水準を保ち、コスト
削減に向けて常に仕様の見直し
を行う。

22 B

　市民の健康の保持及び推進を図ることを目的として設置されてい
る越谷市立保健センターの施設管理を行う事業である。
　施設管理の具体的事業内容についての活動指標・成果指標の設
定がなく、業務委託内容及び施設の適切な維持管理内容が不明確
である。SLA（Service Level Agreement/サービス品質保証制度）を
導入し、業務委託内容が誠実に履行されているか否かを確認するこ
とができる体制を整備することが必要である。
　また、全般的にコストに対する意識の低さが見受けられる。施設管
理に係る業務委託契約の半数が長期継続契約となっているが、
個々の契約について、長期継続による効果の妥当性を検証する必
要があるほか、保健センター施設管理部分に係る指定管理者制度
の導入についても、より積極的に検証を進められたい。また、事業内
容に比べて人工の資源投入量が大きいことから、人件費の効率化
についても更に進められたい。
　なお、管理事業と改修事業を分割して評価しているが、全体像が
見えにくいことから、一体的な評価を行う必要がある。

　昭和６３年に建設され、老朽化が進ん
でいることから、計画的な修繕が必要で
ある。突発的不具合に対しては、発生主
義により迅速に対応する。

検討･
見直
し

①②建物及び設備の老朽化が
進んでいることから、優先順位を
検討し、計画的な修繕・改修を行
う。

22 B

　市民の健康の保持及び推進を図ることを目的として設置されてい
る越谷市立保健センターの施設改修を行う事業である。
　年次計画的な修繕と突発的な不具合に対する修繕が一体的に評
価されており、評価内容が曖昧である。改修計画に対する進捗状況
を成果指標として設定するなど、活動指標及び成果指標の見直しが
必要である。
　施設管理台帳は整備されていないが、総合振興計画の実施計画
において計画的に修繕・改修が行われている。また、建物及び設備
の老朽化とこれに伴う修繕・改修費用の増大を危惧しつつも、他の
施設との複合化や建て替えなどの方向性については、平成23年度
からスタートする第4次総合振興計画・前期基本計画の策定の中で
検討されている中核市への移行に伴う保健所建設に伴い、保健セン
ターの建物そのものをどう活用していくか検討することになることか
ら、現段階では明確にすることができない状況であるとのことであっ
た。
　将来を見据え、各時点で最良な施設管理を実施するため、施設管
理におけるITの導入、アセットマネジメントやファシリティーマネジメン
トなどの導入により、修繕等が必要な場所・量を適確に把握し、優先
順位を定めた計画的かつ効果的な修繕を行い、財政負担の軽減を
図りながら、施設を良好な状態で維持することが必要である。
　このほか、事務事業評価が「保健センター施設管理事業」と「保健
センター施設改修事業」に分けて実施されているため、市民からみ
て全体像が見えにくくなっている。他の関連する事務事業を含め再
検討を行い、事務事業を一体化する必要があると思われる。

　埼玉県地域保健医療計画の中で病院
数が定められており、新たな病院の設置
は困難であることから、現状の医療機関
の中で実施していかなければならない。

検討･
見直
し

①②埼玉県東部南地区第二次
救急医療対策協議会(平成２２年
度名称変更)をとおし、救急医療
を確保していく。

17 Ｄ

<在宅当番医制事業>
　地域住民の初期救急医療の確立は、市民が健康で安心して暮ら
せるまちづくりには必須である。ただし、休日等の初期救急医療体制
は、すでに医師会により整いつつある。平成17年度在宅当番医制か
ら日曜日診療が除外されており、今後さらに祝日においても在宅当
番医制の意義について抜本的見直しを図り、医療機関自身による初
期救急医療体制の確立を推進する必要がある。
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206 健康づくり推進事業
健康福
祉部

市民健
康課

H9 -

〔目的〕
　市民一人ひとりが健やかで実り多き人生を送れるよ
う、自分の健康管理について関心を持ち、自ら健康の
保持増進を図るために、健康に関する正しい情報を提
供し、実践方法を普及するとともに、仲間づくりを推進
し、健康づくりを支援する。
〔手段〕
　講座や講習会を開催する。内容により、住民ボラン
ティア組織（食生活改善推進員協議会等）へ委託す
る。健康づくりを推進するためのボランティアを養成・
育成する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

207 乳幼児等健康診査事業
健康福
祉部

市民健
康課

S54 -

〔目的〕
　乳幼児に対し、健康診査を実施し疾病及び運動機
能や精神発達遅滞等を早期に発見することで、発育・
発達に応じた育児相談等を行い健全な育成を図る。
また、妊婦に対して妊婦健康診査を実施し妊娠中から
の継続した支援を図り、母体や胎児の健康管理を図
る。
〔手段〕
　乳幼児健康診査対象者に通知し受診を勧奨する。
妊婦健康診査については母子健康手帳交付時に受
診票を交付し受診を勧奨する。公費負担を14回に拡
充する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

208 母子健康づくり事業
健康福
祉部

市民健
康課

S30 -

〔目的〕
　育児不安の解消を図り、母子の健康づくりを推進す
るため、各種健康教育の開催、相談や家庭訪問を行
う。また、同時に父親の育児参加に関する意識の高揚
を図る。
〔手段〕
　保健カレンダー等の広報機能を活用し、各種教室へ
の参加を促進するほか、個別相談や訪問等を行う。平
成21年度より「乳児家庭全戸訪問事業」を開始し、助
産師による訪問を実施する。要経過観察者には、保
健師が継続訪問を実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

209 健康診査等事業
健康福
祉部

市民健
康課

H20 -

〔目的〕
　疾病の早期発見・早期治療につなげるとともに、生
活習慣病等を予防し、市民の健康の保持・増進を図
る。
〔手段〕
　個別通知、または広報等の周知方法により、健康診
査・肝炎ウイルス検診・骨粗しょう症検診を実施し、必
要に応じて栄養・運動等について保健指導を行い、健
康に関する知識の普及啓発を図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

210 がん検診等事業
健康福
祉部

市民健
康課

S36 -

〔目的〕
　がんの早期発見に努め、治療に結びつけるととも
に、がん予防に関する知識の普及啓発を行い、市民
の健康保持・増進に資する。
〔手段〕
　検診（施設・集団）業務を越谷市医師会へ委託して
実施するとともに、市民に対し広報等によるＰＲする。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　特定健康診査が開始されたことにより、
特定保健指導に該当しない方へ事業展
開を進める必要がある。
  アンケート調査による満足度の低下が
見られたため、内容を検討する必要があ
る。

検討･
見直
し

①平成２０年度より特定保健指
導が始まり一次予防の必要性は
さらに高まり、各地域の特性を踏
まえた上で、地域住民や地区組
織との連携や協働による各世代
を対象とした健康づくり事業の展
開を図っていく。
②「自ら健康は自ら守る」という認
識と自覚を高め健康の保持増進
に資するため、健康づくり対策や
予防習慣を啓発する活動を行う。

18 Ｂ

　健康づくりの多様なメニューを抱え大変と思われるが、自分の健康
管理に関心を持ち、健康づくりを支援しているのだということの啓発
が一層必要である。そのため、免疫力を高めるための健康対策、機
能低下にならないための健康づくり対策、予防習慣を啓発する活動
等、関心を持ちやすいユニークで親しみのある事業活動を期待す
る。

　乳幼児健康診査、妊婦健康診査ともに
受診率の向上とともに、健診後のフォ
ローの充実を図る。

検討･
見直
し

①②平成２１年度より妊婦健康
診査の公費負担回数を１４回、超
音波検査を全員１回実施とした。
さらに、平成２２年度より超音波
検査の公費負担回数を４回に拡
充予定。引き続き、安心で安全な
出産のために受診の必要性を周
知していく。また、乳幼児健康診
査においても、受診率の向上に
引き続き努める。

20 Ｂ
　少子化対策の観点から当該事業は重要である。平成20年度から
の妊婦健診の公費負担増に備え、事業費拡大は不可欠である。今
後も、更に受診率向上に向けて未受診者の減少に努力してほしい。

　家族形態の変化により、気軽に相談で
きる相手の不足により、育児不安に結び
つくことのないように、知識の普及、個別
の相談を充実する。

検討･
見直
し

①②平成２１年度より児童福祉
法の一部を改正する法律によっ
て新たに第二種社会福祉事業と
して位置付けられた事業としての
【乳児全戸訪問事業】【養育支援
訪問事業】の充実を引き続き図
る。

16 Ｂ
　女性も働いている現状では、平日対応だけではなく土日の対応を
ご検討いただきたい。また、ITを利用しある程度の相談内容をホー
ムページからFAQで対応できるようにするなども必要ではないか。

　骨粗しょう症検診においては定員の
93.2％の受診率であるが、若年層に対す
る啓発が必要がある。

検討･
見直
し

①各検診について、広報や健康
教育、母子保健事業などを通し
て広く周知を行っていく。
②生活習慣病や、骨粗しょう症、
肝炎について啓発することで、検
診受診の必要性について周知を
図っていく。

21 Ｂ

　本事業は、大きく以下の3つの事業から構成されている。
　①生活保護受給者を対象とした健康診査・保健指導、②肝炎ウィ
ルス検診、③20歳以上の女性を対象とした骨粗しょう症検診
　①生活保護受給者を対象とした健康診査・保健指導の受診率は、
2.5%（平成20年度実績で対象者1,150名に対して受診者29名）であ
る。種々の事情により受診できない方もおられることを考慮しても、
予防医療の重要性が叫ばれる中、2.5%という受診率は低い。未受診
者に積極的に働きかけて、受診率の向上を図ってほしい。
　②肝炎ウィルス検診は1回だけの検診であるのに対して③骨粗しょ
う症検診は1年に1回の検診である。受診可能回数などを考慮して、
受診率などの成果指標を設定すべきである。
　③骨粗しょう症検診は、毎年、6月から7月の18日間、医師会に委
託して実施している集団検診である。平成20年度実績は、最大受診
可能数1,520名に対して、1,420名が受診した。今後とも、受診者を増
やす必要があるが、現在の検診形態では満杯の状態である。予算
拡充も視野に入れて、医師会とも調整を行ったりするなどの対策を
立案する必要がある。

　各検診受診率、精密検査受診率の向
上につとめる必要がある。

検討･
見直
し

①検診受診率向上のためにポス
ター等にて受診を呼びかけるとと
もに、精密検査未受診者へ受診
勧奨を実施していく。
②がんの早期発見および早期治
療に結びつけるために、検診受
診の必要性を健康教育等で啓発
をする。

16 Ｂ

　受診率の向上を図るため、対象者に案内を出すなどシステムを利
用する方向で検討されたい。施設検診としていくに伴い、検診を統合
し選択できる方式に順次かえていくことを検討していただきたい。市
内の施設のみでなく柔軟な対応も考慮し、住民の利便性をはかられ
たい。
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211 歯科健康診査事業
健康福
祉部

市民健
康課

H8 -

〔目的〕
　生涯を通じて自らの歯で食べる楽しみを享受し、豊
かな人生を送ることができることを目的に、幼児から
高齢者及び障害者まで、歯科保健に関する知識を普
及啓発し、歯科疾患の予防を図るとともに早期発見・
早期治療を行うことにより健康の保持・増進を図る。
〔手段〕
　成人歯科健康診査を個別通知により勧奨し、実施す
る。歯科健診・相談を実施する。越谷市歯科医師会へ
業務委託により行う。また、歯科健康フェアを越谷市
歯科医師会と共催にて開催する。広報等により啓発
する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

212 機能訓練事業
健康福
祉部

市民健
康課

S63 -

〔目的〕
　心身の機能が低下しているが、介護保険の認定を
受ける程度ではない方を中心に、機能の維持・回復を
図り社会参加を促すとともに日常生活の自立を支援
し、介護予防に努める。また、言語障害のある方の社
会参加を促す。
〔手段〕
　職員である理学療法士・作業療法士が中心になり実
施するほか、医師・言語聴覚士については越谷市医
師会等に委託して行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

213 予防接種事業
健康福
祉部

市民健
康課

- -

〔目的〕
　予防接種法に基づき、伝染の恐れのある疾病の発
生及び蔓延を予防するために、予防接種を適正かつ
円滑に実施し、公衆衛生の向上に寄与する。
〔手段〕
　対象者には通知を送付し、高齢者には広報等にて
周知し、予防接種を受けることを奨励する。(新型イン
フルエンザワクチン接種に関しては、ほぼ全世代が対
象のため個別通知実施しない)

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

214
急患診療所施設管理事
業

健康福
祉部

市民健
康課

H14 -

〔目的〕
　診療所を利用する市民の安全を確保し、快適な施設
環境を維持する。
〔手段〕
　業務委託により、施設の維持管理を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

215 診療業務事業
健康福
祉部

市民健
康課

H14 -

〔目的〕
　小児の初期救急医療を確保する。
〔手段〕
　業務委託により、診療業務を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

216 地域医療推進事業
健康福
祉部

市民健
康課

H8 -

〔目的〕
　保健衛生及び地域医療の向上を図る。
〔手段〕
　医師会、歯科医師会及び薬剤師会等地域医療団体
と連携し、講演会及びシンポジウム等を開催する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　歯科健康診査の受診率の向上につと
める必要がある。

検討･
見直
し

①②広報等で広く周知するととも
に、健康教育等でも歯科保健に
ついて市民の関心を高めること
ができるよう工夫し、受診率の向
上を図る。

18 Ｂ

　高齢者の歯の疾患の予防は重要であるが、歯周病が原因で内臓
疾患をもたらし、健康全体がそこなわれつつある事例があることを広
く理解させる取組が必要と思われる。検診対象者の５％前後の受診
率はやむをえない点もあるが、一層周知活動に努めていただきた
い。

　訓練参加者の固定傾向があり、集団の
人的な循環が必要である。機能訓練教
室については1年で修了となっているが、
いきいき教室・言語の教室については継
続の参加者が多い。また、新規参加者が
少なかった。（介護保険制度の事業者の
中に言語障害者のためだけにサービス
を提供する事業が市内には無い為）言語
障害のある方の参加できる場や、介護保
険の非該当となった方の参加できる場の
確保が必要

検討･
見直
し

①介護保険法・障害者自立支援
法の各法制度の整合性を考え、
健康づくり及び介護予防と自立
支援を視点とした事業の展開、な
らびに担当各課との連携を図る。
②運動習慣の継続による機能維
持と質の確保のための啓発事業
の実施

20 Ｂ

　介護保険の認定を受ける程度ではない人を対象に日常生活の自
立を支援する事業である。要介護者を増やさないための予防という
側面を持っており、今後の市の介護事業の負担を軽減するという意
味で重要な機能を果たしている。
　現在の課題は、訓練参加者の固定化傾向があることである。その
ために、参加者の流動性を測定する指標（例：新規参加者数と訓練
卒業者数・自立活動者数の割合）等を設定し、自らの活動をモニタリ
ングしていくことが重要である。

　接種率の向上のため、各機関の協力を
得ながら周知を徹底する。

検討･
見直
し

①②法定事業であり、法律に
のっとった取組みを行っていく。
麻しんに罹患する人をなくすこと
を目的に計画された麻しん排除
計画により、麻しん風しん予防接
種を中学1年相当、高校３年相当
の年齢を対象に平成２０年度か
ら５年間時限立法にて実施。ま
た、平成２２年度より日本脳炎第
１期の３歳児における勧奨開始と
なるため、対象者への周知と接
種率の推移に注意し、対応する。

新型インフルエンザワクチン接種
①②　厚生労働省が示す取組み
を適切に実施する。

21 Ｂ

　幼児から高齢者までを対象として、市民の健康増進を図る上で、
必須の事業である。
　BCG、及びポリオの受診率は、それぞれ98.0%、92.5%と極めて高い
値である。しかし、BCGやポリオの予防接種は、さらに高い受診率を
目指すべきであり、そのためには保護者の一層の理解を得るよう努
めなければならない。特に、BCGの未受診者（59名）に対しては、
個々のフォローを行うことによって、実質受診率＝100%を目指す必
要がある。
　ポリオが、BCGに比べて受診率が低い原因として、接種方法の違
い（BCGは個別接種、ポリオは集団接種）が考えられる。ワクチンの
特性によって、ポリオの場合は、集団接種を取らざるを得ないという
制約があるとのことではあるが、個別接種を行っている自治体もあ
る。何らかの工夫を行い、BCG並みの受診率を目指すようにしてい
ただきたい。
  【市外での予防接種費用助成金】（内部評価：継続）（外部評価：継
続）
　予防接種助成金は、市が現物給付できない県外等で接種した場
合の助成金であり、その必要性は認められる。

　現状の保守水準を維持しながら、コスト
削減をできるよう、仕様の見直しを行う。

検討･
見直
し

①現状の保守水準を維持しなが
ら、コスト削減に向けて仕様の見
直しを行う。
②現状の保守水準を維持しなが
ら、コスト削減に向けて常に仕様
の見直しを行う。

　診療所の認知度を高めるため、さらな
る周知・ＰＲをする。

検討･
見直
し

①②広報やホームページ以外
に、様々な方法での周知・ＰＲを
図る。

　講演会、シンポジウム等のテーマ設定
について、市民ニーズに合致したもので
あったか事後評価し、翌年度に反映させ
る取組みが必要である。

検討･
見直
し

①現在の健康に対する市民ニー
ズを検討し、テーマを設定する。
②その時期に合致した健康に対
する市民ニーズを検討する。
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217 感染症対策事業
健康福
祉部

市民健
康課

Ｈ21 -

〔目的〕
　新型インフルエンザなどの感染症の発生に備え、感
染症発生時において、保健医療機関が初期診療業務
等を遂行し必要な医療を確保する。
〔手段〕
　感染症対策器具及び防護服等を備蓄する。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

218
児童福祉審議会運営事
業

児童福
祉部

児童福
祉課

H13 -

〔目的〕
　児童福祉法(昭和22年法律第164号)第8条第3項の
規定に基づき、児童福祉に関する事項を調査審議す
る。
〔手段〕
　少子化対策、子育て支援、児童の権利擁護や虐待
防止、認可外保育所への対応など、幅広く児童福祉
に関する事項を調査、審議し、行政機関に提言等を行
う。児童福祉審議会を開催し、少子化対策を始めとす
る児童福祉全般に関する事項を調査、審議する。

高 高 高 高 (b) (a) (b) (b) (b) Ｂ

219 児童相談事業
児童福
祉部

児童福
祉課

S40 -

〔目的〕
　家庭における児童の問題の解消、児童の健全育成
〔手段〕
　専任の相談員が家庭における子育ての不安や悩み
などの相談に応じる、家庭児童相談室において専任
の相談員が相談、指導等を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

220 子育て支援事業
児童福
祉部

児童福
祉課

H10
H12

-

〔目的〕
　子育てに関する不安や悩みについて、相談員が、指
導・助言を行う。
　子育ての援助を受けたい方と、援助を行いたい方を
会員として組織し、相互援助活動体制を整備する。
〔手段〕
　それぞれの運営を越谷市社会福祉協議会に委託し
実施する。

高 低 高 高 (b) (b) (a) (b) (b) Ｂ

221 児童援護事業
児童福
祉部

児童福
祉課

S33
S52

-

〔目的〕
　経済的に困窮している妊産婦への助産及び心臓疾
患等で手術等を受ける児童に対し助成を行う。
〔手段〕
　児童福祉法に基づく入院助産制度の活用を図る。条
例に基づき児童が心臓手術等を受ける際に要する費
用の一部を助成する。

高 高 高 高 (b) (a) (b) (b) (b) Ｂ

222 障がい児療育事業
児童福
祉部

児童福
祉課

S55
H8

-

〔目的〕
　ことばが遅い、発音に難がある等の幼児に治療・訓
練を行い、発達を促進し、障がい等の軽減を図る。
〔手段〕
　専任の職員等（言語聴覚士）による訓練・治療。保育
士、理学療法士等による指導・訓練等。

高 低 高 高 (b) (b) (a) (b) (b) Ｂ

223
障がい児補装具等給付
事業

児童福
祉部

児童福
祉課

- -

〔目的〕
　身体に障がいのある児童の、障がいによる負担を軽
減し、日常生活の向上を図る。
　身体に障がいのある児童の、身体機能を補い、日常
生活の向上を図る。
〔手段〕
　身体に障がいのある児童に対し、補装具費の支給
および日常生活用具を給付する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　整備した備品等の経年劣化に対し、現
状の保守水準を維持し、維持管理をする
継続的取組みが必要である。

検討･
見直
し

①現整備した備品等の経年劣化
に対し現状の保守水準を維持す
る。
②適切な耐用年数管理を行い、
経過した物品の交換・補充を定
期的に行い、現状の保守水準を
維持する。

　公募委員枠の拡大（現行15％→20％）
検討･
見直
し

①平成２２年６月３０日からの委
員については、公募枠を20％以
上とする。
②次世代育成行動支援後期行
動計画について、児童福祉審議
会で年度ごとの進行管理の点検
を行うとともに進捗状況を、公表
する。

　子育て環境、子育て意識等の変化から
相談事業の重要性はさらに増していくと
予想されるため、相談体制の充実が必要

検討･
見直
し

①②引き続き相談体制の充実を
図り、子育て環境等の変化や相
談者の実情に即した相談体制の
充実を図っていく。

17 Ｂ

　子育てに不安や悩みのある保護者を対象とした当該事業は、今後
も継続拡充すべきである。ただし、子育てサロン委託事業や、保育ス
テーション事業等、類似目的業務との役割分担の明確化を図る必要
がある。

　子育てサロンの利用ニーズが高いた
め、身近な場所への設置を進めることが
必要。
　ファミサポについては、近年の経済状
況から、就労する母親の増加とともに就
労形態の多様化に対応するため、提供
会員の確保が課題となっている。

検討･
見直
し

①②ファミサポについては、多様
化したニーズに対応した提供会
員の確保に努める。サロンにつ
いては、中学校区に１箇所（１５
箇所）の設置に向け長期的な取
り組みを続ける。

17 Ｂ

　世帯の核家族化、共働き化等により、子育ての相談・指導や、コ
ミュニケーションの場の提供が強く求められる。今後も大いに拡充す
べき事業であるが、児童相談事業や保育ステーション事業等、類似
目的事業との役割分担の明確化や、施設の共同利用等、事業運営
の効率化を検討する必要がある。また、外部委託に関し、入札等に
より委託決定プロセスの透明化を図るとともに、コストダウンの努力
を払うべきである。児童虐待等への対応を強化していく必要もある。

　手術等に要した経費の査定基準
検討･
見直
し

①入院助産については、出産後
の生活面などの指導にも取り組
んでいく必要がある。心臓手術に
関して、制度発足時は保険適用
ができないものがあったが、現在
はほとんどのものが保険適用に
なっている。
②心臓手術に関しては、他の代
替的措置を検討する中で制度自
体の見直しが必要である。

19 Ｂ

　入院助産制度については、当制度の適用について十分検討してい
ただきたい。単に助産支援をするだけでなく、生活自立のための指
導・支援が必要と思われる。
　心臓手術に関する制度については、保険適用等の状況を継続的
に見て、制度の見直し・廃止の検討をしていただきたい。

　関係機関及び保護者とも連携を深め、
また、訓練内容などの見直しにより、多く
の児童が参加できるようにする。

検討･
見直
し

①保護者ともより連携協力を深
め、多くの療育・訓練を実施して
いく。
②障がい児施設の整備とあわせ
て、療育機能の充実を図る。

　障害の程度などは個々に違うので、そ
の対応が課題となる。

検討･
見直
し

①障害の早期発見と機能訓練等
により補装具等の着装が低年齢
化してきているが、児童の状態に
応じた適正な支給に努める。
②成長過程にある児童への補装
具等支給となるため、サイズの変
化や消耗が激しく、支給は増加
の傾向になり予算面での取り組
みは必要である。
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224 障がい児支援事業
児童福
祉部

児童福
祉課

H15 -

〔目的〕
　在宅の障がい児の地域生活を支援する。介護者宅
への負担軽減を図る。
〔手段〕
　障がいの程度、状況などに応じて障害福祉サービス
の活用を図る。
　サービス団体において、一時預かり等の援助が受け
られるよう必要な手続きを行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

225 こども医療費給付事業
児童福
祉部

児童福
祉課

S48 -

〔目的〕
　子どもの健康増進と子育て家庭に対する経済的負
担を軽減する。
　早期治療を促し、疾病の重篤化を防止する。
〔手段〕
　子どもの医療費の自己負担分を支給する。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

226
ひとり親家庭等医療費
給付事業

児童福
祉部

児童福
祉課

H4 -

〔目的〕
　ひとり親家庭の健康増進と経済的負担の軽減、及び
福祉の向上を図る。
〔手段〕
　ひとり親家庭の医療費の自己負担分を支給する。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

227 児童手当給付事業
児童福
祉部

児童福
祉課

S47 -

〔目的〕
　次代を担う児童の健全な育成を図る。
〔手段〕
　児童を養育している方に手当を支給する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

228
母子生活支援施設委託
事業

児童福
祉部

児童福
祉課

S33 -

〔目的〕
　住宅・経済状況等の問題により、児童を養育できな
い母子世帯を保護し、母子支援施設に入所させ、母
子が安心して生活できる環境を確保する。
〔手段〕
　母子生活支援施設に入所させ保護する。単に保護
するばかりでなく、生活、住宅、就労等母子が抱える
様々な問題について相談に応じ、自立を助長する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

229 児童扶養手当給付事業
児童福
祉部

児童福
祉課

S37 -

〔目的〕
　父母の離婚などによる母子家庭の生活を安定させる
ことにより、児童福祉の向上を図る。
〔手段〕
　認定請求時の精査とともに、対象家庭の現況、所得
の状況等を把握し、手当の適正な支給を図る。

高 低 低 低 (b) (b) (a) (a) (b) Ｂ

75/192



76/192

          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　障害者自立支援法では、市がサービス
量を決定し、これに基づき利用者は介護
事業者や福祉施設との契約になるが、児
童を対象とするサービス提供事業者が少
なく、必要な時期などにサービスが受け
られない。

検討･
見直
し

①サービス提供事業者が少なく、
必要なサービスが受けられない
場合があるが、他の援護制度を
一部活用するなどして、利用者
のニーズに応えていく。
②障害者自立支援法等に基づく
サービス事業所の設置を国県に
働きかけていく。

　少子化支援の一環としての貢献度が高
く、他市において対象年齢の拡大がされ
ている傾向及び、議会の一般質問や市
政モニターで要望があり、本市において
も新たな対象年齢の拡大が必要と思わ
れる。

検討･
見直
し

①平成２２年１０月～通院にかか
る医療費を中学校修了まで拡大
する予定であるが、引き続き制度
の適正な運営に努める。
②県の補助制度や医療保険制
度の動向及び、市の財政環境を
見据えながら制度のあり方を検
討する。

20 Ｂ

　国や県の医療制度の影響を大きく受ける事業である。
　次期越谷市子育てプランの策定と合わせ、将来の財政的な状況を
踏まえた市としての対応策を検討し、事前に準備することが重要と
思われる。

　経済基盤の弱い母子家庭や父子家庭
への貢献度が高いひとり親家庭等医療
費制度は、市長への手紙等で現物給付
の要望が寄せられている。他市において
も現物給付が進む中、現物給付の実施
が必要と思われる。

検討･
見直
し

①市の財政負担の増加や、医療
費制度の動向を見据えながら、
現物給付のあり方や申請手続き
の簡素化を検討していく。
②現物給付を実施するために、
県や国に統一した医療費制度の
実施を求めながら、制度の充実
を図っていく。

22 B

　埼玉県ひとり親家庭等医療費支給事業実施要綱等に基づき、ひと
り親家庭の健康増進、経済的負担の軽減、及び福祉の向上を図る
ために、ひとり親家庭における親子の医療費自己負担分を、県と市
で支給する事業である。
　「ひとり親家庭」に該当するか否かを確認するために、職員が現地
調査を行うなど、適正な事務執行に対する取り組みは見られるが、
提出された医療費の領収書に対する確認が行われておらず、制度
の濫用に繋がる可能性があることから、何らかの確認体制の構築が
必要であると思われる。
　なお、現物給付については、市民の利便性向上や事務軽減に寄
与する側面がある一方で、制度の濫用に伴う医療費の増加につな
がる恐れもあることから、現状の方式を維持することが望ましいと思
われるが、現物給付による方法を全て排除せず、他自治体の情報
収集についても積極的に行い、更なる事務の効率化に努められた
い。
　なお、制度自体が「届出制」となっているため、該当する市民の方
がその機会を逸失しないよう、積極的なPR活動が必要である。ホー
ムページでは事業内容が紹介されているが、所得制限の詳細が分
からない、申請手続きの際に必要となる書類が分からないなど、広
報内容についても、市民目線で改善を行う必要がある。
　同事業に関する条例に掲げられた「ひとり親家庭等の生活の安定
と自立を支援し、もってひとり親家庭等の福祉の増進を図る」という
目的を達成するためにも、継続的かつ向上性のある事業展開に努
められたい。

　平成22年度から子ども手当へ移行し、
所得制限が撤廃されるため事務量の増
大が見込まれる。そのため、子ども手当
給付事業において、電算システムの改善
や通知業務の簡略化といった、事務の効
率化を図る必要がある。

終了
(平成
22年
度)

　

　母子生活支援施設への入所世帯は、
多様な問題を抱えていたり、厳しい経済
及び社会環境の中、自立への見通しが
立ちにくい。そのため入所が長期化する
ことがある。

検討･
見直
し

①②多様で複雑な問題を抱える
場合が多く、関係機関との連携を
図り、入所者の自立に向けた支
援に取り組んでいく必要がある。

19 Ｂ
　事業の本来の目的は、母子の自立支援にあると思われる。
　施設へ入所させる対応のみならず、自立に向けた指導対応を他の
部署とも協力して進める体制を検討する必要がある。

　国による母子家庭の支援は、就労支援
に比重を置いているため、今後の金銭給
付拡大は見込めない状況であり、引き続
き国からのあらゆる形態の支援情報収
集に努める必要がある。

検討･
見直
し

①②引き続き、受給者に対する
迅速な対応に心がけるとともに、
母子自立支援員の相談・指導体
制により、自立支援教育訓練及
び高等技能訓練の給付費を活用
しながら、母子家庭の就業による
経済的な自立を支援する｡

18 Ｂ

　離婚増等の社会現象から受給者増の傾向とのことであるが、市負
担割合の増、受給額の減等を踏まえ、母子家庭自立支援や就業支
援に向けた広報活動や理解を深める事業展開を期待する。また、将
来、母子家庭自立支援員を配置するとのことであるが、支援員を中
心に母子家庭との経験、知識の交流の場としてブログなどＩＴを活用
したシステムの研究を進められることを提案する。
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230

母子家庭等生活支援事
業
（母子家庭自立支援給
付事業）

児童福
祉部

児童福
祉課

H19 -

〔目的〕
　収入基盤の弱い母子家庭の母に対して、就労に結
びつきやすい知識・技能の習得や生活の安定に資す
る資格の取得を促進し、母子家庭の自立を図る。
〔手段〕
　母子自立支援教育訓練給付金の支給・高等技能訓
練促進費の支給

高 高 高 低 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

231 母子家庭等相談事業
児童福
祉部

児童福
祉課

H19 -

〔目的〕
　経済的基盤などの弱い母子家庭等の自立を促進
し、児童の福祉の向上を図る。
〔手段〕
　母子自立支援員（2名の交代勤務）による母子家庭
等に対する相談及び支援を行う。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

232
民間学童保育室運営補
助事業

児童福
祉部

児童福
祉課

H16 -

〔目的〕
　市内の特別支援学校等に通学する障がい児を、放
課後の一定時間組織的に指導し、健全育成する場を
提供する児童クラブに対し、助成を行い、障がい児を
持つ家庭への子育て支援を図る。
〔手段〕
　放課後児童クラブを運営するＮＰＯ法人に対し運営
費を助成する。

高 高 高 低 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

233
みのり学園施設管理費
事業

児童福
祉部

児童福
祉課

S46 -

〔目的〕
　就学前の児童の日常生活能力や社会適応能力を促
せるよう療育を図るために、必要な施設環境を整え
る。
〔手段〕
　年齢やその子の能力に応じて、日常生活に必要な
動作訓練、基本的生活能力や生活環境に対する適応
性を養うため、専門職員による療養を実施する。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

234 みのり学園運営事業
児童福
祉部

児童福
祉課

S46 -

〔目的〕
　知的発達に遅れのある児童を早期に療養し、社会
適応能力を高めるために、日常生活能力や社会適応
能力を促す。
〔手段〕
　年齢やその子の能力に応じて、日常生活に必要な
動作訓練、基本的生活能力や生活環境に対する適応
性を養うため、専門職員による養育を実施する。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

235
あけぼの学園施設管理
事業

児童福
祉部

児童福
祉課

S51 -

〔目的〕
　就学前の児童30名に対し、個々の運動発達の段階
に応じた運動指導、療育を実施し、日常生活に必要な
基本的動作や知識の習得、運動機能の獲得を図るた
め施設環境を整える。
〔手段〕
　毎日学園のバスで通園させ、運動発達の段階に応
じた治療、運動療法、生活指導ができるよう、施設清
掃、設備保守管理や不具合箇所等の補修など、施設
の維持管理を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　習得した資格等が的確に就労に結びつ
くよう情報の提供に努める。

検討･
見直
し

①②習得した資格等が的確な就
労に結びつくよう情報の提供に
努める。また、より安定した就労
に結びつく看護師資格等の習得
を指導していく。

　母子家庭等が抱える多様な問題に応え
られるよう相談指導の充実を図る。

検討･
見直
し

①②母子家庭等が抱える多様な
問題に応えられるよう相談指導
の充実を図る。母子家庭の自立
には、安定した就労が必須であ
り、ハローワーク等との連携を
図っていく。

22 B

　母子家庭等の自立を促進し、児童の福祉の向上を図るために、母
子自立支援員による相談及び支援を行う事業である。
　ハローワークとの連携や、戸籍事務担当課との連携も図られてお
り、事業目的に沿った方向で仕組みが機能している点は評価でき
る。
　社会的・経済的状況から相談件数は増加傾向にあるが、相談員の
人数を増やさず、効率的に相談業務を進める工夫が必要である。
　なお、相談内容が複雑化しているため、専門的な内容と全般的な
内容を精査しつつ、各課に分散する相談窓口を統一する検討を進め
られたい。
　また、「ひとり親家庭ガイド」に記載されている各種支援施策に係る
諸手続きについても、円滑かつ迅速な手続きが行えるよう、相談員
が総合窓口となって進められるような体制の構築、より分かり易い支
援施策とするための制度統合などについても検討を進められたい。
　このほか、市民にとってよりわかりやすい行政評価とするために、
活動指標については「相談事業のPR実施回数（越谷市における母
子家庭等総数に対して、何世帯にPRできたか）」、成果指標につい
ては、「越谷市における母子家庭等の総数に対する相談件数割合」
を設けることについても積極的に検討を進められたい。

　事業に対するニーズが高いため、今後
も定員の拡充を図る必要がある。

検討･
見直
し

①②保育ニーズが増えることが
予想されるので、定員の拡大を
検討していく。

21 Ｂ

　障がいを持つ児童のための、保育室運営事業である。
　待機児童の解消に向けて、今後、事業を担う既存NPO法人の事業
支援とともに、新たなNPO法人の設立を支援するなど、現在の事業
内容枠にとどまらず、事業拡大のための方策を検討されることを期
待する。

　施設は老朽化により建具や排水などの
修繕箇所が増加している。改修を図りな
がら療育環境の向上・維持を目指してい
く。

検討･
見直
し

①施設の老朽化による不具合箇
所の改修を進めていく。
②知的障がい児通園施設「みの
り学園」と肢体不自由児通園施
設「あけぼの学園」の２施設の機
能を併せもつ施設、さらに新たな
外来施設による一体的な施設と
して、障がい児施設を平成２５年
度に開設予定

20 Ｂ

　児童福祉事業を推進するうえで重要な事業である。
　事業目的が施設の維持管理であるので、活動、成果指標について
は、施設管理面に関連付けた指標を設定していただきたい。
　施設の複合化計画に合わせ、平成25年春までの間の施設維持計
画に基づいた保全を実施するよう求める。

　業務の効率化等による経費の削減を図
ることとなるが、計画中の障がい児施設
開設に併せて運営方法等を決定する。

検討･
見直
し

①②知的障がい児通園施設「み
のり学園」と肢体不自由児通園
施設「あけぼの学園」の２施設の
機能を併せもつ施設、さらに新た
な外来施設による一体的な施設
として、障がい児施設を平成２５
年度に開設予定

16 Ｂ
　複合施設建設時に改善ということではあるが、事業費として大きな
割合を占めている人件費の削減を検討する余地がある。

　障害者自立支援法により、障がい者・
児に対する自立支援給付及び地域生活
支援事業を総括的かつ計画的に行うこと
とする市町村等の責務が明記されてお
り、肢体不自由児通園施設として障害福
祉サービス事業を運営する意義は大き
い。人件費の割合が多いため、業務の効
率化等による経費の削減を図ることが課
題である。

検討･
見直
し

①肢体不自由児通園施設「あけ
ぼの学園」と知的障害児通園施
設「みのり学園」との複合化に向
け、児童福祉課において複合施
設の実施設計が予定されている
ため関係課所との連携を図る。
②新しい複合施設建設が平成２
５年４月に開設予定であり、施設
サービス、早期療育教室、ことば
の治療相談室を含めた総合的な
児童デイサービス事業を提供し、
効率的な施設運営に取り組む。
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236 あけぼの学園運営事業
児童福
祉部

児童福
祉課

S51 -

〔目的〕
　就学前の児童30名に対し、個々の発達の段階に応
じた運動指導、療育を実施し、日常生活に必要な基本
的動作や知識の習得、運動機能の獲得を図る。
〔手段〕
　毎日学園のバスで通園させ、運動発達の段階に応
じた治療、運動療法、生活指導ができるよう、施設清
掃、設備保守管理や不具合箇所等の補修などを実施
する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

237
児童館コスモス施設管
理事業

児童福
祉部

児童福
祉課

S62 -

〔目的〕
　館内の安全確保と快適な環境を保ち、児童館の持
つ諸機能が十分に発揮できるように効率的な施設の
管理を行う。
〔手段〕
　施設の安全確保、環境の保持及び設備の諸機能を
維持するため、施設管理を委託する。

高 低 低 高 (b) (d) (a) (a) (a) Ｂ

238
児童館コスモス運営事
業

児童福
祉部

児童福
祉課

S62 -

〔目的〕
　子ども達の健全育成のための拠点施設として、ま
た、「天文と物理」をテーマにしたこども科学館として、
地域に根ざした児童館を目指し運営する。
〔手段〕
　子どもの健全育成事業、科学教育事業を開催し、参
加者の定着と拡大を図る。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (a) Ｂ

239
児童館ヒマワリ施設管
理事業

児童福
祉部

児童福
祉課

H7 -

〔目的〕
　館内の安全確保と快適な環境を保ち、児童館の持
つ諸機能が十分に発揮できるように効率的な施設の
管理を行う。
〔手段〕
　施設の安全確保、環境の保持及び設備の諸機能を
維持するため、施設管理を委託する。

高 高 低 高 (b) (d) (b) (a) (a) Ｂ

240
児童館ヒマワリ運営事
業

児童福
祉部

児童福
祉課

H7 -

〔目的〕
　子どもたちの健全育成のための拠点施設として、ま
た、「生物と環境」をテーマにした科学館として、地域
に根ざした児童館を目指し、運営する。
〔手段〕
　子どもたちの健全育成事業、科学教育事業を開催
し、参加者の拡大と定着を図る。

高 低 高 高 (b) (d) (a) (b) (a) Ｂ

241 保育所入所事務事業
児童福
祉部

保育課 - -

〔目的〕
　保護者の就労等により自宅で保育ができない家庭
の児童を、保育所（園）で保育を実施し、仕事と育児の
両立を支援する。
〔手段〕
　入所担当職員が、個々の保育ニーズを申込書及び
面接等により把握し、各保育所と調整を図りつつ、受
付、選考基準による選考、決定等の事務を行う。ま
た、保育所入所システムの活用により迅速かつ適切
な事務処理を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　障害者自立支援法により、障がい者・
児に対する自立支援給付及び地域生活
支援事業を総合的かつ計画的に行うこと
とする市町村の責務が明記されており、
肢体不自由児通園施設として障害福祉
サービス事業を運営する意義は大きい。
事業費にかかる運営費が多いため、業
務の効率化等による経費の削減を図るこ
とが課題である。

検討･
見直
し

①肢体不自由児通園施設「あけ
ぼの学園」と知的障害児通園施
設「みのり学園」との複合化に向
け、児童福祉課において複合施
設の実施設計が予定されている
ため関係課所との連携を図る。
②新しい複合施設建設が平成２
５年４月に開設予定であり、施設
サービス、早期療育教室、ことば
の治療相談室を含めた総合的な
児童デイサービス事業を提供し、
効率的な施設運営に取り組む。

20 Ｂ

　児童福祉事業を推進するうえで重要な事業である。
　平成25年春の施設複合化に向けて、現段階から保育士等の人材
育成と、外部委託も見据えた業務効率化の準備を進めていただきた
い。

　開館２３年を経過し、施設・設備の老朽
化が進んでいる。平成１８年度は配管の
一部改修、平成１９年度は冷暖房機器の
一部改修、平成２０年度は雨漏り・地盤
沈下改修・エレベーター修繕・冷暖房機
器の一部改修を実施。平成２１年度は未
改修部分の冷暖房機器の全面改修をお
こなった。今後はプラネタリウム改修等逐
次実施し施設の環境整備・設備の更新を
おこなっていく。

検討･
見直
し

①②児童館の安全と快適な環境
を維持し、児童館の持つ諸機能
が十分発揮できるよう計画的な
施設・設備の改修を図っていく。

　各年度毎の入館者・事業参加者数に若
干の変動が見られるが、児童の健全育
成のための拠点施設として、また、「天文
と物理」をテーマにしたこども科学館とし
ての児童館への市民要望は高く、今後も
事業内容を精査し、拡充していく必要が
ある。さらに、事業運営の効率化を図る
ため逐次児童館運営の見直しを行ってい
く必要がある。

検討･
見直
し

①②児童館運営の効率化や時
代にあった事業運営を展開して
いくため、逐次児童館運営を見
直ししていく。

18 Ｃ

　子供が自ら学ぶ場づくりの社会的要請は特に高まっており、児童
館による場の提供の意義は深く、２０年間に及ぶ実績は大いに評価
されるべきものと思料している。特に最近は、児童虐待、犯罪者から
の防御、子育て支援等、新たな社会要請が出現してきていることへ
の配慮を期待したい。しかし、運営実態をみるに、児童福祉の総合
的な取組を勘案し、より活動的な事業展開を考えた場合、現行の直
営運営から、類似館を含め、指定管理者制度活用による委託運営、
ＮＰＯ等を活用した民間運営の研究を提案する。
　また、現状を継続するにしても、担当者のユニークなアイディアを
生かし参加費を徴収する事業を企画して、より深みのある事業展開
を検討する時期なのではなかろうか。

　施設の安全確保、環境の保持及び設
備の諸機能を維持するため、適切な維持
管理を行う。児童館ヒマワリは、開館から
１５年が経過する中、冷暖房機器などの
諸設備に老朽化が進んでいる。また、平
成２２年度には、天井部分かから雨漏り
が発生するなど早急に対応すべき修繕
が発生しており、施設設備の計画的更新
が必要となっている。

検討･
見直
し

①②児童館の機能を保全し、館
内の安全確保と快適な環境を保
つため、効率的な施設の管理を
行うとともに、施設設備等の計画
的更新を行う。

21 Ｂ

　児童館ヒマワリは、建設時に、用地費、建設工事費を合わせ総額
22億円を要した大規模かつ先駆的な施設である。
　開館から14年を経過し、経年による劣化への対応が必要になって
いる現状を踏まえながら、本施設を今後どのように維持管理していく
べきか、運営面での課題整理と併せた総合的な検討を進め、効率
的な事業執行を期待する。

　入館者数に現象がみられるが、児童の
健全育成の拠点施設として、また「生物と
環境」をテーマにした子ども科学館として
の児童館への市民要望は高く、今後も事
業内容を精査・拡充していく必要がある。
また、平成２１年度の外部評価で入館者
数の減少により総合評価が〔Ｃ〕となった
が、平成２１年度実績では９４，５２７人と
回復してきている。

検討･
見直
し

①②児童館運営の効率化や地
域に根ざした児童館を目指し、事
業内容を精査し、多くの市民に利
用いただけるよう児童館運営の
検討･見直しを行う。

21 Ｃ

　入館者数が平成15年をピークに年々減少している。しかしながら、
今回のヒアリングでは、主管部門で一定の見直しが進められている
ものの、入館者の増加に向けた積極的な対策が、必ずしも明らかで
はなかった。
　今後、この施設をどのように活用していくかは、市にとって大きな課
題であり、多額なランニングコストや青少年をめぐる環境変化への対
応など、多面的な検討が必要と思われる。できる限り早期に、広く市
民や有識者も加えた「運営総点検委員会（仮称）」を設置され、抜本
的な検討を進めるべきと考える。
　なお、当面は、本施設で実施されている自主事業に、これまで以上
の創意工夫を凝らし、より一層、児童・青少年など多数の市民に愛さ
れ活用される施設運営を望む。

　保育所入所希望者が増加しており、さ
らに事務の効率化等を進める必要があ
る。

検討･
見直
し

①入所希望者の増加が見込まれ
ることから、引き続き事務の効率
化に努めていく。
②業務のむ性質上、大幅な改革
改善は困難であるが、事務の効
率化に向けた取り組みを継続し
ていく。

18 Ｂ

　待機児童の保護者を含む利用者の声を集めた要望集を作成し、
保護者との共通認識を深める手段にされてはどうか。入所に関し、
近隣市町村との比較でも、十分な成果が上がっているようである
が、多角的な子育て支援が求められる時代であることから、市民満
足度の更なる向上のため、保育サービスのグレードアップ策も試行
してみる必要があるのではなかろうか。
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242 私立保育所事業
児童福
祉部

保育課 S54 -

〔目的〕
　私立保育所の円滑な運営と保育内容の向上を図る
ため、社会福祉法人立等の私立保育所に対し、保育
所運営に必要な人件費及び事務執行諸経費などの
運営費等を助成する。
〔手段〕
　公共性の高い事業を実施した保育園に補助金を支
弁する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

243 家庭保育室事業
児童福
祉部

保育課 S48 -

〔目的〕
　多様な保育ニーズに応えるとともに、待機児童の解
消を図るため、保護者の就労等により保育に欠ける乳
幼児の保育を家庭保育室で行う。また、家庭保育室に
乳幼児を預ける保護者に対し、その負担能力に応じて
保育料の一部を補助する。
〔手段〕
　委託先に補助金を交付する。（代理受領）

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (a) Ｂ

244 保育ステーション事業
児童福
祉部

保育課 H9 -

〔目的〕
　仕事と子育ての両立を支援するため、利便性の高い
駅前に保育ステーションを設置し、送迎保育や一時保
育・育児相談等を実施する。
〔手段〕
　民間活力を活用し、多様な保育ニーズに応えるた
め、運営を社会福祉法人に委託する。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

245
児童福祉法による委託
事業

児童福
祉部

保育課 - -

〔目的〕
　多様化する保育需要に対応するため、管内（市内）
の民間保育園及び管轄外（市外）の保育園に入所を
委託する。
〔手段〕
　委託先に対し、各年齢毎の入所人数に応じた保育
費用を支弁する。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

246 保育所管理事業
児童福
祉部

保育課 S44 -

〔目的〕
　保育所の安全確保と保育環境の向上を図るため、
効果的な施設管理に努める。また、緊急の修繕や年
次計画的修繕を実施し、快適な保育環境の充実を図
る。
〔手段〕
　警備、清掃、防火施設、害虫駆除などの業務を委託
する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

247 保育所運営事業
児童福
祉部

保育課 - -

〔目的〕
　増加傾向にある保育需要に対応するため、良質か
つ適切な保育サービスの提供を行う。また、障がい児
保育、延長保育等の多様な保育ニーズに応えられる
よう、適切な保育所運営の確保に努めるとともに、地
域に開かれた保育所づくりを進める。
〔手段〕
　保育所運営に係る直接・間接経費の充実、適正な就
労形態の維持と資質向上研修などを実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (a) Ｂ

248 保育所改修事業
児童福
祉部

保育課 S44 -

〔目的〕
　施設の構造耐力の低下要因の対策と衛生設備等の
充実を図るため、既存施設（公立保育所の屋根、外
壁、内装、設備）の維持管理を行い、効果的な使用環
境を整備する。
〔手段〕
　施設各部位の耐用年数及び経年劣化状況を把握
し、特に屋根、外壁など直接雨水が浸入する恐れのあ
る部位を重点的に改修する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

249 地域子育て支援事業
児童福
祉部

保育課 H14 -

〔目的〕
　保護者が急用等で保育に困った時やリフレッシュの
ため、一時保育や育児相談を行う。また、地域に根ざ
した子育て支援事業を展開するため、地域子育て
サークル等の育成・支援を行う。
〔手段〕
　保育所内の支援センターにおいて、一時保育や子育
てについての悩みや不安などの相談に経験豊富な有
資格者が対応する。また、月に一度、子育て講座を開
催する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
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外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　保育ニーズは依然として高く、民間保育
園との連携はますます必要である。

検討･
見直
し

①平成２３年度も子育て支援費
用に見合う予算計上を行い、健
全な事業の推進に取り組んでい
く。
②ますます高まる保育需要と子
育て支援の充実のために、効果
的な事業の執行に努めていく。

20 Ｂ

【私立保育所運営改善費補助金】
（内部評価：継続）（外部評価：継続）
　多様化する保育需要の潜在ニーズを、更にきめこまかく定量的に
把握されることが重要である。
また、私立保育所の施設や人員配置の状況について、市民に対し
て分かりやすくPRし事業推進していただきたい。
　保育行政に基づく保育従事者の確保・育成に向けて、時間単位で
の勤務など勤務条件の柔軟化、処遇の改善も求めていく必要もある
のではないか。

　認可保育所と家庭保育室の地域バラン
スを考慮し、家庭保育室の支援を行う必
要がある。家庭保育室制度が若干時代
にそぐわない面もでてきていることから、
制度の見直しもむ考えていきたい。

検討･
見直
し

①企業型の保育室の検討など家
庭保育室制度の見直しを進めて
いく｡
②家庭保育室をはじめとした民
間活力を活用しながら、待機児
童の解消に取り組んでいく。

20 Ｂ

　多様化する保育需要を踏まえ児童の積極的受入体制の整備が必
要であり、また家庭保育室事業の市民へのアピールも大切である。
　保育行政としての方針に基づいた、公立・私立保育所と家庭保育
室のバランスを図る必要がある。

　保育ステーションは女性の社会進出、
共働き家庭の増加に伴い、需要が高まっ
ており、今後も十分な対応が必要であ
る。

検討･
見直
し

①利用状況等の把握と整理を行
い、多様な保育ニーズに対応で
きるよう取り組んでいく。
②今後のサービス需要を把握し
ながら、保育ステーションの増設
の必要性を含め、一層の充実に
向けた検討を図っていく。

18 Ｂ

　事業費は、２ヶ所の保育ステーションへの委託費であるが、利用
ニーズも高く、利用者も増加傾向にあることから、事業継続も必要と
思われる。市が自己負担する一般財源経費も増加傾向にある中、
今後ますます増加する多様なニーズにどう対応すべきか、検討する
必要がある。

　今後も民間保育園を支援することによ
り、入所児童の増加と多様な保育ニーズ
の充実を図る必要がある。

検討･
見直
し

①待機児童解消と高まる保育
ニーズに対応するため、民間施
設との連携を強化する。
②民間保育園への支援を通して
待機児童の解消と多様な保育
ニーズに対応したサービスの充
実を図っていく。

17 Ｂ

　待機児童の解消に向けての取り組みについては、一定の成果を得
られている。さらに一歩すすめ、現在は就労していないが就労への
希望があるなど、届出されていない待機児童の潜在的ニーズを把握
し、保育事業全体の事業計画に反映されることを願う。　公立保育園
の運営については、今後求められるサービスの多様化への対応を
促すような施策の検討をお願いしたい。

　施設の経年劣化が進んでおり、計画的
に維持管理を行っていく必要がある。

検討･
見直
し

①施設の現況把握に努め、安
心・安全な保育施設の維持のた
めに予算の効果的な執行に努め
る。
②施設の老朽化を視野に入れ、
計画的に修繕等を行い、効果的
な予算の執行管理に努めてい
く。

　子育てと就労支援達成のため必要不
可欠な事業であり、引き続き事業の推進
を図っていく必要がある。

検討･
見直
し

①事業実施において大きな割合
を占める人件費の適正な執行に
取り組んでいく。
②費用対効果を検証し、民間保
育園とのさらなる連携強化を図っ
ていく。

19 Ｂ

　受け入れ児童の量的な拡大については、公立保育所の規模拡大
が難しい状況にあることから、民間を積極的に活用すべきである。ま
た、市では、民間で対応の難しい障害児保育、延長保育、地域保育
への貢献に重点を移し、多様な保育ニーズへの対応に期待したい。
　評価表の資源投入量について、保育士等保育所に勤務している
職員の人件費が含まれていないため、正確なコスト把握ができてい
ない。評価数値の記載方法について見直しが必要である。

　施設の老朽化が進む中で、施設の安
全確保を最優先に、限られた予算の効果
的な執行に努める必要がある。

検討･
見直
し

①温暖化対策も見据えながら、
改修に取り組んでいく。
②順次、要改修施設・改修箇所
を選定し、予算の効果的な執行
に努めていく。

20 Ｂ

　公立・私立保育園の設置、家庭保育室との分担など、保育行政全
体を見据えたうえで、公立保育園の今後の役割を定め、中長期的改
修計画との整合を図っていただきたい。成果指標については、改修
計画に対する改修実施率などを設定していただきたい。

　一層拡大するであろう地域子育て支援
へのニーズに対応しつつ、多様な子育て
支援と保育の充実を図る必要がある。

検討･
見直
し

①新たに民間保育園に開設され
る予定のセンター整備を支援す
る。
②新たに整備する保育所（園）へ
の併設を検討し、多様化する子
育て支援の充実拡大を図ってい
く。
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250
学童保育室施設管理事
業

児童福
祉部

保育課 - -

〔目的〕
　安全で快適な保育環境の確保と保育内容の向上を
図るとともに、適正な施設の管理に努め、放課後児童
の健全育成事業の充実を図る。
〔手段〕
　定期的に施設のチェックを行い、専門業者に依頼し
適正な維持管理を行う。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

251 学童保育室運営事業
児童福
祉部

保育課 - -

〔目的〕
　放課後児童の健全育成のため、保護者が就労等に
より昼間家庭にいない小学校低学年の児童に対し、
適切な遊びと生活の場を提供する。
〔手段〕
　学童保育指導員及び臨時職員により対応する。ま
た、一部について私立保育園に委託する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (a) Ｂ

252 学童保育室改修事業
児童福
祉部

保育課 - -

〔目的〕
　児童の安全・衛生面及び施設のバリアフリー化等を
考慮し、フローリング化の改修工事を行い、快適な保
育環境づくりに努める。
〔手段〕
　施設各部位の耐用年数及び経年劣化状況を把握
し、安全・衛生面を重点的に改修を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

253 学童保育室増築事業
児童福
祉部

保育課 S48 -

〔目的〕
　増加傾向にある学童保育室の需要に対応するた
め、学童保育室の建設を行う。
〔手段〕
　学校敷地内または余裕教室の活用を図り、学童保
育室を整備する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

254
民間学童保育室運営補
助事業

児童福
祉部

保育課 S56 -

〔目的〕
　保護者の負担を軽減するため、昼間就労等で保護
者が不在の家庭の小学校低学年または市内の特別
支援学校に通学する障がい児の放課後の健全育成
の場を提供する民間事業者に助成を行う。
〔手段〕
　民間学童保育室を行うものに対して、補助金を交付
する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

255
学童保育室給食扶助事
業

児童福
祉部

保育課 H18 -

〔目的〕
　公立学童保育室に入室している要保護・準要保護世
帯の保護者に対し、経済的負担の軽減を図るため、
給食費を扶助する。
〔手段〕
　就学援助認定世帯及び生活保護受給世帯に扶助す
る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価
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13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　施設の老朽化に対応した効果的な施設
管理が必要である。

検討･
見直
し

①教育委員会等と連携を図りな
がら、安全な保育環境を確保して
いく。
②建築年数と比例し、構造の劣
化は避けられないため、計画的・
効率的な施設管理を行っていく。

21 Ｂ

　公立学童保育室29ヶ所の軽微な修繕など、維持管理を行う事業で
ある。
　学童保育室は、校庭を借用したプレハブ建設保育室、及び校舎の
一部を借用した保育室に大別されるが、特に、プレハブ保育室の老
朽化への対処が課題となっている。
　今後とも、安心・安全の見地に立ち、長期的視点に立った計画に基
づき、適切な管理に努められたい。

　障がい児保育、土曜日開室、保育時間
の延長等の多様なニーズに応えていくた
めには、経費の増加が見込まれるため、
効果的な執行管理の必要である。

検討･
見直
し

①指導員の身分を一般職に切り
替えたこと、また、土曜日保育を
軌道にのせるため、平成２２年度
を通して課題等を把握する必要
がある。
②保育時間の延長や障がい児
保育の拡充の要望に応えるた
め、指導員の効率的な配置等に
努める必要がある。

21 Ｂ

　各地域ごとの学童保育希望者数について年度ごとに増減があるこ
と、また多様化する保育ニーズへの対応など、事業計画を左右する
様々な要因があることは理解できる。
　今後とも、地域のニーズを把握され、民間施設の活用やパート指
導員の活用などに配慮しつつ、変化に対応した柔軟かつ効率的な
事業推進を望む。

　学童保育室は建築年数、入室指導数
の大小により差が生じるが、引き続き安
全確保のために計画的な対応が必要で
ある。

検討･
見直
し

①多様な保育ニーズに対応する
ため、児童数を勘案しながら施設
の改修を行っていく。
②施設の老朽化が進む中、大規
模な改修も予想されることから、
建て替えも視野に入れた効果的
な対応を図っていく。

21 Ｂ

　公立学童保育室29ヶ所の施設の大規模改修を目的とした事業で
ある。
　施設が老朽化する中で、これまで以上に学校施設等既存施設の
有効活用を図り、市全体としての効率化を進められることを期待す
る。
　なお、学童保育室施設管理事業（250）と管理対象が同一であるこ
とから、両事業の統合について検討されることを望む。

　待機児童解消のため、長期的に入室希
望の多い小学校区の学童保育室の整備
を早急に進める必要がある。

検討･
見直
し

①待機児童が多く余裕教室利用
が見込めないなど他の方法がな
い小学校区の保育室の増築を実
施する。
②教育委員会等の関係機関と調
整を行いながら、長期的な待機
児童の把握に努め効果的な施設
整備を行っていく。

22 B

　市立小学校に通学する低学年の児童について、帰宅後に保護者
が就労等の事情により保育することができない場合、保護者に代
わって保育する場所である学童保育室の増築を行う事業である。
　学童保育室への入室需要増加に対応するための増改築事業であ
ることから、待機児童数がどのくらい解消したのかを成果指標に設
定し、増改築の計画管理を行う必要がある。
　越谷市では、学童保育室のあり方について「公設」を基本としなが
ら、その都度、「公営」か「民営」かを検討しているとのことであるが、
市民に理解されるだけの根拠が必要である。
　公設民営と公設公営とのコスト比較、保育所運営に係る経費に対
する保育料収入の寄与度、月額保育料の適正価格等についてコス
ト分析がなされておらず、全般的にコスト意識が希薄である。
　市民ニーズが高く、必要性の高い事業であるだけに、より厳しい姿
勢で事業に取り組まれたい。

　公立学童保育室の一層の充実を図る
必要がある。

検討･
見直
し

①入室希望者が多く見込まれる
ことから、事業充実を図り継続的
に取り組んでいく。
②入室児童の推移を把握し、公
立と民間とのバランスのとれた運
営を推進していく。また、民間事
業者の一部の高齢化が進んでい
ることから、公立化に向けた検討
も進めていく。

22 B

　民営の学童保育室に対して、その運営を支援するために補助金を
交付する事業である。
　越谷市の基本姿勢として「公設」を基本としながら、その都度、「公
営」か「民営」かを検討していることを踏まえながら、民間学童保育室
及び同入室児童数を毎年減少させていく活動指標・成果指標の設
定が必要である。
　補助金額の算出に用いている「補助対象児童1人につき月額
10,000円」については、「公設公営の保育室運営経費を入所児童数
で除した児童1人当たりの経費から、児童1人当たりの月額保育料収
入額分を減じた額」を基に積算しているとのことであるが、公設公営
よりも高い月額料金を徴収している民営の保育室があることも踏ま
え、受益者負担の公平性の観点や、サービス内容、社会情勢等を
考慮した上で、補助単価（10,000円）の妥当性を検証し、必要に応じ
て見直しを実施するなどの対策が必要である。
　また、補助金交付に対する市民理解を継続的に得るためにも、公
設公営と公設民営とのコスト比較を早急に実施されたい。
　そのためにも、補助金交付先民間事業者の財務状況や保育室の
運営体制の把握などについて、積極的に取り組まれたい。
　このほか、官民相互の情報交換を行い、双方が持つ運営のノウハ
ウを共有することにより、より充実した保育サービスの提供に努めら
れたい。

　扶助費の支給基準である就学援助基
準の周知を図り、扶助していく必要があ
る。

検討･
見直
し

①民間学童保育室利用者につい
ても扶助対象とするかを検討して
いく。
②保護者の一部負担も含めた
ニーズ調査を行い、充実した給
食の提供を図っていく。

19 Ｂ
　民営の保育室に対する扶助は行われておらず、公平性の面で課
題が残ると思われる。民営保育室についても、同様に扶助の必要性
を調査検討していただきたい。
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256 新方保育所建替事業
児童福
祉部

保育課 H20 H22

〔目的〕
　低年齢児の定員増、待機児童解消と多様な保育
ニーズに対応すべく、新方保育所を整備する。
〔手段〕
　建て替えによる施設規模の拡大を図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

257 病後児保育事業
児童福
祉部

保育課 H18 -

〔目的〕
　仕事と子育ての両立を支援するため、病気回復期に
あり、家庭での保育が困難な乳幼児・児童を一時的に
保育する。
〔手段〕
　病気回復期にあり、保護者等の都合で、家庭での保
育ができない児童を保育する。

高 高 低 高 (a) (b) (b) (a) (b) Ｂ

258
廃棄物減量等推進審議
会運営事業

環境経
済部

環境資
源課

H5 -

〔目的〕
　廃棄物の減量及び資源化を推進する。
〔手段〕
　廃棄物減量等推進審議会を開催し、総合的な廃棄
物の減量等に関する事項を審議する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

259
廃棄物減量等推進員事
業

環境経
済部

環境資
源課

H18 -

〔目的〕
　市と市民の協働により、廃棄物の減量及び資源化を
推進する。
〔手段〕
　各自治会から推薦を受けた方を廃棄物減量等推進
員として委嘱し、家庭ごみの適正な処理方法の普及
啓発を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

260 分別収集普及事業
環境経
済部

環境資
源課

H18 -

〔目的〕
　正しい分別の普及啓発と分別方法の徹底を図る。
〔手段〕
　ごみ収集カレンダーを作成し、全世帯に配布するとと
もに、各集積所にカゴやネット等を配布する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

261 可燃物収集運搬事業
環境経
済部

環境資
源課

S33 -

〔目的〕
　一般家庭から排出される可燃ごみの収集運搬業務
を効率的に行う。
〔手段〕
　越谷市全域を週２回（月・木）（火・金）（水・土）の３
コースに分けて、各家庭から排出される可燃ごみを定
期的に収集する。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

262 資源物等収集運搬事業
環境経
済部

環境資
源課

H18 -

〔目的〕
　家庭から排出されるごみの減量及び資源物の有効
活用を促進する。
〔手段〕
　ごみ集積所に排出される資源物（古紙類、ペットボト
ル、びん、古着類、白色トレイ、危険ごみなど）を定期
的に収集し、施設に搬入する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

263 粗大ごみ収集運搬事業
環境経
済部

環境資
源課

H3 -

〔目的〕
　市民の生活環境を維持するため、各家庭から排出さ
れる粗大ごみを収集する。
〔手段〕
　不燃ごみの収集区域ごとに収集日を指定し、自宅及
びごみ集積所にて家庭から排出される粗大ごみを迅
速かつ確実に収集し、リサイクルプラザに搬入する。

高 低 低 高 (a) (b) (a) (a) (b) Ｂ
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【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　事業は計画されたとおり進捗してること
を確認された。また、今年度においても、
計画通り事業が竣工する予定である。

終了
(平成
22年
度)

　多様な保育ニーズに対応するため、病
児保育の検討を進めていく必要がある。

検討･
見直
し

①病児保育の実施に向け医師会
等との調整を進めていく。
②病児保育の実施に向けた検討
を進めていく。

　一般廃棄物の減量等の施策に関する
コンセンサスを形成していく場として、審
議会をより積極的に活用していく必要が
ある。

検討･
見直
し

①一般廃棄物処理基本計画の
改定や、家庭ごみの有料化及び
事業系一般廃棄物（不燃ごみ）処
理手数料の見直しに向け、審議
会を開催する。
②ごみの減量及び資源化を推進
するため、審議会を積極的に活
用していく。

　廃棄物減量等推進員制度に対し、自治
会間において認識の違いがある。

検討･
見直
し

①推進員の未選出自治会に対
し、廃棄物減量等推進員制度に
よるこれまでの実績等を説明しつ
つ推進員の選出の協力を求めて
いく。
②市内の全自治会において、廃
棄物減量等推進員員制度の理
解を得て、一般廃棄物の減量及
び資源化のより一層の推進を
図っていく。

19 Ｂ

　家庭ごみの適正な処理方法の普及・啓発活動に向けた推進員の
役割は大きい。
　推進員が動きやすい環境作りを行うとともに、新たにオープンする
リサイクルプラザ啓発棟の有効利用と合わせて、推進員の啓発活動
を計画的に行っていくことが重要である。

　ごみ収集カレンダーを全戸配布してい
るが、紛失などにより再配布が増加し、
印刷部数が増加していること
　ごみ集積所が増加傾向にあること

検討･
見直
し

①ポスティング方法を検討し、配
布精度の向上を図る。
②現状のポスティング方法の精
度向上を含め、ごみ収集カレン
ダーの配布方法を検討する。
現状のごみの収集方法であるス
テーション方式の見直しを含め、
ごみ出し方法を検討する。

　ごみ集積所が増加傾向にあり、収集に
時間がかかること

検討･
見直
し

①ごみ集積所に排出される事業
系ごみの指導徹底
②現状のステーション方式の見
直しを含め、ごみ出しの方法を検
討する。

21 Ｂ

　可燃ごみ分別の不徹底によるコスト増大の対策として、有料化を
検討中とのことであるが、効果が期待できると思われる事業につい
ては、早期に結論を出し、実施に移すべきである。
　また、事業系ごみの出し方については、今後とも現場パトロールの
強化などを通して、きめ細かい対応をとられたい。

　現状の分別方法の普及と、より効率的
な分別方法の検討

検討･
見直
し

①資源物の分別方法の普及する
ことにより、更なる減量を図る。
②資源物の排出状況を見極め、
より効率的な収集体制の検討を
行う｡

　申込み受け付け体制の整備と併せた
一体的なシステムの構築による事務の
簡略化

検討･
見直
し

①平成２１年９月から収集料金の
シール化（前払い制）により現金
の収受がなくなったが、シールの
不貼付や過不足などに対する対
応が増加し、さらに交通事情が
変動し収集に時間が係る状況で
あることから、委託料の算定根拠
の見直し。
②パソコンと連動した受付システ
ムの構築により、効率的な収集
業務の発注方法を検討する。

20 Ｂ

　事業内容は、粗大ごみの収集及び処理場への搬入であり、その点
においては適切な外部委託である。
課題は、①リサイクル率アップ、②減量化、③手続の効率化である。
　①②については市民へのアピール、③は粗大ごみ処理券有料
シールの採用や、パソコンシステムを活用した事務処理の導入の推
進を期待する。
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264
公共施設廃棄物処理事
業

環境経
済部

環境資
源課

- -

〔目的〕
　市の公共施設から排出されるごみを適正に処理す
る。
〔手段〕
　可燃ごみは週２回の定期収集（東埼玉資源環境組
合に搬入）、資源物等（びん・缶）、不燃ごみ、危険ご
みは隔週１回（越谷市リサイクルプラザ）

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

265 動物死体収集事業
環境経
済部

環境資
源課

S61 -

〔目的〕
　公衆衛生を維持すること。
〔手段〕
　専門業者へ委託することにより、道路や敷地内に放
置された野良の動物死体及び飼い動物の戸別有料
収集・処理を行う。

高 低 高 高 (c) (b) (a) (b) (b) Ｂ

266 環境美化事業
環境経
済部

環境資
源課

- -

〔目的〕
　地域の快適な生活環境を確保し、清潔できれいなま
ちづくりを図る。
〔手段〕
　ポイ捨て及び飼い犬のふんの放置防止や不法投棄
物、清掃活動等により集められたごみの収集・処分を
行うとともに、不法投棄の恐れがある箇所等に啓発看
板を設置する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

267 し尿収集事業
環境経
済部

環境資
源課

- -

〔目的〕
　生活環境の保全と公衆衛生の向上を図る。
〔手段〕
　一般家庭等から排出されるし尿を業者に委託して定
期的に収集運搬を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

268
最終処分場維持管理事
業

環境経
済部

環境資
源課

H2 -

〔目的〕
　一般廃棄物最終処分場の安全を確保する。
〔手段〕
　地下水の水質検査を月１回、各種機器の保守点検
及び運転管理を月８回の巡回管理方式で、維持管理
を行う。

高 低 高 低 (b) (d) (a) (b) (b) Ｂ

269 破砕物等搬出事業
環境経
済部

環境資
源課

H18 -

〔目的〕
　一般家庭から排出される不燃ごみ、缶、びん類、粗
大ごみを再資源化するため、リサイクルプラザ資源化
施設において選別・破砕処理を行った後の残渣や、不
法投棄により回収した家電リサイクル法対象機器、そ
の他の処理困難物をそれぞれの処分場に運搬する。
〔手段〕
　リサイクルプラザ資源化施設から出たものを、それ
ぞれ業者に委託し、可燃物は東埼玉資源環境組合に
運び、不燃物等は、それぞれの処理施設に運ぶ。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　可燃ごみの更なる分別・減量を図る
検討･
見直
し

①可燃ごみに混入している古紙
類の分別徹底
②各公共施設における分別方法
の徹底を図り、資源物としての収
集量を増加させる。

21 Ｂ

　ごみの15種類分別に対する効果は期待できるが、分別を徹底させ
ることがポイントとなる。
　継続的に周知を図り、減量とリサイクル化に対する具体策を策定し
推進していただきたい。

　ペットの動物死体の処理方法が周知さ
れていない。

検討･
見直
し

①越谷市斎場や民間ペット霊園
を利用した飼い主の責任による
個別火葬の推奨
②ペットの動物死体については、
市民全体が利用する事業ではな
いため、個別での処理方法の周
知を検討していく｡

18 Ｂ

　飼い主がいる動物死体については、市民感情から、市の斎場で扱
うようにすることを検討するか、現行3,500円の受益者負担額の増額
を検討していただきたい。年間2,000体もの動物死体を処理し、1,000
万円の経費が使われていることについて、市民のご意見を確認した
い。路上放置の動物死体の処理は現行のままでも止むをえないと思
われるが、動物を愛護する気持を啓発することを望む。

　不法投棄防止のためのパトロール及び
監視の強化
　環境美化意識の啓発

検討･
見直
し

①定期的な不法投棄パトロール
の実施及び、道路や公園などの
施設管理者による管理の徹底。
自治会による地域清掃を支援し
ていくことにより、環境美化意識
の啓発を図る。
②不法投棄対策のための体制強
化（警察ＯＢの採用など）

19 Ｂ

　ごみの不法投棄、タバコのポイ捨て等、住民のモラル向上対策は
重要課題である。
　新たに制定される路上喫煙禁止条例に期待するところは大きい。
　不法投棄防止のパトロール継続とともに、自治会やボランティア清
掃団体の環境美化活動への支援の拡充を図る必要性も考えられ
る。

　公共下水道接続区域の拡大及び合併
処理浄化槽の普及により、し尿収集世帯
が年々減少している。

検討･
見直
し

①平成２３年度は、大規模災害
時に対応可能な収集車両台数に
ついて検討する。
②今後は、委託料の算定方法に
可燃ごみ等の委託料の算定方法
を取り入れることを検討するとと
もに、大規模災害時に対応でき
る体制の確立を図る。

20 Ｂ

　対象世帯は2,800程度と多くはないが、現状では継続が必要な事
業である。今後検討すべきものとして浄化槽設置の推進があるが、
補助金額のアップがどの程度効果的かを調べる必要がある。また、
同時に市民への周知も欠かせない。
　なお、災害時の対応については、危機管理課の防災施設整備計
画担当との協議も必要と思われる。

　月８回委託している浸出水処理施設の
点検結果に従い、機械の修繕をし、常に
適正基準の水質を保てるように維持管理
を行う。

検討･
見直
し

①一般廃棄物最終処分場の安
全性を確保するため、各機器の
保守管理や水質検査など維持管
理を図っていく。
②点検結果に従い、施設を維持
するために、計画的に修繕等を
図っていく。

21 Ｂ

　本事業は、委託事業として行っている。水質検査は重要であり、万
一ミスがあると、将来取り返しのつかない事態にもなりかねない。
　現在、検査は職員立会いのもとで行われているが、結果報告にお
いては環境資源課のチェック基準をマニュアル化するなどし、チェッ
ク漏れ防止及びノウハウの伝達を考慮すべきである。

　不法投棄や処理困難物の廃棄にかか
る処理委託費の削減を図る必要がある。

検討･
見直
し

①更なる分別・資源化を徹底し、
可燃・不燃破砕物及び処理困難
物等の搬出量の減少を図ってい
く。
②不法投棄防止パトロールや、リ
サイクルプラザ啓発施設での効
果的な啓発・啓蒙を図り、より一
層のごみ減量を図っていく。

20 Ｂ

　破砕可燃物等を処理場へ搬入する事業であり、搬入の外部委託
は適切である。
　課題としては、事業費の80%を占める不法投棄物や乾電池等の廃
棄にかかる処理委託費の削減である。解決には、市民の理解が求
められるので、より効果的なＰＲ活動を行い、ごみの減量に努力して
いただきたい。
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270
リサイクルプラザ啓発施
設管理事業（修理再生
等啓発事業）

環境経
済部

環境資
源課

H20 -

〔目的〕
　ごみの減量、リサイクルの啓発を図る。
〔手段〕
　リサイクルプラザで年５回行うリユース展やリサイク
ル工作教室などを実施し、ごみの減量や再使用・再利
用を市民に促す。

高 低 高 高 (b) (c) (a) (b) (b) Ｂ

271 粗大ごみ受付業務事業
環境経
済部

環境資
源課

H3 -

〔目的〕
　粗大ごみ戸別有料収集の事前申込みの受付
〔手段〕
　電話による収集申込みが年間約３０，０００件あり、こ
の受付を迅速に行う。

高 低 低 低 (b) (b) (a) (a) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　再使用・再生利用の意識の高揚を図る
とともに、ごみの減量やごみ処理経費の
節減を図る必要がある。

検討･
見直
し

①一般市民だけでなく、市内小
学校・公共施設・各種団体に対し
て、より一層の広報活動を行う同
時に、リユース展や講座の充実
により、市民の意識啓発を図ると
ともに、ごみの減量やごみ処理
経費の節減を図る。また、来館者
を増やすため、もっと便利に利用
してもらえるよう交通手段につい
ても検討する。
②市民のニーズを把握し、より充
実した事業を行うとともに、ボラン
ティアの充実を図る。

22 C

　廃棄物の減量及び廃棄物の適正な処分を行い、生活環境を清潔にするこ
とにより、良好な生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的とし
て設置された、「越谷市リサイクルプラザ」において、ゴミの減量やリサイクル
等の普及啓発を行う事業である。
　しかしながら、本事業の目的については、普及啓発に留まらず、ゴミの減量
や再使用・再生利用について、市民が自ら率先して行動できるところまで次
元を高めることが求められており、具体的な事業内容の妥当性について検証
を行うべき点が見受けられる。
　平成19年度の施設開館以降、来館者数は増加しているが、啓発活動の結
果として、ゴミの減量や再使用・再生利用が進んだか否かが判断できないた
め、適切な成果指標の設定が必要である。活動指標として「自主事業の実施
回数」、「自主事業の参加率（参加者数/募集人員）」、「修理再生品の製作台
数」などを、成果指標として「自主事業実施回数目標の達成率」、「自主事業
参加率の達成率」、「ごみの減少量」、「修理再生品の製作台数目標に対する
達成率」、「修理再生品の販売台数又は販売額」等を設定することを検討され
たい。
　リユース展及びリサイクル教室については、一定規模の収入、ゴミ減量、リ
サイクルに関する普及啓発に大きく寄与しており、効果のある事業として認め
られるが、これらの業務に対する従事時間を積算して正規・臨時職員の業務
量が年間2.07人は過大ではないか。あるいは、他の事業への従事時間が、
本事業への従事時間として積算されている可能性はないか。いずれにして
も、人工の積算が不明確であり、市民から見た場合「人件費の割合が大き
い」と認識される可能性が高い。今後は、事業の進め方においてボランティア
の活用や市民団体との連携などを積極的に進め、業務効率化を図る必要が
ある。
　根拠法令である、廃棄物の処理及び清掃に関する法律は、本事業内容に
制約を課するものでないため、目的を絞った事業推進とコスト削減の方策を
真摯に考える必要性がある。特に、図書コーナーについては、有効に活用さ
れているとは言いがたく、より効果的な活用に向けて、具体策を早急に講じる
必要が高い。
　啓発活動の効果はすぐに現れるものではないが、「箱物行政」との批判を
受けないよう、ボランティア団体や市民ひとりひとりへの働きかけ、協働によ
る事業推進など、地道な啓発活動に努められたい。
　なお、事務事業評価が細分化されていることにより、市民からみて事業の
全体像や背景が見えにくいため、事務事業のくくり方について見直しを行い、
事業内容やその成果が市民からみて分かりやくなるように改善する必要が
ある。

　申込み受け付け体制の整備と併せた
一体的なシステムの構築による事務の
効率化

検討･
見直
し

①申込み受付時に手書き伝票に
より処理しているが、これをパソ
コンと連携した処理システムの導
入により効率化を図る。

17 Ｂ

　粗大ごみに関する問合せについては、インターネット等の活用によ
り事業内容を広報し、事前に市民の理解を得られる方法を検討す
る。また、運搬費は一律にするなど、事業内容を単純化し、業務全
体を標準化することにより市民にとってわかりやすく、また業務の実
施にあたっても効率化することを願う。申し込み受付については、県
の電子申請システムでの受付が実施されているが、さらに申し込み
方法の説明を表示しながら入力できる機能追加を検討するなど、市
民からの問合せ対応に効率よく対応できる方法の検討を望む。
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272

ﾘｻｲｸﾙﾌﾟﾗｻﾞ資源化施
設管理事業（不燃ごみ
収集等事業＋ﾘｻｲｸﾙﾌﾟ
ﾗｻﾞ施設管理費）

環境経
済部

環境資
源課

H18 -

〔目的〕
　廃棄物の資源化及び減量を図る。
〔手段〕
　資源化施設に搬入される粗大ごみや不燃ごみなど
を効率的に処理し、資源物を選別するため、運転管理
等を委託することにより、資源化施設の維持管理を行
う。

高 低 高 高 (b) (b) (a) (b) (b) Ｂ

273
東埼玉資源環境組合負
担金事業

環境経
済部

環境資
源課

S36 -

〔目的〕
　東埼玉資源環境組合において、越谷市、草加市、八
潮市、三郷市、吉川市並びに松伏町の5市1町の家庭
から排出される可燃ごみ、伐採枝、し尿及び浄化槽汚
泥を適正に処理する。
〔手段〕
　越谷市、草加市、八潮市、三郷市、吉川市並びに松
伏町の5市1町で負担金を支払う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

274
資源回収奨励補助金交
付事業

環境経
済部

環境資
源課

H1 -

〔目的〕
　ごみの減量化による処理経費の節減及び資源の有
効利用に対する市民意識の高揚を図り、併せて地域
コミュニティづくりを促進する。
〔手段〕
　自主的な資源回収を行う市内の地域住民で組織す
る団体に対し、回収量に応じて補助金を交付する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

275
家庭用生ごみ処理機器
購入費補助事業

環境経
済部

環境資
源課

H12 -

〔目的〕
　家庭から排出される生ごみの減量及び資源化を促
進する。
〔手段〕
　生ごみ処理機器を購入する世帯に対し、補助金を交
付する。

高 高 高 高 (b) (a) (b) (b) (b) Ｂ

276
合併処理浄化槽普及事
業

環境経
済部

環境資
源課

S63 -

〔目的〕
　公共用水域の水質汚濁の防止と環境衛生の向上
〔手段〕
　市街化調整区域に居住用の生活排水設備として合
併処理浄化槽を設置する者に対し、補助金を交付す
る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　建物設備保守管理を計画的に行ってい
く必要がある。

検討･
見直
し

①搬入される粗大ごみや不燃ご
みなどを効果的に処理するた
め、機器類の保守管理など適正
に運転管理等を図っていく。
②施設や設備を維持するため
に、計画的に施設や設備機器類
の維持管理・修繕等を図ってい
く。

22 C

　廃棄物の減量及び廃棄物の適正な処分を行い、生活環境を清潔にすることに
より、良好な生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図ることを目的として設置さ
れた、「越谷市リサイクルプラザ」の施設管理、及び不燃ごみの収集等を行う事業
である。
　施設管理については、目的と手段の設定が曖昧である。「目的:廃棄物を効率的
に処理し、資源物を選別することにより、廃棄物の資源化及び減量化を図る」、
「手段:運転管理等を専門の知識を有する者に委託することにより施設の適正な
維持管理を行う。」とするなど、再度、事業目的の設定から検討する必要がある。
　また、活動指標や成果指標も不適切な状態となっていることから、活動指標に
ついては「廃棄物の処理（選別）能力（52t/日）」、「運転トラブルの発生回数」など
を、成果指標についても「搬入された廃棄物の資源化率（資源化できた廃棄物/
搬入量）」、「ゴミの減少量」などを指標として設定することを検討されたい。
　業務委託契約については、市の方針により長期継続契約が導入されており、単
年契約を行った場合とのコスト比較も実施されている。今後も、契約更新時には
単年契約とのコスト比較を着実に行い、コスト削減に努められたい。なお、清掃業
務については仕様書の再検証を行い、施設の稼働状況や利用率に見合った業務
内容とすべきである。
　施設維持管理における修繕の計画・見通しについては、運転管理委託先より提
言を受け、耐用年数や稼働率から修繕の必要性を決定しているとのことである。
また、委託事業者と市職員で構成される定例会議も月1回開催するなど、委託事
業者との間で情報を共有するための体制も確保されている。修繕の計画・見通し
については、今後も職員が主体性を持って積極的に関与し、効率的な修繕の実
施に努められたい。
　経年とともに増大する修繕費用の緩和対策として有効である、不具合が生じる
前に修繕を行う「予防保全」については、既存の業務委託契約の中で実施してい
るとのことであるが、より効率性を高めるため、建築ストックマネジメントの導入に
ついて検討に着手されたい。
　なお、ごみの資源化や分別作業等を委託しているにもかかわらず、人件費の金
額が大きいことについては、今回のヒアリング（再ヒアリングを含む）で明確な説
明を得られなかった。人件費の積算根拠や事業の運営体制について、市民に対
してわかりやすい説明ができるように整理されたい。同時に、作業内容の整理･効
率化を進め、重複する作業については他の事業との一本化を行うなどして、人件
費を削減する必要があると考える。
　さらに、既存の関係審議会の活用も念頭におきつつ、外部有識者を加えた、リ
サイクルプラザの運営体制や事業内容の妥当性を検証するため組織（運営委員
会）の設置を検討されたい。
　不燃ごみ収集等事業については、コスト削減に向けた取り組みを強化するほか、
普及啓発による更なるゴミの減量に向けた取組を進められたい。
　本事業は、市民からの注目度も高い環境関連事業であるため、事業内容につ
いて市民へのわかりやすい説明とともに、効率的・効果的な事業運営に努められ
たい。

　越谷市、草加市、八潮市、三郷市、吉
川市並びに松伏町の5市1町の家庭から
排出される可燃ごみ等が、東埼玉資源環
境組合において、適正に処理がされてい
ることから事業内容は適正であると思わ
れます。

現状
維持

①平成23年度から雑紙などの分
別収集の徹底に取り組んでいく。
②事業系ごみの家庭系ごみへの
混入を防止するために、事業所
への啓発を図っていく。

　少子化による子供会活動の縮小や高
齢化による自治会活動の縮小など、資源
回収団体の回収活動の減少が懸念され
る。

検討･
見直
し

①自治会や子供会などの資源回
収団体に対し、雑紙回収へ取り
組むよう意識啓発を図っていく。
②補助金額について、資源物の
買取価格や近隣自治体の動向を
見ながら、適正な補助額のあり
方について検討を行っていく。

18 Ｂ

　リサイクル活動の促進とごみ減量に回収奨励補助金を交付するこ
とは大変有効な事業と思料する。ごみ処理経費１キログラム当たり１
７円に対し、８円の補助金も妥当と考える。将来、補助金額の単価の
見直しが考えられるが、単位当たりのごみ処理経費の大幅な縮減が
なされる場合は別として、補助金が地域社会コミュニティ育成に活用
されている点も考慮していただきたい。

　生ごみ処理機器の普及がすすまない。
検討･
見直
し

①家庭への生ごみ処理機器の設
置についての更なる普及促進
②生ごみ処理機で堆肥化したも
のの有効利用策の検討

19 Ｂ

　生ごみ収集は市民生活にとって不可欠な事業である。単に、「生ご
み処理機器購入費の補助」の周知活動にとどまらず、家庭での生ご
みの処理が、市全体の生ごみの減量、ごみの資源化に有意義であ
ることについて、積極的に啓発されることを期待する。

　合併処理浄化槽の設置工事には、多
額の費用がかかるため、し尿汲み取りや
単独浄化槽からの転換が進まない状況
にある。

検討･
見直
し

①し尿汲み取りや単独処理浄化
槽から合併処理浄化槽への転換
を促進するため、広報紙やホー
ムページ等による制度の周知徹
底を図る。
②新築住宅について合併処理浄
化槽の設置が義務付けされてい
ることから、新築住宅における補
助金の交付の廃止を検討すると
ともに、転換促進の観点から転
換部分について更なる補助金の
上乗せのため、国、県に対して上
乗せの要望をしていく。

16 Ｂ 　補助金のみではなく、残額の融資も検討され普及をめざされたい。
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277 環境審議会運営事業
環境経
済部

環境保
全課

H12 -

〔目的〕
　環境条例第２５条に基づき、市長の諮問に応じ、環
境の保全や創造に関する基本的事項及び重要事項を
調査審議する。
〔手段〕
　環境審議会は、商工団体・農業団体を代表する者お
よび学識経験者ならびに公募による市民15人で構成
する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

278 環境保全推進事業
環境経
済部

環境保
全課

H12 -

〔目的〕
　地球温暖化対策等の環境保全事業を推進する。
〔手段〕
　地球温暖化対策実行計画を２１～２２年度の２ヵ年
事業で策定する。
　環境大会の開催や「環境ファミリー宣言」「ECOこし
がや推事業所宣言」等を推進し、市民・事業者への環
境啓発事業を実施する。　また、太陽光発電施設や雨
水貯留槽設置者に対する助成、風力発電の業務委託
等の環境施策を推進する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

279
自然保護事業【ふるさと
いきもの調査事業】

環境経
済部

環境保
全課

H12 -

〔目的〕
　市内に残された自然を保全する。
〔手段〕
　市民との協働で、身近な場所に多様な生き物が生息
できる良好な空間と、自然とのふれあいの場を確保す
ることにより、自然環境に関する啓発を図る。　尚、ふ
るさといきもの調査事業は、5年ごとに実施する事業の
ため、20年度で当面事業終了。次回調査は平成24年
度の予定。

高 高 高 高 (b) (a) (b) (b) (b) Ｂ

280 大気・水質対策事業
環境経
済部

環境保
全課

H13 -

〔目的〕
　公害の未然防止および市民の生活環境を保全す
る。
〔手段〕
　関係法令に基づき、大気や公共用水域に係る環境
測定を実施するとともに、排出基準等規定されている
特定施設に対しては立入調査等を実施し規制基準を
遵守するよう指導を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

281 生活環境対策事業
環境経
済部

環境保
全課

- -

〔目的〕
　日常感じる騒音・振動・悪臭等の感覚公害を未然に
防ぐとともに、すでに発生している事案に対しては、速
やかに問題解決に取り組む。
〔手段〕
　開発時等に事前指導を行い感覚公害の未然防止に
努めるとともに、発生源に対しては立入調査・測定等
を実施し現状を把握したうえで適切な指導を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　市長の諮問に応じ、環境に関する基本
的事項及び重要事項を審議し答申してい
る。

現状
維持

　地球温暖化対策実行計画（区
域施策編）の策定、および環境
管理計画の改定に関し、市長か
ら諮問を行っており、２３年度は、
その審議のため５回程度の開催
を予定している。

　地球温暖化対策実行計画の策定に伴
なう各種施策の設定および進行管理

検討･
見直
し

①平成２２～２３年度の2ヵ年事
業で環境管理計画の改訂に取り
組んでいく。
②環境管理計画および地球温暖
化対策実行計画（区域施策編）
に基づく、環境施策を推進してい
く。

22 B

　地球温暖化対策等環境保全を推進するための事業であり、その手段として
市民・事業者への環境啓発事業を実施するとともに各種助成や委託等により
環境施策に取り組んでおり、必要性は高い。
　近年、環境問題は重要視されており、環境問題を解決するためには市民の
環境に対する理解と意識が不可欠である。市民、事業者の環境意識の向上
を図るために、環境ファミリー宣言登録者を増やそうとする試みは評価でき
る。また、「ECOこしがや推進事業所宣言」の企業には、市ホームページで公
表するなど企業が登録を促される仕掛けがされていて評価できる。
　本事業は、環境保全課において担当する業務の多くを包含しているため、
企画、調整等に多くの人工が投入されている実情がある。しかし、業務内容
を精査、分析することによって、必ずしも正規職員が従事する必要のない作
業を見出すことも可能である。これらの作業を、正規職員の代わりに臨時職
員に担当させるなどの対策によりコスト削減意識をもって本事業に取り組ん
でいただきたい。
　現行環境管理計画における取組項目は、大気汚染、水質汚染、土壌汚染、
生物多様性等多岐にわたり、現時点において目標に対する達成状況、進捗
度を一覧で確認できる構成にはなっていない。環境管理計画は、環境共生の
まちづくり推進の基本計画であり、行動計画であることから、市民に分かりや
すい計画にする必要がある。このため、現在、2か年事業として策定中の次
期環境管理計画については、大気汚染、水質汚染、土壌汚染、生物多様性
等の各個別項目ごとの目標値、目標達成に向けたスケジュール、主たる実
施主体等を明確化した計画とすることが望ましい。さらに、計画実施後は、市
民が見て、現在、目標に対してどれくらいの進捗状況にあるのかを項目別に
一目で分かるような一覧表をホームページに掲載し、定期的に更新する等の
工夫をして、市民・事業者総ぐるみによる環境保全推進に努めていただきた
い。
　活動指標として、「ECOこしがや推進事業所宣言　登録企業数」「太陽光発
電・雨水貯留槽の助成件数」の追加を提案したい。

【雨水貯留槽設置費等助成金】（内部評価：継続）（外部評価：一部終期設定）
　浄化槽転用雨水貯留施設設置費等助成金は交付件数が年々減少傾向に
あること、最近でも交付件数が少ないことから、状況を見ながら数年のうちに
終期を定めて廃止し、貯留槽設置雨水貯留施設設置費のみの助成へと補助
メニューを簡素化すべきである。なお、浄化槽転用雨水貯留施設設置費等
助成金終期設定に当たっては、全市における公共下水道普及状況について
下水道課、治水課等の担当部局から意見を聴取し、具体的な終期を定めら
れたい。

　事業の必要性の啓発
検討･
見直
し

①傷病野鳥保護制度の推進およ
び第４次ふるさと生き物調査に向
けた取組みの推進
②自然保護に関する啓発事業の
推進

21 Ｂ

　担当課が総合評価を「B」とした背景には、河川の汚れ等の認識が
あり、本事業の事業目的を広い視野で認識された結果と考える。活
動の成果指標として、ビオトープの設置累計数等を設定することも考
えられる。
　また、5年毎に発刊している「ふるさといきもの調査資料編」や10年
毎に発刊している「いきもの発見図鑑」は、観光推進事業等と連携
し、市内散策コースのガイドにも活用できるものである。本事業の成
果を、市民へ向けてさらにアピールするとともに、市民サービスの一
層の向上に向けて他主管部署との連携強化を図られたい。

　県からの委譲事務等業務内容の増大
に伴い、所管事務の質的向上が必要で
あると思われる。また、当該事務におけ
る特定工場等の立入調査の充実を検討
する。

検討･
見直
し

①越谷市としての市民ニーズの
理解を得るべき環境レベルの達
成維持の検討と今後に予想され
る環境問題への取り組み体制を
決定するため、工場等の監視と
立入調査を行っていく。
②①の達成に向けた人材育成
（職員の専門的知識の向上等）
や物質的な対策（公害測定機器
の充実等）を計画的に行う。

　近年環境問題が重要視されている中、
特に住工隣接している地域にあっては生
活環境問題は解決が難しい状況が続い
ている状態である。今後何らかの対策を
検討する必要があると思われる。

検討･
見直
し

①住民と工場等の共生を目的と
した事業所等設置時の指導に重
点を置き、今後の生活環境保全
を図っていく。
②住民と工場等が共生できるよ
う相互理解（コミュニケーションの
場を設ける）等の対策を図ってい
く。

21 Ｂ

　感覚公害の分野で、やむなく対応が後手に回ることはあるものの、
快適な生活環境を守るうえで必要不可欠な事業である。
　成果として「苦情解決率」を設定しているが、分かりやすい指標とし
て評価できる。また、住工隣接地の騒音問題において、当事者同士
の話し合いの場を設けるなど、工夫もうかがえる。
　今後も、開発指導課との連携を強化し、事業者から提出される事
業設置計画書等に対するチェックを欠かさず、問題発生防止に役立
てていただきたい。
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282 防疫活動促進事業
環境経
済部

環境保
全課

S33 -

〔目的〕
　市民の保健衛生の向上に資するため、地区におけ
る自主的な防疫及び環境衛生整備活動を支援し、感
染症の予防を図り、快適な市民生活を確保する。
〔手段〕
　自冶会が自主的に実施する防疫及び環境衛生活動
に、乳剤、油剤、殺鼠剤などの必要な薬剤を無償で配
布する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

283 空閑地除草事業
環境経
済部

環境保
全課

S44 -

〔目的〕
　市内の空閑地及び空閑地以外の土地に繁茂した雑
草類を除去することにより、清潔な生活環境を保持す
る。
〔手段〕
　市内の空閑地のうち申請のあった民有地の除草に
ついて、所有者の雑草等除去委託申請を受理し、除
草実費徴収金を金融機関に支払いしてもらい、関係
各課より依頼のあった市有地除草箇所とあわせて草
刈除草委託を実施する。

高 高 高 高 (c) (b) (b) (b) (b) Ｂ

284 犬の登録等事業
環境経
済部

環境保
全課

- -

〔目的〕
　犬の登録管理及び狂犬病予防の注射を実施するこ
とにより、狂犬病の発生やまん延を防止し、公衆衛生
の向上及び公共の福祉の増進を図る。
〔手段〕
　犬の登録管理として、登録、抹消等の事務を実施
し、所有者への鑑札の発行、集合狂犬病予防注射通
知や注射済票の発行事務を行う。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

285
産業雇用支援センター
管理事業

環境経
済部

産業支
援課

H16 -

〔目的〕
　産業雇用支援センターに来庁する市民等が安全に
利用できるよう施設管理を行う。
〔手段〕
　委託等により施設の保守管理を実施し、適正な運営
管理に努める。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

286 相談事業
環境経
済部

産業支
援課

S53 -

〔目的〕
　事業者・労働者・市民からの労働問題に関する相談
の解決を図る。また、家庭外で働くことが困難で内職
を希望する方の就労支援を行う。
〔手段〕
　社会保険労務士による労働相談及び委嘱相談員に
よる内職相談を実施する。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

287 高年齢者支援事業
環境経
済部

産業支
援課

S57 -

〔目的〕
　高齢者の補助的、短期的な就業を通じて高齢者が
自己の労働能力を活用し、自らの生きがいの充実、社
会参加への就業機会の増大と福祉の増進を図るため
の事業及び能力を活かした活力ある地域社会づくりに
寄与するためシルバー人材センターが行う事業に対し
補助金を交付し、シルバー人材センターの事業推進を
図る。
〔手段〕
　補助金交付要綱に基づく補助金を交付して支援す
る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　散布を実施していない地域への対応及
び散布薬剤の検討

検討･
見直
し

①各自冶会へ薬剤の配布を実施
するとともに、自冶会で購入する
薬剤散布機購入の補助や市所
有の散布機の貸出しを実施して
いく。
②公衆衛生確保のため、引き続
き薬剤の配布を実施していく。

16 Ｂ
　事業の実施効果を見極めるため、成果指標の設定を考慮された
い。

　民有地の除草は、市への委託によらず
所有者自らが行なうことが原則である。
但し、所有者が遠隔地に居住している場
合や高齢で除草作業ができない場合な
どについては、申請をうけ除草を行う必
要がある。

検討･
見直
し

①空閑地の管理は地権者の義
務であることを基本に推進してい
るが、やむを得ず市に委託してい
る土地所有者の大半は市外在住
者であり、土地所有者が直接除
草業者に委託することは難しく、
また、繁茂した土地を放置するこ
とは、近隣住民からの苦情の増
加や衛生上の問題等があるた
め、既存の委託制度を継続しし
ていく。
②土地所有者に対して、所有地
の環境改善について啓発を図っ
ていく。

18 Ｂ

　地権者156名が所有する217ヶ所の空閑地の除草であるが、多くは
市に除草の委託をしており、経費も完納の状況である。しかし、経費
を負担して市が除草する図式を見直し、空閑地の雑草の除去対策
に止まらず、空閑地の環境改善に向けての多面的な取組を市民ボ
ランティアの働きを醸成して進めてほしい。また、地権者にも、環境
改善は義務であるとの考え方を理解いただく取組みを進めてほし
い。

　犬の登録制度や狂犬病予防注射の周
知の徹底を図る。

検討･
見直
し

①こしがや広報や市ホームペー
ジに登録制度や狂犬病予防注射
の日程を掲載するとともに。自冶
会で啓発用のチラシ等を回覧し
ていただき、制度の周知を図る。
②犬所有者に対して、登録制度
や狂犬病予防注射の啓発を図っ
ていく。

17 Ｂ

　犬の登録管理を徹底し、狂犬病を予防することは重要である。保
健所からの事務移管を前提として、獣医師会ならびに地域自治会等
との連携を深め、犬の登録率向上を目指していただきたい。登録の
電子申請化など、登録を容易にする手段は今後も引き続き検討をお
願いする。また、予防注射の実施にあたっては、獣医師に委託する
等、会との連携をさらに強化することを望む。

　施設利用率の向上
検討･
見直
し

①②施設の利用率を向上させる
ため、施設利用のＰＲを実施する
とともに、施設の適正管理を行う
ため施設の保守管理に努める。

　内職相談における求人件数の確保
検討･
見直
し

①②労働相談において、理想は
常時相談を受けられる体制づくり
だが、関係機関を紹介し対応して
いる。内職相談では、内職希望
者に比べ求人数が少なく斡旋率
が低いので、求人数の確保を図
る。

21 Ｂ

　労働相談及び内職相談ともに、市民から見て身近な市役所で行わ
れていることにはメリットがあり、今後も継続の必要性は認められ
る。
　内職相談については、ハローワークをはじめ市内の他所では行っ
ていないため有用である。なお、求人開拓を行う上では、その具体
策を明確にする必要がある。
　労働相談においては、相談日を週2回程度に増やす検討が必要と
考えられる。成果指標として相談受付率を設けているが、さらに推し
進めて、相談者の満足度など質的な成果指標を設定することが望ま
しい。
　平成17年度以降、相談件数がともに減少傾向にあるのは、相談場
所の移転に伴うものと懸念されるが、正確な原因究明が必要であ
る。

　センターの自主財源による運営
検討･
見直
し

①②センターにおいて策定され
た中長期計画に沿った事業の運
営が実施されていくよう指導を
行っていく。
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288 若年者等就職支援事業
環境経
済部

産業支
援課

H17 -

〔目的〕
　若年者・女性・中高年等の就職支援を実施する。
〔手段〕
　専門のキャリアコンサルタント(相談員）を１名配置
し、個々のニーズを踏まえ、就職に向けた一貫した相
談援助を実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (a) Ｂ

289 能力開発支援事業
環境経
済部

産業支
援課

S55 -

〔目的〕
　勤労者等の能力開発及び人材育成を推進する。
〔手段〕
　勤労者・事業主等を対象とした労働学院及び簿記講
習会を開催するほか、就職を希望する方を対象に就
職支援セミナーを実施する。また、人材育成を支援す
るため、ＯＡ室の貸出しを実施する。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

290 勤労者等福利厚生事業
環境経
済部

産業支
援課

S53 -

〔目的〕
　市内産業の向上に貢献した事業所及び従業員を表
彰し、地域経済の活性化を図る。また、勤労者の生活
向上、福祉の増進、雇用の安定等を図る。
〔手段〕
　越谷市商工会との共催により優良事業所・優良従業
員表彰を実施する。また、勤労者団体に対し、福利厚
生事業費補助金を交付する。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

291
商工対策委員会運営事
業

環境経
済部

産業支
援課

S48 -

〔目的〕
　市が実施する商工行政における重要な課題や今後
の方針などについて、市長の諮問に応じ調査・　審議
する。
〔手段〕
　越谷市商工対策委員会を開催する。
　越谷市商工対策委員会委員　１２名　　(1)商工会を
代表するもの　５名 (2)知識経験者　７名

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

292 産業情報化推進事業
環境経
済部

産業支
援課

H15 -

〔目的〕
　急激に進展する高度情報化に対応するため、市内
産業（商・工・農業等）の情報化推進を図る観点から、
個別企業のデータ化を図り、インターネットを活用した
産業情報の収集、促進を行うとともに企業ＰＲ等産業
に関する総合支援システムとして整備する。
〔手段〕
　越谷市産業情報ネットワークシステム（こしがやｉｉ
ネット）の運用管理を専門業者に委託

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
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外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　相談が長期間となる方の支援
検討･
見直
し

①②キャリアコンサルタントによ
る相談のほか、臨床心理士によ
るフォロー体制を継続し、相談者
の実情にあった相談が行える体
制づくりを行っていく。

　共催事業が多いことから、関係機関と
の調整により事業が変化することが考え
られる。

検討･
見直
し

①平成２３年度は事業内容を検
討し時代に即した講座を実施して
いく。
②良好な労働環境づくりや雇用
促進を図るため、多くの方が参加
できるよう実施内容の充実を図っ
ていく。

22 B

　勤労者・事業主・就職希望者等を対象に各種講習会、セミナーを
開催し、勤労者等の職業能力開発及び人材育成を推進する事業で
ある。
　景気低迷等の影響で雇用環境が悪化しており、就職活動を推進す
るために個人の能力を高めることは必要であり、勤労者の人材育成
のためにも意義があることは理解できる。その上で、例えば簿記講
座やパソコン講座等が民間においても開講されている現状を鑑み、
敢えて市が事業主体となって行う妥当性、有効性、必要性等につい
て、改めて整理することによって、民間が開講する講座との相違、勤
労者や事業主等が市主催講座を活用する意義についても明確化さ
れるものと考えられる。
　ただ単に講座を行うのでなく、時代に即したセミナーを開催し、求職
者の就職に結びつけるとともに勤労者の能力向上に結びつけること
によって、雇用の創出につなげていただきたい。また、企業がどのよ
うな人材、能力を必要としているかを受講者アンケートや事業主へ
の就業支援アドバイザー（仮称）による訪問活動等により具体的な
把握をし、そのニーズに基づいたセミナーを開催すべきである。
　本事業の強みは、産業雇用を支援する総合窓口である産業雇用
支援センターにおいて実施され、1階に拠点のあるハローワークと緊
密な連携が図られている点であり、評価できる。今後もハローワーク
との連携を継続、拡大させ、受講者の満足度向上とともに就業支援
に努めていただきたい。
　また、ポータルサイトである「こしがやiiネット」を能力開発支援の
ツールとして有効活用している点も評価できる。活動結果指標に、
「こしがやiiネットアクセス件数」を加える等、就業支援ポータルサイト
としての機能を一層拡充させ、一層の関連情報提供に努められた
い。
　昨年度策定された産業振興ビジョンにおいて、雇用支援、能力開
発のための施策も盛り込まれた点も評価できる。産業支援の方向性
として、ビジョンでは、新産業の創出、ソフトウェア産業の創出が打ち
出されている。環境、エネルギー、福祉、健康関連の新産業やこれ
らの産業創出を支援する基盤となるソフトウェア産業等に職を求め
ている人に対して、新しい教育プログラムを立案・開講し、多くの就
職希望者の就業支援に取り組んでいただきたい。
　成果指標として、「受講者の満足度」を提案したい。受講者へのア
ンケートから数値化できるのではないか。

　制度の周知を図り、地域経済の一層の
活性化を図る｡

検討･
見直
し

①②勤労者の福利厚生事業とし
て定着し地域経済の活性化につ
ながっているが、さらに制度の周
知を図り経済の活性化につなげ
ていく。

17 Ｂ

　昭和53年より永年継続している事業であり、地域経済の発展を目
的とした当初の表彰の意義は既に薄められているが、平成14年度
から制度の見直しに取り組まれている。さらに、市内で長年地道に
伝統技術の向上に取り組まれている事業者に対してスポットをあ
て、技術の伝承とあわせ、市民の働き甲斐を掘り起こすような施策
の検討もお願いしたい。

　商工行政の実施内容に対し、いろいろ
な立場の方からの意見・提言を聞くことに
より、事業運営に反映できる。今後も、効
率的な運営ができるよう検討していく。

現状
維持

①②経済環境の変化に対応すべ
く、適宜開催していく。

　ｉｉネット利用者及び産業情報リンク登録
事業所の拡大。併せて、バナー広告の利
用者拡大

検討･
見直
し

①②今後継続的な利用者の拡大
を図るため、チラシの配布による
ＰＲ等を行う。また、利用者にとっ
て利用しやすいホームページの
構成や内容になるよう取り組んで
いく。
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293 創業者等育成支援事業
環境経
済部

産業支
援課

H15 -

〔目的〕
　市内産業を振興し雇用の創出を図るため、既存産業
への支援及び創業者等の育成・支援を行う。
〔手段〕
①創業者オフィス家賃補助：事業を営むために貸室に
係る家賃の一部を助成する。（対象経費の１／２（限度
額３万円／月）、２年間）
②インキュベーション施設：低料金で施設の提供を行
うほか、アドバイザー（インキュベーションマネー
ジャー）による経営・創業相談、創業等に関する各種
セミナー等を開催する。インキュベーション施設の管
理運営を委託する。

低 高 高 高 (b) (a) (d) (d) (b) Ｂ

294 産業活性化推進事業
環境経
済部

産業支
援課

H15 -

〔目的〕
　市内産業の活性化を図る。
〔手段〕
　①新技術・新製品の保護や研究開発等を奨励する
ため、工業所有権取得費の一部を助成する。（対象経
費の１／２（限度額１０万円））②市内産業の活性化を
図るため、商工業者・農業者が一堂に会し「こしがや
産業フェスタ」について、実行委員会を組織し開催す
る。実行委員会への補助を行う。③地域特産品販売
促進事業として、越谷の地産品等を活用した特産品
の開発・販売促進等を、商工会への補助により支援す
る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

295 工業団地整備事業
環境経
済部

産業支
援課

H10 H22

〔目的〕
　本市産業の健全な発展と地域社会における生活環
境の向上等、本市の特性を活かした新たな工業団地
の整備を目指す。
〔手段〕
　Ｈ１２：アンケート調査　Ｈ１３：基本構想の策定　Ｈ１
４：基本計画の策定　Ｈ１５：工業団地建設促進協議会
の発足　Ｈ１６：協議会が行う研修等に対し助成　Ｈ１７
～２１：工業団地建設促進協議会を対象に産業系土
地利用研修会を開催
　工業整備基盤基本計画に基づき調査研究を進める
とともに、商工会と連携し研修会を開催する。

低 低 低 低 (b) (a) (c) (c) (b) Ｃ

296
伝統的地場産業育成支
援事業

環境経
済部

産業支
援課

H9 -

〔目的〕
　本市に古くから伝わる伝統的技術に立脚した地場産
業（だるま・せんべい・ひな人形・桐箱・桐たんす）等の
育成支援を図る。
〔手段〕
　各イベント出展によるPRの実施、市内小中学校での
見学・体験学習の協力、商工会における伝統的地場
産業育成事業への助成

高 低 低 高 (b) (b) (a) (a) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
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改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　創業者等の相談件数は増加している
が、さらなる周知・充実を図る必要があ
る。

検討･
見直
し

①創業者及び既存事業者向けの
各種セミナーを月１回程度開催
し、当該事業のさらなるＰＲを図っ
ていく。
②平成２４年度までに、定期的な
セミナーの開催や周知活動によ
り、１日当りの相談件数が１．５人
になるよう利用の拡大を図ってい
く。

22 B

　創業者オフィス家賃補助やインキュベーション施設でのセミナー等の開催を
通じて、創業者等の育成・支援を行う事業である。
　市内の産業を振興するためには、創業者への経済的な支援、情報提供や
セミナー開催等の環境づくりが不可欠である。創業者等の相談件数は、増加
傾向にあり、評価できる。今後は、相談件数の増加を図るとともに、相談を受
けた企業が業容を発展させたかを追跡するとともに、創業者家賃補助、イン
キュベーション施設の活用により、創業者や創業件数がどれだけ増加したか
についても留意して業務を推進すべきである。
　セミナー事業の活性化策として、本事業の施策を受けて起業した方や事業
を軌道に乗せた方などを講師に招聘することなども検討されたい。
　インキュベーション施設の管理運営を平成17年度から現在まで、一貫して
随意契約により委託している事実は問題がある。確かにインキュベーション
マネージャーを継続して雇用させるために単一事業者と契約を継続してきた
という理由は、相談を持ち込む創業者、事業者側のニーズもくみ取ったものと
も考えられ、一面理解できなくもない。しかし、現行の管理運営委託業務の仕
様を切り分けて、例えば、インキュベーションマネージャーとの嘱託雇用契約
は市が直接契約し、残る施設管理業務、セミナー開催業務等の運営業者を
一般競争入札で選定する等、業者選定過程に競争原理を働かせることによ
り、一層の事業費効率化に努めていただきたい。
　産業雇用支援ポータルサイトとして機能している「こしがやiiネット」は、年々
情報が充実し、アクセス数の伸びも順調である点を評価したい。その上で、
ポータルサイト運営委託の調達方法の見直しを含め検討し、事業費効率化
に努力されたい。
　創業者家賃補助、インキュベーション施設の存在によりどれだけ創業者が
増え、雇用が創出されたかが結果的に大切である。そのために「インキュ
ベーションマネージャーによる企業訪問件数」を活動指標に追加してはどう
か。

【創業者オフィス家賃補助金】（内部評価：継続）（外部評価：継続）
　市内産業の活性化と振興を図り、雇用を創出できること、補助金の交付件
数が増加傾向にあることから事業成果を評価する。さらに、交付した資金が
創業者等の育成に寄与しているかについて把握に努められたい。
　今後も利用者促進のため、こしがやiiネット、広報等で本事業の活動につい
て周知を図りたい。

　産業フェスタ来場者数が当初目標より
少なかったことから、単位当りコストの面
で前年度比較悪化した。

検討･
見直
し

①②産業フェスタについては、今
後の来場者数がさらに増加して
いくことを目標とし、産業フェスタ
のＰＲや新たなイベントの検討等
に取り組んでいく。

20 Ｂ

　産業活性化の支援は市の重要な施策と思われるが補助の対象、
効果の見直しを行い関連機関との協議を実施していただきたい。
 【越谷市工業所有権取得費補助金】
（内部評価：減額(縮小)）（外部評価：終期設定）
補助実績は3件（29万円弱）と少なく、産業活性化に寄与していると
は思われない。
対象が少ないこともあり、工業所有権等の取得費補助だけではな
く、差別化できる商品及び技術の開発支援など抜本的な支援策の
検討が求められる。
 【地域特産品販売推進事業費補助金】
（内部評価：終期設定）（外部評価：終期設定）
「鴨ネギ鍋」の普及に注力を期待したい。3年間の補助金交付の成
果を検証されることを望む。
当市のブランド確立に向け更なる支援をすべきと思われる。

　工業基盤基本計画においては、候補地
をあらわすなど具体的な計画を掲げてい
るが、上位計画にあたる総合振興計画等
においての位置付けがなされていないこ
とから、進捗が見られない。

検討･
見直
し

①②工業団地整備事業について
は、現在策定中の第４次総合振
興計画にて引き続き検討したいと
考えている。

　伝統的地場産業の育成支援を図るた
めに更なるPR活動等の充実を図る必要
がある。

検討･
見直
し

①平成２３年度は市内で行われ
るイベント等への参加による積極
的なPR活動及び展示・即売の開
催
②後継者問題への取組み。

21 Ｂ

　伝統ある地場産業の育成支援は重要なことであり、今後も展示会
やイベントを通じて継続していくべきである。
　PR活動に関しては、更なる充実に向けての具体策の検討が必要
である。また、後継者の育成に関しては、県との連携を強化した仕組
みを図られたい。
【伝統的地場産業育成事業費補助金】（内部評価：継続）（外部評
価：継続）
　後継者育成に向けて、補助金の有効活用を検討いただきたい。
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297 物産展示場等管理事業
環境経
済部

産業支
援課

H10 -

〔目的〕
　東武伊勢崎線越谷駅高架下（交番脇）の物産展示
場等の維持管理を行い、市内伝統的地場産業（だる
ま・せんべい・ひな人形・桐箱・桐たんす）等を常設展
示することにより、需要や販路の拡大、宣伝普及を進
め、同産業の育成支援を図る。
〔手段〕
　消防設備、自動ドア、空調機フィルター等の法定点
検、床、ガラスの定期清掃（月２回）、画像転送監視シ
ステムによる２４時間の監視ほかを委託する。（１会館
時間午前８時３０分～午後８時、２展示品　だるま・せ
んべい・ひな人形・桐箱・桐たんす）等

高 高 低 高 (b) (d) (b) (a) (b) Ｂ

298 観光推進事業
環境経
済部

産業支
援課

- -

〔目的〕
　自由時間の増大や余暇活動の多様化に対応した都
市型観光を推進し、市民生活の潤いを満たすとともに
街の活性化を図る。
〔手段〕
　越谷市観光協会と連携し、市内にある伝統文化や伝
統工芸品、また、葛西用水等の水辺の景観を活かし
た各種事業を実施する。観光協会への支援と連携に
よる各種事業の展開　○各種事業：市民まつり、花火
大会、北越谷桜まつり、さつき大会、菊花大会等

高 高 高 高 (a) (d) (b) (b) (a) Ｂ

299 勤労者等貸付事業
環境経
済部

産業支
援課

H14 -

〔目的〕
　勤労者及び家内労働者等に対し、貸付事業を実施
し、勤労者等の福祉の向上を図る。
〔手段〕
　貸付資格を備えている勤労者等に対し、応急に必要
となった生活資金を１００万円を限度に中央労働金庫
が貸付を実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

300 商店街活性化推進事業
環境経
済部

産業支
援課

- -

〔目的〕
　消費者ニーズの多様化やモータリゼーションの進展
への対応の遅れ等により、商店街への来客が減少
し、空き店舗の増加が進んでいることから、商店街の
活性化を促進させる。
〔手段〕
　各種事業を実施する商店街団体等に補助金を交付
し支援する。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

301
中心市街地活性化推進
事業

環境経
済部

産業支
援課

H13 -

〔目的〕
　中心市街地活性化法第18条第3項の規定に基づき、
越谷市商工会が策定し越谷市が認定した「越谷市中
心市街地活性化商業タウンマネージメント構想（TMO
構想）を推進するため、越谷市商工会TMOが実施す
る中心市街地の環境整備、商業活動の支援、まちづく
りノウハウの蓄積、TMOの運営基盤強に対し支援を
実施する。
〔手段〕
　商工会への補助金交付・越谷市中心市街地活性化
推進事業費補助金

高 低 高 低 (b) (d) (a) (b) (b) Ｂ

302 商工会補助事業
環境経
済部

産業支
援課

- -

〔目的〕
　市内の商工業の総合的な改善発展を図るため、越
谷市商工会が実施する金融・税務･経営･労務などの
指導や研修会･講演会の開催などの幅広い事業に対
し助成を行っている。
〔手段〕
　越谷市商工会への補助金の交付　○小規模指導事
業費補助金・一般事業費補助金・税務指導事業費補
助金・たばこ小売活性化事業費補助金

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　展示内容、展示方法等を工夫し、入場
者数の向上を図る。

検討･
見直
し

①②市内で生産されている伝統
的手工芸品を中心に地場産品及
び工業製品を展示し、引続き市
内外に対し積極的に宣伝普及を
行い、市内産業の振興に取り組
んでいく。なお、越谷駅東口再開
発に伴い大幅なリ二ューアルを
検討する。

18 Ｃ

　伝統工芸の継承事業としても２４時間無人での管理によるどちらか
というと静態的な展示事業であるが、思い切ったリニューアルが必要
と思われる。伝統工芸品の製作は、ものづくりの基本でもあり、地域
を特徴づけるソリューションである。地域の活性化を視野におきなが
ら、業者・市民を巻き込んだ事業展開を期待するが、あまりお金をか
けずに市民が伝統工芸に関心を持ち、活性化できるような施策を検
討・研究していただきたい。

　観光協会との連携を強化し、新たな観
光事業の展開及び充実

検討･
見直
し

①平成２３年度は観光協会と連
携し、観光事業の更なる発展を
図っていく。
②都市型観光の推進を図りつ
つ、新たな観光事業の掘り起こし
を行い、市外からの観光客の誘
致拡大を図っていく。

21 Ｂ

　観光資源発掘に加え、観光協会との更なる連携が課題と思われ
る。散策コースの整備及びボランティアガイド利用等の情報を広く知
らせるためにも、観光協会ホームページの充実を図られたい。更
に、越谷市のホームページTOPメニューから、観光協会のホーム
ページへワンクリックでリンクできるような仕組みもぜひ考慮いただ
きたい。
  【観光協会補助金】（内部評価：減額（縮小）・終期設定）（外部評
価：減額（縮小）・終期設定）
　補助金は、イベントの経費にとどまらず、駅前や人の動きの多い場
所への（直轄）PRコーナー常設に活用するなど、直接的な使途を含
めた予算面における検討が望まれる。
  【越谷市民まつり負担金】（内部評価：継続）（外部評価：継続）
　使途の詳細を見直し、より有効な活用方法の検討が望まれる。

　制度の周知を図る。
検討･
見直
し

①②制度の周知を図るとともに、
貸付に係る資金使途等、相談内
容を勘案しながら利便性の向上
をさらに検討していく。

　適正に補助金が使われているか、さら
にチェック機能を強化すると共に補助の
利用を促進する。

検討･
見直
し

①平成２３年度は引き続き補助
対象事業の周知を図り、更なる
支援を実施していく。
②商店街を活性化させるために
この事業の継続を図っていく。

20 Ｂ

【商店街活性化推進事業費補助金】
（内部評価：終期設定・統合・メニュー化）
（外部評価：統合メニュー化）
補助金交付の効果が薄れたことから、「商店街活性化」の判断基準
を明確化し、補助の実績を個別に評価し成果を公表していただきた
い。また、補助メニュー以外の申請も広く取入れる考え方が必要と思
われる。大型店の出店にともなう影響は避けがたく、現状の補助金
レベルでは活性化には限界がある。郊外の大型ショッピングセン
ターとの共存共栄について調査研究するとともに、商店街の自主的
な工夫を支援する施策に転換することを商店側と一緒になって検討
する必要がある。

　中心市街地活性化法は、平成18年8月
に改正され、平成13年に策定した越谷市
中心市街地活性化基本計画は、事実上
法的根拠を失っている。今後は改正法を
踏まえた中心市街地活性化基本計画策
定に向け、社会情勢や時代の変化に即
した事業の推進が必要である。そのため
には、市民ニーズの把握や現状分析を
行い実効性の高い計画策定が必要であ
る。

検討･
見直
し

①平成２１年から庁内検討委員
会を設置し、２２年度までに基本
計画策定に向けた調整を行い平
成２３年度に中心市街地活性化
基本計画策定予定
②上位計画との整合性を図り、
中心市街地活性化に向けた事業
実施と、進行管理を行っていく。

20 Ｃ

【中心市街地活性化推進事業費補助金】
（内部評価：統合・メニュー化）（外部評価：終期設定）
　当該補助金は恒常化しており、事業の成果が分かりづらい。現状
では、3カ年にわたり予算及び実績が変わっていないなど、マンネリ
化がうかがわれる。助成の成果を十分精査し、補助対象事業及び
対象経費の助成割合等の検討、また各々の補助の結果、どのよう
な状況になったのかについて具体的評価が必要と思われる。
　今後は、住民の自主性を強力に支援する方向で事業を運用してい
くよう見直しをされたい。

　経済状況は、依然厳しい状況であり、
市内中小企業者に対し、金融・経営・税
務・労務など全般にわたり指導が必要と
思われる。

検討･
見直
し

①②景気はやや持ち直している
ものの、市内の大半を占める小
規模事業者は依然厳しい状況に
あり、商工会との連携を図ること
により事業者の支援が必要があ
る。今後も市内事業者の活性化
を図るため、人材の育成・技術の
向上・事業者間の交流の中心と
なっている商工会の役割は重要
であり、今後も引き続き支援を行
う。なお、自主財源の確保に努め
るよう働きかけていく。

19 Ｂ

　補助金の項目ごとに限度額を設定される方向は、評価できる。
　補助金の使い方のみでなく、補助金により実施した事業の成果を
把握しなければ、市としての説明責任を果たせなくなるおそれがあ
る。
　商工会との連絡調整を密にして、それぞれの補助金事業の目的、
目標を明確に定めたうえで、各事業の実績を把握され、補助金額、
補助率等の評価をされることを望む。
【税務指導費補助金】、【小規模指導費補助金】、【商工会一般事業
費補助金】、【タバコ小売活性化事業費補助金】
　補助金により実施した事業の実績を把握すること。
【若手後継者育成事業費補助金】
　平成19年度より商工会一般事業費補助金へ統合されたことは評
価できる。
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303 中小企業資金融資事業
環境経
済部

産業支
援課

H20 -

〔目的〕
　市内中小企業者の健全な発展及び近代化を推進し
商工業の振興を図る。
〔手段〕
　市内中小企業者が金融機関から融資を受ける際、
市が市内の金融機関に対し、保証協会を介した損失
補償をすることで円滑な融資を促進するとともに、融
資利用者に対し利子額の一部を助成する。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

304
就職支援パソコンセミ
ナー事業(緊急雇用創
出基金事業）

環境経
済部

産業支
援課

H21 H23

〔目的〕
　就職活動を実施するにあたり、情報化時代に対応し
たパソコン操作技能の習得を図ることによる就職支援
を行う。また、セミナーを実施するにあたり失業者を雇
用し実施する。
〔手段〕
　埼玉県緊急雇用創出基金市町村補助事業を活用
し、民間委託によりセミナーを実施する。

高 低 高 高 (b) (b) (a) (b) (a) Ｂ

305 農産物生産奨励事業
環境経
済部

農政課 S38 -

〔目的〕
　高品質な農産物の生産を目指し、地場野菜産地育
成などの各種奨励事業による支援を行う。
〔手段〕
　農業近代化資金・農業経営基盤強化資金融資に対
する利子補給及び地場野菜等産地育成事業に対する
補助、特産物生産奨励助成金の交付を行う。

低 高 高 高 (d) (a) (d) (d) (b) Ｂ

306
農業技術センター施設
管理事業

環境経
済部

農政課 H10 -

〔目的〕
　栽培や農業経営に関する技術や情報を農業者に提
供するため、また、都市型農業の拠点施設として農業
者及び担い手の候補者が有効に活用できるよう、試
験温室や分析機器などの施設の維持管理を行う。
〔手段〕
　施設や設備等が経年変化とともに劣化・故障等の頻
度が高くなり、本来の機能を発揮し農業者及び担い手
の二ーズに対応できるよう計画的なメンテナンスを行
う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

307 農政審議会運営事業
環境経
済部

農政課 S46 -

〔目的〕
　農業政策における重要事項について、市長の諮問
に応じて越谷市農政審議会を開催し、農政に関する
必要な事項を調査及び審議し、答申を行う。
〔手段〕
　農用地区域の除外に関して審議し、答申を行う。
　都市農業推進基本計画、農業経営基盤の強化の促
進に関する基本構想等の農業政策に関する事項につ
いて審議し、答申を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

308 水田保全花園整備事業
環境経
済部

農政課 S62 -

〔目的〕
　休耕田を集団化することにより水田の持つ遊水機能
を確保し、雨水の新方川への急激な流入を防ぐととも
に、休耕田の地力を維持しつつ、市民の憩いの場を
整備する。
〔手段〕
　地元の権利者等で組織された大吉水田保全花園組
合に事業を委託し、①地域防災空間の確保　②農地
の保全・活用　③景観農地の整備を目的に、大吉地
区約8.7ｈａの休耕田をコスモス等の花園として整備す
る。

高 低 高 高 (a) (b) (a) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　平成１９年１０月からの責任共有制度の
導入に伴い制度融資の見直しを実施して
きたが、市内中小企業者・起業家へ融資
制度の更なる周知を図るとともに、経済
状況を踏まえより利用しやすい制度とな
るよう見直しを図っていく必要である。

検討･
見直
し

①②　越谷市産業情報ネットワー
ク(ｉｉネット)等を有効に活用し、市
内中小企業者・起業家への融資
制度の更なる周知を図るととも
に、利用者の利便性・財源等を
考慮し、金融機関・保証協会との
連携を図りながら、制度の見直し
を検討する。

　平成２３年度までの県の補助事業を活
用し実施するものであり、実施基準等を
遵守し、行っていく。

検討･
見直
し

①②平成２３年度まで補助事業
を活用し、継続して実施していく。
セミナーの開催にあたっては、定
員枠の確保が図れるよう周知を
行う。

　農業従事者の高齢化や後継者の不足
により、設備投資を図る農業者が減少し
ているため、当該制度の活用も年々減少
傾向にある。
　しかし、平成２１年の農業経営基盤強
化促進法の改正による農地利用集積円
滑化事業の創設に伴い、農地を集積し資
金を投入して経営改善を図ろうとする意
欲ある担い手への支援が今後重要にな
る。その中で、地場産野菜の産地育成や
特産物生産奨励事業に対する支援は、
今後の農業の維持・発展を図っていくた
めにも必要なことである。

検討･
見直
し

①②担い手の確保、育成を図る
ために、意欲ある担い手に対して
制度資金活用を促し、積極的に
支援していく。
農業委員会、農業協同組合等と
の関係団体との連携を強め、認
定農業者を中心とする意欲ある
担い手への農地のさらなる利用
集積を図る。

18 Ｂ

　農業世帯の高齢化により、大規模な融資案件は減少する傾向にあ
る。事業の実態として、職員が農業現場や、研究会等へ立会い農業
指導を行っている。これを事業として明記する必要がある。農業団体
連合会や農業協同組合等との連携を通じて農業者のニーズを把握
し、都市型農業としての経営改革支援への転換を検討することを望
む。活動結果指標については、目標を明確に定め計画的に事業推
進していただきたい。

　施設の機能を十分発揮するには、設備
等の大規模修繕やリニューアルが必要と
なってきているが、財政的な面で計画通
りの修繕ができず、財源の確保が課題と
なっている。

検討･
見直
し

①②農業技術センター事業の見
直しの一環として、平成２２年度
から事業の一部委託化（都市型
農業経営者育成支援事業）によ
る事業展開が示されており、温室
棟等を活用して、いちご栽培や観
光農園経営の研修・訓練を行うこ
ととなるため、従来の施設機能の
発揮に係る維持管理と併せ当該
事業が円滑に実施できるよう施
設改修を行っていく。　また、新規
事業を定着させることにより、新
たな都市型農業の推進拠点とし
ての役割を位置づけていく。

19 Ｂ

　経年変化とともに、施設や設備のメンテナンスが必要とのことであ
るが、都市型農業のオープンラボ（農業者の意見を反映した、開か
れた研究施設）としての農業技術センターの存在意義を再確認し、
それに従った修繕計画を作成することが必要であろう。
　ユニークなセンターであり、食育、環境、農業振興の問題解決や指
導に取り組んでいただきたい。

　昨年度、農業経営基盤の強化の促進
に関する基本的な構想見直しを行った
が、平成２１年度の法改正により新たに
基本構想見直しに向けての審議が必要
である。
　また、第２次都市農業推進基本計画の
策定に関して、本市の農業の方向性及
び展開すべき施策等についての審議が
必要である。
　農用地区域の除外に関しては、集団農
地の確保に向け、農用地区域の土地利
用計画などに関して諮問を行う仕組みづ
くりの検討が必要である。

検討･
見直
し

①②集団農地を確保するため
に、農用地区域内の農地の土地
利用や農業政策に関して諮問を
行い、積極的な意見交換できる
体制づくりを図っていく。

　播種時期にまとまった雨が降ると遊水
機能は発揮されるが播いた種が育たな
い等、花の開花に影響がある。農地保全
と遊水機能の確保が目的であるが、花園
としての期待が大きいのが現状であり、
農地として保全はされているものの、食
料生産基盤としては機能していない。

検討･
見直
し

①本事業が、事業地域における
集落営農に結びつくよう地域と連
携・協力しながら事業展開を実
施・検討する｡
②平成２３年度で地権者との賃
借契約期間が終了する。その後
の当該農地について、地権者の
意向を確認したうえで、農地とし
て保全し、かつ有効活用ができる
ような方策を検討していく。

21 Ｂ

　過去の経緯から見ても、保水管理の継続性は認められる。また、
景観、遊水機能の確保等の目的も理解できるものである。
　今後は、当該区域の地権者の相続等による世代交代を見越し、市
民と事業継続に関する意見交換を重ね、将来に向けての対策案を
検討すべきである。
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309 市民農園整備事業
環境経
済部

農政課 H4 -

〔目的〕
　都市化の進展により自然や身近な緑地が減少し、市
民が直接土に親しむ機会が少なくなっていることか
ら、農作物の栽培を通して自然に触れ合うとともに、農
業に対する理解を深めることを目的に市民農園貸付
制度を実施する。
〔手段〕
　土地所有者から農地を借り受け農園利用者を募集
し貸付をする。貸付期間１年間、但し、最長５年間利用
可能。1区画は20～40㎡で、利用料を徴収（市街化区
域5,000円/年、市街化調整区域2,000円/年）

高 低 高 高 (a) (d) (a) (b) (a) Ｂ

310 農業技術研究事業
環境経
済部

農政課 H10 -

〔目的〕
　農業者に対し、都市化と調和した安定的で効率的な
農業経営を支援する。
〔手段〕
　農業技術センターにおける養液栽培の実証試験、バ
イオテクノロジーによる優良苗の作出、土壌・堆肥・養
液の分析等の各種試験研究により、蓄積された技術
や情報を農業者に提供すると共に、栽培や土作りの
指導を行う。また、農業者を対象とした講習会等の開
催や農業者と消費者の交流を図るべく体験学習の開
催、施設見学の実習を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (a) Ｂ

311 かんがい排水整備事業
環境経
済部

農政課 - -

〔目的〕
　農業生産の基礎となる水利条件を整備し、水利用の
安定と合理化を図る。
〔手段〕
　農業用用排水施設（用排水機場、用排水路、樋門樋
管、堰等）の新設や再編整理を行う。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

312 末田・須賀堰整備事業
環境経
済部

農政課 H7 H23

〔目的〕
　老朽化した末田須賀堰（右岸：煉瓦造Ｍ３８年、左
岸：鉄筋コンクリート造Ｔ１５年）を改修し、用水の安定
供給を図ると共に、操作性を向上させ水防等への臨
機な対応を図る。
〔手段〕
　埼玉合口二期事業（用水・治水・上水）の中で堰の
改築（水資源機構施工）行った。この工事に要した費
用（借入金、費用負担：県、元荒川土地改良区、関係
市町）の内、越谷市分償還負担金

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　利用率は１００％を維持しており、新規
利用申込も抽選となるなど、需要の高い
事業であり、楽農の形成に寄与できてい
る。しかし、一部利用者内に貸付条件を
遵守しない者もおり、近隣住民からの、ご
みや利用者のマナーに対する苦情があ
るため、利用マナーの向上に努めるよ
う、貸付条件遵守を利用者へ啓発してい
く。

 　また、市の開設する市民農園の約８割
が市街化区域内にあり、市民が農業に
親しみやすいという点では良いが、越谷
市が目指す農業振興地域の農用地の保
全や有効活用、農業後継者の育成、都
市農業の展開等には結びついていない。

検討･
見直
し

①現在、第２次越谷市都市農業
推進基本計画を策定中であり、こ
の中で、民間経営を含めた市民
農園の整備運営の方向性を検討
し計画に位置づけ、計画策定
後、調査・検討を行なっていく。
②市民の農業への理解の促進
や余暇時間の有効活用のほか
にも、農業経営の安定化、守る
べき農地の保全や有効活用、農
業後継者の育成などにも がる
よう検討してゆく。

17 Ｂ

　農地の遊休化が進む他方で、家庭菜園を望む住民が増加すること
も予見される。遊休農地の所有者と家庭菜園の希望者との出会い
場をつくるなど、潜在的な借り受け農園利用者の発掘と、遊休農地
の積極的活用をさらに進めることを願う。

　平成２２年度から新たに都市型農業経
営者育成支援事業を実施することによ
り、養液栽培業務の一部を民間に委託す
るが、事業の実施により新たに浮上する
課題や継続する業務との係り方等を見極
めながら、他の業務の委託化に向け検
討していく必要がある。

検討･
見直
し

①②農業技術センター自体のあ
り方を見直す中で、養液栽培業
務の一部民間委託事業を実施し
ながら、単に研究施設としてでは
なく、担い手の育成や農業振興
施策の展開と連動しながら、他の
実証試験・研究、バイオテクノロ
ジーによる優良苗の作出、土壌
分析等の各業務について外部委
託化に向け検討を進める。

18 Ｃ

　越谷市の農業産業維持発展のためには、重要な事業である。事業
の実施に、正規職員が７名配置されており、５～７年で人事ローテー
ションしている。事業内容が高度に専門的である中で、職員が入れ
替わることは、事業運営上非効率な面もある。市としての企画的業
務を正規職員に残し、専門的研究業務は、農業団体連合会や農業
協同組合とも協力し委託化または、大学等と共同研究するなどの検
討を求める。

　既存の施設が、老朽化や破損等により
改修の必要箇所が増加している。そのた
め、新規整備が財源上施行が困難となっ
ている。また、農業従事者の高齢化によ
り、農業者の主体的整備が困難となり、
行政に対する整備要望が拡大している。

検討･
見直
し

①新規整備事業費の確保
②都市農業推進基本計画策定
の中で検討している農地利用集
積の進捗に合わせたかんがい排
水整備計画の見直しとそれに連
動した資金計画の策定

　建設に要した費用の借入金は平成７年
度から平成２３年度まで元利金等年賦と
して適切に執行している。

現状
維持

①借入金の返還２４,３０４,５３５円
及び協議会の負担金２０,０００円
②最終償還は、平成２３年度

16 Ｂ
　低利の市債の借り入れも含め、繰上げ償還を早急に検討していた
だきたい。
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313 土地改良事業
環境経
済部

農政課 - -

〔目的〕
　生産性の向上および地域環境の改善を図るため、
県や土地改良区などと連携を取りながら、土地改良事
業の推進と効率的な運営を行う。
〔手段〕
　土地改良事業の適切かつ効率的な運営や農業施設
の管理運営及び用水確保に関する費用負担などの負
担金の拠出、土地改良事業を行う団体に対する事業
費の補助を行う。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ａ

314 農業施設維持管理事業
環境経
済部

農政課 - -

〔目的〕
　①農業生産基盤となる水路等農用施設の維持管理
を行い農業用水の安定供給を図る。
　②広域的農用施設（古利根堰、末田須賀堰、水利権
等）の適正な管理を確保する。
〔手段〕
　①用排水路等の修繕、草刈や浚渫等の委託、ポン
プや電気設備の点検業務
　②維持管理費について関係土地改良区、関係市町
で応分の拠出を行う（負担金）

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

315
農業従事・後継者育成
事業

環境経
済部

農政課 - -

〔目的〕
　農業を支える農業関係団体や担い手がより一層効
果的な活動ができるよう、農業者相互の情報交換・技
術向上を図るとともに、農業後継者の確保・育成につ
いて支援する。
〔手段〕
　各団体が実施する農産物のPR活動をはじめとした
越谷市の農業振興に係る活動に対して、補助金を交
付し助成する。

高 高 高 高 (a) (d) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　農地に水を供給する「かんがい事業」
は、広域・複数の土地改良区や県などと
連携を図る必要があるが、協議会の運営
が慣例的にならないように注意する必要
がある。

現状
維持

①なし
②会議や情報交換の中で、建設
的な意見が多く出るよう働きかけ
る。

22 B

　生産性の向上と地域環境の改善を図るため、土地改良事業に要する経費に対
し、土地改良事業を行う団体に、土地改良事業補助規定により予算の範囲内で
補助金を交付する事業である。
　事業の目的自体は有意義なものであり、必要な事業といえるが、農業を取り巻く
社会環境の変化を考慮し、補助が適切な額であるか、随時チェックをされたい。ま
た、昭和31年4月26日の土地改良事業補助規程施行開始以来多年が経過してお
り、土地改良事業の適切かつ効果的な運営に本制度が果たしている役割につい
て、一旦総括されたい。その上で、今後の土地改良事業の負担のあり方を含めて
抜本的に検討されたい。
　補助対象者が農業関係団体に限られるため、補助金がどのように使われ、いか
に役立っているのかを農業者でない市民にも説明できるよう客観化する取り組み
が必要である。
  以下「環境経済部事業概要書」の４．事業内容より、当該補助金の問題点を列
挙する。
・土地改良団体連合会については、補助金により市の農業に対しどのような利益
があるのか具体的な記述が無い。
・春日部土地改良推進協議会については、補助金を活用してどのような事業を実
施するのか具体的な記述が無い。
・古利根堰連絡協議会については、古利根堰の円滑な管理運営ためにどのよう
に補助金が使われているのか記述が無い。
・南部葛西用水三市連絡協議会については、葛西用水路の管理方法の調整に関
する事項を協議するためどのように補助金が使われるのか記述が無い。
・見沼代用水協力協議会については、見沼代用水路の清浄化と維持管理のため
にどのように補助金が使われるのか記述が無い。
・末田大用水改修促進協議会については、水路改修工事が20年度に完了したと
のことだが、事業量や事業費と、工事に対する振り返りの記述が見当たらない。
・県土地改良県営部会については、どのように県に協力しているのか具体的な記
述が無い。

【小土地改良事業費補助金】（内部評価：継続）（外部評価：継続）
　小土地改良事業費補助金は、昭和31年4月26日に制度化されてから多年にわ
たり土地改良関連団体に補助されてきたもので、補助金額が非常に少額である
ために、補助事業の申請・報告等の諸手続きにかかる人件費等の方がかえって
高くついてしまうのではないかと思われるメニューも散見される。しかし、負担金と
して近隣自治体と同様に拠出している補助金であり、当面継続せざるを得ない状
況である。そうであるとしても、補助金申請書、事業実施報告書、支出の証憑類、
補助団体の運営状況などを厳しくチェックし、当該補助金が本市の土地改良事業、
農業の生産性向上にどのように貢献しているか等について総括、整理し、市民に
分かりやすく説明していただきたい。

　維持管理コストに対する管理意識を常
時持つ必要がある。

検討･
見直
し

①施設の定期管理により、機能
の維持を図る。併せて先進技術
や先進管理手法の調査研究を恒
常的に行なう必要がある。
②同上

21 Ｂ

　農業用水安定供給の目的において、施設維持管理は重要である。
ただし、現行の委託料がコストとして妥当であるか検証の必要があ
る。
　また、修繕費の執行については、管理台帳を参照して修繕計画を
立てる等、今後もこまめな管理を継続していただきたい。
　受益者負担については、地域内の住居地進出もあり、複雑な状況
となっていることを考慮し、導入の是非について再検討の余地があ
ると思われる。

　越谷市の農業振興という共通目的はあ
るものの、各団体個別の活動となってい
るため、事業効果が十分に発揮されてい
ない面がある。各団体の連携により事業
効果の拡大を図るためにも、各団体を取
りまとめる越谷市農業担い手育成総合支
援協議会の役割が重要である。

検討･
見直
し

①越谷市農業団体連合会、越谷
市グリーンクラブ、越谷市農協女
性部がより積極的かつ機能的に
活動できるよう、２１世紀越谷塾
を担い手協議会に統合し、各団
体が連携して農業振興に意欲的
に取り組むような支援体制を整
備する。
②認定農業者や農業法人（農業
生産法人含む）、農業従事後継
者の育成に取り組む。

19 Ｂ

　農業関係団体育成支援のためいくつかの補助金が支出されてい
るが、支援の一貫性確保のため農政課が事務を取り扱っている。
　中には、収入が補助金主体の団体もあり、運営や事業展開に当た
り、補助金に依存しがちにならないよう将来、自立に向けた取り組み
や実施した事業の成果の把握もお願いしたい。
【越谷市農業団体連合会補助金】
　会員相互の連携を取りながら、関係団体とも協議し、地産地消を
推進するなど、そ菜、花卉、稲作、畜産の各部会の活動は見るべき
ものがある。行政として農業関係団体の育成支援を通し、後継者育
成に積極的な働きかけを行ってほしい。
【農業後継者等育成費補助金】
　越谷市グリーンクラブと越谷市農協女性部への補助金であるが、
両者とも農協との係わりが強く、JA越谷市からの補助金も受けてい
る。事業活動も見るべきものがあり、越谷市の農業発展や地産地消
活動にも寄与しており、地域農業の担い手である後継者育成のため
にも、行政の支援は必要と思われる。
【２１世紀・越谷塾補助金】
　２１世紀越谷塾は、農業関係団体の代表者で構成されているが、
そのメリットが充分生かされていると思えない。
取り組んでいる事業も２１世紀越谷塾が取り組むべき事業とは思え
ず、「越谷市農業農村活性化推進機構の設置及び運営に関する要
領」の目的に示されている「農業農村の活性化」に寄与する事業の
実施を再考していただきたい。
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316
農業・農村支援ネット
ワークづくり事業

環境経
済部

農政課 H20 -

〔目的〕
　市民が農業・農村にふれあい、交流することにより、
農業に対する理解を深め、市民全体で農業と農村を
支える仕組みづくりを進める。また、越谷市の地理的
特性や農村の持つ多面的機能を活かしたまちづくりを
進める。
〔手段〕
　地区コミュニティ推進協議会が実施する農業関係事
業を農業者、農業関係団体、地域の各種団体が参加
し、活動を行なう。その事業に対して補助金を交付し、
助成する。

高 高 高 高 (b) (a) (b) (b) (b) Ａ

317 水田農業振興対策事業
環境経
済部

農政課 H16 -

〔目的〕
　地域の作物戦略や水田の利活用、担い手育成等の
方向性を明確にした地域水田農業ビジョンに沿って水
田農業の推進を図り、米の計画的生産が実施される
よう生産目標数量の配分及び達成状況の確認を行
う。また、越谷産米の学校給食導入は、食育や地産地
消に寄与することから必要な数量確保に努め、普及
啓発を促進する。
〔手段〕
　米の生産調整に関する事務や学校給食米の数量確
保・集荷体制を構築していくことに対して支援を行う。
その事業を行う、越谷市地域水田農業推進協議会・Ｊ
Ａ越谷市に対して助成する。

高 高 高 高 (b) (a) (b) (b) (b) Ａ

318
農林漁業資金融資補助
事業

環境経
済部

農政課 - -

〔目的〕
　農業生産力の維持増進及び食料の安定供給を確保
するため、農林漁業資金融資事業により農業基盤整
備や生活環境整備を行った農業者へ、その償還に対
する補助を行う。
〔手法〕
　償還金の補助

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ａ

319 都市農業推進事業
環境経
済部

農政課 - -

〔目的〕
　農産物価格の低迷や農業者の高齢化や農業従事
者の減少、それに伴う耕作放棄地の増加が懸念され
るなど、農業を取り巻く環境が厳しい状況にある中、
都市近郊に位置し、周囲に大勢の消費者を抱えてい
る本市の地理的優位性を活かした地産池消の推進を
軸に高収益が期待できる都市型農業の展開を図る。
〔手段〕
　業務委託により「第２次越谷市都市農業推進基本計
画」の策定を行ない、各種農業施策を展開する。　ま
た、地産池消推進協議会の取組に対し、支援する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
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改善
の方
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合
評
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実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　事業開始当初から取り組んでいただい
ている出羽・大相模地区の２地区につい
ては、この事業への取り組みを通して、
地域農業を支援していく機運が高まって
いるなど、効果が出てきているが、補助
事業が終了しても活動を継続していくよう
な仕組みを構築する必要がある。

現状
維持

①農業者と市民との交流を進
め、地域農業に対する理解を深
めていくため地区コミュニティ推
進協議会の行なう農業関係事業
に対して関係者と連携を図りなが
ら事業を展開していく。
②地域に農業・農村支援ネット
ワークづくり事業を定着させるた
めの事業に取り組む。

22 B

　市民が農業・農家と交流することにより、農業に対する理解を深
め、市民全体で農業と農村を支える仕組みづくりを進め、農地を保
全し、越谷市の地理的特性や農村の持つ多面的機能を活かしたま
ちづくりを進める事業である。
　越谷市農業振興関係団体補助金等交付要綱に基づき、農業者、
農業関係団体、地域の各種団体が参加して地区コミュニティ推進協
議会が実施する農業関係事業に対して助成金を交付する。

【農業・農村支援ネットワークづくり助成金】（内部評価：継続）（外部
評価：終期設定）
　本助成金については、現代の農業・農家・農地を守っていく上で事
業の必要性が認められるが、市民と農業・農家との交流事業は地元
観光協会やＪＡでも実施しており、また、自治会、NPO等地域団体、
市民活動団体との協働事業として地域活動推進担当部署でも支援
可能なため、地域活動推進担当との連携を一層強化して、助成金の
効果を高めるよう取り組まれたい。
　助成金の一地区当たりの交付期限は3年間と決まっているが、助
成金の趣旨は、あくまで「農業・農村支援ネットワーク構築のきっか
けづくり」である。このため、モデル地区において地域住民が農業と
農村を支える仕組みを構築している中で、当初予定どおり平成26年
度を本助成金交付の終期として設定し、本事業を終了されたい。ま
た、今年度で助成金の交付が終了する出羽地区・大相模地区にお
いては、投入した助成金に見合う成果が出ているか早急に検討し、
それを好事例として全市に広報するとともに、その取組みを他地区
に拡大できるよう担当課として努力されたい。
　助成金の交付が終わった後のことを考えれば、単純に助成金を交
付するだけではなく、事業の成果を検証し、最も成果の上がった取り
組みに対して表彰する等、活動継続に向けたモチベーションを喚起
してその取り組みを全市に広げるような方法も検討されたい。

　周囲に大勢の消費者を抱えている地理
的特性を考慮し、他の施策とも連携を図
りながら、意欲ある担い手が効率的に農
地を利活用できるよう環境を整備し、地
域の特性を生かした水田農業が行なえる
よう検討する必要がある。

現状
維持

①需要に応じた米づくりの推進、
水田の活用など効率的かつ安定
的な経営体制を図るため、埼玉
県奨励品種である「彩のかがや
き」を学校給食米として引き続き
提供するため関係機関と連携し、
地産地消の推進を図る。
②米粉用米等の利活用の検討
や稲作以外で水田を活用して生
産できる農産物の研究に努め、
併せてこれらを原料とした加工品
開発や観光農業事業などに取り
組む。

　計画的に償還されている｡
現状
維持

①償還金２１,０５７,０００円の返還
②最終償還は、平成２６年度

　市政世論調査等を元に効果的で具体
的な方策を検討するため、農業者や消費
者に対して詳細なアンケート調査等を行
ない、これらを参考にして「第２次越谷市
都市農業推進基本計画」を策定してい
る。
　地産池消推進協議会では、「グリーン・
マルシェ」の運営等について、幹事会で
協議を行なってきたが、引き続き、定期
的に協議会で協議を行なう必要がある。
また、イベント等を行なうことにより、市民
への周知を図ってきているが、今後も継
続してイベント等を行ない、さらなる周知
に努めたい。

現状
維持

①平成２３年度から「第２次越谷
市都市農業推進基本計画」を元
に具体的施策を展開していく。
②安全、安心な地場農産物の提
供を促進し、「グリーン・マルシェ」
を拠点とした地産池消の推進に
向けて取り組む。

110/192



111/192

A
B
C
D

5.
事
業
開
始
年
度

6.
事
業
終
期
年
度

7.事業目的及び手段
1.
番
号

2.事業名 3.部名 4.課名

8.個別評価

 
貢
献
度

9.クロス分析結果
 
事
業
×
直
接

 
妥
当
×
有
効

 
妥
当
×
効
率

 
同
×
廃
･

縮

 
受
益
×
負
担

 
妥
当
性

 
効
率
性

 
有
効
性

320 農業環境衛生改善事業
環境経
済部

農政課 - -

〔目的〕
　病害虫防除及び農業経営の改善を図るため、防除
を実施する農家団体や農業共済組合が行う農作物損
害防止事業活動に要する経費を支援し、農業生産力
の向上や農業経営の安定化を図る。また、市内の園
芸用廃ビニール（ポリエチレン・塩化ビニール）を収集
し、適正に処理する。
〔手段〕
　病害虫防除を実施する農家団体や農業共済組合、
また、JA越谷市と連携して、越谷市園芸用廃ビニール
収集処理運営協議会に対して補助金を交付するなど
の助成を行い、農業環境改善等に繋がる活動を支援
している。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

321 道水路管理業務事業 建設部
建設総
務課

- -

〔目的〕
　道路等の適正管理のため、道路敷を占用している電
気・ガス・上水道・電話通信等、公共・公益施設などの
道路占用許可や沿道住民の出入り口等の設置に伴う
工事の施工承認、さらには、特殊車両の通行許可に
関する協議事務など道路法に基づいた業務を行う。
併せて水路占用許可等の事務処理を行う。
〔手段〕
　占用申請許可・道路工事施工承認・幅員証明・特殊
車両の通行に関する許可等に関する事務及び道路工
事調整会議等の開催

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

322 道水路境界管理事業 建設部
建設総
務課

- -

〔目的〕
　官民境界が確定していない地域については速やか
に境界線を確定していく。また、座標による境界線が、
確定している地域ついては、基準点の維持管理を行
い、境界点等の座標管理の充実を図る。さらに、道路
内に存在する民有地の取得を行う。
〔手段〕
　事業区域の拡大を図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

323 道路管理システム事業 建設部
建設総
務課

H8 -

〔目的〕
　業務効率や行政サービスの向上を目指し、道路情
報を地図と関連づけたシステムを構築する。
〔手段〕
　本業務は、データ整理等に高度な知識・技術が求め
られ、事業を効率的に処理する必要があるため、専門
業者へ委託する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

324 道路台帳整備事業 建設部
建設総
務課

- -

〔目的〕
　道路法第28条により、道路管理者はその管理する
道路の台帳を調整し、保管しなければならないとされ
ており、道路の構造・兼用工作物・占用物件その他に
関し、道路管理上の基礎的な事項の把握を目的とす
る。
〔手段〕
　既存の道路台帳に対し、市道の認定・廃止・区域変
更等や道路改良等により整備された道路の台帳修正
を行う。本業務は、データ整理等に高度な知識・技術
が求められ、事業を効率的に処理する必要があるた
め、専門業者へ委託する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　都市部において農業経営を営む農業
者については、環境や衛生面で農地近
隣住居者に対する配慮の重要性を理解
してもらう必要がある。
　又、このような取組を通して、地場産農
産物に対する理解やイメージを向上させ
ることは重要であり、行政が支援・指導を
行う必要がある。

検討･
見直
し

①②引き続き、病害虫防除や園
芸用廃ビニール適正処理に関す
る徹底周知を図り、都市部の農
業が近隣住民と共存できるよう
支援を行なう。

20 Ｂ

　平成20年度より取り組まれている農政課の地区担当者制は、評価
に値する。地区担当者と各地域の農業組織団体との情報連携を一
層強化し、市の農業の実態を把握し今後の農業施策のあり方を検
討するとともに、市民にも農業の重要性をご理解いただくための取
組を進められることを望む。
【園芸用廃ビニール収集処理運営協議会負担金】（内部評価：継続）
（外部評価：継続）
　地区担当者と組織団体との情報連携によって、廃ビニールの不法
処理ゼロ化を進める努力が必要である。
【病害虫防除事業費補助金】（内部評価：継続）（外部評価：継続）

　道水路占用・施工承認の事前協議・許
可事務等において、申請書類の不備や
専門的な指導・判断が必要なケースが増
加している。

検討･
見直
し

①申請における提出書類の不備
を無くすため、ホームページ掲載
様式等を更新し、事務処理の円
滑化を図る。また、道路管理専門
研修等に参加し、職員の知識の
向上と業務の円滑化を図る。
②不法占用対策等についての検
討。

16 Ｂ

　許可等の件数を活動指標に記入していただきたい。
　道路管理台帳のシステム化や電子申請などITを利用した業務の
効率化、および申請に対する迅速な対応をはかり、住民の利便性を
高めていただきたい。

　地籍調査の完了した区域の座標管理
地区と未実施地区との差や近隣市町と
の査定方法の違いにより、多少申請者に
負担が掛かってしまうことや、申請から境
界線確定までの期間が、申請箇所の異
なることにより迅速な対応が難しい。また
地籍完了区域内の座標を求めるための
基準点の維持管理が近年の工事増によ
り難しくなっている。

検討･
見直
し

①都市再生地籍調査事業の事
業進捗を図る。
②座標管理区域を拡大すること
で、経費等の縮減を目指す。

22 B

　申請のあった土地に対し、官地と民地の境界を確定し、基準点の
維持管理を行う事業である。官民境界が未確定の場合、道水路整
備など公共事業の円滑な実施の妨げとなる場合が多い。境界争い
を未然に防止し、公共事業の効率化を図るために必要な事業であ
る。
　また、基準点や境界の座標値は、市役所における窓口事務を迅速
かつ効率化する地理情報システムの基礎的なデータとなるため、そ
の拡大を図ることが急務といえる。
　事業が未だ道半ばであり、今後とも境界確定率向上と境界点等の
座標管理の充実を図られたい。
　埼玉県国土調査推進協議会負担金については、それによって得ら
れる利益と比較検討され、不適切な額であれば見直しを協議された
い。
　測量業務を委託しているとのことであるが、調達手続が適切な方
法かどうか、コスト面を含めて検証を進められたい。

　都市再生地籍調査事業の進捗により、
世界測地系に準拠した基準点による座
標管理区域を拡大する必要がある。ま
た、座標データの更新を低コストにて行う
必要がある。

検討･
見直
し

①座標による情報を活用しつつ、
コスト削減を図る。
②座標による登記を促進するた
め、基準点管理区域の拡大を図
る。

20 Ｃ

　越谷市道路管理システムとして、道路台帳管理、路線測量成果、
道路工事、測量計算、基準点・境界線などのシステムを構築してい
る。システムに道路台帳現況平面図データ、官民境界線＋現況道
路録データ、道路中心線データなど膨大なデータを保守管理してい
く必要があり、データ保守管理費だけで、年間数千万円のコストがか
かっている。このコストに対する効果が明確になっておらず、至急、
効果を明確に算定し、事業のあり方を見直すべきである。将来の国
のGIS化に備えたものとのことだが、地図データに互換性があるかに
ついても懸念される。また、地図データ等については、民間で市販さ
れているデータの活用も検討してほしい。

　道路台帳の原図がマイラーであり、変
更の処理を手作業にて行っていることか
ら、効率的に運用がなされていない。

検討･
見直
し

①マイラー基図のアナログデータ
をデジタル化し、地図管理の効率
性の向上を図る。
②地図データをデジタル化するこ
とにより、関係各課の所有する基
図データ等の共有を図り、経費
の削減に取り組む。

17 Ｂ

　地図に関する情報の必要性と利用方法を全庁的にとりまとめ、全
庁で一括して必要な情報を収集することにより、全体でのコストの低
減化を検討することを望む。また、得られた情報の他部門との共有
化を進め、情報の有効活用を検討することを望む。
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325 都市再生地籍調査事業 建設部
建設総
務課

H10 H31

〔目的〕
　国土調査法に基づき、土地境界に関するトラブル防
止、土地取引、公共工事・災害時復旧事業の円滑化
を図ることを目的に市街地の官民及び官官の境界を
調査、確認し、測量する。道水路等の官地と民地の境
界を確認する。
〔手段〕
　本業務は、データ整理等に高度な知識・技術が求め
られ、事業を効率的に処理する必要があるため、専門
業者へ委託する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

326 道路施設維持管理事業 建設部
建設総
務課

- -

〔目的〕
　誰もが安全に安心して利用できるよう、道路の維持
管理を行うとともに、良好で快適な道路環境を保全す
る。
〔手段〕
　道路パトロールを実施し、破損箇所の早期発見に努
める。また、修繕にあたっては、安全管理センター及
び修繕業者と連携を図り、適宜対応して行く。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

327 道路施設維持管理事業 建設部
道路街
路課

- -

〔目的〕
　道路環境の保全を図る。
〔手段〕
　既存道路の側溝整備及び舗装の打ち換えなどの補
修を行うとともに、新たに市道認定された箇所等の整
備を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

328 農道整備事業 建設部
道路街
路課

- -

〔目的〕
　生産性の高い農業を促進する。
　地域の生活環境を改善する。
〔手段〕
　農道の整備を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

329 交通安全施設整備事業 建設部
道路街
路課

S37 -

〔目的〕
　歩行者や自転車利用者等の安全確保を図るととも
に交通事故を未然に防止する。
〔手段〕
　暗い交差点や見通しの悪い道路に道路照明灯や道
路反射鏡を設置する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

330 交通安全応急対策事業 建設部
道路街
路課

S37 -

〔目的〕
　交通事故の防止を図る。
〔手段〕
　交通事故発生箇所等に対し警察署等と協議のうえ
白線や看板、滑り止め舗装等を施工する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

331 道路舗装事業 建設部
道路街
路課

- -

〔目的〕
　車両の走行性の向上を図る。
　道路環境の向上を図る。
〔手段〕
　幹線道路並びに生活に密着した一般市道の舗装改
築を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　事業の成果・効率性ならびに進捗率の
観点から、街区区画線の境界確認を優
先する官民境界先行の地籍調査を行っ
ておりますことから、個々の１筆地測量の
着手に取り掛かっていない。

検討･
見直
し

①国の都市再生地籍調査事業を
活用し、事業の進捗を進めて行
く。
②基準点管理区域の拡大を図
り、世界測地系に準拠した基準
点による座標での土地登記を促
進し、官民境界先行の地　籍調
査が終了後に行う予定の１筆地
籍調査に活用して行く。

　良好な道路環境を維持していくことが課
題であり、年々、市道延長が伸びていく
中、コスト縮減についても、さらなる努力
が必要である。

検討･
見直
し

①安全で快適な道路環境を維持
するため、道路占用事業者や交
通事業者、建設業協会等の協力
を得て、道路の不良箇所等の早
期発見に努める。
②道路延長等の増加に合せ、維
持管理の充実を図っていく。

18 Ｂ

<道路修繕事業>
　道路環境を改善する為、当該事業は必須である。今後は道路パト
ロールの強化や、計画的道路補修等、機能強化も求められる。但
し、事業効率を向上させる為、安全管理センターの正規職員から非
正規職員への切り替えを含め、正規職員定数削減の検討の余地が
ある。

　道路環境の保全を図るため、維持管理
事業は必要である。

現状
維持

①Ｕ字溝や蓋の再利用を積極的
に図る。
②既存ストックを有効活用し、道
路施設の延命化を図る。

16 Ｂ

<道路補修事業>
　補修箇所の客観的な優先順位付け(危険度・交通量等を考慮)を検
討していただきたい。工事そのものだけでなく、設計も含めて委託も
考えられる。市は管理に徹することが望ましい。

　外部評価より、農地が減少していること
より、農道整備事業を他の道路整備事業
と統合することを指摘された。しかし、農
道整備事業は、農地の基盤整備を含め
た農業施策の一環として、第３次総合振
興計画で位置付けられた施策であるが、
道路整備の一部として道路事業担当課
で農道整備を実施している経緯がある。
このため、農道整備事業については、市
の施策に関わることであるため、策定中
の第４次総合振興計画の中で農業施策
担当課を中心に施策の位置付けを検討
していく必要がある。

終了
(平成
22年
度)

①道路事業担当課で農道整備事
業としての施策を実施しない方向
で検討し、第４次総合振興計画
に反映していきたい。
②農用地等基盤整備事業とし
て、用水路、排水路及び道路等
の総合的な取り組みとして検討
が必要である。

21 Ｃ

　整備対象とされる道路は、現在農道として位置付けされており、一
般道とは別枠管理されている。
　農業政策としての事業の一環であることは理解できるが、農地が
減少傾向にある現状では、他の道路整備事業との統合に向けた見
直しが必要である。市内の道路管理全体の枠組みの中で、より効率
的な運用を図られるよう検討されたい。

　歩行者や自転車利用者等の安全を図
るとともに交通事故を未然に防ぐために
必要な事業である。

現状
維持

①電気料金の契約内容につい
て、精査を行い電気料金の抑制
を図る。
②道路照明灯管理システムを活
用し、道路照明灯の適正な配置
に努め、更なる安全対策を図ると
ともに二酸化炭素排出量削減に
努める。

19 Ｂ

　交通安全施設整備に対する市民の要望が多い状況で、限られた
予算を調整し対応されている点は評価できる。
　今後、年間１億円にのぼる電気代、及び電球交換等の保守にかか
る経費がますます増大することが予想される中で、市としての優先
順位を定め予算を配分することを求める。
　成果指標については、安全度の向上が評価できる指標とすること
を望む。

　警察署と連携を密にして行う事業であ
り、交通事故の防止を図るために必要な
事業である。

現状
維持

①交通管理者である警察署と連
携を密にし、効果的な安全対策
を図る。
②越谷市道路交通環境安全推
進連絡会議をさらに充実させ、幅
広く関係機関と調整を行い、安全
対策に取り組む。

19 Ｂ

　警察等他関連機関と連携して、事業を推進されている点は評価で
きる。
　応急対応の結果を集約し、類似危険箇所については先手を打った
対応をするなど、事故発生を未然に防止するための計画的な事業
推進を検討する余地がある。
　成果指標については、活動指標（標識等延長した長さ）ではなく、
安全度の向上が評価できる指標、例えば、交通事故件数の減少度
等を設定すべき。

　単価コストだけではなく、舗装の耐久性
を含めた検討を行うとともに、道路の安
全性を維持するため予算面の拡充に努
め、計画的な舗装整備を実施していく必
要がある。

現状
維持

①外部評価のとおり、道路舗装
事業の優先度を高め、予算の拡
充に努めたい。
②大型車の通行量の多い幹線
道路については、質的改良も含
めた整備に取り組んでいきたい。

21 Ｂ

　予算上の問題で、道路舗装工事が思うように進められていない現
状である。
　以下の3点について検討をしていただきたい。
　①予算確保の手段として、現状の道路の安全性等についての問
題点を調査報告する
　②舗装の工法について調査・研究し、より耐久性のあるものを採用
する
　③工事業者へ指導を行い、工事の品質向上を図る

　道路舗装が進まない現状について、広く市民に理解をいただき、
市全体予算の中での優先度を上げていく努力が望まれる。
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332 道路改良事業 建設部
道路街
路課

- -

〔目的〕
　生活道路の安全性の向上を図る。
　快適な住環境を創造する。
　道路の耐久性の向上を図る。
〔手段〕
　道路の拡幅整備を行う。
　道路の質的改良を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

333 歩道整備事業 建設部
道路街
路課

- -

〔目的〕
　安全で快適な歩行空間を確保する。
〔手段〕
　歩車道の分離や段差解消を行い、高齢者や障がい
者に配慮した整備を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

334 斎場関連道路整備事業 建設部
道路街
路課

H15 -

〔目的〕
　斎場周辺地域の環境を向上させる。
　安全な道路環境を創造する。
〔手段〕
　生活道路の拡幅整備を行う。
　歩行者に配慮した道路整備を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

335 街路施設維持管理事業 建設部
道路街
路課

- -

〔目的〕
　街路事業の進捗を図る。
　取得用地の適正管理。
〔手段〕
　街路事業用地の取得。
　取得した用地に外柵工事・砂利敷き等を施し、適正
な管理を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

336
電線類地中化事業(レイ
クタウン事業地内）

建設部
道路街
路課

H15 H24

〔目的〕
　安全で快適な歩行空間の確保、都市災害の防止お
よび都市景観の向上を図る。
〔手段〕
　越谷レイクタウン特定土地区画整理事業地内におい
て都市再生機構と整備区分を定め、電線類地中化の
工事を進める。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

337
土地区画整理地区界整
備事業

建設部
道路街
路課

H19 -

〔目的〕
　土地区画整理事業地区と地区外との円滑な交通を
確保する。
〔手段〕
　土地区画整理事業地区外の道路整備を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

338
橋りょう施設維持管理
事業

建設部
道路街
路課

- -

〔目的〕
　円滑な交通の確保を図るとともに災害時の安全性の
向上を図る。
〔手段〕
既存橋の補強工事等、適正な維持管理を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

115/192



116/192

          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　拡幅整備については、沿線住民の理解
を頂き、用地事務の効率化を図る必要が
ある。また、道路の耐久性をを高めるた
め、単価コストに拘らず、道路の質的改
良を積極的に実施していくことも必要であ
る。

検討･
見直
し

①継続して取り組む必要がある
とともに、大型車両をはじめとす
る交通量の多い路線について
は、道路の質的改良も含め、道
路の耐久性を高めていく必要が
ある。
②道路の拡幅以外に耐久性の
高い道路づくりを実施していく。

22 B

　生活道路の安全性・耐久性の向上のため、道路の拡幅整備や質
的改良を行う事業であり、自動車に大きく依存する現代社会では必
要な事業といえる。
  ただ、日本では少子高齢化が進み、人口が減少している中で、今
後予想される社会に対応した計画を立てる必要がある。
　道路の質的改良により、道路寿命を延伸し、将来にわたっての管
理コストの削減をはかることについては、重要な取組みである。整備
コストと将来的な管理コストを十分に比較検討のうえ計画されたい。
　なお、整備についての住民要望の一覧表と整備の優先順位は公
開し、整備箇所の優先度について、危険度などの付帯情報や整備
優先理由を含めて、市民の納得が得られる取組みを実施されたい。
　成果指標についても、要望にどれだけ対応できたかを市民にア
ピールできるものを検討されたい。

　安全で快適な歩行空間を確保するため
に行う事業である。

現状
維持

①整備手法を検討し、整備延長
を伸ばす。
②費用対効果を考慮し整備を進
める。

　当事業は、斎場建設に伴う周辺地域の
道路整備等を目的としている。斎場建設
に伴う環境整備に関する協定事項につ
いて、用地の協力が得られず未整備の
箇所も多いが、協定書締結から年数も経
過していることから事業を一区切りするこ
とを増林土地利用協議会の事務局と調
整していきたい。

終了
(平成
22年
度)

　

　パトロール等を実施して現況を把握し、
街路用地の適正な管理に努める。

現状
維持

①街路事業により取得した用地
に外柵工事や砂利敷き等を施
し、適正な管理を行いながら事業
の進捗を図る。
②事業の進捗状況に合わせた効
果的な用地取得。取得後の適正
管理を行なっていく。

21 Ｂ

　担当課の総合評価「A」は、本事業を狭義に解釈すると理解できな
くはないが、事業のために取得した土地が長期間放置されている状
況は無視できない。このことは、街路施設に限ったことではないと思
われるが、遊休地の管理費（雑草駆除、ごみ処理）の経費支出や該
当地から徴収できたであろう固定資産税額を考えると、無駄な支出
があると言わざるを得ない。
　長期間、遊休地となっているものについては、早期に活用策を講
ずるべきである。

　都市災害の防止および都市景観の向
上を図るために必要な事業である。

現状
維持

①特定土地区画整理事業の進
捗にあわせて取り組む。
②平成２５年度完成予定の特定
土地区画整理事業の進捗にあわ
せ、連携を密にし無駄のない事
業推進を図る。

18 Ｂ
　国の方策でもあり、わが国の電線事情を改善する上でも不可欠な
事業である。今後は工法を含めたコスト削減を図り、計画通り事業を
終了することが重要である。

　土地区画整理事業では、事業地内の
道路整備を行うが、事業地区外の整備
は実施していない。このため、事業地区
内と地区外との道路の取り付けなど行う
必要があり、必要最小限度の範囲で事
業を実施している。

現状
維持

①各区画整理事業の進捗にあわ
せ、事業に取り組んでいく必要が
ある。
②区画整理事業と進捗状況等を
調整し、今後、区画整理事業の
状況に応じて、休止や廃止を検
討していく。

　早期に長寿命化修繕計画を策定する
必要がある。

検討･
見直
し

①事後的な修繕から予防的な修
繕へ転換を図るため、橋りょうの
長寿命化修繕計画を策定する。
②定期的な点検と計画的な維持
修繕を実施するアセットマネジメ
ントの考え方により維持管理を図
る。

22 B

　円滑な交通の確保を図るとともに災害時の安全性の向上を図るた
め、既存橋の補強工事等、適正な維持管理を行う事業である。
　橋りょうの適正な維持管理は市民生活に不可欠であり、本事業は
必要性があるが、21年度は事業費が1億円を超える単独事業となっ
た。市債発行事業でもあるので、人件費も含めて一層のコスト削減
の努力を実施されたい。
　ライフサイクルコスト引き下げのため、橋りょうの維持管理にアセッ
トマネジメントの考え方を導入することは重要な取り組みであるとい
える。橋りょうの改修、更新計画が将来にわたって引き継がれるよう
工夫されたい。
　なお、使用されていない橋りょうの廃止・統合・移設についても、ア
セットマネジメントの中に取り入れるなど、維持管理方法を工夫をさ
れたい。
　平成21年度に補強工事を実施した堂面橋の他にも、修繕が必要な
橋りょうが10本あり、その優先順位や補強工事の内容や工事の効果
についても、必要に応じて市民にわかる形で公開を進め、市民の理
解が得られるよう努力されたい。
　成果指標についても、安全性の観点から指標を立て、市民に本事
業の成果をアピールされたい。
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339 大袋駅舎建設事業 建設部
道路街
路課

H20 H24

〔目的〕
　大袋駅西口の開設を目指すとともに、駅利用者の利
便性の向上を図る。
〔手段〕
　鉄道事業者と連携し、自由通路を含む大袋駅の改
修整備を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

340 大袋駅西口線整備事業 建設部
道路街
路課

H12 H22

〔目的〕
　大袋地区の交通の円滑化を図る。
　西大袋土地区画整理事業地内と大袋駅までのアク
セス道路を確保する。
〔手段〕
　大袋駅西口から土地区画整理境までの道路整備を
行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

341
浦和野田線整備事業
（県営）

建設部
道路街
路課

H4 -

〔目的〕
　広域的な幹線道路の整備を促進する。
〔手段〕
　事業主体である県に街路事業（浦和野田線）の負担
金を支払う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

342
越谷吉川線整備事業
（県営）

建設部
道路街
路課

H8 H25

〔目的〕
　広域的な幹線道路の整備を促進する。
〔手段〕
　事業主体である県に街路事業（越谷吉川線）の負担
金を支払うとともに、県からの委託を受けて用地　交
渉を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

343
八潮越谷線整備事業
（県営）

建設部
道路街
路課

H10 H24

〔目的〕
　広域的な幹線道路の整備を促進する。
〔手段〕
　事業主体である県に街路事業（八潮越谷線）の負担
金を支払う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

344
南浦和越谷線整備事業
（県営）

建設部
道路街
路課

H8 -

〔目的〕
　広域的な幹線道路の整備を促進する。
〔手段〕
　事業主体である県に街路事業（南浦和越谷線）の負
担金を支払う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

345 弥生町中町線整備事業 建設部
道路街
路課

H19 H22

〔目的〕
　交通環境の向上を図る。
〔手段〕
　越谷駅東口再開発事業に合わせて周辺道路の整備
を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　本事業は、市単独で実施できる事業で
は無いため、鉄道事業者との調整が重
要である。また、現在時点では、駅舎の
建設に向けた計画段階であるため、成果
が現れにくい。

検討･
見直
し

①平成２３年度からの着工を目
指し、関係機関との調整に取り組
んでいく。
②着工後、２～３年間での完成を
目指し、予算の確保や関係機関
との調整に取り組んでいく。

　住民の理解をいただき、用地事務等の
効率化を図る。
　平成22年度の事業暫定完了を目指して
いるが、今後、開通における交通規制等
の変更点を周知していく必要がある。ま
た、大袋駅舎の建設を予定しているた
め、建設用の作業区域と利用する西口
駅前広場の一部が、未整備となる。

終了
(平成
22年
度)

　

　県道足立越谷線から県道大野島越谷
線までは供用開始したが、東武鉄道伊勢
崎線から国道4号までの約１．３ｋｍ区間
である元荒川工区について、建設に伴う
諸問題がある。

現状
維持

①②元荒川工区の早期事業化
に向けて、建設に伴う諸問題の
解決を図る。

　県との連携により、事業の進捗が図ら
れており、今後も、残る区間の事業化に
向けて継続して取り組んでいく。

現状
維持

①②埼玉県と連携を図りながら、
事業の進捗を図る。

20 Ａ
　県が事業主体となって実施する事業に対する費用負担であり、市
の視点から事業を評価することは難しい。今後も県と連携を図りな
がら推進していただきたい。

　国道4号バイパス以南の下間久里工区
は供用開始したが、相生陸橋以北の西
方工区については、用地交渉が難航して
いる。

現状
維持

①②西方工区の早期事業化に
向けて、埼玉県と連携を図りなが
ら進めていく。

20 Ｂ

　県が事業主体となって実施する事業に対する費用負担であり、市
の視点から事業を評価することは難しい。今後も県と連携を図りな
がら推進していただきたい。
　但し、6年以上継続してほとんど進展がない一部用地の買収につ
いては、県との連携をより密にして、現実的な解決策を提案し、早期
決着ができるよう努力していただきたい。

　県との連携により、事業の進捗が図ら
れており、今後も、残る区間の事業化に
向けて継続して取り組んでいく。

現状
維持

①②埼玉県と連携を図りながら、
事業の進捗を図る。

18 Ｂ
　東西交通を担う重要な道路整備事業である。県とのコミュニケー
ションを深め、用地買収をスムーズに行うことにより、市の一般財源
の追加負担を抑制すべきである。

　用地買収については、事業の必要性を
示しながら用地交渉をおこなってきてお
り、沿道住民のご理解・ご協力により平
成２１年度末に買収完了している。
　当都市計画道路の実施区間は、越谷
駅東口再開発事業区域と接しており、道
路の半分を組合側で残りを市側で実施
することになる。このため、事業の効率性
を考慮し、組合側で道路の施工を実施す
ることになった。今後、組合側の再開発
事業の進捗状況及び道路の地下埋設物
の工事等により、弥生町中町線整備事業
の進捗に影響を及ぼす可能性がある。

終了
(平成
22年
度)
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346
市道２２００号線整備事
業

建設部
道路街
路課

H21 H25

〔目的〕
　花田東越谷地区と越谷レイクタウン地区との区間に
おいて安全かつ円滑な道路交通の確保を図ると　共
に歩行者及び自転車の安全確保を図る。
〔手段〕
　歩車道の拡幅整備を行なう。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

347 河川施設維持管理事業 建設部 治水課 H2 -

〔目的〕
　流水阻害の除去及び河川環境の保全のため、草
刈・浚渫・修繕等を行う。
〔手段〕
　状況を確認し、委託をする。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

348
排水機・ポンプ場施設
維持管理事業

建設部 治水課 H4 -

〔目的〕
　排水機場・ポンプ場等、河川施設の機器類の点検に
より水防施設が正常に機能するよう努める。
〔手段〕
　維持管理を委託する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

349 新川用水整備事業 建設部 治水課 H11 -

〔目的〕
　新川の用水機能の確保、環境改善等を図るため、
新川都市下水路の整備に合わせ、関連する新川用水
の整備を行う。
〔手段〕
　起債事業により護岸整備及び安全施設（防護柵）の
更新と管理用道路の整備を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

350 平新川改修事業 建設部 治水課 S55 -

〔目的〕
　平新川流域における浸水被害の軽減と河川環境の
改善を図る。
〔手段〕
　護岸コンクリートの嵩上げを行なう。また、適正な河
川管理を図るため、管理用道路の整備を進める。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

351
都市下水路施設維持管
理事業

建設部 治水課 H2 -

〔目的〕
　流水阻害の除去及び都市下水路環境の保全のた
め、草刈・浚渫・修繕等を行う。
〔手段〕
　状況を確認し、委託をする。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

352
ポンプ場施設維持管理
事業

建設部 治水課 H4 -

〔目的〕
　ポンプ場等、河川施設の機器類の点検により水防施
設が正常に機能するよう努める。
〔手段〕
　維持管理を委託する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価
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13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　事業の重要性や必要性を地権者に十
分説明し、沿道住民のご理解をいただ
き、用地事務の効率化を図る。
　平成22年度から一部工事に着手する
予定である。工事に際しては、整備区間
に学校や病院等があるため、安全面を重
視した施工計画を図っていく必要があ
る。

検討･
見直
し

①平成２２年度に用地買収を完
了し、早期に工事に着手できるよ
うに地権者との用地交渉を進め
ていく。
　工事に関しては、用地取得箇
所や状況を把握しながら、施工
計画を行っていく。
②平成２５年度完成を目指し、地
権者との用地交渉、関係機関と
の調整及び工事に取り組んでい
く。

　河川施設の老朽化が著しく、計画的な
改修が必要課題である。
　また、河川の堆積物による流水阻害を
防止するため浚渫の必要性がある。

検討･
見直
し

①②河川の清掃・浚渫等を実施
し、硫化能力を確保し浸水被害
の軽減を図る。
平成２１年度より平方地区の河
川・排水路の浚渫を継続して実
施する。

17 Ｂ

　河川施設を公園利用等へ活用し施設維持する目的で、地域住民と
ともに維持管理方法を検討する場を設け、草刈等の環境問題を地
域住民とともに解決する方向で検討することを望む。住民協働化の
時代に対応し、周辺住民とともに施設を維持し、費用の低減化を図
ることを望む。

　施設の老朽化が課題である。
　また、施設の機能を最大限活用するた
め、ポンプ場台帳を整備し、計画的な改
修・修繕を実施していく必要がある。

検討･
見直
し

①施設の機能を最大限に機能さ
せるため、引き続き施設の維持
管理に努める。
②排水機・ポンプ場等、河川施設
の台帳を整備し計画的な改修
（事前保全）に努める。

　既存の新川は用排水兼用の施設であ
り、施設の老朽化、土砂の堆積、水質の
悪化、悪臭の発生等、治水に対する安全
度、安全な農業用水の確保に支障をきた
している。先行する新川都市下水路整備
事業との同時進行が望ましいが、新川用
水整備は予算面等の理由で遅れてい
る。今後、更に有効な事業効果が得られ
るようコスト面を含めた整備手法等の検
討が必要である。

検討･
見直
し

①引き続き護岸整備並びに遊歩
道の整備を進め、老朽化してい
る施設の更新により、周辺環境、
水質等の改善を図る。
②更に効率的な事業効果が得ら
れるよう、整備手法、整備グレー
ド等の検討、見直しを行なう。

20 Ｂ

　新川都市下水路（排水管）整備の事業にあわせ、新川用水を整備
する事業である。1990年から2004年までの15年間に3回の大きな浸
水被害があり、新川都市下水路の整備は不可欠な事業である。ま
た、地権者や周辺住民のために用水路整備及び緑地を整備する当
該事業の必要性は認められる。
　新川都市下水路整備の進捗とあわせて、スムーズに新川用水整
備事業が進められることを期待する。

　平新川沿いでは実際に浸水被害が発
生している場所があるため、早急な対応
が必要である。事業効果を上げるには、
まとまった工事量が必要である。

検討･
見直
し

①浸水被害の軽減を図るため、
引き続き既設水路の嵩上げを行
なう。
②適正な施設管理のため管理用
道路の整備を進めると共に、浸
水被害の解消を図るため、ポン
プの増強や既設水路の嵩上げを
行なう。また、平方公園の整備計
画とあわせ平新川整備の検討を
行う。

19 Ｂ

　全体予算計画の中で、市民の理解と満足度を得られる優先順位を
つけることが重要である。
　また、今までの取り組みの結果として治水効果が、向上している点
を市民にさらに広報し理解を得る必要がある。

　施設の老朽化・地盤沈下等により修繕
や計画的な改修が課題である。また、浚
渫等を計画的に実施し、流感能力を確保
する必要がある。

検討･
見直
し

①計画的な施設の改修を実施す
る。
②国・県の補助制度等を検討す
る。適正な維持管理を行い、浸水
被害の軽減を図る。

　施設の老朽化が課題である。
　施設の信頼性の向上を図るため、今後
改築等の必要がある。

検討･
見直
し

①施設の信頼性を維持するた
め、老朽施設の改築の検討及び
補助制度の活用等検討する。
②既存施設を有効に機能させる
ため、ポンプ場台帳を整備し、計
画的な改修（事前保全）に努め
る。
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353
排水路施設維持管理事
業

建設部 治水課 - -

〔目的〕
　排水路などの清掃・浚渫等を行うことで、排水機能
の保全向上や堆積物の除去による環境改善を図る。
　また、歩道版のがたつきや破損、水路構造物の破
損、及び防護柵の修繕を迅速に処理することのより市
民生活の安全を図る。
〔手段〕
　状況を確認し、清掃、浚渫、修繕等を行う。

高 低 高 高 (b) (b) (a) (b) (b) Ｂ

354 排水路整備事業 建設部 治水課 - -

〔目的〕
　雨水対策としての水路整備を行い、生活環境の向上
と浸水被害の軽減を図る。
〔手段〕
　必要箇所を限定し、起債事業により重点的に整備を
図る。

高 高 高 低 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

355
排水路安全施設整備事
業

建設部 治水課 - -

〔目的〕
　既存水路に歩道版を布設することで、緊急時の避難
通路を確保し、市民生活の安全と快適な環境の提供
を図る。
〔手段〕
　自治会要望による既存水路への歩道版布設

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

356 七左ェ門川改修事業 建設部 治水課 H20 -

〔目的〕
　七左ェ門川流域の治水安全度の向上及び環境改善
を図る。
〔手段〕
　老朽化した施設の改修並びに管理用道路の整備を
行なう。

高 低 低 低 (b) (d) (a) (a) (b) Ｂ

357 流域貯留浸透事業 建設部 治水課 S60 -

〔目的〕
　遊水機能を向上させ、河川負担の軽減を図るため、
市内小中学校校庭に、雨水を一時的に貯留する。
〔手段〕
　河川事業の補助金等を利用し施設整備を行う。

高 低 高 高 (b) (d) (a) (b) (b) Ｂ

358
応急対策事業（浸水対
策）

建設部 治水課 H20 -

〔目的〕
　近年のゲリラ豪雨等により浸水被害の発生した地域
の対応として、緊急かつ応急的に対応をとるべき施設
の改善、改良を行ない、浸水被害の軽減を図ることを
目的とする。
〔手段〕
　水路の嵩上げやポンプ施設の増強、改良等により、
浸水被害の軽減を図る。

高 低 高 高 (b) (b) (a) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　地域住民の高齢化や水路整備によっ
て、暗渠化した水路の清掃ができなくなっ
てきており、市への要望は増加する傾向
にあるが地域でできることは地域で行っ
てもらう必要がある。
　また、水路等は経年劣化や地盤沈下等
による勾配不良から排水の滞留発生箇
所が増加している。

検討･
見直
し

①地域住民の清掃要望等は、
年々増加する傾向にあるため事
業費の拡大を図る。
②自治会（日曜）清掃等の地域
住民による清掃活動を引き続き
支援する。
また、浸水箇所については、定期
的な清掃や修繕を行い、浸水被
害の軽減に努める。

18 Ｂ

<排水路等清掃委託事業>
　排水路を清潔にすることは、快適な生活空間を保つために必要な
ことであり、住民の要望にも極力柔軟に対応していくことが求められ
る。当該事業は、今後継続して、活動を強化すべきであるが、あわ
せて、事業の効率化を向上させるため、特に安全管理センターの正
規職員を非正規職員に置き換え、定数削減、人件費抑制を図ること
が望まれる。

　市内の水路全般を対象としている排水
路整備事業は、既存施設の現状を把握
しきれない中、経年変化による既設水路
の改修や浸水被害の軽減を目的とする
もの等幅広く対応しているが、更に効率
的、計画的な事業執行を図るには、水路
台帳の整備による現状把握、改修計画
策定が必要である。

検討･
見直
し

①②浸水被害の解消並びに良好
な施設管理に資するため、当事
業の積極的な実施が望まれると
共に、水路台帳の整備による計
画的な事業執行を進める。

21 Ｂ

　市内延長1,108ｋｍの既設排水路の改修等を行う事業である。
　今後の課題としては、昭和61年度作成時点のままの水路台帳の
整備がある。これをデジタル化、GIS（地図情報システム）化すること
を早急に検討すべきであるが、多大な経費がかかることから（特に
GISについては）関係する複数部署が連携し、全庁的に検討すべき
である。

　公共下水道の普及に伴い、排水路は
雨水の排水路へと用途が変わり、自治会
等から緊急避難用通路として利用するた
めの蓋架け要望が多く、年度内受付分に
実施が数年後に繰り延べとなり、対応に
苦慮している。

検討･
見直
し

①蓋架け要望箇所については、
その地域性や必要性を精査し、
優先順位を明確にして実施して
いく。
②要望延長に対する整備率は、
７９%であり市民要望に答え、利
便性の向上を図るため事業費の
拡充が必要である。

18 Ｂ
　排水路の歩道化による安全対策は重要である。今後も引き続き、
住民とのコミュニケーションを密にし、適切な安全施設整備を推進し
ていく必要がある。

　七左ェ門川整備事業については、暫ら
くの間用地等の問題で休止していたが、
平成２０年度に用地の問題が解決したた
め事業を再開した。平成２１、２２年度は
また休止となったが、平成２３年度以降
の新川都市下水路整備と七左ェ門川と
の交差部の施工にむけ、本事業の実施
にあっては同時に県道の横断部の整備
改善が必要となる等入念な検討が必要と
なるほか、相当な事業費も見込まれる。

検討･
見直
し

①平成２３年度以降に、新川都
市下水路との交差部、県道横断
部の整備に着手する。
②施設の良好な管理のため管理
用道路の整備を進める。

　昭和６０年度より小中学校の校庭にお
いて事業を進めてきたが、45校中42校の
整備が完了した。補助事業で当面の施
工が可能な小中学校の整備が終了して
いるため、今後は、学校以外の公共公益
施設用地における本事業の実施や単独
事業による校庭での実施の検討が必要
である。予算面の都合により平成２１年
度は実施なしとなっている。

検討･
見直
し

①補助事業で当面の施工が可能
な小中学校の整備が終了してい
るため、単独事業での実施及び
今後の事業の方向性について検
討を行なう。
②公園、既設水路、道路等の公
共施設を利用した整備の検討を
行なう。

19 Ｂ

　計画的に事業を推進されている点は評価できるが、市の事業だけ
では限界がある。
　貯留浸透による治水の考え方を、市民ならびに市役所他部署にも
積極的に広報し、例えば市民一人ひとりが雨水を貯留する協力を得
られるような取り組みを検討し、事業目標に含める必要がある。

　応急対策工事であるため、事象が起
こってからの対応となってしまう。事業と
しての緊急性、必要性は高いが、対応の
方法によって施行方法等が異なるため1
箇所あたりのコストが比較できない。

検討･
見直
し

①浸水被害の発生している地域
のポンプ施設の増強を図る。
②浸水被害の解消を目指し、計
画的な施設整備を進めるため、
水路台帳の整備等により現状施
設の把握が必要である。

22 B

　台風や大雨時における水防活動において浸水被害の軽減を図る
ため、河川施設の改修や仮設ポンプの設置・増設などの整備を行う
事業である。
　ゲリラ豪雨による災害など、突発的で予測困難な、長期計画では
対応できない浸水対策工事を実施している。
　近年はゲリラ豪雨により浸水被害が発生しており、また、大きな河
川の多い平野部という地理的条件から、内水対策は必要不可欠と
いえる。計画的に実施され、市民の安心・安全を確保されたい。
　減価償却費については、適正に把握されているかを再度検証し、
施設更新計画を適正に作成されたい。
　成果指標としては、「応急対策の事業箇所」を設定するとともに、こ
のほかにも市民に分かりやすい指標を設定されたい。応急対策の
事業箇所が少なければ整備が行き渡ってきているということであり、
反対に応急対策の事業箇所が多ければ、予算を増やし事業量を増
大させる必要がでてくる。
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359 水防システム整備事業 建設部 治水課 H20 H24

〔目的〕
　近年のゲリラ豪雨等により浸水被害の発生した地域
の対応として、迅速かつ的確な対応をとるべき施設の
改修を行い、浸水被害の軽減を図る。
〔手段〕
　既存樋門（6ヶ所）の改修を行う。（ゲートの電動化及
び遠方監視制御化）

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

360
大相模調整池排水機場
整備事業

建設部 治水課 H20 H24

〔目的〕
　越谷レイクタウン特定土地区画整理事業に関連する
事業で、埼玉県が整備する大相模調節池の排水機場
と、越谷レイクタウン地区の千疋排水区（草加市分を
含む）のポンプ場を一体的に整備することにより事業
の効率化を図り、地域の浸水被害の軽減と治水安全
度の向上を図る。
〔手段〕
　埼玉県、草加市と費用負担協定を締結し、埼玉県が
施工

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

361
新川都市下水路整備事
業

建設部 治水課 H15 -

〔目的〕
　新川流域の浸水被害の軽減及び環境改善を図る。
〔手段〕
　補助金等を活用し整備の促進を図る。

高 低 高 高 (b) (b) (a) (b) (b) Ｂ

362 管路整備事業 建設部 治水課 S47 -

〔目的〕
　浸水被害の軽減、生活環境の改善を図るため、公
共下水道（雨水幹線等）の整備を行う。
〔手段〕
　補助金等を活用し整備の促進を図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

363 管路改修事業 建設部 治水課 - -

〔目的〕
　管路を対象に修繕及び補修を行い、適正な施設管
理により浸水被害の軽減を図る。
〔手段〕
　必要箇所を限定し、改修を図る。

高 低 高 低 (b) (d) (a) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　越谷市内に設置してあるゲートの内、
約7割が手動ゲートである。
今後、浸水地域を重点に計画的な既存
ゲートの改修が必要である。

現状
維持

①平成２０年度から県の補助金
を利用し、弥栄地区の樋門の電
動化及び遠方監視制御化を図っ
ていく。
②（平成２４年度までに）御料堀
ポンプ場に関連する6ヶ所の樋門
の改修及び遠方監視制御システ
ムの構築を図る。

22 B

　大雨による浸水被害が多発している越谷市弥栄地区の浸水被害
を軽減し、台風等の災害時における情報収集と水防活動の円滑化
を図るため、県の補助金を受け、各排水機場の運転状況の把握及
びゲートの開閉を含めた遠方監視制御を行うシステムを構築する事
業である。
　近年のゲリラ豪雨の発生により、各水防施設への人員配置が間に
合わないケースも考えられ、必要性が認められる。
　樋門は概して高価であり、電動、遠隔操作とするとさらに高価にな
る。浸水被害の軽減を図るため電動化する必要性は認められるが、
いざというとき、コストに見合う働きをするかどうか、綿密に検証され
たい。
　また、ライフサイクルコスト引き下げのためのアセットマネジメント
や、維持管理費のシミュレーションを導入し、より効率的な維持管理
を実施するとともに、減価償却費計算表や施設の台帳を適正に管理
し、更新計画策定に活用されたい。
　市債発行により実施されている事業であるが、市債発行額が膨張
すると本市の財政状況の悪化を招く恐れもあるため、一般財源の比
率を高める努力をされたい。

　ポンプ場を調節池の排水機場と一体的
に整備することにより、事業の効率化を
図り、平成２４年度完成に向けて、埼玉
県、草加市との３者で受益に応じて費用
負担している。

現状
維持

①引き続き排水機場の下部工等
を実施予定
②平成２４年度完成に向け取り
組む。

　既存の新川は用排水兼用の施設であ
り、施設の老朽化、土砂の堆積、水質の
悪化、悪臭の発生等、治水に対する安全
度、安全な農業用水の確保に支障をきた
し、本事業による整備改善が不可欠であ
る。平成２３年度以降には七左ェ門川と
の交差部分の施工になるため、その構
造、施工方法等の十分な検討が必要と
なるほか、その結果によっては、事業費
が増大する可能性もある。

検討･
見直
し

①平成２３年度以降に、七左ェ門
川との交差部分の施工となるた
め、その構造、施工方法等十分
な検討が必要となるほか、その
結果によっては、事業費が増大
する可能性もある。
②早期の事業完了を目指し、補
助金等を利用した整備を進める。

　本事業は、主に国庫補助事業による公
共下水道事業を実施しており、効率的、
効果的な事業の施行について常にチェッ
クしながら進めている。また、本事業の公
共下水道（雨水・汚水）整備に対する貢
献度は大きいものがある。

検討･
見直
し

①計画的な整備を進める。
②近年、気象の変化に伴いゲリ
ラ豪雨が発生する等雨の降り方
も変化してきている。このため、
中長期的には雨水排水計画の
見直し並びに計画的な施設整
備、維持管理が必要である。

16 Ｂ
　雨水管の台帳が未整備なので整備し計画的な水路補修ができる
ように配慮していただきたい。

　管路改修は、既存施設の現状を把握し
きれない中、経年変化による既設水路の
改修等に幅広く対応しているが、更に効
率的、計画的な事業執行を図るには、水
路台帳の整備による現状把握、改修計
画策定が必要である。

検討･
見直
し

①既存施設が良好に機能するよ
う、引き続き施設の維持管理に
努める。
②施設の老朽化により、現在予
定していない修繕等の増加が見
込まれるため、限られた予算内
で適切かつ効果的な処置が必要
となってくる。また、既存施設の
把握と計画的な改修を図るた
め、水路台帳の整備が必要であ
る。

21 Ｂ

　管路改修には、今後多額の維持費用の発生が予想され、計画的
な事業の推進が求められるが、その第一歩として、管路の現状を管
理するための水路台帳の早急な整備が必要である。台帳整備につ
いては、台帳の有効利用に向けて関係部署が連携し、全庁的に検
討することが望まれる。
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364
受益者負担金・使用料
徴収業務費①

建設部
下水道
課

S58 -

〔目的〕
　公共下水道の管路整備事業に伴い、同区域内の受
益を受ける者から事業費の一部を受益者負担金とし
て賦課徴収する。
〔手段〕
　受益者に負担金を賦課し納付書により収納
　未納者には、督促・催告及び戸別訪問の実施

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

365
受益者負担金・使用料
徴収業務費②

建設部
下水道
課

S58 -

〔目的〕
　下水道使用者より、下水道使用料を徴収するにあた
り、、効率的な下水道使用料収入の確保をする。
〔手段〕
　水道料金との併合徴収(越谷・松伏水道企業団へ業
務委託)
　未納者に対しては、越谷・松伏水道企業団と連携
し、督促・催告・戸別訪問徴収により収納率の向上を
図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

366
公共下水道情報管理シ
ステム事業

建設部
下水道
課

H12 -

〔目的〕
　公共下水道の情報データを適正に管理し、業務の効
率化と市民サービスの向上を図る。
〔手段〕
　下水道情報データ整備やシステム改良及び機器の
保守点検委託の実施

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

367 水洗便所普及啓発事業 建設部
下水道
課

S58 -

〔目的〕
　水洗便所普及啓発により、水洗化率の向上を図る。
〔手段〕
　水洗化促進を図る融資あっせん業務
　下水道展による広報活動
　未接続世帯への戸別訪問による普及活動

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

368 管路施設維持管理事業 建設部
下水道
課

S58 -

〔目的〕
　施設を適正に管理することで、公共下水道を利用す
る住民の快適な生活環境や事故防止、また管路施設
の機能維持を図る。
〔手段〕
　管路施設の修繕実施及び清掃委託

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

369
ポンプ場施設維持管理
事業

建設部
下水道
課

S58 -

〔目的〕
　ポンプ場施設の適正な維持管理を行うことで、一日
24時間稼動している施設の機能維持を図り、利用者
の快適な生活の確保を行う。
〔手段〕
　ポンプ場運転管理や保守管理の委託及び異常個所
の修繕実施

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　受益者負担金業務は、賦課徴収額が
減少しているにもかかわらず、最低必要
コストがかかる。

検討･
見直
し

①未納者に対する督促・催告・戸
別訪問業務を強化していく。
②事務費のコスト削減を図る。

18 Ｃ

　受益者負担の回収率は現年度が96％であるが、過年度は、金額
的には低くなっているが1％程度と極端に低い。回収方法の工夫が
必要である（使用料に上乗せしてリース料として徴収するなど）。回
収コスト（人件費，システム費）が13百万円かかっており、採算性を
改善する必要がある。

　越谷・松伏水道企業団で、併合徴収業
務を実施していることから、定期的に情
報交換を行い、更なる収納率の向上を図
る。

検討･
見直
し

①業務実施団体の越谷・松伏水
道企業団との連携を強化し、収
納率の向上を図る。
②委託事務費のコスト削減と、適
正な使用料金の設定に向け準備
を進めていく。

21 Ｂ

　最大の課題は、収納率の向上である。平成20年度の未納額の約
60%は、転居等による宛先不明が原因となっている。
　極めて難しい側面はあるが、水道企業団・庁内他部署と連携し、転
居等による宛先不明を追求調査する等、収納率改善に向けての効
果的な方策を検討していただきたい。

　整備した情報データの有効活用や迅速
に正確な情報提供を図る。

検討･
見直
し

①管路情報における表示内容に
ついて、より分かりやすい表示に
なるようシステム改良を行う。
②下水道情報管理システム内に
ある管渠情報をホームページに
掲載し利用者への利便を図る。

20 Ｃ

　公共下水道情報管理システムの必要性は認められる。
しかし、これまでのＩＴ投資額は3億円を超えており、以下のような課
題が考えられる。
・システム構築の内訳が明確になっていない。
・保守費の算定根拠が不明確である。
・情報システムの関連図等がなく、システムの構成が不明確である。
・情報システム調達時に、情報システム部門等他部門との連携がな
されてない。
このため、システム調達におけるコスト削減や品質向上の視点か
ら、改善の余地が大きいと思われる。
ＩＴ化にあたり、ＩＴの専門部署である情報統計課との連携を強化すべ
きである。

　未接続世帯への継続的な普及活動が
必要である。

検討･
見直
し

①平成２１年度から再雇用職員
を活用することとし、未接続の解
消に向けて随時戸別訪問指導に
取り組んでいく。
②未接続世帯の解消に向け、効
率的な手法の調査・検討を図っ
ていく。

17 Ｂ

　公共下水道への接続100％化を達成する期限を区切り、各年度ご
と達成率の計画を明確に立案されることを望む。事業期間が長引け
ば、それだけ総事業費がかかることを認識され、各年度ごとの事業
の実施方法の検討を願う。また、融資あっせん制度などの積極策に
ついては、引き続き指定工事店及び管工事組合等との連携を強化
し、普及促進することを望む。

　管路の状況把握が十分でないことか
ら、計画的な維持管理実施が難しい。

検討･
見直
し

①人孔及び人孔内調査結果に基
づき清掃や修繕を実施する。
②平成２７年度までに供用開始
区域全体の管路機能や通行の
安全を確保するため、人孔及び
人孔内の簡易調査を行い清掃、
修繕を進めていく。

20 Ｂ

　公共下水道を利用する住民の快適な生活確保や事故防止を図る
ために、当該事業は必要であると認められる。ただし、事業費が多
額となるため、今後とも一層のコストダウンを図ってほしい。成果指
標として修繕箇所数や清掃実施件数をあげられているが、事業目的
に沿って管路施設の機能維持を表す成果指標を設定すべきであ
る。

　コスト削減を図る手段として設備機器の
予防的修繕を行うことが有効であるが、
機器の状態把握ができていないことから
実施が難しい。また、委託契約方法の見
直しによるコスト削減を図る必要がある。

検討･
見直
し

①引続き委託・修繕等の維持管
理を行う。また、委託においては
複数年契約の実施を行う。
②各ポンプ場の状態を調査確認
し、予防的修繕計画の策定を進
める。

16 Ｂ 　委託範囲を可能な限り拡大し、人件費削減を図られたい。
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370
公共下水道会計繰出金
事業

建設部
下水道
課

S58 -

〔目的〕
　公衆衛生の向上や河川等の公共水域の保全を図
り、安全で快適な生活環境を確保するため、公共下水
道の整備に要する費用の一部を一般会計から公共下
水道特別会計へ繰り出す。
〔手段〕
　一般会計より公共下水道特別会計へ繰り出す。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

371
公共下水道台帳整備事
業

建設部
下水道
課

H12 -

〔目的〕
　新設や変更があった下水道施設について下水道台
帳を作成し、利用者への最新管路情報の提供や適正
な維持管理業務への利用を図る。
〔手段〕
　新設、変更した下水道施設の台帳整備委託の実施

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

372 管路整備事業 建設部
下水道
課

S58 -

〔目的〕
　公共下水道供用開始区域内の未整備箇所を対象に
汚水管の整備を行い、都市の健全な発達や公衆衛生
の向上、公共用水域の水質保全を図る。
〔手段〕
　公設桝、取出し管及び下水道本管設置工事の実施

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

373 管路改修事業 建設部
下水道
課

- -

〔目的〕
　公共下水道施設を対象に補修及び改修を実施し、
施設の機能確保や延命化、通行等の安全を図る。
〔手段〕
　管路施設の補修・改修工事の実施

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

374 流域下水道事業 建設部
下水道
課

S47 -

〔目的〕
　越谷市が関連する中川流域下水道は、埼玉県東部
15市町が関連し、効果的に水質汚濁防止を図るため
の、管渠・ポンプ場・終末処理場からなる。それらの建
設費及び維持管理費の一部を負担する。
〔手段〕
　建設負担金・維持管理負担金の納付

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

375 ポンプ場改修事業 建設部
下水道
課

H21 -

〔目的〕
　ポンプ場施設の正常な運転機能を確保することで、
下水道利用者に快適な生活環境の提供を図る。
〔手段〕
　ポンプ場施設の改築・更新・延命化工事の実施

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

376
営繕管理事業（CADシ
ステム・公共施設維持
管理システム）

建設部 営繕課 H15 -

〔目的〕
　公共施設の予防保全や点検整備の基準を明確化
し、適切な維持管理をすることで、今後の修繕費の負
担軽減や平準化を図る。
〔手段〕
　公共施設維持管理システム業務（第１期）の越谷市
公共建築物施設情報収集業務の委託

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　公共下水道（汚水）事業は、概ね市街
化区域内を完了し、これまでの建設費に
伴う償還額（資本費）がピークを迎えてい
る。今後は、施設の維持管理が課題とな
る。また、雨水は公費負担であるが、汚
水は私費(使用料等で賄う)のため、資本
費に対する基準外の繰出金の抑制が必
要になる。

検討･
見直
し

①建設コストの縮減・水洗化の促
進及び使用料収納の確保を図
り、基準外の繰出金抑制を図る。
②今後は、事業費の平準化と併
せて使用料の見直しを図り、一
般会計からの繰出金の削減を進
めていく。

21 Ｂ

　公共下水道の整備は、市街化区域内は概ね完了したものの、今
後はその維持管理が重要課題となる。
　しかし、現状ではその事業費が充分に見込めないことから、予算
確保が重要になる。使用料金の見直しのためにも、事業費の必要性
を訴えることができるように、正確な現状分析が求められる。
　さらに、維持管理コストの縮減のためには、公共下水道施設維持
管理事業等と連携した対応が必要と思われる。

 ①台帳と現況とが不一致の場合がある
 ②台帳作成に一部実施している現況調
査について、実施方法を検討しコスト削
減を図る必要がある。

検討･
見直
し

①年2回の台帳更新を実施する
とともに、現況調査に掛かる費用
のコスト削減を検討する。
②下水道台帳の精度を向上する
ために、他事行で実施している管
路ＴＶカメラ調査結果の反映と現
地調査の実施を進める。

19 Ｂ

　ITを活用し、職員の負荷軽減、市民の利便性向上を図られている
点については評価できる。
　新設、変更箇所の台帳への反映期間を短縮することを検討する必
要がある。
　また、工事中および工事申請中箇所の一覧表を情報提供すれば
さらに利便性が向上すると思われる。

　私道等市街化区域内すべての世帯が
公共下水道を使用できる状況でない｡

検討･
見直
し

①引続き市街化区域の下水道本
管未整備箇所の整備に取り組ん
でいく。
②公共用水域の水質保全や公
衆衛生の向上を図るために、市
街化区域での下水道未整備箇所
の解消を進める。

16 Ｂ
　下水道台帳の整備を行い、現地確認作業の軽減等によるコスト削
減および工事実施までの期間短縮を図られたい。

　老朽化した施設のストックが多く、改修・
改築には多額の事業費が必要である｡

検討･
見直
し

①平成２２年度で策定する施設
長寿命化基本計画に基づき選定
された区域の実施計画書を作成
し、国庫補助事業の承認申請事
務を進める。
②今後耐用年数を迎えていく施
設について、長寿命化支援制度
を活用し施設の延命化も考慮し
た更新計画の策定を進める。

18 Ｃ

　下水道の施設（管路）は、初期投資から３０年以上経過しており、
大規模な改修工事が必要な時期に来ている。市全体の管路の改修
計画を早急に策定し財政計画へ織り込んでいく必要がある（１０～２
０年）。一般会計からの操出金も多額になっており、下水道事業の採
算性を見直す必要がある。法適用も検討すべきである。

　流域下水道事業は、広域的に汚水処
理を行うことにより、効果的に河川等の
水質汚濁防止を図ることができるので、
より一層の水洗化促進を図る必要があ
る。

検討･
見直
し

①②効果的な水質汚濁防止を図
るため、水洗化促進事業を推進
し、未水洗化世帯の解消に取り
組む。

22 B

　都市の健全な発達と公衆衛生の向上を目指し、あわせて公共用水
域の水質を保全するため、県が管理運営する中川流域下水道事業
に対し、その設置、改修、修繕、維持その他管理に要する費用の一
部を負担する事業である。
　負担金の支払い先の流域下水道に対し、合理化、効率化している
かをチェックする姿勢は評価に値する。
　下水道事業は現代社会に必要な事業だが、事業費が非常に大き
く、市債の発行もされている事業であり、公債費比率を上昇させない
よう注意されたい。本事業の市債の利息も単年度で1億4,500万円に
上っており、財源の見直しが必要である。
　引き続き、本事業の効果を高めるため、水洗化促進事業を推進
し、未水洗化世帯の解消に取り組まれたい。

　電気・機械設備が耐用年数を超え老朽
化したポンプ場が多く、予算的な制約も
あるが改修計画の前倒しの検討が必要
である。

検討･
見直
し

①平成２１年度より実施している
ポンプ場改修事業を引き続き行
う。
②現在策定している改修計画に
基づき改修事業を進めるととも
に、さらに効率よい事業実施のた
め計画内容の見直しを図る。

　事業目的がシステムの完成にあるので
はなく、各施設の長期的保全計画の作成
にあることから、その体制づくりが必要で
ある。

検討･
見直
し

①平成２２年度には、システムの
本格稼働の準備として、情報収
集業務が完了している施設の所
管部署に庁内ＬＡＮ上から現状の
システムを利用して貰い意見交
換を行いながらシステムのカスタ
マイズの検討を行う。
②平成２３年度までに全ての施
設の情報収集が完了し、全庁的
に公共施設維持管理システムの
運用を図る。

19 Ｃ

〈公共施設維持管理システム〉
　事業目的が、当システムの完成にあるのではなく、市全施設の長
期的な保全計画の作成にある。
システムの完成を待つのではなく、市保有施設を有するそれぞれの
部署に対して計画的な営繕をするよう勧告する体制を整備する必要
がある。
　また、施設の維持には巨額の経費を要するとともに、適切な保全
により施設の延命化につながる。長期保全計画は、市役所全体の
財政運営に大きな影響を与えることを認識し、長期保全計画の早期
策定を目指し、当システムの早期完成を検討すべきである。
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377
都市計画審議会運営事
業

都市整
備部

都市計
画課

H12 -

〔目的〕
　都市計画審議会は、その権限に属された事項を調
査審議する。また、市長の諮問に応じた都市計画に関
する事項を調査審議し、審議の結果を答申する。
〔手段〕
　本審議会は、市長が委嘱する委員（現在の構成は
学識経験者６人・市議会議員６人・関係行政機関又は
県の職員３人・市の住民委員３人の計１８人）で組織さ
れている。
　審議会事務局は、委員の委嘱等組織に係る事務や
会議開催に係る事務を取り扱い、円滑かつ効率的な
組織運営を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

378
公共事業再評価委員会
運営事業

都市整
備部

都市計
画課

H15 -

〔目的〕
　本委員会は、国土交通省所管の補助事業におい
て、事業採択後一定期間を経過した後も未着工であ
る事業や、事業採択後長期期間が経過している事業
等に関し、市長が策定した対応方針等を付議する諮
問機関である。委員会は当該諮問に対し、継続又は
見直し等の意見を決定し、市長に答申する。
〔手段〕
  市長が委嘱する委員（法律・経済・都市計画・環境・
建築の計5人）で組織されている。委員会事務局は、
委員の委嘱等の組織に係る事務や会議開催に係る事
務を取り扱い、円滑かつ効率的な組織運営を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

379
都市計画支援システム
事業

都市整
備部

都市計
画課

H11 -

〔目的〕
　都市計画事務は、構想・計画から実現化の過程にお
いて、相互に関連する多種多様な情報を的確に把握
し、これらの情報を集計・解析し、総合的に判断する必
要がある。本システムの活用により、これらの情報を
一元的に処理することで、その業務の効率化と質の向
上を図る。
〔手段〕
　多様化・高度化している市民ニーズに対し、窓口業
務の迅速化・的確性の向上を実現するシステムの構
築・運営のため、最新のデータ更新や機能追加、及び
システム稼動のための機器の賃貸や保守管理を行
う。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

380
都市計画図書等作成事
業

都市整
備部

都市計
画課

- -

〔目的〕
　都市計画基図データは、都市計画縦覧図（計画図
等）に背景図として用いられるだけでなく、都市全体を
網羅する適切な地形図であることから、他部局におい
ても背景図として広く活用する。
〔手段〕
　土地利用状況の変化に合わせて、都市計画基図を
定期的に更新し、併せて市民等にも利活用できるよう
地図印刷を行い、有償頒布を実施している。また、本
市の都市計画情報に係る広報的周知を図るため、ＰＲ
用冊子「越谷の都市計画」、「地区計画パンフレット」
等の作成を行い、無償頒布している。

高 低 高 高 (a) (b) (a) (b) (b) Ｂ

381 都市景観推進事業
都市整
備部

都市計
画課

H10 -

〔目的〕
　美しい都市景観形成を促進するため、景観に関する
市民意識の高揚を図り、自然環境や歴史的特性と調
和した、ゆとりやうるおいある街並みを創造する。
〔手段〕
　市街地では、地区計画等を導入するとともに、都市
景観形成基本計画（平成7年3月策定済）に基づき、庁
内で組織する都市デザイン協議会等の協議により、本
市の都市計画形成、公共施設の形態、意匠並びに越
谷市公共サインマニュアルに準拠した公共サインの整
備を促し、先導的な整備の推進に努める。

高 高 高 高 (b) (c) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価
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13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　都市計画法第77条の２第1項の規定に
基づき、当審議会を設置している。事務
局として、審議会の審議等を円滑に実施
し、かつ、審議会の開催効率をさらに高
めるための努力が必要である。

検討･
見直
し

①②市が開催する都市計画審議
会は、市や県が決定する都市計
画を調査審議することが主務で
ある。そのため、審議会の開催に
ついては、定期的な開催ではな
く、決定案件の手続きの推移に
左右されることとなるが、審議会
の開催効率を高めるため、審議
会開催時の都市計画決定案件
の更なる集約化に取り組む。

　公共事業再評価委員会は、国土交通
省所管事業を対象としており、広範な公
共事業等の評価（再評価、事後評価等）
を行う第三者機関としての活用が考えら
れる。そのため、まちづくり交付金評価委
員会との連携について、改善・検討をして
いく必要がある。

検討･
見直
し

①②まちづくり交付金評価委員
会との連携を図り、同日開催を模
索するなど開催効率をさらに高
めるため、取り組む。また、審議
案件の集約化にも取り組む。

　平成18年度から現行システムを稼動し
ている。システムの充実を図るため、今
後とも、都市計画支援システムの基とな
る搭載データ等を全庁的に情報収集する
など、より一層工夫する必要がある。

検討･
見直
し

①搭載データ等の情報収集や機
器の機能の更新により、更なる
市民サービスの向上を図る。
②事務の効率化を図るため、統
合型ＧＩＳシステム等の検討を
行っていく。

　都市計画情報の窓口サービスの一環と
して、平成20年4月から、都市計画支援
システムの活用により、都市計画図等の
頒布サービスを実施している。今後、情
報化社会の進展に伴う市民サービスに
対応するため、都市計画情報を市ホーム
ページ上で提供できるかが課題となって
いる。

検討･
見直
し

①②引き続き、都市計画支援シ
ステムの活用により、都市計画
図等の頒布サービスを実施す
る。一方で、市民ニーズに対応す
るため、できるだけ早期に庁内連
携を図り、都市計画図等の都市
計画情報がホームページ上で提
供できるように取り組む。

17 Ｂ

<地図印刷事業>
　地図のもととなる地形図等の情報収集については、全庁的に統一
して収集するなどの工夫により、全体のコスト削減の方法を検討願
う。また、頒布価格については、原価に見合った負担の検討をお願
いする。

　公共サインの整備等については、平成
18年度事務事業評価外部評価におい
て、その必要性は、一定の理解をいただ
いている。今後は、未整備箇所について
は、他事業との併合整備などによる整備
推進及び整備の優先順位並びに将来の
維持管理などを考慮し、効率的な整備を
行う必要がある。また、本市が平成21年4
月、景観行政団体になったことから、庁
内の都市デザイン協議会において、景観
計画及び景観条例の策定に向けた調
査、研究を行うとともに、計画策定のため
の体制づくりをしていく。また、市民の景
観に対する意識啓発をする必要がある。

検討･
見直
し

①当面、情報拠点となる鉄道駅
の大拠点サインの整備を最優先
に、他事業との併合整備などに
より順次整備推進を図る。また、
既設サインについては、案内地
図等の時点修正など、整備を行
い、維持管理に努める。また、、
講演会やイベントの開催により、
市民の意識啓発に努める。総合
的な景観形成の推進を図るた
め、策定体制を整え、景観計画
等を策定していく。
②平成２４年度の景観計画等の
策定後は、適切な運用体制を整
えるとともに、協働による越谷らし
い景観づくりを推進していく。

18 Ｃ

　公共サインの必要性は認められる。但し、緊急性がある事業では
なく、当事業を単独で実施するのは財政的な制約を受ける。新たな
公共施設の設置や、既存施設の改修、補修計画にあわせ、優先順
位を付けて計画的に整備する必要がある。都市景観推進事業とし
て、市全体の実施計画に基づき設置計画の抜本的見直しが求めら
れる。

130/192



131/192

A
B
C
D

5.
事
業
開
始
年
度

6.
事
業
終
期
年
度

7.事業目的及び手段
1.
番
号

2.事業名 3.部名 4.課名

8.個別評価

 
貢
献
度

9.クロス分析結果
 
事
業
×
直
接

 
妥
当
×
有
効

 
妥
当
×
効
率

 
同
×
廃
･

縮

 
受
益
×
負
担

 
妥
当
性

 
効
率
性

 
有
効
性

382 都市計画基礎調査事業
都市整
備部

都市計
画課

- -

〔目的〕
　都市計画法第6条の規定により、概ね5年ごとに都市
計画に関する基礎調査を行う。
〔手段〕
　調査内容については、人口規模、土地利用をはじ
め、都市の現状、都市化の動向等について広範囲な
データを把握し、都市計画については、同法第２１条
第1項の規定により、必要に応じて変更等を行う。5年
ごとの大規模調査（２８項目）については、平成17年度
に業務委託により実施済。経年時の調査については、
臨時職員により実施してきたが、平成19年度から職員
で対応している。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

383 地区計画推進事業
都市整
備部

都市計
画課

S55 -

〔目的〕
　良好な市街地環境を形成・保全し、地区の特性を生
かしたきめ細かなまちづくりへの規制・誘導を推進す
るため、積極的な住民参加による地区計画の策定を
促進する。
〔手段〕
　まちづくりの意識啓発のため、地区計画案内板設
置、地区計画パンフレット、ホームページ掲載等、広
報活動を通じ、広く一般に周知し、地元と協働のまち
づくりを進めていく。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

384 公共交通事業
都市整
備部

都市計
画課

H4 -

〔目的〕
　社会状況の変化により、交通環境に対するニーズが
多様化している中、誰もが外出や活動しやすいバリア
フリーのまちづくりを進めるため、市民の利便性、安全
性の向上を図る。
〔手段〕
　公共交通機関と各種公共施設とのアクセスの維持・
強化による利用拡大を目指し、各同盟会、協議会を通
じ、輸送力増強及び施設改善等の要望活動を行うとと
もに、新規ノンステップバス車両導入等の交通手段の
バリアフリー化を促進する。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

385 まちづくり推進事業
都市整
備部

都市計
画課

S32 -

〔目的〕
　市街地における整備促進のための調査研究及び越
谷レイクタウン特定土地区画整理事業の推進を図る。
（駅前広場整備、大相模調節池、水辺の親水、無電柱
化等）
〔手段〕
　各種協議会等の活用による他自治体の整備手法の
行政実例の調査・研究。地元発意によるまちづくり組
織の育成。まちづくり支援補助金等の活用。越谷レイ
クタウン特定土地区画整理事業施行者であるＵＲ都市
再生機構及び関係機関との協議調整を図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

386
開発審査会等運営事業
（都市計画課分）

都市整
備部

都市計
画課

H15 -

〔目的〕
　開発審査会は、都市計画法第５０条に規定する審査
請求に対する採決のほか、同法第34条第1２号に規定
する開発行為等について審議を行う。また、越谷市ま
ちの整備に関する審査会は、越谷市まちの整備に関
する条例に規定する諮問に応じ審査する。
〔手段〕
　本審査会は、市長が委嘱する委員（開発審査会計5
人、まちの整備に関する審査会計3人）で組織されて
いる。審査会事務局は、委員の委嘱等組織に係る事
務や会議開催に係る事務を取り扱い、円滑かつ効率
的な組織運営を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

131/192



132/192

          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　県は、「農地転用、建築状況」につい
て、毎年求めてきたこれまでの調査方法
を改めてきていることから、今後の県の
動向を見極めて、適切に対応していく必
要がある。また、調査に当たっては、都市
計画支援システムの更なる活用を図り、
事務の省力化・基礎調査のデータの効率
的な運用を図ることが課題である。

検討･
見直
し

①今後、全庁的な統合的システ
ム（ＧＩＳ）等の整備導入により、
関係各課のデータを共有するこ
とができ、更には、都市計画支援
システムの機能を追加することで
更なる効率化が図られる。
②次回、大規模調査年度（平成２
３年度）においては、調査項目の
変更などが予想されるが、経年
変化の「農地転用、建築状況」に
ついて、把握をしていく。

22 B

　都市計画法第6条に規定された「都市計画に関する基礎調査」であ
り、概ね5年ごとに国土交通省令で定める事項について、都市計画
区域の現状及び将来の見通しを調査する事業である。
　調査内容は人口規模、土地利用をはじめ都市の現状、都市化の
動向等について広範囲なデータを把握するもので、重要な資料とな
るため、本事業を推進する必要性が認められる。
　昨年度は農地転用状況と建築状況について動態調査を実施した。
　実際の作業は、農業委員会と建築住宅課から農地転用状況と建
築状況のデータの提供を受け、都市計画支援システムに入力する
作業である。
　窓口業務の待ち時間短縮や事務の省力化のため、地理情報シス
テムの導入を検討されたい。
　本事業の成果は市街化区域の拡大や道路の決定、再開発計画な
どの元となる資料になるが、成果の活用を図るとともに、本事業の成
果がどのように役立ったかについての把握を進め、成果指標とされ
たい。

　地区計画は、地区独自のまちづくりの
ルールとして画期的なものであるが、届
出・勧告制度のため、その実効性を高め
るためにも、建築条例化等について、建
築住宅課との連携を図ることが必要があ
る。また、既存の市街地での住環境の保
全等のため、地区計画の策定を推進して
いく必要がある。さらに、平成21年4月、
本市が景観行政団体になり、今後、策定
していくこととなる景観計画との整合性を
図っていく必要がある。

検討･
見直
し

①平成２１年度にＪＲ武蔵野線南
側のレイクタウン地区において、
地区計画を決定した。そのため、
既決定の地区計画区域にも増し
て、建築物の建築等の行為の届
出件数が増加しつつあるため、
効率的な審査事務に努めるもの
とする。
②平成２４年度を目途に景観法
に基づく景観計画を策定すること
となるため、各地区の地区整備
計画の制限内容との整合性を
図っていく。

21 Ｂ

　地区計画の策定とその具体化は、長期にわたる事業となる。それ
ゆえ、地域住民からの幅広い意見を聞き、理解を得ながら粘り強く
取り組むことが重要である。
　こうした特性を考慮すれば、活動指標を、単年度の活動量として捉
えるのではなく、過去からの累積件数で示すなど、市民にわかりや
すい指標とすることを望む。
　なお、21年度から「景観計画の策定」に着手したとのことであるが、
広く市民等の意見を聴取しつつ早期に策定されることを期待する。

　少子高齢社会の進展、環境に対する意
識の高まり等、社会情勢の変化に合わ
せ、公共交通機関と連携し、交通空白地
域を解消すると共に、市民の利便性、安
全性が求められている。そのため、要望
の多いバス路線の新設が課題である。ま
た、毎年継続的に行っている関係機関へ
の各種要望活動等については、その効
果が最大限得られるように、効率化を図
る必要がある。

検討･
見直
し

①②関係機関への要望活動と合
わせて、更に、事業者との連携を
深めることで、進展を図る。

21 Ｂ

　本事業は、公共交通機関へのニーズが多様化している中で、市民
からの要望をとりまとめ、交通機関組織との調整を進めることを内容
としている。
　市民から寄せられた要望の実現を図る重要な事業であるが、要望
が実現するまでの期間が長期化するケースも少なくない。よって、単
年度で捉えるのではなく、過去からの要望の累積件数とその実現件
数を示す等、事業の進捗状況が明確になるよう、創意工夫を講じら
れたい。
  【ノンステップバス導入促進事業費補助金】（内部評価：継続）（外
部評価：継続）
　国・県との連携を一層強め、ノンステップバス導入のさらなるスピー
ドアップを望む。

　市内の市街地整備促進地区の整備手
法には様々な方法があるが、現下の社
会経済情勢においては、新規事業の立
ち上げが厳しい状況である。今後は、真
に必要な事業を見極めながら、地元発意
によるまちづくりの組織育成をはじめ、行
政側からの支援を検討する必要がある。

検討･
見直
し

①関係権利者の意向の把握に
努め、市内の市街地整備促進地
区の整備方法の可能性を探る。
地域の理解を得ながら、一緒に
取り組むための話し合いの場を
作ることが大切である。レイクタ
ウン地区では、平成２５年度の完
成に向け、ＵＲ都市再生機構と連
携をして事業の進捗を図る。
②越谷レイクタウン特定土地区
画整理事業の早期完成に向け、
計画的な事業進捗が図られるよ
うＵＲ都市再生機構と協議・調整
を図る。

21 Ｂ

　住みやすいまちづくりを推進する上で、市街地開発事業の具体化
が重要になる。そのため、日頃より地域住民の意見を集約し、理解
を得ることが大切である。
　今回、活動結果及び活動成果の指標は示されなかったが、今後
は、市街地開発事業の進捗状況を市民に理解いただくためにも、
「開発事業の具体化に向けて取り組み中の案件件数」などを指標化
されるなど、工夫をされたい。

　平成18年度より、審査会の独立性を確
保するため、開発指導課から都市計画課
に審査会事務局を置いている。事務局と
して、審査会の審議を円滑に実施し、か
つ、審査会の開催効率を更に高めるため
の努力が必要である。

検討･
見直
し

①②審査会の開催については、
定期的な開催ではなく、審議案
件の手続きの推移に左右される
が、審査会の開催効率を上げる
ため、審議案件の更なる集約化
に取り組む。
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387 建築審査会運営事業
都市整
備部

都市計
画課

S59 -

〔目的〕
　建築審査会は、建築基準法の規定に基づく例外許
可に関する同意及び同法第94条第1項の審査請求に
対する採決を行うとともに、特定行政庁の諮問に応じ
て建築基準法に関する重要事項を審議し、関係行政
機関に対して建議を行う。
〔手段〕
　市長が委嘱する委員（法律、経済、建築、都市計
画、公衆衛生、行政の計7人）で組織されている。
審査会事務局では、委員の委嘱等事務や会議開催に
係る事務を取り扱い、円滑かつ効率的な組織運営を
行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

388
まちづくり交付金評価委
員会運営事業

都市整
備部

都市計
画課

Ｈ20 -

〔目的〕
　まちづくり交付金評価委員会は、「まちづくり交付金
交付要綱」に基づき、国土交通省所管の補助事業に
より実施した各事業の最終年度に実施するもので、ま
ちづくり交付金がもたらした成果等を客観的に検証し
て、今後のまちづくりのあり方を検討する。また、事業
の成果を住民に分かりやすく説明することを目的とし
ている。
〔手段〕
　市長が委嘱する委員は、越谷市公共事業再評価委
員会委員で組織されている。委員会事務局は、委員
の委嘱等事務や会議開催に係る事務を取り扱い、円
滑かつ効率的な組織運営を行う。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

389
東越谷土地区画整理事
業

都市整
備部

市街地
整備課

S61 H23

〔目的〕
　越谷駅前線が中央を通り、病院、警察署、裁判所等
の公共施設も多い東越谷地区に、市の中核として賑
わいのある街並みを形成する。
〔手段〕
　土地区画整理の手法により、地域内の街路、上下水
道、公園等の都市基盤整備及び宅地造成を実施す
る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (a) Ａ

390
七左第一土地区画整理
事業

都市整
備部

市街地
整備課

H6 H23

〔目的〕
　駅に近い新たな地区拠点として魅力ある市街地（住
宅地など）を形成する。
〔手段〕
　土地区画整理の手法により、地域内の街路、上下水
道、公園等の都市基盤整備及び宅地造成を実施す
る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (a) Ａ

391
西大袋土地区画整理事
業

都市整
備部

市街地
整備課

H8 H24

〔目的〕
　西大袋地区に安全・安心で健全・快適な市街地を形
成する。
〔手段〕
　土地区画整理の手法により地域内の街路、上下水
道、調整池等の都市基盤整備及び宅地造成を実施す
る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (a) Ｂ

392
越谷駅東口市街地再開
発事業

都市整
備部

市街地
整備課

H9 H23

〔目的〕
　細分化された土地の整理や高度利用、道路や駅前
広場などの整備を一体的に行う再開発事業を行い、
新たな商業、業務機能等の集積を図り、中心市街地
の賑わいの創出や活性化などを図る。
〔手段〕
　都市再開発法に基づく市街地再開発事業を施行す
る団体に対し、事業推進を図ることを目的とし、越谷市
市街地再開発事業補助金交付要綱により補助金を交
付するとともに、公共施設整備費を負担する。また、事
業についての必要な助言や監督を行い、事業の推進
を図る。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　平成18年度より、建築審査会の独立性
を確保するため、建築住宅課から都市計
画課に建築審査会事務局を置いている。
事務局として、審査会の審議を円滑に実
施し、かつ、審査会の開催効率を更に高
めるための努力が必要である。

検討･
見直
し

①②審査会については、建築確
認申請に伴い、審査案件も継続
的に発生することから、定期的に
開催しているが、審査会の開催
効率を更に高めるため、審議案
件の更なる集約化に取り組む。

20 Ｂ

　建築審査会は、専門的な知識を有する弁護士や学識経験者等か
ら組織する第三者機関として組織され、また、事務局も建築住宅課
から独立した都市計画課が担当しており、適切に運用されていると
いえる。
　成果指標として、審査会の開催回数を設定しているが、案件処理
件数等業績を示す指標を設定する工夫が必要である。また、審査会
の開催効率を更に高める努力を期待する。

　平成16年度に創設された「まちづくり交
付金交付要綱」に基づく事後評価は、現
在実施されている「公共事業再評価」の
実施手続きと相違するものの、都市計画
やまちづくりの分野等に関して、中立的な
立場で意見を述べられるなど、体制的に
類似している。事務局として、委員会の
審議等を円滑に実施し、かつ、委員会の
開催効率を更に高める努力が必要であ
る。

検討･
見直
し

①②平成２３年度は、まちづくり
交付金の交付を受けている１地
区で再評価の時期を迎えている
ことから、「公共事業再評価委員
会」との連携を図りながら、同日
開催を模索するなど、開催効率
を更に高めるため取り組む。審
議案件の集約化のも取り組む。

　事業閉鎖に向けての準備段階
現状
維持

事業閉鎖に向けての準備段階。 18 Ｂ
　すでに全事業費の8割を超えており、今後一般財源の負担を最小
にする為、平成20年度以降早期の事業完了が求められる。また、正
規職員の作業範囲を見直し、定数削減の検討を加えるべきである。

　事業閉鎖に向けての準備段階
現状
維持

事業閉鎖に向けての準備段階。

　例年の課題である事業計画及び実施
計画の見直しが行われていない。

検討･
見直
し

①②区画整理地内の大袋駅西
口線については、一部開通した
が、全線開通に向けて、積極的
に建物移転補償等を行いたい。
それに合わせたスーパー等の商
業施設についても平成２２年中に
は着手できる旨積極的にPRして
いきたい。また、バス路線につい
ても引き続き拡充していきたい。

16 Ｂ
　長期にわたる事業のため、外部環境の変化に応じて当初計画の
適宜見直しを進めていただきたい。

　施設建築物工事の施工業者選定に時
間を要したため、スケジュールが若干遅
れている。
引き続き、組合と連携を図り、事業を支
援して行く。

検討･
見直
し

①平成２３年度は事業の最終年
度にあたるため、スケジュール管
理とともに補助金の確保に努め、
事業の支援を行う。
②平成２３年度の竣工を目指し、
組合と連携をとりながらスケ
ジュール管理を図っていく。

18 Ｂ

　ベットタウン化しつつある越谷市として、駅東口の市街地の再開発
は大変魅力のある事業であるが、買い物は都心やロードサイドに流
れる傾向があり、駅前の一等地周辺を魅力ある街区にしていくため
には特段の集客要素が求められる。また若者が集まる特段の工夫
が必要と思われるので、市の役割を最大限活用されての事業進展
を期待する。
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393 緑化推進事業
都市整
備部

公園緑
地課

S48 -

〔目的〕
　市民や団体に記念樹や苗木を配布し、公園内の空
閑地や自宅の庭に緑を育てることにより、緑化を推進
する。
〔手段〕
　随時、記念樹を配布しており、春と秋の「緑の月間」
には、市民を対象に苗木の無料配布を行っている。

高 低 高 高 (b) (a) (a) (b) (b) Ｂ

394 公園施設維持管理事業
都市整
備部

公園緑
地課

S56 -

〔目的〕
　市民が公園を常に快適に利用できるよう、公園・街
路樹等の剪定・除草を行うとともに、遊具やベンチ等
の修繕を行う。
〔手段〕
　平成２１年度は、４５３箇所の公園・街路樹等の剪
定・除草・清掃などを委託するとともに、５３０箇所の修
繕を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

395 公園施設改修事業
都市整
備部

公園緑
地課

- -

〔目的〕
　市民の日常的なレクリエーションやコミュニティの場
である公園を、安全で安心して利用できるよう保全す
るとともに、地域住民に愛されるよう整備する。
〔手段〕
　公園施設や体育施設を改修する｡

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

396 平方公園整備事業
都市整
備部

公園緑
地課

H11 -

〔目的〕
　スポーツ・レクリエーション活動の拠点的役割を築く
とともに、災害時の避難場所、市北部の緑の核とし
て、市民に安らぎと潤いを与える総合公園として整備
する。
〔手段〕
　都市計画の決定、公園用地の買収、公園の整備を
行う｡

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

397 （仮）増林公園整備事業
都市整
備部

公園緑
地課

H15 H25

〔目的〕
　日常的なレクリエーションやコミュニティの場である
身近な公園として。さらに災害時の一時避難場所とし
て緑の多い、憩いと健康増進の場として増林公園を整
備する。
〔手段〕
　計画的に公園の整備を行う｡

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

398
住区基幹公園等整備事
業

都市整
備部

公園緑
地課

- -

〔目的〕
　日常的なレクリエーションやコミュニティの場である
身近な公園として。さらに災害時の一時避難場所とし
て緑の多い、憩いと健康増進の場として増林公園を整
備する。
〔手段〕
　計画的に公園の整備を行う｡

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

399 ふれあい公園整備事業
都市整
備部

公園緑
地課

S60 -

〔目的〕
　ふれあい公園は、都市公園の機能を補完し、未利用
地の有効活用を図り、自治会のイベントやスポーツ・
レクリェーション活動など市民の交流の場とする。
〔手段〕
　地権者から公園用地を借地し、市で施設整備を行
う。維持管理は地元自治会で行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

400 元荒川緑道整備事業
都市整
備部

公園緑
地課

H13 -

〔目的〕
　緑の基本計画に基づき、市民が散策・健康増進の場
として利用できる緑道を整備する。
〔手段〕
　元荒川緑道を整備する｡

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
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の方
向性
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合
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実
施
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度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　市民の方々には苗木の配布事業が浸
透しており、まちの緑化は進んでいるも
のと考えているが、苗木配布時のアン
ケートではリピーターの方が多く、配布す
る苗木の種類や配布場所などについて
調査・検討する必要がある。また、電話
等の問い合わせでは、苗木の配布事業
を知らない方もいるようなので今後、広報
活動を強化する必要がある。

検討･
見直
し

①苗木の配布時のアンケートに
より、育成調査を平成１８年度よ
り始めており、平成２３年度にお
いても同様に調査を継続するとと
もに、苗木の育成方法などにつ
いても説明し、緑化に対する意識
を啓蒙する。
②緑の基本計画に基づき緑化を
推進するためには、今後も苗木
配布を継続し、併せて緑化意識
の向上を図る。

16 Ｂ

　緑化推進の必要性は高いが、配布樹木の手渡し以外の方法も検
討することで、正規職員の人件費削減の余地あり。苗木配布時アン
ケート等をもとに事業活動に連携した適切な成果指標を設定するこ
とが望ましい。

　「越谷市市民参加による公園の維持管
理に関する要綱」が市民の方々に浸透し
ているとは言いがたいので広報活動を強
化していき、効果的な維持管理業務を推
進していく必要がある。

検討･
見直
し

①「越谷市市民参加による公園
の維持管理に関する要綱」に基
づき、自治会やボランティア団体
による公園維持管理活動が進め
られているが、更なる普及に努め
ていく。
②引き続き要綱の普及に努めて
いくと共に、業者に委託していな
い部分についても委託し、アウト
ソーシングを図っていく。

16 Ｃ

　管理委託から指定管理者制度への移行および職員の人工見直し
によるコスト削減を図ることが必要。市は住民からの苦情・要望受付
と、運営管理を主に行う。・維持管理事業の活動結果指標、成果指
標は、コストを配慮した設定としていただきたい。

　市民から多岐にわたる改修要望や新設
要望があるが対応しきれない状況であ
る。また、安全性の確保が最優先事項で
あり、計画順位が変動することがある。

検討･
見直
し

①予算の範囲内で優先順位を設
定し、施設の改修や新設を行う｡
②市民の利用頻度の高い公園
施設や体育施設の充実を図るた
め、永続的かつ計画的な改修を
進めていく｡

21 Ｂ

　利用する市民が安心・安全に公園体育施設を利用するための改
修工事事業であり、当事業の有効性は認められる。平成20年度で
は、公園施設改修工事費用が約1.3千万円、体育施設改修工事費
用が約1.5千万円の実績である。今後も、効率的に改修工事を進め
られることを希望する。
　事業評価表については、事業目的に安心・安全を確保するための
改修工事である等を明記いただきたい。

　財政状況が厳しいため、整備手法を検
討し、コスト縮減に取組む必要がある。

検討･
見直
し

①平成２１年度・２２年度で都市
計画決定に取り組んでおり、国庫
補助や特定財源を確保すべく調
査・検討を加える｡
②早期の事業着手が望まれてお
り、第４次総合振興計画前期に
は、用地買収や公園整備を進め
る必要がある。

　財政状況が厳しく、多年にわたる整備
期間となっており、早急な整備が望まれ
ている。

検討･
見直
し

①②平成２３年度以降は、遅滞し
ている計画を取り戻すため、予算
の増大を図る必要がある。

　用地取得や公園整備における財源を
確保する必要がある。

検討･
見直
し

①国庫補助金を有効に活用し、
事業の進捗を図っていく｡
②公園空白区域の用地買収や
公園整備に取組んでいく｡

18 Ｂ

<住区基幹公園等整備事業(用地買収)>
　市民が安全で快適に生活できる街づくりのうえで、計画的な公園
整備は必要な事業である。土地開発公社が公園用地として取得した
23,166㎡（30億6400万円）の用地取得については、公社の健全化計
画に従い、計画的に進めることを願う。また、公園空白地を把握し、
優先順位を付け用地買収を進めていく必要がある。

　地権者・地元自治会の一層の理解と協
力により、ふれあい公園の箇所数を確保
する必要がある。

検討･
見直
し

①②地権者の都合で用地返還が
生じた場合、公園空白区域に存
するふれあい公園については、
将来の街区公園予定地として用
地取得に努める。

18 Ｂ

　市民と自治会の協力のもとに、無償で公園用地を取得し、維持管
理する仕組みは評価できる。さらなる自治会の協力を得るために、
自治会等への積極的な働きかけを行い、必要な用地取得のため協
力要請を推進することを望む。

　補助金整備区間が終了した平成２１年
度の整備区間は、補助金の獲得はでき
なかったが、起債事業として整備すること
ができた。今後は新たな補助金確保が課
題である。

検討･
見直
し

①②平成２２年度までの第３次総
合振興計画で整備予定であった
区間については、「まちづくり交
付金」の獲得により、既に完成し
ているが、今後は新たな特定財
源の獲得が必要である。
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401 東越谷緑道整備事業
都市整
備部

公園緑
地課

H18 H22

〔目的〕
　緑の基本計画に基づき、市民が散策・健康増進の場
として利用できる緑道を整備する｡
〔手段〕
　東越谷緑道を整備する｡

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ａ

402
開発審査会等運営事業
（開発指導課分）

都市整
備部

開発指
導課

H15 -

〔目的〕
　越谷市まちの整備に関する条例に基づくまちの整備
に関する審議会に関する事務及び審議会等への付議
案件等の事務処理を行う。（平成１７年度まで開発審
査会、まちの整備に関する審査会、まちの整備に関す
る審議会の運営は、開発指導課で行っていた。）
〔手段〕
　越谷市まちの整備に関する審議会を組織する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

403 開発指導業務事業
都市整
備部

開発指
導課

H15 -

〔目的〕
　越谷市まちの整備に関する条例の冊子及びパンフ
レットを作成し、市民や関係団体等に条例について広
く周知することを目的とする。
〔手段〕
　印刷を庁内印刷及び印刷業者へ委託する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

404 開発行為等に係る事業
都市整
備部

開発指
導課

H15 -

〔目的〕
　越谷市まちの整備に関する条例に基づき、開発地等
に接する道路の後退要請を行い、市に道路用地とし
て帰属した土地の所有者に対して分筆手数料負担
金、物件等補償料及び道路後退協力金を交付するこ
とにより住民負担の軽減を図り、道路後退による道路
拡幅を円滑に行い住環境の改善と都市整備を図る。
〔手段〕
　開発行為等による道路後退に対して「越谷市まちの
整備に関する条例の協力金の交付等要綱」による交
付事業を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

405 画像情報システム事業
都市整
備部

開発指
導課

H10 -

〔目的〕
　開発指導業務の窓口業務等にかかる申請・相談に
迅速かつ正確に対応するため、過去の許可書類等を
ＰＣファイリングシステムの機器に蓄積し、その情報提
供に関する事務の効率化を図る。
〔手段〕
　開発行為等申請書の確認業務を行う画像情報装置
の借上げ及び保守管理委託

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

406 建築指導業務事業
都市整
備部

建築住
宅課

S59 -

〔目的〕
  建築物の確認申請に対し、審査、検査、指導等を行
い、法令違反を防止する。また、特殊建築物及び昇降
機等の所有者等に、特定行政庁への定期的な維持管
理状態を報告させることにより、適正な維持管理を図
り、人命及び財産の消失を未然に防止することを目的
とする。
〔手段〕
  建築物の定期報告について（財）埼玉県建築住宅安
全協会及び、構造計算適合性判定についてに判定機
関に各業務委託をしております。また、良質な住宅を
長期にわたって良好な状態で仕様されることを普及さ
せるため、長期優良住宅の認定業務が加りました。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　計画通り事業が進んでおり、平成２２年
度末に終了する予定である｡

終了
(平成
22年
度)

　

　審議会は、越谷市まちの整備に関する
条例に基づき実施されるものであり、条
例の適正な運用を図る必要がある。

現状
維持

①まちの整備に関する条例の施
行に関する事項について審議会
の意見を聴き、適正な条例の運
用を図る。
②まちの整備に関する条例の適
正な運用により、住みよいまちの
整備を図っていく。

22 B

　この事業は、まちの整備に関する条例に基づき、市長の諮問に基
づいて同条例の重要事項を審査審議し、また、その適正な運用につ
いて公正で中立な立場から審議する審議会を運営する事業であり、
市長の附属機関として必要性がある。
　しかし、近年は審議案件が少なく、この数年、年1回の開催に留
まっている。
　人件費が削減されたことについては評価に値するが、年1回のみ
開催の審議会に関する事務についての人件費ということでは、依然
適正な額かという疑問が残るため、事務の内容を改善して効率化を
進め、人件費適正化の努力をされたい。
　事業費の予算については年4回を想定したものとなっており、近年
の状況から見て必要な金額と言えない。

　越谷市まちの整備に関する条例を円滑
に運用するための事業であり、市民や関
係団体等に対し一層の理解を得るため
広報を継続していく必要がある。

現状
維持

①条例施行から６年が経過し市
民の方々等の一定の理解を得て
きているが、条例冊子及び平成２
０年度に作成した条例の解説等
の配布やホームページ等を利用
し一層円滑な事業の推進を図
る。
②まちの整備に関する条例の運
用により住みよいまちの整備を
図っていく。

17 Ａ
　越谷市まちの整備に関する条例の役割について、一般市民の方
のご理解を得るための広報は継続して実施して頂きたい。また、引
き続き条例の調整についての検討をお願いしたい。

　越谷市まちの整備に関する条例に基づ
き実施している事業であるが、道路後退
用地の帰属に対する協力金等の交付に
ついては、より一層適正に行っていく必
要がある。

現状
維持

①継続して開発地等に接する道
路の後退要請を行い、協力金等
の交付により道路拡幅を円滑に
行っていく。
②幅員６ｍの道路整備を進め、
良好な住環境の整備を図ってい
く。

18 Ｂ

　開発許可は市（特例市）の行政指導であり、正規職員１４名（前年
より１名減）で行っている。開発許可や建築許可の他に、事前協議
件数が1000件程度ある。しかしながら、業務の全てを正規職員で行
う必要は必ずしもないのではないか。入力業務のように、臨時職員
が行うようなこともあり、業務分析をして人員配置を見直す必要があ
る。

　都市計画法に基づく市街化調整区域内
での開発等許可について、特に既存建
物の建替え等への対応については、過
去の許可等の経過が重要であるが、電
子ファイリングシステムの活用により迅速
かつ正確な対応を行う事ができ、円滑な
業務の推進が図られている。

現状
維持

①引続き電子ファイリングシステ
ムの活用により、迅速かつ正確
な窓口業務を行う。
②許可等の書類の蓄積を確実に
進め、過去の情報を迅速かつ正
確に把握することにより、一層円
滑な業務の推進を図る。

20 Ｂ

　画像情報システムには、都市計画法に基づく許可申請書、条例、
建築基準法関連のデータが蓄積され、業務効率をあげているといえ
る。しかし、システムコストは努力次第で削減可能な面があるため、
常に見積の妥当性、根拠を検証し、コストダウンに努めていただきた
い。

　法令遵守の低下、認識不足
検討･
見直
し

①現場パトロールでの現地指導
や建築物等所有者及び管理者に
対する事前の情報提供と合わせ
た指導の強化を図る。
②違反建築主や、定期報告対象
建築物等の所有者及び管理者
の遵法意識の高揚による成果の
向上を図る。

20 Ｂ

　建築確認については、大きな問題はないと考える。
　定期報告対象建築物については、昇降機に関する報告率と、その
他施設に関する報告率を個別に捉え、実態を把握したうえで報告率
向上のための対策を検討する必要がある。
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407
木造住宅耐震改修促進
事業

都市整
備部

建築住
宅課

H18 H28

〔目的〕
  国において「地震防災戦略」を決定し、東海地震及
び東南海・南海地震の被害想定の死者数や経済被害
について、今後１０年間で半減させるという被災目標
が定められた。また、この目標を達成するため、住宅
の耐震化率が現在の７７％から５年後には９０％に設
定された。
〔手段〕
  本市においても同様の目標設定とする。住民に対
し、無料耐震診断の実施を促し危険性がある建築物
の所有者には、更に一般診断、耐震改修へと誘導し
耐震化率の向上を目指す。さらに本年より共同住宅
（分譲マンション）の耐震診断へ補助金の支給を拡大

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

408 屋外広告物対策事業
都市整
備部

建築住
宅課

H11 -

〔目的〕
　道路及び公共用地の不法占用広告物の撤去活動を
行うことにより、美観（街並みなどの人工的美しさ）と風
致（自然のもつ美しさ）の維持や公衆に対する危害の
防止を目的とする。
〔手段〕
　市と屋外広告物対策協議会との共同による撤去活
動、及び違反広告物簡易除却推進員への委嘱による
撤去活動

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

409
市営住宅施設管理事業
（住宅対策事業共）

都市整
備部

建築住
宅課

S39 -

〔目的〕
　市営住宅の水質検査、保険加入、各種保安機器等
の保守点検を行い、入居者の安全と住環境の向
〔手段〕
  各種業務委託、検査の実施、保険加入

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

410
住まいの情報館施設管
理事業

都市整
備部

建築住
宅課

H11 -

〔目的〕
　新たな戸建て住宅や集合住宅の建設や建替え等に
おいて「災害に強く人にやさしい家作り」を進めるうえ
での参考となるよう、耐震性・耐久性及び省エネル
ギーと高齢者等にやさしい住宅の情報を視覚的・体験
的に提供を行う。
〔手段〕
　住まいの情報館施設管理を社会福祉協議会へ委託
している。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (a) Ｂ

411
借上型市営住宅運営事
業

都市整
備部

建築住
宅課

H16 H37

〔目的〕
　ストック活用計画に基づき、市営住宅の供給拡大を
図る。
〔手段〕
　民間が建設した住宅を市営住宅として２０年間借上
げる｡

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

412 住宅融資事業
都市整
備部

建築住
宅課

H16 -

〔目的〕
　勤労者の住宅確保並びに高齢者の専用居室の増改
築並びに低地にある浸水住宅の改良を図るため、融
資を行う。（３制度）高齢介護課・環境保全課・産業支
援課において行っていた事業
〔手段〕
　勤労者の住宅確保並びに高齢者の専用居室の増改
築並びに低地にある浸水住宅の改良資金等を融資し
福祉の増進を図る。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

413 市立病院繰出金
市立病
院

市立病
院庶務
課

S47 -

〔目的〕
　市民に対して良質な医療の提供と病院経営の健全
化を図る。
〔手段〕
　民間病院では経営困難な救急・高度・特殊医療に要
する経費及び施設・設備等の建設改良費に対し、法
に基づき他会計から繰り入れる。

高 低 高 高 (b) (b) (a) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　補助制度のＰＲ不足
検討･
見直
し

①住宅相談会や防災訓練・自治
会等への出前講座などを行い、
より多くの市民へ事業の周知に
努める。
②平成２７年度までに住宅の耐
震化率を９０％にするために、よ
り多くの所有者が活用出来る制
度を検討していく。

19 Ｂ
　事業として開始されて間がなく、住民に対して制度を積極的にア
ピールし、より多くの活用を図っていただきたい。

　現行法では撤去物に保管管理等の規
制があり、事務処理に難しい面がある。

検討･
見直
し

①違反広告物を掲示させないこ
とが１番である。
②ボランティア団体の撤去活動を
行い事業者への協力を図る。

17 Ｂ

　屋外広告物対策協議会の活用は、今後さらに進展が予想される地
域住民との協働のありかたを示す例として評価できる。今後、さらに
ボランティアによる活動を促進し、地域住民の参加意識を高め、撤
去のための巡回回数を増加させるなど事業の推進を図ることを望
む。

　一部業務内容（管理代行制度導入）を
見直すことによってコスト削減を継続して
進める。

検討･
見直
し

①法的に義務付けられた施設管
理事業であり、施設の安全・住環
境の維持を図る。また、市営住宅
の管理全般を管理代行制度の導
入によりコスト削減を図る。
②管理代行制度導入による施設
の安全・住環境の維持は不可欠
であるが、一層のコスト削減の検
討を行う。

18 Ｂ

　市内の公営住宅は、市営197戸・県営644戸の合計　841戸あり、世
帯数の0.7%となり、一定程度のセーフティネットを維持してるといえ
る。「越谷市市営住宅ストック総合活用計画」（平成15年）に基づき、
既存の土地・建物の有効活用を図っており、団地毎の維持修繕・更
新計画が作成されている。
　しかし、見直しは平成20年となっており、必要な金額の試算と財政
的な裏付の検討を前倒しで実施することが望まれる。
また、住宅管理業務の県住宅供給公社への管理代行を協議中であ
るが、トータルコストの削減にむけた取組を進めていく必要がある。

　関連事業を採用し施設利用度をＵＰす
る。また、老朽化した施設や設備の更新
等が必要

検討･
見直
し

①今後も関連事業と併用し、住ま
いの情報館の来場者の増加を図
る。
②展示設備の修繕・更新を検討
する。

16 Ｄ

　耐震性・耐久性・耐火性および省エネルギーと高齢者等に優しい
住宅についての情報提供の重要性は高いが、立地・展示品の旧式
化、利用者数低迷等から有用性および妥当性に問題がある。成果
指標には、当活動の結果が実際の建築設計に結びついた件数を反
映していただきたい。現状設備の処分と併せ、新たな普及啓発の方
法を再検討していただきたい。

　管理代行制度導入に向けた準備
検討･
見直
し

①管理代行制度導入によりコスト
削減を図る。
②平成３８年までの借上げ期間
なので、第４次総合振興計画内
で継続に関して協議を行う。

19 Ｂ

　現在直営で行っている住宅の運営管理については、外部委託を検
討し経費の軽減を進めていただきたい。
　今回の借上型のケースの成果を分析・検証し、公営住宅制度のあ
り方を見極める努力をしてほしい。

　民間の金融機関においても、金利の自
由化により低利の融資が行われるように
なった。また、厳しい経済状況の下にお
いて、新築・家の購入などの件数が減少
しているもの、利用率の低下の原因であ
る。

検討･
見直
し

①制度のＰＲを図る。
②一部代替できる制度がある
か、さらに、融資制度の改善をし
事業の見直しに取り組む。

18 Ｃ

　住宅融資事業には３つの異なる目的の事業が含まれている。高齢
者の専用居室の増改策と浸水住宅の改良は、ニーズが減少してお
り、取扱い件数、残高ともに僅かであり、廃止を含めて見直しが必要
である。勤労者住宅は一定のニーズがあり、維持することに効果が
ある。今後は、耐震改修を含めた住宅政策の中で、融資事業のあり
方について、必要性の有無、市民に利用しやすい制度を検討する必
要がある。預託金方式の見直しも必要である。

　地域の基幹病院としての役割を果たせ
るよう、経営の健全化を図りつつ、診療
体制の整備及び充実に努める。

検討･
見直
し

①②繰出金の算定ルールに則
り、各項目の基準に基づく額や新
基準項目に係る額を算出し、最
終的に市当局と繰出額を決定し
ていく。

18 Ｂ

　病院の経営状況を救済するような印象を受ける一般会計からの繰
出ではなく、繰出金のルール化を早急に協議し、市立病院財政・経
営の健全化に一層努めてほしい。経営健全化委員会が設置されて
いるとのことであるが、職員のアイディアや他病院の成功事例を参
考に、支出削減策、収入の増収策を検討し、独立採算経営を目指し
積極的に取り組まれるよう期待する。
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414 照査管理事業 - 出納課 S33 -

〔目的〕
　市が各種事業を実施する中で、公金の支出及び収
入が法令・予算に適合していることを確認する。また、
安全確実な公金の保管を徹底する。
〔手段〕
　適正な伝票の審査及び管理を行う。また、公金は、
指定金融機関等に預金するなど、最も確実かつ有利
な方法によって保管する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

415 出納管理事業 - 出納課 S33 -

〔目的〕
　歳計現金（歳入歳出に属する現金）及び歳計外現金
（市が保管する現金）の収納並びに支払に係る出納事
務を正確に執行し、収支日計・月計の記録及び決算
書等の調製を行う。
〔手段〕
　財務会計システムの活用及び収納データ作成業者
への委託並びに支払事務パソコンサービス（エレクト
リックバンキング）の活用などにより、収納及び支払事
務の効率化を図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

416 広報活動事業
議会事
務局

議事課 S42 -

〔目的〕
　市民に市議会の活動状況を周知し、議会に対する
理解と認識を深めてもらうことを目的とする。
〔手段〕
　ホームページによる情報提供
　議会中継による情報提供
　議会報による情報提供

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

417 教育委員会運営事業
教育総
務部

総務課 Ｓ29 -

〔目的〕
　教育委員会は、教育・学術・文化の特質や重要性を
踏まえ、教育行政の中立性、安定性を確保し、地方の
実情に即した教育行政を行うことを目的として、地方
公共団体の長から独立した行政委員会として設置さ
れている。そして、委員の合議により大所高所から本
市の教育行政の基本方針や重要施策などについて審
議する。
〔手段〕
　具体的な事務処理については、教育行政の専門家
である教育長が事務局を指揮監督して執行している。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

418 学区審議会運営事業
教育総
務部

総務課 S47 -

〔目的〕
　市内小・中学校の将来の児童・生徒数を見据え、適
正な通学区域を設定する。
〔手段〕
　越谷市教育委員会の諮問に応じ、学区編成に関し
必要な調査及び審議を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

419 表彰事業
教育総
務部

総務課 S29 -

〔目的〕
　①教育の振興に寄与し、特に功績が顕著であるも
の、②越谷市立小中学校の児童生徒で、学業優秀に
して他の模範となるもの、③越谷市立小中学校に永
年勤続する教職員で、成績優秀なる者及び④その他
特に表彰に値すると認められるものに対し表彰を行う
ことにより、被表彰者のさらなる活躍を期待する。
〔手段〕
　関係団体及び教育委員会の関係各課に推薦(年１
回）を依頼し、被表彰者を教育委員会会議において決
定する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　本事業においては、全ての予算執行に
伴う支出命令書等の審査を行っている
が、研修や合理的な事務分担を実施し、
職員の資質向上を図ることにより、照査
事務の精度向上効率化を図る。

現状
維持

①平成２３年度は支出命令書等
の審査照合において、一層の精
度向上に努めていく。
②今後は公金の安全確実な運用
手法を検討すべく、専門職員の
育成を図る。

17 Ｂ

　照査管理事業は、内部統制の視点からも重要な業務である。今後
の課題としては、職員数が5名なので、人事異動を考慮した研修プロ
グラム(OJT含む）の開発、業務処理マニュアルの整備、出納課とし
て危機対応マニュアルの作成(地震、銀行破たん等）等に取り組むこ
とが望ましい。

　今後も行政コストを抑制しつつ、出納事
務を正確に執行するため、電算化など、
収納及び支払事務の効率化を図る必要
がある。

検討･
見直
し

①平成２１年度は、収納事務負
担金が増額したことにより事業費
は増となっているが、平成２０年
度から電算化による公共料金一
括管理により支払件数が減少
し、かつ人件費の抑制を図ったこ
とにより単位あたりコストは平成
１９年度以前に比べ減少した。平
成２３年度は収納事務の効率化
を図るため事務処理方法を見直
し、処理の正確性を維持しつつ、
更なる向上に取り組んでいく。
②一部委託化などを検討し、収
納事務全般を見直すことで、更に
効率化を図っていく。

18 Ｂ
　基幹業務である。出納係７名の正規職員で担当されている。財務
会計システムのさらなる活用、公共料金等の支払方法の改善に取
組まれ、一層の業務改善を進められることを望む。

　アクセシビリティの向上を図るため、平
成２１年度にホームページのリニューア
ルを行った。今後も、市民の方々が市議
会に関心を寄せていただけるようなホー
ムページ構築に向け、内容の充実等を
図って行くことが課題と考える。

検討･
見直
し

①議会中継のアクセス許容量の
増加を図ることにより、更に多く
の市民の方々に広く情報提供を
行う。
②市議会の活動を広く周知する
ため、議会報やホームページ内
容の更なる充実を図り、広報活
動に取り組んで行く。

17 Ｂ

　越谷市議会だよりに加え、ホームページや議会中継による情報提
供により、市議会の状況を広く伝えることは、大変重要な業務であ
る。ただし、ホームページ等による市民への伝達力はまだ非常に脆
弱であると言わざるを得ない。平成16年度のアクセス率実績4.54%の
向上改善を早急に行い、アクセス単位当りコストの低減が急務であ
る。

　本市教育行政の中立性と安定性は確
保されており、本市の実情に即した教育
行政を推進している。

検討･
見直
し

①常に教育行政の中立、安定性
を確保し、市の実情に即した教育
行政に取り組んでいく。
②本市の教育行政を実施する機
関として国の方針はもとより、社
会の動向や保護者の意見も踏ま
え中立的且つ客観的な教育行政
の向上を図っていく。

　越谷市教育委員会審議会等の設置及
び運用に関する要綱により、委員在任期
間は、連続３期以内だが現在４期目の委
員が３名いる。

検討･
見直
し

①②越谷市教育委員会審議会
等の設置及び運用に関する要綱
により、委員在任期間は、連続３
期以内だが現在４期目の委員が
３名おり、今年度委員の改選の
年度のため、見直しをしていく。

　永年勤続表彰の被表彰者に意識の変
化等が見受けられる。

検討･
見直
し

①永年勤続表彰のあり方や意義
について熟考し、その対象者や
基準についての見直しに取り組
んでいく。
②教育行政において顕著な功績
を残したものや他の小中学生の
模範となるような児童・生徒を表
彰することは、本人はもとより本
市の教育行政の振興を図るうえ
で重要な制度であるので、永年
勤続表彰を含めより実効性のあ
るものとしていく。

18 Ｂ

　教育関係者の意識高揚のために必要な事業である。　一方で、昭
和２９年より継続している事業でもあり、近年の被表彰者の意識の
変化を考慮し、表彰制度の在り方を再検討する必要がある。秘書課
が検討している越谷市全体の表彰制度の見直しと併せて再検討を
進めることを望む。
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420
中学校仮設教室借上事
業（中央中）

教育総
務部

総務課 H21 H25

〔目的〕
　児童数増加による教室不足を解消するため、仮設教
室を借上げ、必要な教育環境を確保する。
〔手段〕
　仮設教室の賃貸借

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

421 学校活動支援事業
教育総
務部

総務課 H18 -

〔目的〕
　学校の環境整備、給食関係業務等に携わる校務主
事及び学校業務員の適正な服務管理を行うとともに、
研修を実施し必要な知識を修得させることにより、学
校運営の円滑化とさらなる充実を図る。
〔手段〕
　適宜、出勤簿等の人事管理、福利厚生等に関する
適正指導及び相談業務を行うとともに、研修会を職種
毎に年２回(新任者研修会、全体研修会）開催する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

422
小・中学校施設管理事
業

教育総
務部

総務課 - -

〔目的〕
　小中学校の施設・設備等を良好な状態に維持し、学
習空間のさらなる整備・充実を図る。
〔手段〕
　施設・設備の修繕及び工事による改修、又は保守点
検（電気主任技術者、エレベーター、機械警備、浄化
槽等保守点検）を実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

423
小中学校防犯カメラ借
上事業

教育総
務部

総務課 H20 -

〔目的〕
　防犯カメラにより、犯罪の抑止効果及び小中学校施
設への侵入者による不測の事態から児童生徒の安全
確保を図る。
〔手段〕
　賃貸借期間：平成２０年９月１日～平成２５年８月３１
日まで。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

424
小・中学校活動運営事
業

教育総
務部

総務課 - -

〔目的〕
　越谷市立小・中学校45校の学校活動に支障のない
よう、学級数、児童・生徒数等を考慮して各学校へ予
算を配分するとともに、共通経費の予算を一括で管理
し、効率的かつ円滑な学校運営を行う。
〔手段〕
　市内小・中学校全校（45校）の各種学校活動を支援
し、円滑な学校運営に資すべく、必要な予算を各校に
配分し、さらに共通経費について一括管理を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

425
小・中学校施設改修事
業

教育総
務部

総務課 H11 -

〔目的〕
　施設・設備等を改修することにより良好な教育環境
の維持を図る。
〔手段〕
　修繕及び工事による改修

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

426
小・中学校図書整備事
業

教育総
務部

総務課 - -

〔目的〕
　学校図書は、児童・生徒の知的活動を増進し、人間
形成や情操を養う上で学校教育上重要な役割を担っ
ており、学校教育に欠くことのできない基礎的備品で
あることからその充実・活用を図る。
〔手段〕
　学校図書の充実を図るため、市内小中学校全校（45
校）に予算を配分し、図書の整備を行うとともに学校図
書館運営ボランティアを各校に配置し、学校図書館の
更なる充実を図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　仮設教室の維持管理
検討･
見直
し

①②生徒数増加に伴う教室不足
を解消し、必要な学習空間を確
保するため、今後も仮設教室の
適切な維持管理に努めていく必
要がある。

　研修内容の見直し
検討･
見直
し

①毎月の出勤簿等処理の中で適
正な人事管理を行うための指導
を行うとともに、業務内容に即し
た研修を実施し、技能と意識の
向上を図っていく。
②現場の意見等も踏まえなが
ら、研修内容がマンネリ化しない
よう常に見直しを行い、研修効果
の向上を図ることで、円滑な学校
運営及び人事管理を行う。

21 Ｂ

　本事業の対象者である校務主事及び学校業務員に対し、各々年２
回の研修の実施、及び人事管理を行う事業である。校務主事、学校
業務員とも、学校運営を支える貴重な業務を担っており、本事業を
遂行する意義はあると思われる。
　事務事業評価表の事業内容には、研修の件のみが記述されてい
るが、実際の活動内容は人事管理に関わる業務量が多く、研修に
関する業務の割合は大きくない。事業の内容を適切に反映した記述
としていただきたい。「（４）事業目的及び手段」の内容は、事業内容
の実態に合わせて記述していただきたい。また、「Ⅳ改革改善」につ
いては、事業目的に照らし、再確認をお願いする。

　施設の老朽化のため大規模な改修が
必要である。また、経済設計及び費用対
効果を上げる工夫が必要

検討･
見直
し

①②本事業は、児童・生徒の良
好な教育環境を維持するために
必要不可欠な事業であり、現在
の施設・整備の状況を的確に把
握し今後も引き続き推進していく
必要がある。

19 Ｂ

　日常の点検が施設管理経費の節減にもつながることから、コスト
意識を持たれ適切な執行に努めておられる。公共施設において、点
検が義務付けられたこともあり、日常点検に加え、定期点検の円滑
さ、統一的な管理のため、学校施設管理指針の越谷市バージョンの
一層の整備、徹底に努められたい。
　なお、管理の円滑さのため、学校毎の施設管理台帳やチェックマ
ニュアルをネットワークで学校の教職員も容易に検索し、点検チェッ
クリスト等を入力できるシステムについて検討いただきたい。

　防犯カメラの維持管理
検討･
見直
し

①②犯罪の抑止効果及び施設
への侵入者による不測の事態か
ら、児童、生徒の安全確保を図る
ために、適切な維持管理に努め
ていく必要がある｡

　多様化する学校活動を円滑に実施する
ため、学校活動の実情を十分に把握する
必要がある。

検討･
見直
し

①多様化する学校活動を円滑に
実施するために必要な経費であ
り、また、市立小中学校に通う全
児童生徒の教育環境の確保に
資するものであることから、今後
も十分な予算の確保に努めてい
く必要がある。
②学校活動の実情を十分に把握
し、より適正な予算の配分を推進
する。

19 Ｂ

　学校活動の必要経費を学校に配分して執行するもの、教育委員会
で一括発注した方がコスト削減が図れるものに分けて執行してい
る。
　執行のガイドラインを配布し、科目毎の執行状況が把握できるよう
になっているが、学校活動の実態を整理し、備品台帳等のデータ
ベース化を進めるなど適切及び円滑な執行と指導をお願いしたい。

　施設の老朽化のため、雨漏り、外壁、
設備等の大規模な改修が必要である。

検討･
見直
し

①②学校施設の老朽化等に伴う
学習環境の低下を招くことのない
よう、今後も計画的に雨漏り、外
壁、設備等の大規模な改修に努
め、良好な教育環境の維持を図
る。

21 Ｂ

　45の小中学校にある計164棟の校舎の改修を行う事業である。昭
和40年代に建てられた校舎もあり、老朽化が進行しており、危険箇
所の修繕を怠ると、学校で学ぶ児童・生徒の安全が確保されないこ
とになりかねない。したがって、本事業を遂行する意義は大きい。
　現在でもかなり綿密に計画立案を行っており、必要とする改修につ
いては積極的に予算計上されている。しかし、対象とする校舎は164
棟もあり、修繕対象箇所数は膨大である。さらに今後は、備品など
の管理も含まれ一層きめ細かい対応を行い、適切な優先順位を設
定する必要がある。そのためには、市と学校現場が一体となった情
報管理が必要である。
　例えば、修繕箇所に関する情報整備について、年次や半年に一度
程度のデータ更新にとどめず、情報通信の活用等により、学校現場
と市が更新され蓄積された生きた情報を共有することができれば、
修繕計画の優先順位の検討に効果を発揮する。

　学校図書館の更なる充実のため、新刊
の整備だけでなく、劣化が著しい図書の
更新を行っていく。

検討･
見直
し

①各学校で教育内容に適した図
書の選定を進めるとともに蔵書
管理を徹底し、学校図書館の充
実を図る。
②全校で蔵書率100%を達成す
る。

20 Ｂ

　図書ボランティアの活用は評価できる。図書ボランティアや各学校
の図書主任間の情報連携をさらに進め、必要となる書籍の選定の
精度を向上させる取組が必要である。また、保護者の協力を得て各
家庭に書籍の寄贈を求めるなど、経済的な蔵書充実に向けた検討
を願う。さらに、蔵書の利用率、回転率についても把握し、図書館の
利用促進に向けた取組と連携することが必要である。
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427
小学校仮設教室借上事
業(東越谷小)

教育総
務部

総務課 H14 -

〔目的〕
　児童数増加による教室不足を解消するため、仮設教
室を借上げ、必要な教育環境を確保する。
〔手段〕
　仮設教室の賃貸借

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

428
小学校仮設教室借上事
業(蒲生南小)

教育総
務部

総務課 H15 -

〔目的〕
　児童数増加による教室不足を解消するため、仮設教
室を借上げ、必要な教育環境を確保する。
〔手段〕
　仮設教室の賃貸借

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

429
小学校仮設教室借上事
業(大袋北小)

教育総
務部

総務課 S34 -

〔目的〕
　児童数増加による教室不足を解消するため、仮設教
室を借上げ、必要な教育環境を確保する。
〔手段〕
　仮設教室の賃貸借

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

430
小学校仮設教室借上事
業(西方小)

教育総
務部

総務課 H17 H22

〔目的〕
　児童数増加による教室不足を解消するため、仮設教
室を借上げ、必要な教育環境を確保する。
〔手段〕
　仮設教室の賃貸借

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

431
定時制教育等振興会負
担金事業

教育総
務部

総務課 - -

〔目的〕
　県定通教育振興会及び越ヶ谷高校他３校の定時制
教育振興会が円滑に運営されることにより、県高等学
校定時制及び通信制教育の普及・振興を図る。勤労
青少年に、勤労と修学に対する正しい信念を確立させ
ることにより、教育水準と生産能力の向上を図る。
〔手段〕
　定通教育の振興に資するため、各振興会に対し負
担金を支出する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

432
小・中学校備品整備事
業（教材等整備事業含
む）

教育総
務部

総務課 - -

〔目的〕
　学校教育における備品の重要性に鑑み、新規教材
の整備及び現有教材の更新を行うとともに管理備品
の整備を進め、学校教育の充実を図る。
〔手段〕
　予算措置　教育内容に則した備品の購入及び更新

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　仮設教室の維持管理
検討･
見直
し

①②児童数増加に伴う教室不足
を解消し、必要な学習空間を確
保するため、今後も仮設教室の
適切な維持管理に努めていく必
要がある。

　仮設教室の維持管理
検討･
見直
し

①②児童数増加に伴う教室不足
を解消し、必要な学習空間を確
保するため、今後も仮設教室の
適切な維持管理に努めていく必
要がある。

　仮設教室の維持管理
検討･
見直
し

①②児童数増加に伴う教室不足
を解消し、必要な学習空間を確
保するため、今後も仮設教室の
適切な維持管理に努めていく必
要がある。

　仮設教室の維持管理
検討･
見直
し

①②児童数増加に伴う教室不足
を解消し、必要な学習空間を確
保するため、今後も仮設教室の
適切な維持管理に努めていく必
要がある。

　定時制及び通信制教育の普及振興
検討･
見直
し

①勤労青少年や不登校者、全日
制中途退学者等多様な生徒が学
ぶ生涯学習の場の確保と定時制
及び通信制教育等の普及振興
のためにより一層の支援を行っ
ていく。
②定通教育の普及振興に資する
ため各振興会に負担金の支出を
実施していく。

22 B

　県定通教育振興会及び越ヶ谷高校他3校の定時制教育振興会が
円滑に運営されることにより、定時制及び通信制教育の普及・振興
を図る。その手段として、各振興会に負担金を支出する。
　勤労青少年や不登校者、全日制中途退学者等に生涯学習の場を
提供すること、勤労と修学に対する意識を確立することは社会的に
も意味があり、意義は大きい。
　市から支出する負担金がどのような活動に使用されているのか把
握に努める必要がある。そのために、各振興会の運営状況、財務状
況をしっかり把握しておくことが求められる。
　事業開始年度不明であるが、相当長期にわたって継続されてきた
事業である。本事業は、高校により負担金の有無に違いがあるなど
の問題があり、また負担金の金額や使途を考えると支出した効果が
どれほどあるかは疑問である。現代の後期中等教育制度全体の中
の定時制高校の位置づけを踏まえて、大局的な見地から今の時代
に適合するように制度のあり方を抜本的に見直されたい。
　成果指標については、「越谷市在住生徒数」では、市民の目から見
れば理解が難しく、適切では無いと思われる。例えば、「勤労者や不
登校、中途退学した者のうち、何人が定時制及び通信制教育の場で
学ぶことができたか」というような、成果を市民にわかりやすくアピー
ルすることができる指標の方がより適切と思われる。

　教育環境の整備拡充のため、教育内
容に沿った備品の整備が必要である。

検討･
見直
し

①備品管理システムの稼動によ
り、電子データによる備品管理の
効率化が図られ、学校備品の効
率的管理が推進される。備品基
準額の見直しにより、単価２万円
以下の物品購入が消耗品扱いと
なり、事務の簡素化が進んだ。教
育環境の整備拡充のため、教育
内容に沿った備品の整備が必要
である。
②現有備品の更新も考慮した上
で整備計画を策定する。

16 Ｂ

<教材教具等整備事業>
　今後の財源の動向を勘案し、教材・教具の学校内・学校間共有化
の推進および事務処理のIT化によるコスト削減と効率化の向上を
図っていただきたい。
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433
小・中学校理科教育等
備品整備事業

教育総
務部

総務課 - -

〔目的〕
　理科教育振興法に則って理科教育の充実のため
に、理科備品の整備を図る。
〔手段〕
　予算措置　理科備品の購入

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

434
小・中学校施設耐震化
事業

教育総
務部

総務課 H11 -

〔目的〕
　児童生徒が安全に学べる学習環境を整備する。
〔手段〕
　旧耐震設計で設計された校舎、屋内運動場の耐震
補強工事により、耐力の増加を図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

435

科学技術体験センター
施設管理事業（H22科
学技術体験推進事業と
統合）

教育総
務部

総務課 H13 -

〔目的〕
　子供から大人まで、気軽に科学技術を体験すること
のできる拠点センターとして、より多い市民の利用促
進を図るため、効果的な施設管理を行う。多くの市民
をはじめ来館者の皆様が安全かつ安心にご利用いた
だくために、各種設備等の維持管理に努める。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (a) Ｂ

436
科学技術体験センター
運営委員会運営事業

教育総
務部

総務課 H13 -

〔目的〕
　体験センターの円滑な運営を図るため、越谷市科学
技術体験センター運営委員会を置き、事業計画やセ
ンター機能の充実などについて、専門的かつ様々な
立場で協議を行う。
〔手段〕
　運営委員会を年２回開催し、事業計画やセンター機
能の充実などについて、幅広い視点からご意見をいた
だき、体験センターの機能充実を図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

437

語学指導助手等派遣事
業
（平成２２年度からは、
外国語指導事業）

教育総
務部

指導課 S63 -

〔目的〕
　グローバル化が進む世界で、国際社会の一員として
その役割を果たせる児童生徒の育成、そして、国際社
会で信頼され、発展に貢献できる児童生徒の育成を
推進する。
〔手段〕
　国際交流等を進めるうえで、有効なツールとなる英
語教育を推進し、語学指導助手（ALT)を学校に配置
する。市内小中学校に27名の語学指導助手を配置
し、英語の授業（小学校外国語活動）、総合的な学習
の時間等の指導に従事する。小学校と中学校の英語
教育の連携を推進し、コミュニケーション能力の育成
や国際理解教育の充実を図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　各校で現有している理科備品の合計金
額（現有金額）が、理科教育振興費国庫
補助金交付要綱に定める基準金額を満
たしていないため、理科備品の更なる整
備が必要

検討･
見直
し

①新学習指導要領の実施に伴う
設備備品の拡充と現有状況の把
握及び適正な管理の指導をして
いく。
②現有備品の更新も考慮した上
で整備計画を策定する。

22 B

　理科教育振興法に則って理科教育の充実のために、理科備品の
整備を図る事業である。また、科学技術分野の人材育成を図るため
小・中学校等における理科教育の振興・充実が、特に重要である。
　理科備品をどの程度購入するかについては、市の教育方針とし
て、理科教育にどの程度特色を持たせるかに関わっており、その方
針を明確にしたうえで決定しなければならない。
　国が求めている購入の総額に達していないとのことであるが、国か
らの補助金とはいえ財源は国民の税金であり、購入にあたっては、
前述の教育方針を踏まえたうえで、必要最低限の教材、教具に留
め、教材、教具は学校内で出来る限り共有化し、無駄の出ないよう
に注意されたい。
　購入にあたって直接職員が学校現場に出向いて調査したり、備品
の棚卸を実施するなどの取組みは評価に値する。
　入札に当たっては、指名業者が市内業者に限定されており、競争
原理が働くかどうかについては再度検討されたい。
　成果指標としては、備品の整備率や活用度合など、適正な行政運
営を市民にアピールできるものがより適切であると思われる。

　事業を行うための財源確保及び積極的
な事業の前倒しによる実施を図る。
　・５６棟の第2次耐震診断結果を踏ま
え、計画の見直しを行う。
　・設計から工事への年次計画、執行管
理及び業務の増大

検討･
見直
し

①事業の円滑な実施を図るた
め、国庫補助金等の財源確保及
び積極的な前倒しを図る。
②平成２７年度までに耐震化率１
００％とするため、平成２１年５月
に策定、平成２２年５月改訂する
「越谷市学校施設耐震化計画」
に基づき、計画的に学校施設の
耐震化を図っていく。

20 Ｂ

　学校施設は、災害等における市民の避難場所でもあり、市民の重
要関心事である。耐震化計画についての積極的な広報を通じて、市
民の意見を全庁的な耐震改修促進計画に反映させる努力が求めら
れる。

　施設設備については、９年を経過施設
内外にて経年劣化が現れ、今後は維持
管理費の増大が課題となる。指定管理者
制度の導入について協議をすすめたが、
今まで以上に市民サービスの向上や施
設の効果的な運営を行うため、越谷市施
設管理公社と施設設備管理、科学教育
推進事業に関する業務を業務委託した。
今後、委託業者と連携をもち、事業の運
営見直し、センターの特性を活かした運
営を行いながら、市民ニーズにあった
サービスの向上を図る。

検討･
見直
し

①平成２２年度の施設の管理運
営については、より効率的かつ
効果的な施設の運営が図れるよ
う、事業の改善を行い、施設設備
管理事業に関する業務、科学教
育推進事業に関する業務につい
て委託契約に変更した。
　委託業者との役割・運営につい
て連携を図り、業務を遂行する。
②施設の経年劣化について、年
次計画にて修繕を行っていく。ま
た、多くの人が来館してもらえる
ように体験装置のリニューアル化
やボランティアと連携を図りなが
ら創意工夫をし、事業を展開して
いく。

18

21

Ｂ

Ｂ

＜科学技術体験センター施設管理事業＞
　市の学校教育、体験学習としての位置づけは大きい。施設の管理
面については、管理条件を仕様として明確に定めたうえで指定管理
者制度の導入を含め、委託化によるさらなるコストダウンを検討する
余地がある。

＜科学技術推進事業＞
　平成20年度の延べ利用者数が約14万人で、一日平均465人利用
されている。科学技術体験等、理科・科学に子供たちが興味を持つ
場としての重要性は認められる。
　今後は、新サービスや新イベントを展開し、利用者数、リピート率を
さらに上げる事業展開を期待する。

　管理運営に関し、委員より幅広い意見・
要望等をいただくが、要望実現のための
財源確保が課題である。

検討･
見直
し

①意見要望等について、十分に
検討し、事業に反映できるよう見
直しをしていく。
②施設管理運営事業の改革改
善に合わせ、運営委員会との連
携を図り、今後の運営について
検討していく。

　①業務委託契約を見直し、学校現場の
要望に応じた対応に変更する。
　②ALTの教育現場での活用方法の改
善を図る。

検討･
見直
し

①平成２３年度は、学習指導要
領で完全実施となった「小学校外
国語活動」においてALTを積極的
に活用し、指導法研修や小中連
携の英語教育に向け取り組む。
②「話す」「聞く」力の育成を基盤
に、学校と連携したコミュニケー
ション力向上の教育活動を進め
る。

18 Ｂ

　国際理解教育の推進の立場から、英語によるコミュニケーション能
力の向上は、必要な事業である。ＪＥＴによる招致期間満了後、順次
委託化に切りかえ、経費削減を実施されている方針は継続していた
だきたい。一方、教育現場でのトラブル回避のため、委託内容を要
求仕様として明確化し、委託業者の管理を徹底することを望む。
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438 学校教育推進事業
教育総
務部

指導課 - -

〔目的及び手段〕
　・学校教育を通して、市内全小中学生に様々な活動
の機会や体験の場を提供する。　・小中学生に様々な
体験の機会や本物に触れる機会を持たせ、学習環境
や活動環境を整え、子どもたちの「生きる力」を育成す
る。　・部活動外部指導者や、日本の伝統文化に関す
る外部指導者を派遣する。　・「総合的な学習の時間」
に、専門分野の指導者を招聘する。　・中学生対象の
２日～３日の社会体験活動を実施する。　・ふれあい
講演会を実施し、進路指導の推進を図る。　・小中学
校に研究を委嘱し、推進のための助成金を支出する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

439 学校農園事業
教育総
務部

指導課 - -

〔目的〕
　自然体験や勤労体験に乏しい児童・生徒に貴重な
体験の場を提供し、生命や自然環境、食物に対する
理解を深めること、生命の尊さや思いやりの心をはぐ
くむことをねらいとする。また、地域の農家の方や学校
応援団、ＰＴＡの協力を得ることで地域との連携を強
め、開かれた学校づくりに資する。
〔手段〕
　社会科、理科、生活科、総合的な学習の時間に位置
づけ、体験活動の時間を確保する。各学校の取組を
紹介し合う場を設け、より効果的な体験活動が行える
ようにする。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

440 伝統芸術鑑賞事業
教育総
務部

指導課 - -

〔目的〕
　我が国の伝統や文化について正しく理解し、日本人
として日本の伝統文化をしっかりと受け継ぐことが国
際化の時代を生きる児童、生徒にとって大切である。
伝統芸能である「能」を鑑賞し、体験することにより、日
本古来の文化や歴史を感じ、小学生の豊かな心を育
てることにつながる。
〔手段〕
　こども能楽劇場を越谷コミュニティーセンターで開催
する。事前にテキストを各学校に配付し、　興味関心を
高め、意欲的な鑑賞態度を育成する。また、代表児童
をステージに上げ、会場の児童と共に能の謡いを体
験させる。

低 高 高 高 (b) (a) (d) (d) (b) Ｂ

441
学校図書館運営ボラン
ティア活動事業（学校応
援団）

教育総
務部

指導課 H18 -

〔目的〕
　司書教諭と連携して、市内小中学校の学校図書館
の整備等をして、学習センター、情報センターとして児
童・生徒に利用しやすいものとする。こどもの読書活
動の推進を図る。
〔手段〕
　保護者、地域よりボランティアを募り、学校図書館の
整備や本の修理、読み聞かせ活動、本の紹介、ポス
ター掲示等を行い利用活性化を図る。また、ボランティ
アの資質向上を目指し、読み聞かせ研修会や本の修
理・製本研修会を実施する。学校応援団として環境整
備や学校内外の安全のための活動を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

442
人権教育推進事業（学
校教育）

教育総
務部

指導課 - -

〔目的〕
　基本的人権の尊重に徹する教育を推進し、部落差
別をなくしていくことのできる児童生徒を育成する。
〔手段〕
　そのために中学生用学習資料（人権）（10,100部）を
２１年度に作成し、市内中学校１年生全員に２２年度５
月に配布。人権教育の窓（1,500部）を市内教職員全
員に配布し人権教育推進上の課題を明確にし、全教
育活動通じて正しい理解を促す。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

443 副読本等整備事業
教育総
務部

指導課 - -

〔目的〕
　体育、道徳、小学校社会科の副読本を児童生徒に
配布し、授業における教材としてこどもの主体的な学
習活動を推進する
〔手段〕
　道徳、体育実技を配付する。「わたしたちの越谷」を
作成し副読本として、児童に無償配付し、授業におい
て活用する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　「言語活動の充実」の視点で、委嘱校
が取組んだ成果を学校系ネットワークを
活用して広く市内各校に発信する。委嘱
の形態を工夫し、さらに各校の創意工夫
を生かした研究がなされるようする。

検討･
見直
し

①平成２３年度も市内中学校へ
部活動外部指導者を派遣し、部
活動の技術的な向上を図る。
②市内小中学校への研究委嘱
のための助成金を交付し、研究
推進を支援する。

　平成23年度の新学習指導要領の改訂
に伴い、各教科の授業時間数が増加す
るため、体験活動を実施する時間の確保
が困難になる。

検討･
見直
し

①平成２３年度からより一層効率
的な活動の推進を行うこととし、
それに向けて、地域の教育力の
活用に取り組んでいく。
②体験活動を継続するために、
保護者・地域との連携のあり方を
見直していく。

17 Ｂ

　児童・生徒が農業体験をすることは教育上、大変重要なことであ
り、今後も大いに強化すべき事業である。ただし今後は、市内の全て
の小・中学校で同じ体験ができるよう拡充を図り、偏りを無くすことが
必要である。また、農地の手当を土地開発公社からの購入で購うこ
とは財政上、無理が生じる可能性が高く、慎重に対処すべきである。

　昨年度で２０回を重ね、多くの児童が鑑
賞してきた。ただ鑑賞するだけでなく、体
験を取り入れることにより、主体的に文化
に係わっていく態度を育成する必要があ
る。

検討･
見直
し

①能に対する理解が深まるよう
に、解説テキストを事前に配付
し、意識を高める。体験活動を取
り入れながら、文化に触れる機会
を設ける。
②コミュニティーセンターで鑑賞し
た能を、こしがや能楽堂でも見て
みたいというような児童に対し
て、能を見る機会を案内する。

18 Ｂ

　市の資産である能楽堂を有効活用した事業であり、日本の伝統芸
術への関心を高めるためには必要な事業である。例年実施している
事業であるので、企画や計画の方法をマニュアル化するなど、事務
の一層の効率化を推進していただきたい。

　各校で図書ボランティア活動が定着し
継続的に組織されてきた。しかし、特に中
学校において、活動が活性化していない
学校がある。

検討･
見直
し

①平成２２年度より学校応援団
事業に統合整理し、幅広く支出で
きるように予算の変更を行う。
②子どもの読書活動推進のため
学校図書館運営ボランティア事
業を継続していく。

　今年度より各学校において講師を招聘
し、人権教育に関する研修会を開催する
ための事業費（報償費）を拡充した。研修
会は確実に実施されているが、更なる教
職員の人権感覚の向上に向け、人権教
育研修会の質的な向上に努める必要が
ある。

検討･
見直
し

①参加体験型プログラムである
「人権感覚育成プログラム」の活
用を促進するため、人権教育研
修会において、その活用方法に
ついて、研修を深めていく。
②（平成２５年までに）各学校の
人権教育推進者（指導者）を養成
するために、研修会のあり方を工
夫していく。

20 Ｂ

　事業名称が同和教育から人権教育へと変わり人権教育推進の事
業内容が変化してきている状況の中で、同和問題に重点を置いた教
育から内容を拡大して対応する必要がある。配布するパンフレット等
についても、市が実施されている状況調査の結果を踏まえ、現状に
合わせた内容としていただきたい。
　現在市として取組まれているさまざまな活動を、事務事業評価表
に反映させていただきたい。

　「わたしたちの越谷」は印刷の業者を入
札により選定するさいに、過去のデータ
が利用できるようになるとコストが削減さ
れる。また、農作業のようすなど新しい写
真データを入手する必要があるため年間
を通して計画的にすすめる必要がある。

現状
維持

①新学習指導要領にもとづいた
指導計画を作成し、検討してい
く。
②各副読本の内容の検討を図
る。

20 Ａ

　現役の先生方の参加による市独自の副読本の編集活動は、評価
に値する。
今後は、独自に編集する副読本と、一般に出版されている教科書を
活用するものとを授業の科目によって見極め、副読本編集にかける
作業の効率化も検討する必要がある。
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444 学校教育団体支援事業
教育総
務部

指導課 - -

〔目的〕
　越谷市立小中学生の体力の向上を目指し。スポー
ツに対する興味関心を高めるとともに、競技力の向上
を図る。また、小中学校の教員の体育指導法の改善
に努める。
〔手段〕
　各種団体に補助金を支援し、運営の活性化を図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

445
全国大会等選手派遣事
業

教育総
務部

指導課 - -

〔目的〕
　部活動の活性化を図り、生涯にわたり運動に親し
み、健康で生活することができる児童生徒を育成す
る。
〔手段〕
　越谷市を代表し、関東・全国大会に出場する学校に
交通費及び宿泊費の一部を助成する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

446
小・中学校備品整備事
業

教育総
務部

指導課 - -

〔目的〕
　特別支援学級在籍児童生徒の社会的自立に向けた
指導に活用する備品を購入し、指導の充実を図る。ま
た、通級指導教室に通う児童の指導の充実を図る。
〔手段〕
　指導に必要な備品を購入し、効果的な指導を行う。

低 高 高 高 (b) (a) (d) (d) (b) Ｂ

447 教育研究事業
教育総
務部

指導課 - -

〔目的〕
　教科等の指導方法改善に関する研究等を行うほ
か、年間を通じた各州研修会を実施し、教職員の資質
能力の向上を図る。
〔手段〕
　教科等の指導方法改善に関する研究等を行うほ
か、年間を通じた各種研修会を実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　昨年度より体力は向上しているが、男
子は「上体起こし」が、女子は「握力」
「ボール投げ」が課題である。また、体育
の研究授業、公開授業が減少傾向にあ
る。

検討･
見直
し

①平成２２年度に引き続き、２３
年度も体力テストの結果の向上
のため、各校で重点種目を決
め、その実施方法や技能習得、
記録を伸ばすための取組を工夫
し、確実に成果を上げていく。
②第４次総合振興計画との関係
から、ア、各支援団体同士の連
携、イ、教育委員会内の他課との
連携を図る「体力向上プロジェク
ト」、ウ、体力テストの結果を平均
値ではなく総合評価（５段階評
価）でとらえる。等、新たな取組を
進めていく。

16 Ｂ
　活動結果指標、成果指標として当事業の妥当性、効率性、有効性
を表す指標を設定する必要がある。例えば、体力向上の相対的比
較等。補助金単価の妥当性について検証していただきたい。

　個人の負担の軽減を目的とした助成で
はなく、運動部活動等の活性化を図るた
めの助成であることを再確認し、助成して
いく。

現状
維持

①②平成２１年度から助成額を
定額制に変更しているので、今
後もこれを維持し、広く児童生徒
の活躍を支援する。

16 Ａ
　全国大会等選手、派遣状況に応じ予算対応をせざるを得ない。都
度、予算管理の難しさがあるが適切な対応をお願いしたい。

　児童生徒数の変化に応じた予算計画を
立て、適切な教育環境を整える必要があ
る。

検討･
見直
し

①児童生徒の個別の支援計画
に応じて適切な備品の購入を検
討する。備品の活用報告などを
実施する。
②備品のライブラリー化を図り、
有効な活用を図る。

22 B

　特別支援学級の児童生徒に、社会的自立に向けた効果的な指導
を行うために必要な備品を購入するための事業であり、通級指導教
室に通う児童の指導充実を図る。
　教育環境の充実を図るため、教材・教具の更新をはじめ新たな教
育内容や指導方法にあった教材・教具の整備を今後も継続する必
要がある。
　「備品のライブラリー化」という表現が分かりにくいので、「備品の共
用化」など市民に分かりやすい言葉への変更を検討していただきた
い。
　事業名が普通学級の児童生徒用の備品と思われてしまうので、特
別支援学級の児童生徒用の備品と分かるように事業名の工夫が必
要ではないか。
　教材、教具は学校内・学校間で出来る限り共有化し、コスト削減を
図ってもらいたい。また、各学級がどんな種類の教材を所持してい
て、いくつ存在するのか、備品の効率的な管理をし、適正な維持管
理を今後も望む。

　経験の浅い教員の増加に伴い、研修の
種類や方法、研修内容の改善を図る必
要がある。

検討･
見直
し

①教育指導員による研修のあり
方や各種研修会の方法を見直
し、成果が上がる適切な研修会
を開催する必要がある。
②本市の重点である、小学校外
国語活動の充実とＩＣＴを活用し
たより分かる授業の推進を柱に、
不易と流行を抑えた教職員の資
質・能力の向上のための研修等
を事業化していく。

21 Ｂ

　教育現場の質的向上を図る上で、当該事業は必要不可欠であり、
事業内容としては以下のものがある。
①市内の中学校、小学校の教員を2年間を期限に教育研究員（89
名）に委嘱し、研究活動を行う。
②学校長の経験者が教育指導員となり、若手教員の指導を行う。
①の研究活動は単なる研究成果に終わっていない。
　　研究成果を副読本として作成しており、さらにその研究成果を実
際の授業で発表することにより、傍聴する教員が学習する機会を得
ることができるなど、付加的な成果も認められる。
　市においては、情報通信技術の活用も積極的に行われているとい
うことである。今後は、報告書など、紙媒体として配布するのではな
く、電子媒体として共有することにより、一層の横展開を図っていた
だきたい。
　研究のための研究ではなく、実務に活用するという視点で事業を
担っていることは、他の事業の範となると思料する。
②に関しては、従来は教育指導員は教育センターで現役の教員の
相談に乗るという仕事の進め方であったが、現在は積極的に学校に
出向き、直接若手の指導に当たっている。単に事業を遂行するとい
う発想ではなく、如何に教員を育てるかという視点で、事業を担って
いるという姿勢がうかがわれ評価できる。
　昨今、巷では、公教育の質の低下が叫ばれて久しい。その結果、
多くの児童が、私立の小学校や中学校に進学している実態が増え
つつある。本事業の成果が公立校への進学率向上の要因となること
を期待する。
【教育研究員助成金】（内部評価：継続）（外部評価：継続）
　当助成金を有効に活用し、公立小中学校の教職員の資質向上を
期待する。
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448 教育相談事業
教育総
務部

指導課 - -

〔目的〕
　専門的知識や経験豊富な相談員によるカウンセリン
グや発達相談などを行うことで、幼児、児童生徒の健
全育成を図るとともに保護者の支援を行う。
〔手段〕
　越谷市教育センターにおいて、来所相談、電話相談
を受け付け、相談活動を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

449 障害児就学支援事業
教育総
務部

指導課 - -

〔目的〕
　障がいのある児童の就学に関する相談結果につい
て就学支援委員会の判断を受け、保護者と就学先を
決定する。
〔手段〕
　年間５回の障害児就学支援委員会開催

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

450
小・中学校学校活動運
営事業（教育センター分
を含む）

教育総
務部

指導課 - -

〔目的〕
　通級指導教室及び院内学級等の指導に必要な消耗
品を購入し、指導の充実を図る。
〔手段〕
　通級指導教室及び院内学級等の指導に必要な消耗
品を購入する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

451
学校系ネットワーク運用
事業

教育総
務部

指導課 H19 H24

〔目的〕
　急速な情報化社会の進展で小･中学校全児童生徒
の情報活用能力を向上させるとともに、授業での日常
的なコンピュータ機器等の活用によって子どもたちの
思考力･判断力･表現力を高める。そのために、教育
センターを中心に各学校を結ぶ学校系ネットワークに
より、教職員のＩＣＴ活用能力の向上と校務の効率化、
共有化を図る。
〔手段〕
　コンピュータ機器等の賃貸借による整備とその活用

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　就学相談、教育相談の増加に伴い、相
談員の相談日程が過密化しているため、
相談体制にゆとりがなく、十分なケース
検討会議等が実施できない。

検討･
見直
し

①②増加し続ける就学相談・教
育相談等、多様な相談内容・
ケースに適切に対応していくため
に、今後も専任教育相談員の増
員をしていく。

21 Ｂ

　本事業の目に見える成果としては、不登校児童・生徒数の削減が
あげられる。市では、不登校の定義を30日以上連続して欠席した場
合としているが、小中学校合わせて、平成19年度には360名であっ
たが、平成20年度には288名に減少している。さらに、本年度におい
ては87名が登校するようになり、最終的な不登校児童・生徒数は77
名と激減している。
　不登校対策としては、①不登校を未然に防止する方策と、②すで
に不登校になった児童・生徒を復帰させる方策の2つが考えられる
が、本事業においては、双方の役割を果たしている。
　成果指標の相談員稼働率の今年度の目標は100%となっており、
まったく、ゆとりがない状況である。あまりにも、忙しすぎると適切な
相談ができなくなる可能性がある。世の中に不安定要因が増加して
いる今日、児童・生徒や保護者による相談は増えることはあっても、
減ることはないと予想される。その意味では、80%～90%程度の稼働
率で計画できる程度の相談員やカウンセラーの配置が必要であると
考える。

　保護者や本人の願いをよく聴取した上
で、より適切な就学をめざすために、十
分に話し合う時間を確保したり、就学後
の支援についても助言等を行っていく必
要がある。

検討･
見直
し

①実施回数と判断件数の相関関
係から、よりよい就学判断をめざ
すために、実施時期と内容につ
いて検討し、より効率的な会の運
営を目指す。

21 Ｂ

　平成20年度は5回の「障害児就学支援委員会」を開催し、そこで、
197名の支援を必要とする児童・生徒に対して、就学先の提案を保
護者に行ったが、90%がその提案を受け入れたとのことであった。他
都府県の実績では、７0%程度であり、市の実績はかなり高い値であ
る。これは、保護者が「障害児就学支援委員会」を信頼しているから
こそであり、本事業の成果に他ならない。
　春と秋には、特別支援学級の公開を行い、授業の様子を参観する
機会を設け、さらに相談を幾度か繰り返し、当事者の不安解消に努
めるなどの活動は評価できる。
　また、専門的な知識を持つ大学教授等が、通常学級を訪問し、支
援を必要とする児童・生徒の様子をみて、担任等へ助言を行ってい
る。平成20年度は、10回の訪問で18校、133名の児童・生徒を対象と
した。
　支援を必要とする児童・生徒を持つ保護者の不安を解消し、支援
を必要とする児童・生徒の適切な進路を決定する上でも重要な事業
であり、引き続きより効率的な運営を期待する。

　通級に入級する児童が増加傾向にあ
る。児童数に応じた適切な消耗品を購入
し、教育効果を高めることが必要

検討･
見直
し

①通級を希望する児童数につい
て、相談状況や学校訪問等から
２３年度の通級の児童数を予測
して、適切な予算計画を立てる。
②編成要領の改訂をいかし、通
級の目的や教育課程について、
県と連携を図りながらさらによい
ものとしていく。

　教職員のコンピュータ活用のスキルに
は、個人差があり、ボトムアップを図る必
要がある。平成20年度までは、教職員の
コンピュータについては、情報教育事業
に含まれていたが、平成21年度予算で
は、本事業に含めることにしたためコン
ピュータ台数と予算額が増加している。

現状
維持

①教職員のセキュリティに対する
意識改革やスキルの向上のため
の研修会に取り組んでいく。ま
た、より効果的なネットワークの
運用に取り組んでいく。今後は学
校への配付物を電子媒体にする
ことにより、紙媒体の使用を減ら
し、環境に配慮するとともに、経
費削減を図る。
②コンテンツ管理を活用して自作
デジタル教材の市内での共有化
を図る。

22 A

　コンピュータ機器等の賃貸借による整備により、授業で日常的にコ
ンピュータ機器を活用することで子どもたちの思考力、判断力、表現
力を高める。また、教職員のICT活用能力の向上と校務の効率化、
共有化を図る事業である。
　平成19年度の当該ネットワーク運用開始以来、利用者である市内
小中学校教職員に対し、継続的に情報セキュリティ教育を実施し、
情報漏えい事案が皆無である点、また、コンピュータウィルス発生件
数も激減している点など、市内小中学校教職員全体の情報セキュリ
ティ意識の底上げに継続的に取り組んでいる具体的な事象として評
価したい。
　また、学校系ネットワークの稼動により、教材、指導案の共有化が
図られ、優れた教材、指導案を市内小中学校のすべての教職員が
情報共有し、活用することができることを評価したい。
　さらに、グループウェア機能を活用し、ペーパーレス化、校内外の
先生との情報交換等を行い、事務の効率化に積極的に取り組む姿
勢を評価したい。
　活動結果指標として、ネットワークを活用した「教材の相互利用件
数」「授業の実施回数・受講生徒数」「授業を実施できる教員数」「教
職員のITスキル向上を目指した研修実施回数・受講教員数」なども
検討されたい。
また、成果指標として、生徒や教員自身によるIT習熟度・IT活用度に
関する自己評価などを検討されたい。
　今後は埼玉県内でも先進的な学校系ネットワークを活用して、一
層の校務の効率化等を推進されたい。この結果、さらに教職員が子
どもたちと向き合う時間も増え、質の高い教育活動につながるものと
考えられる。また、今後はネットワーク活用によりどれだけの成果を
上げたかをより具体的に保護者、子どもたち、教育関係者、市民等
にわかりやすく示すことが重要である。今年度以降、より成果を上げ
るための実効性のある施策に期待したい。
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452
小・中学校情報教育事
業（校内系ネットワーク
運用事業）

教育総
務部

指導課 H12 H24

〔目的〕
　急速な情報化社会の進展で小･中学校全児童生徒
の情報活用能力を向上させるとともに、授業での日常
的なコンピュータ機器等の活用によって児童・生徒の
思考力･判断力･表現力を高める。
〔手段〕
　コンピュータ機器等の賃貸借による整備とその活用

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

453 学校活動支援事業
教育総
務部

学校課 - -

〔目的〕
　児童・生徒の課外活動や各種学校活動への支援、
特別支援学校の教育振興への支援事業を推進し、保
護者の経済的負担を軽減する。
〔手段〕
　課外活動等へ補助金を交付する｡

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

454 臨時教職員配置事業
教育総
務部

学校課 H12 -

〔目的〕
　重度の障害を持つ児童・生徒の学校生活への支
援、並びに帰国外国人児童・生徒への日本語指導の
支援などのために市費で配置し、児童・生徒の学校生
活の充実を図る。又、欠員補充等の臨時的任用教職
員の配置時に県の任用決定までの一定期間、市費に
よる任用を行い、担任が不在の状態を軽減し、学校運
営の円滑化を図る。
〔手段〕
　市費による臨時的任用教職員、特別支援教育支援
員、日本語指導員の配置

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

455
小・中学校就学援助事
業

教育総
務部

学校課 S32 -

〔目的〕
　経済的理由により就学困難と認められる学齢児童
生徒の保護者に対して就学費用の一部を助成し、保
護者の経済的負担を軽減する。
〔手段〕
　学用品費、通学用品費、修学旅行費、学校給食費、
医療費、新入学児童生徒学用品費等を支給する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

456
校医及び薬剤師運営事
業

教育総
務部

学校課 S33 -

〔目的〕
　学校医等の配置を行い児童生徒の健康診断を実施
し、適正な健康管理を行うとともに学習効率や学習環
境の向上に資するため。
〔手段〕
　学校医・学校歯科医・学校薬剤師の配置

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

457 教職員健康管理事業
教育総
務部

学校課 S33 -

〔目的〕
　教職員の疾病の早期発見・早期治療に努め心身両
面からの健康づくりを推進するため。
〔手段〕
　定期健康診断・胃検診・肺がん検診を実施し、産業
医・健康管理医の適正な配置を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

458 児童生徒健康管理事業
教育総
務部

学校課 S33 -

〔目的〕
　児童生徒の疾病の早期発見・早期治療に努めるとと
もに、学習能率の向上に資する。
〔手段〕
　学校医により検診を行う。委託業者により心臓検
診、尿検査、ぎょう虫卵検査を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　平成21年度に、学校ＩＣＴ環境整備事業
で校内の無線ＬＡＮの敷設及び、大型テ
レビ、コンピュータ、ＤＶＤレコーダー等の
機器を整備を行ったため、決算額が増え
ている。これにより、パソコン教室以外に
おいてもＩＣＴを活用した授業を行うことが
可能となった。しかし、電子黒板としての
機能は整備されておらず、授業を効果的
に行うためのさらなる条件整備が必要で
ある。

検討･
見直
し

①平成２３年度から電子黒板を
活用したより分かりやすい授業を
展開するための設備の維持や増
強を図っていく。
②平成２３年度の中学校パソコン
教室の機器の入れ替えに向けて
準備を行う。新教育課程に対応
した教育用ソフトや地上デジタル
放送の活用等について研究を進
める。

17 Ｂ

<情報関連機器整備事業>
　学校教育における情報教育の充実は今後ますます重要となり、情
報関連機器を活用した新しい学習システムの整備は必要である。た
だし、各年度ごとにどこまで整備するかを計画し、その計画に基づい
て事業を進めることが求められる。設備導入計画にあわせ、教師の
育成も計画的に実施することをお願いする。

　課外活動や特別支援学校等に対する
教育振興への支援事業である。今後も補
助金及び交付金の適正な交付と効果的
な活用を図り、事業を継続する必要があ
る。

現状
維持

①②
・実績報告等により成果を確認す
る｡
・林間学校等開設費補助金につ
いては、補助金の効果的な活用
を図るため事前調査結果を学校
間で共有し事故防止・安全確保
に努めるよう、校長会・教頭会に
おいて指示伝達を行う｡

18 Ｂ

　児童・生徒の課外活動や各種学校活動への支援の意味から事業
の継続は必要である。補助金交付後のフォローを確実に行う必要が
ある。また、林間学校等開設費補助金については、現地実地調査の
結果を学校間で共有するなどして、補助した事業の成果を効果的に
活用することを望む。

　障害のある児童・生徒の就学が増えて
おり、引き続き特別支援教育支援員の配
置をするとともに、配置日数及び時間の
延長を検討する必要がある。

検討･
見直
し

①②更なる制度の充実に向けて
検討していきたい。

19 Ｂ

　学校側の教職員配置状況、児童の在籍状況等により、臨時教職
員を配置する当該事業は、不可欠といえる。
　しかしながら、重度障害児対応の補助員配置による市費負担増が
課題となっている。
　市費負担を軽減すべく、保護者への協力、理解を促すとともに、県
費負担を要望することも考えられる。

　昨今の経済危機の影響から、就学援助
事業の重要性が再認識され、更なる申請
件数及び認定者の増加が見込まれる。
増加する経済的困難な学齢児童生徒の
保護者へ有効かつ適正な援助を行うこと
が課題である。また、就学援助システム
の導入による更なる事務の効率化に努
める。

検討･
見直
し

①②対象者の増加が見込まれる
ため、予算の確保に努める。

22 B

　経済的な理由により、就学困難と認められる学齢児童生徒の保護
者に対して、学用品費、通学用品費等の就学費用の一部を助成し、
保護者の経済的負担を軽減する事業である。
　就学援助は景気低迷等の影響から利用者が全国的にも増加傾向
にあり、今後も増加するものと見込まれる。利用者が増加すれば、そ
れだけ予算の確保が必要になってくるが、他の支援施策と重複する
場合は支給額を調整したり、支給基準を厳格化するなどの対応も検
討していただきたい。
　また、支給を逸してしまい、不公平がないように、事業の周知徹底
に心がけていただきたい。さらに、今後も関係各課と連携をとり、適
切に事務事業を執行していただきたい。

　法に基づいて実施しなければならない
事業であるため、継続して実施していく。

現状
維持

①②法に基づいて実施しなけれ
ばならない事業であるため、継続
して実施していく。

20 Ｂ

　学校保健法に基づき、学校に校医・歯科医・薬剤師を配置する事
業で、市の医師会、歯科医師会、薬剤師会からの推薦を受け、委嘱
している。校医等の職務は「執務状況調査一覧表」で報告を受けて
いるが、医師会等ともさらに連絡を密にし、今後とも校医等推薦にあ
たっての協力を継続的に得て、児童・生徒の健康管理に資していた
だきたい。

　特定健康診査対象者の健診結果の把
握と課題の分析

検討･
見直
し

①平成２３年度は特定健康診査
結果の有所見率を把握していくこ
ととし、平成２２年度は引続き教
職員の健康状態の把握と課題の
分析を図っていく。
②人間ドック受診者を含む健康
診断結果及び特定健康診査結
果をより正確に把握するために、
保険者と調整しながらデータの
電子化を目指し、分析調査の実
施を図っていく。

20 Ｂ

　教職員の健康管理は特に重要であるが、定期的な健康診断や特
定健康診査結果を一元管理し、健康管理に役立てる情報管理の仕
組みを作り、健康状況の分析に取り組まれることを期待する。
　なお、メンタルヘルス面での取組については、産業医とも連携し、
制度や仕組みにこだわらず、身近で信頼関係のある者に相談できる
ようにするなど、積極的な対策をしていただきたい。

　効率的なデータ管理をするためのＯＡ
化、また、有所見者への対等等について
検討が必要である。受診者率の達成度
の向上

検討･
見直
し

①②事務処理システム化の検討 20 Ｂ

　心臓健診、検尿、検便、結核等の健診・検査を行う事業でる。児
童・生徒の健康管理は家庭の義務であり、定期健診を学校として実
施すべきかどうかという議論もあるが、疾病の早期発見に寄与して
いる面もあり、保護者と協力して早期発見治療に努めていただきた
い。これらの健診結果を効率的に管理するシステム化を検討し、検
査結果等を分析し、専門家の協力を得て、予防対策につなげること
を検討いただきたい。
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459 健康教育推進事業
教育総
務部

学校課 S35 -

〔目的〕
　学校保健の推進・安全教育の啓発に努めるととも
に、学校管理下における児童生徒の災害に関する医
療費等の必要な給付を行い、保護者の経済的負担の
軽減を図る。
〔手段〕
　健康教育研修会及び学校保健会の組織の活用、日
本スポーツ振興センターへの加入と掛金の負担

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

460 入学準備金貸付事業
教育総
務部

学校課 S42 -

〔目的〕
　高校、大学、専修学校（高等課程、専門課程）等に
入学を希望する生徒の保護者で、入学資金の調達が
困難な方に対し、入学準備金を貸し付ける。
〔手段〕
　生徒一人につき次の額を限度として貸し付ける。
高等学校・専修学校（高等課程）・高等専門学校等５０
万以内、専修学校（専門課程）・短期大学・大学等８０
万円以内

高 低 低 低 (b) (b) (a) (a) (b) Ｂ

461
幼稚園就園奨励費補助
事業

教育総
務部

学校課 S47 -

〔目的〕
　幼児期に集団生活を通して、社会性を身につけるた
め、幼稚園への就園を奨励するとともに、保護者の経
済的負担軽減を図る。
〔手段〕
　私立幼稚園が入園料、保育料を減免した場合にそ
の相当額を補助する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

462 幼稚園振興事業
教育総
務部

学校課 H1 -

〔目的〕
　私立幼稚園の教育環境の保持及び向上をはかり、
幼稚園教育の振興に資する。
〔手段〕
　私立幼稚園に対し、教材・教具・図書・環境整備に要
する経費の一部を補助する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

463
小学校低学年補助教職
員配置事業(緊急雇用
創出基金事業)

教育総
務部

学校課 H21 -

〔目的〕
　小学校低学年児童を対象として、新しい環境の中で
集団生活に適応できるようにする。
　学級担任との連携により円滑な学校生活の導入が
図れるよう生活支援や学習支援の充実を図る。
〔手段〕
　埼玉県緊急雇用創出基金により直接実施事業で小
学校低学年補助教職員を配置する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (a) Ｂ

464
学校給食運営委員会運
営事業

教育総
務部

給食課 S44 -

〔目的〕
　学校長７名、PTA３名、学校医２名、学校歯科医２
名、学校薬剤師２名、保健所長１名、知識経験者２
名、公募による市民２名からなる委員をもって構成す
る学校給食運営委員会を組織し、学校給食の適正な
運営に資する。
〔手段〕
　学校給食運営委員会を各学期に１回、計年間３回開
催する。運営委員会の専門部会として、献立部会、物
資部会を設け、効率的な運営に資する。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

465
給食センター施設管理
事業

教育総
務部

給食課 S44 -

〔目的〕
　学校給食センターにおける衛生管理・安全管理を行
うため、調理機器やボイラーなど施設設備の適正な管
理を行う。
〔手段〕
　調理機器などの厨房設備やボイラーなどの点検・清
掃委託、性能検査委託などを行う｡

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (a) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　原則は任意加入となっているが、公立
学校の児童生徒の加入率は概ね１００％
である。全員加入となるよう引き続き働き
かけていきたいが、事務処理の効率化が
課題である。

検討･
見直
し

①②学校給食管理システムと連
携した徴収、給付事務の一元管
理について検討する。

20 Ｂ

　スポーツ振興センターへの児童生徒の学校管理下での事故等に
対する給付保険であり、掛金の半額を市が負担することは妥当と思
われる。しかし、掛金の現金徴収を教員が扱っており、負担軽減の
ためにも、料金徴収、給付等の事務の効率化が必要と思われる。
　なお、保険給付申請状況等を分析する事により、事故発生情報の
把握が可能となる。分析結果を教育現場にフィードバックし、安全対
策に生かす仕組みを確立していただきたい。

　借受人の自己破産、死亡または、居所
不明など、未収金の回収が困難な事案も
あり、徴収業務について、連帯保証人へ
の催告を徹底するなどの積極的な取り組
みが必要である。

検討･
見直
し

①②貸付条件や償還開始時期
等の見直しを進める。

19 Ｂ

　進学を希望する生徒に公平に場を与える当該事業の意義は高い
と思われる。
　しかしながら、貸付額の未償還額が年々増加しており、抜本的な
債権回収に取り組むことが急務である。
　医療費、給食費等、他の債権回収とあわせ、効率的なルール作り
をすることも考えられる。

　交付申請から補助決定に至る事務処
理に手作業が多く時間がかかるため、シ
ステム化を検討する必要性がある。

検討･
見直
し

①②平成２１年度から幼稚園就
園奨励費補助金システムの開発
も視野に入れた検討を開始した。

18 Ｂ

　国の補助金制度に従い実地している事業である。少子化対策の意
味もあり、事業の必要はある。対象園児数の6400人、市内２６園、市
外４０園の事務処理を効率的に実施することが課題である。学校業
務全体のシステム化を検討する教育委員会総合システム検討会で
の検討結果をふまえ、市の全体最適視点による業務の効率化を検
討して頂きたい。

　公立幼稚園がないことから私立幼稚園
に依存しているため助成は必要である。

現状
維持

①②幼稚園教育の振興を私立幼
稚園に依存しているため、施設
充実への助成は必要である。

16 Ｂ

　私立幼稚園の教育環境の維持及び向上を図るため重要性を増し
ている。継続（維持）の方向で進めていくことが必要である。２６私立
幼稚園の管理等事務処理の改善による効率性向上を図っていただ
きたい。

　学校での集団生活に円滑に適応するた
めに配慮を要する児童は増加傾向にあ
り、引き続き小学校低学年補助教職員の
配置をするとともに、配置日数及び時間
の延長を検討する必要がある。

検討･
見直
し

①②本事業は、地域の雇用失業
情勢が厳しい中で、離職した失
業者等の雇用機会を創出するた
め、各都道府県に平成２３年度
末までの基金を造成し、各都道
府県及び市区町村において、地
域の実情や創意工夫に基づき雇
用の受け皿を創り出す事業で、
平成２３年度は、更なる制度の充
実に向けて検討していきたい。

　課題に対する意見が少なくなっている
ため、専門分野の委員に前段で説明の
機会を設けるなど、運営に工夫をする余
地がある。

検討･
見直
し

①②各部会からの報告も含め
て、各委員からの意見を聴くな
ど、会議の運営方法を改善する。

19 Ｂ
　学校給食運営委員会の運営が、形骸化している感がある。
　委員会の本来の使命（ミッション）を明確にし、市が主体的に検討
課題を与え、活動の成果を評価できるようにする。

　学校給食を安定・継続して提供するた
めに、安全・衛生管理の強化に努めなが
ら、効率的・合理的な施設管理が求めら
れている。

検討･
見直
し

①②厳しい財政状況であるが、
施設の管理上不可欠な事業であ
るため、安全と衛生管理の強化
に努め、効率的・合理的な運営を
図る。

17 Ｂ

　安心、安全な給食を提供するために適切な施設管理を行うことは、
重要な事業であり、今後適宜更新していく必要がある。更新にあたっ
ては、学校給食事業の効率性を勘案し、全面委託方式を視野に入
れた施設更新計画を検討する必要がある。
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466
給食センター施設改修
事業

教育総
務部

給食課 S44 -

〔目的〕
　学校給食を安定して継続的に提供するため、施設設
備の機能維持に努める｡
〔手段〕
　学校給食センターの施設設備の計画的な改修・修繕
を実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

467 学校給食調理事業
教育総
務部

給食課 S44 -

〔目的〕
　児童生徒に魅力ある給食を提供するとともに、食育
の【生きた教材】となるよう衛生的で安全な調理を行
う。
〔手段〕
　地域の特色を生かした郷土料理や地場産野菜を取
り入れた献立を作成するとともに、衛生的で安全に配
慮した調理業務を効率的に実施する。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

468 衛生管理事業
教育総
務部

給食課 H9 -

〔目的〕
　施設管理・食材管理・調理管理等衛生管理の徹底を
図るとともに従事職員の健康管理等の充実を図り、衛
生管理水準の向上に努める。
〔手段〕
　「学校給食衛生管理基準（文部科学省）」や「大量調
理施設衛生管理マニュアル（厚生労働省）」に基づき、
施設設備・食材の点検や給食従事者の細菌検査等を
実施する。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

469 給食研究事業
教育総
務部

給食課 S44 -

〔目的〕
　学校給食における献立・調理技術等の向上を図る。
また、家庭・学校との連携による食指導の向上を図
る。
〔手段〕
　調理研究や各種研修会に参加し、職員の資質向上
を図る。また、学校PTAに研究委嘱を行う。さらに、教
師と栄養士とが協力するＴＴ授業方式等を活用し、月１
回以上の食指導を行う。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

470 臨時職員配置事業
教育総
務部

給食課 S44 -

〔目的〕
　効率的な学校給食の運営を目指し、調理業務職員
の欠員分等を補完・確保するため、調理経験者や有
資格者の臨時職員を配置する。
〔手段〕
　臨時職員を登録制とし、面接試験等を経て効率的に
採用する。（総務部人事研修課にて全庁的に対応）

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
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改善
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合
評
価
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施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　学校給食を安定継続して提供するため
に、安全・衛生管理の強化が求められて
いる。経年により老朽化した施設設備の
更新や改修等を計画的に実施する必要
がある。

検討･
見直
し

①厳しい財政状況であるが、施
設の管理上不可欠な事業である
ため、必要な財源確保を図るとと
もに、効率的・合理的な運営に努
める。
②衛生的で安全な施設運営をす
るためには施設設備の改修は不
可欠だが、多額の経費を必要と
することから、順次改修する計画
を立てていく。

20 Ｂ

　市内４５校の給食を供給する３つの給食センターの役割は大きく、
学校給食を安定して継続的に提供することは不可欠である。しかし、
給食センターの機器・設備の老朽化に伴い、改修・修繕にコストがか
かる現状がある。当該事業は、機器・設備の改修・修繕に関する事
業だが、機器・設備の買い替え、改修・修繕、清掃・定期点検など施
設維持の総合的視点で最適化を図ることが重要である。

　学校給食法が改正され、学校給食の目
的を「食育の推進」とし、食に関する適切
な判断力の涵養、伝統的な食文化の理
解や食を通じた生命・自然を尊重する態
度の涵養などとともに、食中毒防止のた
めの衛生管理の基準を定め徹底させる
ことなどが規定された。そのため、指導の
方法が課題となるとともに、「食」に対す
る安心・安全の確保が急務となってい
る。

検討･
見直
し

①②学校給食を「生きた教材」と
して活用するため、地場農産物
の利用拡大に努めるとともに、郷
土料理や日本食を積極的に献立
に取り入れる。また、給食時間を
中心に学校訪問を実施するな
ど、児童生徒の食指導の充実に
努める。

17 Ｂ

　学校給食の内容を充実させることは重要な事業である。現在、配
送業務の委託は行われているが、調理の委託化を含めたコストダウ
ンの具体化、調理の工夫や食育指導にもとづく残食率の低下を図る
ことが大切である。また、コスト把握としては、食材費、委託費、施設
管理費、減価償却費、職員人件費も含めたトータルコストを認識する
必要がある。

　「学校給食衛生管理基準（文部科学
省）｣や「大量調理施設衛生管理マニュア
ル（厚生労働省）」など「食」に関する安全
確保は国の施策として整備されるもので
あるが、検査体制・質の向上が必要であ
る。

検討･
見直
し

①②新たに施行された「学校給
食衛生管理基準」に基づく衛生
管理の徹底を図るため、これまで
の取組みの見直しを行う。保健
所、薬剤師などの外部からの衛
生監視を積極的・定期的に実施
する。

20 Ｂ

　国や県の指針・基準に基づき、必要不可欠な衛生管理を実施して
いる事業である。学校給食の衛生管理の徹底を図るため、引き続
き、国や県の指針・基準などの動向に注目しながら衛生管理に努め
てほしい。

　児童生徒が生涯にわたって健全な食生
活が実践できるよう、食育の推進に努め
る必要があり、そのためには学校・家庭・
地域との連携が不可欠となっている。ま
た、あらゆる機会を捉えて、食育を担当
する課との連携を図る必要がある。

検討･
見直
し

①②栄養職員を中心に食育指導
を充実していく。
　また、食育と給食管理を掌る栄
養教諭制度が整備されていく中
で、長期的に取組んでいく。
　食育を担当する課との連携を
図っていく。

18 Ｂ

　児童・生徒の食育を家庭・地域と連携して展開する必要がある。今
後は長期的視野も取り込みつつ、効率性（１食当たりコスト等）や効
果性（残菜率等）の指標も加味して具体的な研究事業に携わる必要
がある。

　地方公務員法の関係から短期雇用と
なっている現状であり、資質の確保が課
題である。また、特に年度当初は一時に
多くの人員が必要となるため、その確保
が難しくなっている。

検討･
見直
し

①②臨時職員の確保を図るとと
もに、安全・衛生面の教育及び体
系的職場研修を実施することで、
臨時職員の質・量の充実に努め
る。
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471
備品整備事業（学校給
食事業）

教育総
務部

給食課 S44 -

〔目的〕
　給食センター及び小中学校の各種給食用備品の老
朽化に対応するため、調理用機械器具や牛乳保冷
庫・配膳台の整備を行う。
〔手段〕
　計画的に調理用機械器具、牛乳保冷庫・配膳台の
買い替えを実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

472 給食扶助事業
教育総
務部

給食課 S32 -

〔目的〕
　保護者の経済的負担を軽減するため、経済的理由
により就学困難な児童生徒の保護者に対し、給食費
を援助する。
〔手段〕
　学校給食費実費相当分を支給する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

473 社会教育委員運営事業
生涯学
習部

生涯学
習課

S30 -

〔目的〕
　社会教育に関し、教育委員会に助言するために、必
要な調査審議を行う。
〔手段〕
　社会教育に関する諸計画や教育委員会の諮問に応
じ、これに対して意見を述べる。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

474
人権教育推進事業（社
会教育）

生涯学
習部

生涯学
習課

S52 -

〔目的〕
　同和問題をはじめとするあらゆる人権問題に対する
正しい理解と認識を深め、社会に存在する差別意識
の解消を図り、人権尊重の精神に立って行動すること
ができるよう人権教育・啓発を一層推進する。
〔手段〕
　人権教育・啓発の推進。指導者の養成。研修会や講
演会の開催

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　学校給食を安定・継続して提供するた
めに、安全・衛生管理強化に努めるととも
に、経年劣化した備品を計画的に整備す
る必要がある。

検討･
見直
し

①②施設設備をできるだけ長持
ちさせるため、修繕やこまめな手
入れを実施し、安全・衛生管理の
強化に努める。
学校給食を安定して継続的に提
供するために、老朽化の激しい
機械設備を計画的に更新・整備
していく。

22 B

　給食センター及び小中学校の各種給食用備品の老朽化に対応す
るため、計画的に備品の買い替え、整備を行う事業である。
　学校給食を安定、継続的に提供するため、調理用機械器具、牛乳
保冷庫・配膳台の整備、買い替えは重要である。
　調理用機械器具は、使用年数の長期化に伴い、機能・性能が低下
し、食中毒発生のリスクが高まったり、作業効率が低下するなどの
問題が生じる。しかし、耐用年数が過ぎたからといって、直ちに使用
不可となるものではない。修繕で対応し、修繕不能になるまで使用
可能な備品もある。したがって、備品は定期的に点検を行うととも
に、機械器具をできるだけ長期間使用させるため、修繕やこまめな
手入れを実施する必要がある。
　その上で、機械器具の設備更新・整備に当たっては優先順位をつ
けるなど事業支出の効率化を追求する必要がある。
　給食センターにおける大型備品については、購入予算額、落札額
ともに高額であるものも少なくない。このため、当該大型備品の予算
措置とともに、落札額や落札率も重要な調達管理情報となる。一定
額以上の備品調達結果については、越谷市学校給食運営委員会に
報告されており、調達管理情報共有の観点から評価できる。
　今後も、このような調達管理情報を収集・活用することにより、担当
職員に対する一層のコスト意識喚起や、類似備品の適正価格調達
を目指されたい。また、備品購入価格や保守委託費用の妥当性に
ついても、他の自治体の状況を把握して、客観的な根拠を持つよう
努められたい。
　越谷市では、現在給食センターを直営方式で運営しているが、将
来の給食センター建て替え時には、PFI方式等を含め効率的な運営
方法を検討することになっている。
　しかし、本件に関しては、給食センターの運営形態が直営方式であ
るか公設民営方式であるかの如何にかかわらず、引き続き、市で担
当する事業である。
　したがって、今後も、学校給食を安定・継続して提供するために、
安全衛生管理強化に努めるとともに、経年劣化した機械設備、機械
器具について計画的に更新、整備されたい。
　成果指標として掲げられている備品点数は、活動結果指標という
べきである。成果指標としては、設備更新計画における備品買い替
え達成率などを検討されたい。

　現下の経済・雇用状況を反映し、申請・
認定者数が増加しており、４，０００件を
超える申請に対して、就学援助システム
により、業務の効率化が図られた。
　潜在的な該当者に対して、扶助事業の
浸透を図る必要がある。

検討･
見直
し

①②就学援助システムの構築を
したが、教育総務部として総合的
な見地から給食管理システムを
含めた電算システムを構築する
ための条件整備に努める。
潜在的な該当者に対して、扶助
事業の周知を図るため、様々な
方法での広報活動に努める。

20 Ｂ

　小学校・中学校の就学にかかる業務を総合的に管理する「教育委
員会総合システム」を計画中とのことである。住民基本台帳と学齢
簿の管理を統合するなど、市民窓口の一本化、業務の効率化の観
点から大いに期待する。
　また、就学援助制度の情報システム化を進めており、給食扶助費
も就学援助システム（学校課管理）に一本化されることも評価でき
る。
　当該事業は、就学援助制度が実費で援助世帯に振り込む関係
上、学校給食費を給食課で把握せざるを得ず、「教育委員会総合シ
ステム」完成までは、現行通り継続する必要がある。

　（仮）越谷市教育振興基本計画の策定
へ向けて、当会議は意見聴取を行う審議
会に位置づけられている。そのため、当
会議委員からの、様々な意見を聴取する
機会を積極的に設けていく。

検討･
見直
し

①越谷市教育振興基本計画の
策定に伴う、越谷市生涯学習推
進計画の策定へ向けた協議を行
う。
②今後も社会教育に関わる、課
題や問題点を抽出し、その時代
がかかえる適切なテーマを設定
し、社会教育委員会議において
研究協議を行っていく。協議結果
については、提案書としてまとめ
教育委員会に提出するとともに、
小中学校や社会教育関係団体
等に配布し、社会教育・生涯学習
の振興に活用していく。

　人権問題を自分自身の問題として捉
え、自ら積極的に学ぼうとする意識づくり
が必要である。

現状
維持

①参加型の学習内容を取り入れ
て、人権意識を高める。
②継続して人権教育・啓発を推
進する。
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475
各種学級・講座開催事
業
(公民館)

生涯学
習部

生涯学
習課

- -

〔目的〕
　市民の多様なニーズに対応するため、各年代に応じ
た学習機会を提供し、豊かな人間性を育むことができ
るよう、各種学級・講座・講習会等を行う。
〔手段〕
　市民のライフステージやライフスタイルに応じて、主
体的に学習活動ができるよう、各種学級講座を開催
する。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

476 ＩＴ講習会開催事業
生涯学
習部

生涯学
習課

H12 -

〔目的〕
　市民がIT（情報通信技術）に対応できるよう、操作技
術の向上と普及を図る。
〔手段〕
　市内地区センター・公民館のうち５館を会場として開
催する。初心者入門コース２４回、基礎コース１６回、
計４０回開催する。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (a) Ｂ

477 社会教育団体支援事業
生涯学
習部

生涯学
習課

- -

〔目的〕
　社会協力団体の目的遂行のための事業活動が主体
的にできるよう、また、健全かつ適切に事業展開が図
れるよう支援を行う。
〔手段〕
　越谷市社会教育団体補助金等交付要綱に基づき、
連合婦人会（会員数７３１人）及びPTA連合会（会員数
２４，２１８人）に適切な補助金額を交付する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (a) Ｂ

478 生涯学習推進事業
生涯学
習部

生涯学
習課

H13 -

〔目的〕
　第２次越谷市生涯学習推進計画に基づき越谷市生
涯学習推進市民委員会を推進母体として、市民との
協働により、市民の学習ニーズに合わせた生涯学習
の環境づくりを行う。
〔手段〕
　市民がいつでも・どこでも・だれでも主体的に学習で
きるよう学習情報の提供や事業の実施について、越
谷市生涯学習推進市民委員会に委託する。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

479
文化総合誌「川のある
まち」発行事業

生涯学
習部

生涯学
習課

S57 -

〔目的〕
　市民に文芸等創作活動の発表等の機会を提供する
とともに、文化について広く市民の交流を図り、豊かな
教養と人間性を養い、薫り高い文化を育てるため。
〔手段〕
　市民が投稿した作品を、有識者で構成する委員会に
おいて選考及び編集し、文化総合誌「川のあるまちー
越谷文化」を発刊する。

高 高 低 低 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　高齢社会の到来や国際化・情報化等、
社会情勢の急激な進展により、学習要求
は多様化・高度化している。市民の多様
なニーズを的確に把握し、各種学級・講
座を開催することが課題である。

検討･
見直
し

①公民館は、地域の生涯学習の
拠点施設であり、「いつでも、どこ
でも、だれでも」ライフスタイル、
ライフステージに応じて主体的に
学ぶことができるよう、引き続き
学級・講座を開催する。
②多様な学習機会の拡充を図る
とともに、豊かな学習環境づくり
を推進する。

18 Ｂ

　平成１７年度実績として２１５事業、29,688人の参加を得ている実
績を評価表に記載するべきである。運営協力委員会を通じての、市
民の要望、意見を取り入れる仕組みは、評価できる。今後は、ＮＰＯ
団体等の協力を得て、講師の確保と新規講座の企画を推進する仕
組みを検討されたい。生涯学習の拠点としてのさらなる拡充を望む。

　各会場で講師が異なることから、講習
方法に多少ばらつきがあるため、事前に
講師との調整が必要である。

検討･
見直
し

①前年度同様、９月から１１月頃
にかけて５地区センター・公民館
で開催していく。
②初心者を対象としたパソコンス
キルアップのためのパソコン無料
相談室の開催

19 Ｂ

　初級者講座に特化し、市民にパソコン操作をするきっかけ作りをす
る意義は認められる。
　講習会参加者のネットワーク作りなどの支援も期待したい。
　当面は事業を継続するも、中長期的に公民館などの自主事業との
すみわけを見直すなど、検討･見直しを図るべきである。

　社会協力団体が市民の求めるニーズ
に対応し、活動していくことが必要であ
る。

検討･
見直
し

①社会協力団体を支援し、協働
により生涯教育の推進に努め
る。
②生涯教育の推進に社会協力
団体の果たす役割は重要であ
り、各団体の事業活動を継続し
て支援する。

19 Ｂ

【連合婦人会助成金】
　当該事業の有意性は認められる。
　今後、社会教育団体が自主的・主体的に事業展開できるように健
全かつ適切に都度、助成額を見直しながら支援することが重要であ
る。

　生涯学習推進事業のなかの一事業で
ある、生涯学習フェスティバルについて、
平成２１年度は、第２１回全国生涯学習
フェスティバルの市町村主催事業と位置
付け実施する。従来のフェスティバルに
比べ、規模を大幅に拡大して実施したと
ころであるが、多数の市民が参加し、大
きな成果を得ることができた。平成２１年
度の実績を踏まえ、今後のフェスティバ
ルの在り方について、検討していく。

検討･
見直
し

①生涯学習フェスティバルの開
催。生涯学習情報誌「ＴＲＹ」や
「生涯学習クラブ・サークル・団体
ガイド」の発行し、市民に学習機
会や情報を提供していく。
②今後、ますます多種・多様化す
る生涯学習に関するニーズに的
確に対応するため、生涯学習推
進市民委員会を中心として、市
民と協働により関係機関・団体と
の連携のもと、ライフスタイル・ラ
イフステージに応じた多様な学習
機会の拡充を図るとともに、豊か
な学習環境づくりを推進し、生涯
学習社会を実現していく。

22 C

　越谷市生涯学習推進市民委員会を推進母体として市民との協働
により、市民の学習ニーズに合わせた生涯学習の環境づくりを行う
事業である。
　市民の学習ニーズに合わせた生涯学習の環境づくりは大切であ
り、生涯学習は人格形成にも寄与する。
　多様化する市民の学習ニーズを的確に捉え、関係機関との連携に
より、学習機会の実現を推進していくべきである。
　情報誌の発行は生涯学習の情報を発信するものであるが、その情
報がどれほど生涯学習活動に参加するきっかけとなったかなどの効
果を成果指標に設定し、市民にPRしていく必要がある。さらに、生涯
学習活動参加者からとっているアンケートの内容から、次回参加希
望など満足度を示す指標を選んではどうか。市民に対し、活動の成
果を積極的にアピールされたい。
　また、現在製本している「生涯学習クラブ・サークル団体ガイド」や
「生涯学習リーダーバンク」については業務委託による印刷製本を
中止し、必要部数を簡易製本やコピーで対応するなど、コスト意識を
持って業務の効率化を進められたい。
　事業の実施については、現在、業務委託先である越谷市生涯学習
推進市民委員会が多くの業務を担っている。一方、市はその事務局
としての活動に留まっており、本来の事業主体としての生涯学習課
の位置づけが不明確である。また、人件費についても各業務におい
て必要な人工を積み上げた上での積算であるか不明確である。業
務見直しにより人員配置を再検討し、人件費削減の努力をされた
い。
　「ＴＲＹ」の編集発行業務についても、越谷市生涯学習推進市民委
員会と市の役割分担が不明確である。このため、市民委員会と生涯
学習課との役割分担を市民にもわかりやすく明確化するとともに、委
託者としてのチェックに努め、適正に業務管理されたい。

　投稿者の減少や固定化が見られるた
め、事業の周知に努め、新規の投稿者を
増やしていく必要がある。また、投稿者の
年齢層があがってきているため、若い層
にも親しみやすい企画や誌面の工夫が
必要である。

検討･
見直
し

①市内の各小・中学校や高校へ
の投稿依頼を積極的に行い、若
い層への作品応募を促す。また、
広報誌やホームページ等を今ま
で以上に活用することで、事業の
周知を図り、投稿者数の増加を
目指す。
②平成２４年度に３０周年記念号
が発売となるため、これに伴った
新規部門の立ち上げや、他市の
企画等を参考にし、更なる事業
の充実を図っていく。

16 Ｄ

　民間の自由な文化芸術活動に委ね、市はそれを側面的に見守る
に留めていただきたい。市場性のある原価、販売価格を設定してい
ただきたい。宣伝広告の掲載等、事業収入の方策も検討していただ
きたい。
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480 展覧会開催事業（市展）
生涯学
習部

生涯学
習課

H12 -

〔目的〕
　市内の美術家の作品を広く市民に紹介し、市民の美
術思想の普及と創造的表現力の開発、市民の芸術活
動の普及をはかり、本市の文化向上に寄与する。
〔手段〕
　市内の美術関係団体代表者及び学識者によって構
成された実行委員会に業務を委託し、日本画・洋画・
彫刻・工芸・書・写真の６部門を対象に作品を公募す
る。審査により入選以上の作品を公開展示し、特に優
秀な作品については表彰を行う。

高 高 高 高 (a) (d) (b) (b) (b) Ｂ

481 市民文化祭開催事業
生涯学
習部

生涯学
習課

S44 -

〔目的〕
　文化に対する理解を深めるとともに、豊かな教養と
人間性を養い、地域文化の向上に寄与する。
〔手段〕
　越谷市・越谷市教育委員会・越谷市文化連盟の三
者主催とし、文化連盟関係者及び他の市民団体代表
者等により組織する実行委員会に運営を委託し、文化
に親しむ市民の成果発表の場として市民文化祭を開
催する。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

482 伝統芸術文化振興事業
生涯学
習部

生涯学
習課

H2 -

〔目的〕
　市民に個性ある日本の伝統芸術文化等の体験学習
や鑑賞する機会を提供して、市民文化の創造及び文
化のまちづくりを目指すとともに地域文化の振興を
図っていく。
〔手段〕
　こしがや薪能、能楽体験教室、こしがや能楽の会、
郷土芸能祭を開催する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

483
日本文化伝承の館運営
事業

生涯学
習部

生涯学
習課

H5 -

〔目的〕
　能楽をはじめとする日本の伝統芸術文化の振興と
市民文化の向上及びコミュニティづくりの推進のため、
施設の効率的な運用と利用促進を図る。
〔手段〕
　効率的、かつ柔軟な管理運営が期待できることか
ら、指定管理者財団法人越谷市施設管理公社に管理
運営を委託する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

484 文化振興支援事業
生涯学
習部

生涯学
習課

H4 -

〔目的〕
　市民の文化芸術の向上と活性化を促進させるため
に、市内文化芸術団体の集まりである越谷市文化連
盟に財政面から支援を行う。
〔手段）
　越谷市社会教育関係団体補助金等交付要綱に基づ
き、越谷市文化連盟に補助金を交付する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

485
文化財調査委員運営事
業

生涯学
習部

生涯学
習課

S33 -

〔目的〕
　市民が市内の文化財に親しみ、それらを活用した学
習活動が行えるよう文化的環境を醸成するため、越谷
市文化財保護条例第４条及び越谷市文化財調査委
員に関する規則に基づき活動を行う。
〔手段〕
　具体的には市内所在の様々な文化財や歴史的遺産
の調査、文化財の保存・活用に関し、教育委員会の諮
問等に応じ本市文化財保護行政に係ることについて
審議し、必要と認める事項を建議する。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　近年減少傾向にあった出品作品数が
昨年度より増加し、市民の芸術に対する
参加意識の向上が図れた。しかし、天候
が悪かったこともあり、一日あたりの来場
者数が減少した。市民の芸術に関する関
心の向上を図るためのＰＲ方法を検討し
ていく必要がある。

検討･
見直
し

①事業について、広報紙、ポス
ター、ホームページなどで市民に
広く知らせているが、ミニコミ誌を
含め様々な広報媒体を活用し、
より多くの方に美術展覧会を知っ
ていただき、来場していただける
よう努める。
②出品作品数の増加がさらに図
れるように、様々なＰＲ方法を検
討していく。また、実行委員会に
委託している展覧会の運営方法
についても、幅広い意見や他市
を参考に検討していく。

21 Ｂ

　市当局が、市民の芸術活動を支援しその振興を図る上で、本事業
の果たす役割は大きい。
　しかしながらここ数年、応募者、応募点数が減少傾向にある。この
原因を追究し、市民の芸術活動の裾野を広げる対策を検討されるこ
とを望む。例えば「中学生にも応募機会を与えること」、また、「公序
良俗に反しない限り応募者全員の作品を展示すること」も一案と考
える。

　出演を希望している個人や団体が増加
しており、抽選するなどして参加人数・参
加団体を調整しなければ、現在の開催日
程で希望者全員が出演することは困難で
ある。

検討･
見直
し

①開催日程内で、より多くの出演
希望者が参加できるよう抽選に
て調整を行い、参加者や参加団
体の増加に対応する。
②市民文化の祭典として、また文
化に親しむ市民の成果発表の場
としてさらに充実を図るため、文
化祭の開催・運営方法につき、実
行委員会にて他市などを参考に
検討する。

18 Ｂ

　来場者が12,000人となる大きなイベントである。市民参加による実
行委員会をボランティアにより運営しており評価できる。参加者が
年々増え続けている中で、収容施設は限られており、限界に達しつ
つある。参加費を徴収するなど運営方針の再検討が求められる。ま
た、市の方針との調整を前提にパンフレットへの広告掲載など、経
費縮減方法を検討し事業の拡大を目指すべきである。

　能楽体験教室の受講者が能楽愛好団
体に加入するなど成果は上がってきてい
るが、さらに多くの市民に興味をもってい
ただき、鑑賞や体験をしていただけるよう
ＰＲ方法を検討してく必要がある。

検討･
見直
し

①事業は、広報紙、ポスター、市
のホームページ等で周知してい
るが、今後はミニコミ誌や市以外
のホームページなどさまざまな広
告媒体を活用してＰＲに努めてい
く。
②芸術文化活動は、人生を豊か
にすることができる活動であり、
生涯学習や余暇を充実させるも
のであることから、事業を継続
し、内容を充実させていく必要が
ある。

17 Ｃ

　「こしがや能楽堂」を核とした、伝統芸術の振興は、越谷市の心豊
かなまちづくりに大いに貢献できるものと思われる。ただ、事業の効
率性、経済性および「こしがや能楽堂」の設備維持運営費、減価償
却費等を勘案し、より一層に設備有効活用と受益者負担を考慮した
料金設定により、採算性改善に真剣に取り組むことが強く求められ
ている。

　県内唯一の公立能楽堂をさらにＰＲし、
利用促進を図る必要がある。

検討･
見直
し

①能楽堂を利用した事業につ
き、ポスター作成、広報紙・ホー
ムページ等に掲載し、事業のＰＲ
を行う。
②能楽を市民に広め、能楽体験
教室ほか能楽まちづくりを推進す
るため、継続して事業を開催して
いく。また、能楽堂の利用者を増
加させるために、能楽以外の
様々な活用方法を検討し、周知
していく。

　「こしがや文化芸術祭」や「文化振興講
座」などのイベント開催や、機関紙「しらこ
ばと」の発刊など活発な活動を展開して
いる。また、市のさまざまな文化芸術にお
ける水準の向上に大きく貢献している。
それとともに、活動費を補助金及び各構
成団体からの分担金で賄うのではなく、
自主財源を確保し運営を行うことが必要
となってくる。

検討･
見直
し

①補助金及び各加盟団体の分
担金で活動するのではなく。自主
財源も確保しながら活動を行って
いく必要性を理解させ、どのよう
な方法で自主財源を確保するの
かを検討するように求めていく。
②市内の文化芸術団体にとって
重要な役割を担っている越谷市
文化連盟に対し、支援を行い、文
化芸術の向上と発展を図ってい
く。また、自主財源の確保等、運
営に関し検討を行っていく。

20 Ｂ

【文化連盟助成金】
（内部評価：終期設定）（外部評価：終期設定）
　市の文化事業に貢献するという事業の重要性は十分認められる。
ただし、現在は各行事などの参加人数を把握するにとどまり、助成
金交付に対する事業成果が十分に把握されていない。
　今後は、参加者によるアンケート調査を盛り込むなど、事後評価を
適切に行うことが望まれる。また、実施した事業の成果によって、助
成金の額を決めるようにすべきである。

　既存の指定文化財の保護政策に加え、
文化財調査委員が進んで自主的に文化
財及び歴史的遺産について調査・研究
等が行えるよう環境を醸成していくととも
に、適切に委員会の運営が図れるよう努
める。

検討･
見直
し

①新規指定文化財候補物件につ
いて協議することとし、文化財指
定の方向性をつける。
②平成２３年度までに新規指定
文化財候補物件に係る協議を終
了し、文化財指定に関する諮問・
答申等ができるよう、会議を進め
ていく。また、文化財の適切な評
価、保存のため、効果的な委員
会の運営に取り組んでいく。

17 Ｂ
　越谷市民の精神的支柱の一つである文化財を調査し、維持運営し
ていくことは重要な事業と言える。今後、文化財の適切な評価、保存
のため学識者を中心とした、効果的な委員会運営が求められる。
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486 文化財施設管理事業
生涯学
習部

生涯学
習課

- -

〔目的〕
　文化財施設を適正に管理することによって歴史的建
物を後世へ保存・継承するとともに、学校教育や生涯
学習・郷土学習等において利用していただくため、施
設の一般公開と活用を図る。
〔手段〕
　地方自治法に基づき、適正な方法で施設管理を行う
とともに、施設の性格にあったイベントを開催する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

487 文化財調査事業
生涯学
習部

生涯学
習課

H6 -

〔目的〕
　開発予定地が埋蔵文化財包蔵地にしていされてい
る場合、開発事業地内の埋蔵文化財を破壊から守る
ため、文化財保護法により事前に試掘調査・現状保存
等の対策を講じる必要がある。
〔手段〕
　開発事業等との調整を図りながら法律に則り試掘調
査等を実施し、埋蔵文化財の保護策を講じるととも
に、事業者に対して適切な指導を行う。なお、試掘調
査等において埋蔵文化財が確認された場合は発掘調
査を行う必要がある。（ただし、本予算は試掘調査に
限定したもの）

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

488 文化財普及事業
生涯学
習部

生涯学
習課

- -

〔目的〕
　市民が市内にある文化財に親しみ、それらを活用し
た学習活動が行えるよう文化的環境を醸成する。
〔手段〕
　活用事業の実施。指定文化財所有者及び郷土芸能
保持団体への助成。文化財説明板の設置・修繕。各
種行政機関との連携

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

489
中村家住宅復元整備事
業

生涯学
習部

生涯学
習課

H14 -

〔目的〕
　レイクタウン事業に伴い解体部材として保管している
中村家住宅を復元する。（レイクタウン事業地内に800
㎡の復元予定地は確保済み。）復元した建物は越谷
市の歴史に欠くことのできない建物として適正な維持
管理を行い、後世に保存・継承する。また、市史に関
する理解を深める良い機会となるよう、一般公開する
ことができる施設とする。
〔手段〕
　早期の復元整備事業実施に向けて、関係機関等と
連携を図り、調査等を進める。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

490 成人式開催事業
生涯学
習部

生涯学
習課

S29 -

〔目的〕
　成年に達した青年男女の祝福し、社会の一員として
の役割と責任を自覚する節目として地域の方々ととも
に成人式を開催する。
〔手段〕
　各地区に成人式実行委員会を組織し、市民との協
働により成人式を開催する。実行委員会には、地域社
会への参加機会の一つとして、新成人も加わりに加わ
り、成人式の企画や運営にかかわる。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

491
少年自然の家施設管理
事業

生涯学
習部

生涯学
習課

S56 -

〔目的〕
　市内の小中学校が授業の一環として林間学校や自
然教室、スキー教室を実施する施設として、また、各
種団体や一般市民が野外活動の拠点施設として、安
全で快適に利用できるよう施設の保守管理を行う。
〔手段〕
　業務委託により、施設・設備等保守管理、エレベー
ター保守管理、電気主任技術者委託、庭園管理委
託、害虫駆除委託を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　管理体制の充実と利用者の促進を図
り、広く公開することにより、後世に継承
していく必要がある。

検討･
見直
し

①②施設の有効活用、利用者の
促進を図るため、ＮＰＯ法人との
協働による事業を実施する。ま
た、効果的な展示方法を検討す
るとともに文化財施設に親しみな
がら学習できる事業を検討する。

16 Ｂ

　文化財施設の活用による教育効果は高いと認識するが、適切な入
場料設定、市民参加による管理方法を検討していただきたい。ま
た、隣接市を巻き込んだ生涯学習の一環としてより一層高い展示効
果の実現も検討していただきたい。

　生涯学習課には埋蔵文化財の発掘調
査等に関する有資格者が配置されてい
ないことから、現在、埋蔵文化財に係る
調査案件については、埼玉県から埋蔵
文化財専門職員の認定を受けている庁
内職員の応援により、事業を行ってい
る。今後も、庁内の連携・協力により事業
が円滑に執行できるよう調整していく必
要がある。

検討･
見直
し

①②文化財保護法に規定されて
いる「周知の埋蔵文化財包蔵地」
に係る開発行為等に対して、適
切な窓口指導が行えるよう、調整
を図りながら埋蔵文化財の保護
に努める。

　ＮＰＯ法人などの市民団体を育成し、協
働した事業展開を図る必要がある。

検討･
見直
し

①②指定文化財、郷土芸能など
地域に残る文化遺産の継承を図
るため、ＮＰＯ法人などの市民団
体を育成し、協働した事業を展開
する。

19 Ｂ

【越谷市郷土芸能保存協会助成金】
　越谷市の文化継承を支援していく意義は大きい。
　指導者の高齢化の問題等を解決すべく、リーダーバンク制度の活
用等、指導者への支援や指導の場作りなどを強化することが重要で
ある。
　また、次世代を担う子供たち等が、文化財に触れる機会作りをより
積極的に支援することを期待する。

　中村家住宅の復元整備に関して関係
法令との整合性を図っていく必要があ
る。また、郷土資料館（郷土資料収蔵庫）
についても、施設内容・整備方法等を調
査・検討する必要がある。

検討･
見直
し

①復元整備工事設計委託業務
が行えるよう、関係機関とも調整
を図りながら、工事設計業務委
託が進捗するよう取り組んでい
く。
②平成２３年度以降、復元工事
が行えるよう、関係各課・機関と
調整していく。

　参加者のアンケート回収率を向上さ
せ、事業内容に反映できるよう工夫して
いく。

検討･
見直
し

①各地区実行委員会による成人
式開催を継続し、出席率の向上
を図るとともに、参加者のアン
ケート回収率の向上に努める。
②各地区実行委員会の代表者と
協議を行い、市民との協働による
心温まる成人式を開催していく。
また、参加者のアンケート等でい
ただいた意見を参考に、事業の
充実を図る。

20 Ｂ

　新成人が実行委員会に参加して自ら企画運営を行うなど特徴ある
成人式を行っており、意義が認められる。
　現在の成人式に対する満足度は70%を超えているが、アンケートの
回収率が25%程度と低い。今後は、回収率を向上させ、さらに精度の
高い情報収集のための工夫が望まれる。
　また、新成人に越谷市の文化を紹介するなど越谷市の特色を加え
ることが望まれる。

　小中学校の自然教室・林間学校、ス
キー教室として、また一般市民が安全・
安心に利用できるよう、施設機能の維
持・向上に努める。

検討･
見直
し

①施設設備の保守管理業者の
専門的意見を参考に、施設設備
の維持・に努めるとともに、経年
劣化等について、状況を把握す
る。
②利用者の安全・安心の確保に
努めるとともに、保守費用の削減
を図っていく。

22 B

　少年自然の家は小中学生が授業の一環として林間学校や自然教
室等を実施する施設であるとともに、一般市民が野外活動の拠点施
設として利用する施設である。本事業はその施設の保守管理を行う
事業である。
　少年自然の家は自然の大切さに触れることができ、心身ともに健
全な少年の育成が図られるなど、青少年等の社会教育施設としてそ
の存在価値は大きい。
　活動指標の「延べ利用者数」については、目標値を引き上げる方
向で検討されたい。
　成果指標の「客室稼働率」については、既に平成20年度、平成21
年度実績が平成22年度目標である35.0%を上回っており評価でき
る。今後は、現在策定中の第4次総合振興計画前期基本計画にお
いて、より高い目標値を設定されたい。また、成果指標にアンケート
での「利用者の満足度」を追加していただきたい。
　今後も、利用者が安全で快適に利用できるような施設の保守管理
を期待したい。
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492
少年自然の家施設改修
事業

生涯学
習部

生涯学
習課

S56 -

〔目的〕
　市内の小中学校が授業の一環として林間学校や自
然教室、スキー教室を実施する施設として、また、各
種団体や一般市民が野外活動の拠点施設として安全
で快適に利用できるよう、必要な施設の修繕・改修を
行う。
〔手段〕
　エレベーター取替改修工事・屋根の改修工事・散れ
配水管改修工事を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

493
少年自然の家運営委員
会運営事業

生涯学
習部

生涯学
習課

S56 -

〔目的〕
　少年自然の家の適正な運営を図るため、あだたら高
原少年自然の家運営委員会の開催及び 現地視察を
実施する。
〔手段〕
　あだたら高原少年自然の家運営委員会委員１０名に
より、年３回程度の会議を開催する。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　経年劣化等により、施設の維持及び修
繕等改修費用が増大している。

検討･
見直
し

①施設設備の適正管理を行い、
不要な費用がかからないよう取り
組んでいく。
②施設設備の適正管理を行うと
ともに、施設設備の経年劣化な
ど状況を把握し、経費削減のた
め計画的な修繕改修を図ってい
く。

22 B

　少年自然の家は小中学生が授業の一環として林間学校や自然教
室等を実施する施設であるとともに、一般市民が野外活動の拠点施
設として利用する施設である。本事業はその施設の修繕・改修を行
う事業である。
　今後、本施設の設備機器等の経年劣化による改修が必要となると
ともに、将来は他の施設も含めた老朽化の進展に伴い大規模な改
修時期が重なることも想定されるため、大きな財政負担となることも
懸念される。また、地球温暖化対策の面からはCO2排出量の削減、
資源消費の抑制などの縮減を図り、環境負荷を低減させなければな
らない。
　そこで、越谷市として「公共施設の長寿命化」、「ライフサイクルコス
トの縮減」、「維持管理費用の平準化」などを目指した公共施設の
ファシリティマネジメントに関する取り組みを推進することが必要であ
る。
　社会教育施設である本施設についても、施設改修に当たっては、
事業費が膨大になることが懸念されるため、減価償却費の適正な積
算等を通じ、必要となる財源確保に努めるとともに、耐用年数に応じ
た更新が可能になるよう、中長期的な施設設備更新計画を着実に
実行されたい。その際、経年劣化等について状況を把握し、コスト削
減意識をもって臨む必要がある。また、施設設備更新計画の内容に
ついて、市民に対してわかりやすく説明されたい。
　建設後相当年数を経過した施設の老朽化、経年劣化は避けられ
ないため、利用者が安全、安心に利用するための施設への投資は
必要なものである。したがって、突発的に起きた事象への応急措置
的な対応のみならず、中長期的な施設設備更新計画に沿った改修
を行っていただきたい。
　今後の予算措置が前提とはなるが、市内の小中学生が多く利用す
る教育施設として、特に安心・安全が求められる施設であるために
耐震補強工事は現計画どおり着実に実施されたい。
　一方で、これらの施設改修工事については、適正な調達手続によ
り経費の削減に努めることも重要である。
　今後も、利用者が安全で快適に利用できるよう施設改修に努めら
れたい。

　施設の適正な運営のための意見・提言
をもらうために、委員の資質の向上及び
会議の活性化を図る必要がある。

検討･
見直
し

①近隣施設の状況等を参考に活
発な意見をいただきながら、施設
の運営を取り組んでいく。
②運営委員会の意見を内容別に
計画的に具現化していく。
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494
少年自然の家活動運営
事業

生涯学
習部

生涯学
習課

S56 -

〔目的〕
　市内の小中学校が授業の一環として林間学校や自
然教室、スキー教室を実施する施設として、また各種
団体や一般市民が野外活動の拠点施設として安全で
快適に利用できるよう施設を運営する。
〔手段〕
　業務委託や賃貸借契約等により、また、関係機関と
連絡調整により施設を運営する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

495 ふれあいの森整備事業
生涯学
習部

生涯学
習課

S61 -

〔目的〕
　緑や水資源など自然から恩恵を報いるとともに、国
土の保全や地球環境を視野に入れた市民の手による
森づくり、シビック・トラスト分収造林「越谷市ふれあい
の森」の保護育成に努める。
〔手段〕
　市民の手により保護育成を行う「ふれあいの森育て
る集い」を開催する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

496
青少年問題協議会運営
事業

生涯学
習部

生涯学
習課

- -

〔目的〕
　青少年の諸問題に携わる関係団体の長及び関係機
関の代表で協議会を構成し、青少年問題の解決策及
び今後の在り方について調査・審議する。
〔手段〕
　青少年関係団体及び機関の代表２８名と、市長、教
育長の合計３０名で構成し、年２回の協議会を開催し
青少年問題について協議し、青少年行政の充実を図
る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

497
青少年指導相談員運営
事業

生涯学
習部

生涯学
習課

- -

〔目的〕
　喫煙・暴力行為などの非行対策と、不登校や引きこ
もりなど、青少年の内面に係る問題解決のため、関係
機関との連携を図りながら青少年対策の充実を図る。
〔手段〕
　非行、不登校、引きこもり等の青少年問題に対応す
るため、教育センター内に青少年指導相談室を設置し
相談員を置き、毎週火・水・金の週３回の相談を実施
している。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　小中学校の自然教室・林間学校、ス
キー教室として、また一般市民が快適に
利用できるよう施設運営の向上に努め
る。

検討･
見直
し

①少年自然の家運営委員会の
意見や利用者アンケートを参考
に施設運営の向上に努める。
②少年自然の家運営委員会の
意見等を参考に施設運営に係る
課題解決に取り組む。

22 B

　少年自然の家は小中学生が授業の一環として林間学校や自然教
室等を実施する施設であるとともに、一般市民が野外活動の拠点施
設として利用する施設である。本事業はその施設の運営を行う事業
である。
　小中学生、一般市民が快適に利用できるように施設運営を行って
ほしい。また、運営委員会でよりよい施設運営をしていくために継続
的に協議してほしい。
　客室稼働率が低い状況にあるので、より多くの市民に利用してもら
えるために市ホームページで少年自然の家を利用して良かったとい
う肯定的な意見を掲載してPRをし、施設の稼働率向上に努めてほし
い。特に、夏・冬以外の利用率が低い状況にあるので、出来るだけ
経費をかけず、魅力あるイベントや体験教室を開催し、集客を図り、
さらにリピーターを増やす工夫も必要である。
　また、施設利用申請の手続については、利用者の立場に立って、
より簡素化が可能かどうか検証していただきたい。
　委託料に関して、保守管理委託料、食堂委託料についてはこれま
での単年度契約から長期継続契約（3年間）に変更したことにより、3
年間で1000万円を超える経費削減を実現させたことを評価したい。
　しかし、従来の手法で今後も同様に運営コストの削減を図ることは
困難といわざるを得ない。そこで、類似施設の運営、経営の専門家
等からも意見を聴取し、本施設の運営形態、運営コストについて、売
却・民営化等も含めた試算を実施して比較検討する等、中長期的な
展望を示されたい。
　例えば、管理･改修･運営事業で年間8000万円以上の経費がか
かっている一方、年間の学校関係の実利用人数は8000人弱であ
る。一人あたり1万円使うのであれば、その費用で、他の公共団体や
民間が運営する施設を借りた方が市財政負担としては安上がりであ
るともいえる。確かに、社会教育施設としての本施設のあり方、市内
小中学校の野外教育の場としての施設の役割、宿泊料保護者負担
軽減を実現している等の評価もあり、どちらの運営方法も一長一短
ある。しかし、少年らが自然環境の中で学び成長するといった本来
の目的を達成するために、施設の公有公営にこだわる必要はなく、
市の管理負担軽減や児童の選択肢を広げる方法も選択肢の一つと
なろう。これらも含め、当該施設の運営方法について検討する時期
に来ているものと考えられる。

　平成２３年度以降の間伐材の有効利用
については、営林署の指導により間伐を
２０年から３０年に延ばし間伐するよう通
達があった。今後の間伐材利用について
検討が必要

検討･
見直
し

①植樹した樹木の保護・育成に
引き続き努める。
②平成２３年度以降の間伐材の
有効利用については、営林署の
指導により間伐を２０年から３０
年に延ばし間伐するよう通達が
あり、今後の間伐については平
成２８年まではないが、現在ある
間伐材を利用し事業を図ってい
く。

　青少年の健全育成及び非行化防止
は、学校、家庭、地域関係機関などが連
携して対応する必要がある。多様化する
青少年問題の現状と課題を把握し中長
期的視点で取り組む必要がある。

検討･
見直
し

①平成２２年度において提言され
た、具体的な対応策の具現化に
向けた取組について協議する。
②中長期的、継続的に具体的対
応策の実践に向け、関係機関・
関係団体と連携、強化を図って
いく。

　青少年や保護者が持つ、非行や健全
育成上の悩みは、複雑、多様化してい
る。相談機関も学校、児童相談所、少年
サポートセンター等の相談機関が、それ
ぞれの組織の立場から実施しているた
め、広く連携を図り協力体制をしていくこ
とが課題である。

検討･
見直
し

①各相談機関が、定期的に会
議・研修等を設け多様化する相
談の問題解決に取り組んでいく。
②近年の相談内容は、心の悩み
相談が増加しているため、相談
員の資質の向上を目指し研修会
等への参加を積極的に図ってい
く。また、現在行っている個別相
談と新たにグループによる相談
方法を設け相談者の心のケアを
図っていく。
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498
青少年健全育成推進事
業

生涯学
習部

生涯学
習課

- -

〔目的〕
　青少年が社会の一員として、将来の目標を持ち、主
体的に生きられるよう、青少年健全育成を目指す。
〔手段〕
　青少年健全育成を目的に活動をおこなっている市民
団体への委託、交付金の支出による側面 からの支援
や主催事業の開催や非行化防止パトロールの実施。
また、社会の有害環境から青少年が非行化しないよ
う、地域と連携して、愛の一声運動を展開する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

499 青少年育成者養成事業
生涯学
習部

生涯学
習課

- -

〔目的〕
　青少年が健全に成長するためには、幅広い分野に
わたり、社会体験、自然体検等の指導者の養成を行う
必要がある。地域や青少年関係者への指導者の派遣
や親子での体験学習機会の充実を図る。
〔手段〕
　関係団体と連携し、青少年及び成人対象の指導者
養成講習会を開催する。ジュニアリーダー育成者講習
会、レクリエーション指導者養成講習会、シニアリー
ダー育成者講習会を開催する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

500 青少年団体育成事業
生涯学
習部

生涯学
習課

- -

〔目的〕
　青少年団体自らが自主的に活動できるよう支援す
る。また、団体が地域や学校と連携しつつ地域に密着
した青少年育成活動の充実が図れるよう支援する。
〔手段〕
　指導者養成講習会の開催、スポーツ・文化事業など
の共済など、事業の支援を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　青少年を取り巻く環境は大きく変化し、
様々な影響を及ぼしている。情報メディア
の多様化などから青少年に関わる問題
や非行傾向も凶悪化・低年齢化が進み
深刻な状況にあるため、関係機関との連
携し、指導パトロールの強化や、青少年
指導員の資質向上を目指し研修会等の
開催を充実させる必要がある。

検討･
見直
し

①青少年犯罪の粗暴・低年齢化
や不審者情報が数多く発生して
いる状況、子どもたちが地域で安
全に安心して活動できるよう地域
と連携し指導パトロール活動に
取り組んでいく。
②子どもたちの安全を守るため、
学校・地域・家庭・行政・関係機
関のより一層の連携を図ってい
く。

21 Ｂ

　少子高齢化が急速に進展する中で、青少年の健全育成はますま
す重要な課題となっている。
　現在、交付金対象となっている3団体の果たすべき役割が重複して
いる面も認められる。したがって、市長の附属機関である青少年問
題協議会との関係や、3団体それぞれの役割・機能を再検討され、4
団体それぞれの位置付けを明確にすることを望む。
　なお、その際には、より効果的・効率的な組織を確立するため、団
体の「発展的統合」も視野に入れられることを期待する。
　【青少年地域ふれあい推進事業補助金】（内部評価：終期設定）
（外部評価：継続）
地域の自主活動との連携も考慮し、趣旨目的に沿ったNPO等への
補助などを継続されたい。
　【青少年育成越谷市民会議交付金】（内部評価：継続）（外部評価：
継続）
団体を専門的組織として位置付け、交付金をより一層有効活用され
ることを望む。
　【青少年指導員連絡協議会交付金】（内部評価：継続）（外部評価：
継続）
団体を専門的組織として位置付け、交付金をより一層有効活用され
ることを望む。
　【青少年育成推進委員協議会交付金】（内部評価：継続）（外部評
価：継続）
団体を専門的組織として位置付け、交付金をより一層有効活用され
ることを望む。

　講習を受けたジュニアリーダー、シニア
リーダー、レクリエーション指導員には、
既に青少年関係事業に派遣、協力いた
だいているが、より多くの人材を活用でき
るようにする必要がある。

検討･
見直
し

①平成２３年度から青少年関係
者への指導者派遣、体験学習の
提供についてより一層の充実を
図る。
②次代を担う青少年が、豊かな
心を育み社会の一員として自己
実現できるよう、活動の充実・整
備を図っていく。

　近年、少子化や一人で遊べるゲームの
普及等から、参加者、参加チーム数は減
少傾向にあるが、より参加率を高める事
業の企画、運営を図る必要がある。

検討･
見直
し

①平成２３年度から、子どもたち
を取り巻く全ての人が、子どもた
ちとのかかわりを見直し、家庭、
学校、地域、青少年育成団体等
がさらなる連携を図るため、各種
会議、事業等の充実を図ってい
く。
②地域と団体の実情にあわせ
て、活動の支援を行い指導者や
団体の育成を図っていく。

20 Ｂ

　少子化が進展する中、子ども会、ボーイスカウト、ガールスカウト、
いずれの組織においても加入者数が減少してきている。今後は、各
組織が自立した運営ができるよう、助成金を主体とした事業から、指
導者の育成や組織からの相談に乗るなどソフト面の強化を図る方向
に向かうことが望まれる。
 【越谷市子ども会育成連絡協議会交付金】
（内部評価：減額(縮小)・終期設定）
（外部評価：減額(縮小)・終期設定）
現行でも子供会の加入率は約40%にとどまっている。少子化の進
展、保護者の地域活動参加に対する意識の変化等により、今後とも
子供会に加入する児童の数は減少することが予想される。現在の予
算額にこだわることなく、子供会への加入数、加入率などの推移を
確認しつづけ、柔軟に予算額を見直すことが望まれる。
 【ボーイスカウト助成金】
（内部評価：継続・終期設定）
（外部評価：減額(縮小)・終期設定）
ボーイスカウトの登録人数は、ここ数年、激減してきている。ボーイ
スカウトは、花火大会、市民祭り、ユニセフの募金活動など社会貢献
を積極的に担っているが、助成金の性質から、特定の団体に偏らな
いことが求められるため、本事業のあり方について見直す時期にき
ている。
 【ガールスカウト助成金】
（内部評価：継続・終期設定）
（外部評価：減額(縮小)・終期設定）
ガールスカウトの登録人数は、ここ数年、激減してきている。ガール
スカウトは、綾瀬川の水質調査など社会貢献を積極的に担っている
が、助成金の性質から、特定の団体に偏らないことが求められるた
め、本事業のあり方について見直す時期にきている。

174/192



175/192

A
B
C
D

5.
事
業
開
始
年
度

6.
事
業
終
期
年
度

7.事業目的及び手段
1.
番
号

2.事業名 3.部名 4.課名

8.個別評価

 
貢
献
度

9.クロス分析結果
 
事
業
×
直
接

 
妥
当
×
有
効

 
妥
当
×
効
率

 
同
×
廃
･

縮

 
受
益
×
負
担

 
妥
当
性

 
効
率
性

 
有
効
性

501 運営委員会運営事業
生涯学
習部

生涯学
習課

H19 -

〔目的〕
　越谷市放課後子ども教室推進事業の適正な推進を
図るため、運営委員会の開催等を実施する。
〔手段〕
　運営委員会を年３回程度の開催し放課後子ども教
室推進事業の全般や課題について協議し、教室運営
の充実を図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

502 教室運営事業
生涯学
習部

生涯学
習課

H19 -

〔目的〕
　放課後及び週末における子どもたちの安全で安心
な活動の拠点となる居場所を整備し、異年齢の子ども
たちの交流、地域の大人との交流及び子どもたち自
身の意思によるのびのびした活動を通じ、心豊かなた
くましい子どもたちを育むとともに、地域の教育力の活
性化を図る。
〔手段〕
　市民との協働事業として、地域の幅広い年代の方々
の有償ボランティアにより事業の実施を図る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

503
公民館運営審議会運営
事業

生涯学
習部

生涯学
習課

- -

〔目的〕
　公民館における各種事業の企画実施について調査
審議する。
〔手段〕
　年３回程度会議を開催し、課題等の検討を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

504
コミュニティセンター管
理事業

生涯学
習部

生涯学
習課

S54 -

〔目的〕
　市民にとって明るく豊かな社会の形成と文化生活の
向上を図るため、コミュニティセンターの効率的運用と
利用促進を図る。
〔手段〕
　効率的かつ柔軟な管理運営により市民サービスの
向上を図るため、指定管理者財団法人越谷コミュニ
ティセンターに管理運営を委託する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

505 南部図書室管理事業
生涯学
習部

生涯学
習課

H8 -

〔目的〕
　生涯学習社会の進展に伴う学習意欲の向上に資す
るため、市立図書館以外の施設で市民に書籍の貸出
サービスを提供する。
〔手段〕
　越谷コミュニティプラザ(株)所有の建物の一部を「南
部図書室」として借用する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

506
公民館施設運営管理事
業

生涯学
習部

生涯学
習課

H21 -

〔目的〕
　大相模公民館の適切な管理運営を行い、快適な施
設環境を確保するとともに、市民に学習の場や情報を
提供する。
〔手段〕
　施設管理について、専門業者に委託するとともに、
臨時職員を雇用し、貸館業務を中心とした効率的な運
営管理を行う。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

507
屋外体育施設管理運営
事業

生涯学
習部

体育課 S59 -

〔目的〕
　屋外体育施設の効率的な管理運営や備品等の管理
を効果的に行い、利用者の安全管理、利用促進およ
びサービスの向上を図る。
〔手段〕
　指定管理者制度を活用し、市民球場、弓道場、総合
公園庭球場、しらこばと運動公園競技場・庭球場・野
球場・ソフトボール場の施設の管理運営を行う。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　放課後子ども教室がより充実した内容
になるよう、運営委員会の主たる目的と
してのボランティア等地域協力者の人材
確保方策や安全管理方策の調査及び検
討等に取り組む必要がある。

検討･
見直
し

①平成２３年度についても、子ど
もたちの健やかな成長を育むた
め「放課後子ども教室推進事業」
を円滑に推進できるよう開催して
いく。
②中長期的にも「放課後子ども
教室推進事業」の推進には、関
係者からの提言をいただくことが
不可欠であることから、運営委員
会の充実に努めていく。特に、平
成２３年度までに小学校学習指
導要綱が改定され、平日の授業
数が増えることから、事業実施日
時等について協議し円滑な事業
運営を図っていく。

　現在、PTAをはじめ、NPO団体や青少
年関係団体や幅広い年代の地域の方々
にご協力いただきながら、子どもたちの
安全・安心な居場所として、「放課後子ど
も教室推進事業」に取り組んでいる。事
業充実のために更に多くの方々に参画
が得られるよう取り組む必要がある。

検討･
見直
し

①平成２３年度についても事業の
拡充に努める。
②｢放課後子ども教室」では、地
域ボランティアの方々に参画いた
だき、「相手の意見を聞く」「自分
の考えをしっかり伝える」等、交
流活動・体験活動の場として市
民との協働により拡充に取り組
んでいく。

　会議の活性化を図る。
検討･
見直
し

①市民が「いつでも、どこでも、だ
れでも」ライフスタイルやライフス
テージに応じて主体的に学ぶこと
ができるよう、審議会において積
極的に協議していく。
②市民が進んで学習できる環境
づくりを推進するとともに、広範な
生涯学習を積極的に展開し、生
涯学習社会の実現を目指す。

　平成２０年度は、年間利用人数が前年
度に比較し多少増加しているものの、施
設が建築から３０年経過しており、利用者
が今後も安全かつ快適に文化に親しめ
るよう、施設の適切な維持管理に努める
必要がある。

現状
維持

①引き続き施設の利用率の向上
を図るとともに、積算電力計交
換、厨房床修繕、空調設備の更
新等を実施していく。
②平成２０年６月に策定された越
谷市建築物耐震改修促進計画
の実施計画に則り、計画的に案
全対策を進めていく必要がある。

　年間来室者数及び貸出し冊数ともに前
年度を上回っており、市民にとっては、市
内南部方面における利便性の高い図書
室であるといえる。

現状
維持

①開室日数は３５３日であり、ほ
ぼ年中無休に近く、次年度も同
様な開室に努める。
②利用者数も増加しており、今後
も引き続き市民サービスの向上
に努めていく。

　平成２１年４月の大相模地区センター
の新築移転後、旧大相模地区センター・
公民館は、大相模公民館として、引き続
き地域の方々に利用いただいている。た
だし、施設の老朽化に伴い、今後施設の
管理運営を行っていくうえで、各種修繕
が発生することが予想される。

検討･
見直
し

①引き続き、施設の適切な管理・
運営を行い、地元に密着した社
会教育施設として、利用いただ
く。
②施設管理については、専門業
者に委託し、快適な施設環境を
確保し、市民に学習の場を提供
していく。

　利用者の利用向上を図るうえで、施設・
設備の維持補修について費用の増加が
見込まれる｡

検討･
見直
し

①安全安心な利用を考え関係部
署と連携を図り、計画的な整備を
行う｡
②各施設の現状を確認し、中長
期的な整備を計画する｡

21 Ｂ

　施設及び設備の老朽化については、長期的な修繕計画を策定さ
れ予算化されることを望む。
　指定管理者制度の下、自主事業の推進を支援するとともに、制度
の効果的活用の観点から、「毎年度の実績評価システム」の強化を
期待する。
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508
江戸川運動公園管理事
業

生涯学
習部

体育課 S60 -

〔目的〕
　江戸川運動公園野球場（４面）の管理を委託し、施
設の利用促進を図る。
〔手段〕
　管理・運営に伴う負担金を支払う。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

509
越谷市民プール管理運
営事業

生涯学
習部

体育課 H14 -

〔目的〕
　市民の健康増進と体力向上を図るため、越谷市民
プールの積極的な利用促進および管理運営を効果的
に行う。
〔手段〕
　指定管理者協定に基づき、管理・運営委託料を支払
う。

高 低 高 高 (a) (b) (a) (b) (b) Ｂ

510 体育指導委員運営事業
生涯学
習部

体育課 S33 -

〔目的〕
  市民が健康・体力づくりとスポーツ・レクリエーション
活動に取組むためには、適切な指導者の存在が欠か
せない。体育指導委員が充分な活動ができるよう、支
援するとともに、活動の充実に努め、適切な指導者の
育成を図る。
〔手段〕
　・スポーツ・レクリエーションの実技指導
　・市民のスポーツ活動の促進を図るため、組織の育
成
  ・ニュースポーツの普及・啓発
　・指導技術の向上のための研修会の開催
　・主催事業の企画・運営

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

511
スポーツ振興審議会運
営事業

生涯学
習部

体育課 S46 -

〔目的〕
　スポーツ振興法の規定に基づき、スポーツ振興審議
会を設置。
　スポーツ振興に関する事項について調査審議によ
り、スポーツの振興を図る。
〔手段〕
　審議会を開催し、スポーツ振興全般にわたり、意見
を聞く。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　河川敷内のグラウンドということもあり、
施設整備に制限がある。また、休日に比
べ平日の利用が少ない。

検討･
見直
し

①②ともに平日利用を促進する
ため、青少年の夏休みの利用な
ど増加に向けたＰＲを行う。

22 C

　江戸川運動公園野球場の管理を委託し、施設の利用促進を図ると
ともに市民の健康増進に寄与する事業である。
　しかし、現状の問題点として、軟式野球・ソフトボールのみの利用
に制限されていることから、休日を中心とした利用にとどまっており、
施設利用者も目標には届いていない。
　したがって、今後は施設の利用促進のために、施設利用を軟式野
球・ソフトボールのみに限らず、多目的に利用可能な体育施設に変
更していく必要がある。例えば、平日昼間の利用を促進するために、
平日に時間のゆとりがある高齢者、主婦向けに野球以外のスポーツ
活動の場を提供することが挙げられる。
　この課題に対しては、既に管理委託先に対して、4年半前から申し
入れ、交渉を行っていることが、ヒアリングにおいて確認できた。不
断の粘り強い取組については評価できる。しかしながら、各種の制
約のため、未だ多目的利用についての実現の目途は立っていない。
　ヒアリングで示された今年度中という交渉期限を念頭に置いて、管
理委託先との交渉を迅速に対応していただきたい。今年度中に交渉
がまとまり、来年度当初から多目的利用が実現するよう期待する。
　今後、運動公園の多目的利用実現のために、3市による協定で
ニュースポーツなどの他種目への開放を検討していく必要がある。
その際、野球関係団体との調整をする必要がある。
　現在9面のうち4面を越谷市で利用しているが、他市（草加市、八潮
市）が使用したいという申し出があった際には使用を許可し、運動公
園の有効利用が図られるように3市で調整を進めていただきたい。
　また、施設管理者からターゲットバードゴルフ、グラウンドゴルフ等
の多目的使用が認められた際は、利用関係団体へ手紙、通知等を
通じて周知を図るとともに、広く市民に対しても、市報、ホームページ
等を通じて、利用促進のPRに努めていただきたい。
　成果指標の「延べ利用者数」については、文字どおり施設を利用し
た人数を把握するものである。事業目的が施設の利用促進を図るこ
とであるため、成果指標に「施設の稼働率（平日、日曜・祝日等）」を
加えることを検討されたい。

　指定管理者により適正な管理を行って
いるが、施設・設備については計画的な
整備が必要である。

検討･
見直
し

①市民の健康増進のために各種
講座や教室を開き、利用者の促
進を図る｡
②指定管理者と連携を図り、計
画的な施設・設備の整備を行う｡

21 Ｂ

　市民の健康増進と体力向上を図るための施設としての意味は大き
いが、当市民プールは、隣接する福祉施設との関係が深い施設で
ある。他方、市内のJRや私鉄の駅周辺では、民間経営の「プール付
きスポーツクラブ」の進出も進んでいる。
　こうした点を踏まえ、「市民プールと福祉施設」からなる複合施設
は、抜本的な見直しの時期を迎えていると考えられる。よって、複合
施設の効率性や効果性などの点検を早急に進められ、社会体育施
設としての位置付けの再構築を期待する。

　スポーツ・レクリエーションの実技指導
や主催事業の実施、ニュースポーツの普
及など、体育指導委員の活動により、市
民の交流と健康・体力づくり、さらには活
動機会の充実が図られている。
　今後は、気軽にスポーツ・レクリエー
ション活動を始められるきっかけづくりと
なるよう、ニュースポーツの普及活動をさ
らに進めていく必要がある。

検討･
見直
し

①平成２３年度から、ニュース
ポーツのドッチビー、さいかつ
ボールの普及活動を行ってくた
め、平成２２年度は、その実施方
法について検討し、試行的に
ニュースポーツ教室を開催する。
②市民の交流と健康・体力づくり
が進められるよう、適正な体育指
導委員の確保と指導力の更なる
向上を図り、スポーツ・レクリエー
ションの活動機会・活動体制の充
実を図っていく。

17 Ｃ

　スポーツ・レクリエーション事業の充実により、心豊かなまちづくり
を推進することは重要であり、そのための指導員を生涯スポーツ講
座やスポーツ教室に派遣することは、これまで十分意義を持ってい
た。しかし、スポーツ・レクリエーションの大衆化が浸透した今日で
は、必ずしもスポーツ指導に公が関与する必要性は少なくなってき
ており、今後、類似事業との統合も踏まえた検討を行うべきである。

　委員の持つ専門的かつ広範な見地か
ら、生涯スポーツ事業や体育施設のあり
方などの具体的な事例等についても審
議いただき、広く意見を聞いていく必要が
ある。

検討･
見直
し

①市立第１・２体育館の建替えや
体育施設の使用料の見直しを踏
まえ、体育施設のあり方について
意見を聞く。
②今後のスポーツ・レクリエー
ションの振興の施策等について、
広く意見を聞く。

21 Ｂ

　「スポーツ振興審議会」を「各種の事業実績報告の場」にととめず、
各施設の有効活用方法等（例えば、市民ニーズの変化と体育施設
のあり方）について、「定期的に、専門的見地から広く意見をいただく
場」として活用されるよう期待する。
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512
スポーツ教室等開催事
業

生涯学
習部

体育課 S59 -

〔目的〕
　いつでも、どこでも、だれもが気軽に健康・体力づくり
に取組めるよう、活動機会の充実を図るとともに、生
涯スポーツの普及を図る。
〔手段〕
　生涯スポーツ講座、スポーツ教室、健康体操教室な
どを開催する。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

513
スポーツ・レクリエーショ
ン推進事業

生涯学
習部

体育課 - -

〔目的〕
　生涯スポーツを普及・推進するため、スポーツ講演
会や各種大会等の開催により、市民のスポーツ・レク
リエーション活動機会の充実を図る。
〔手段〕
　・スポーツ講演会及び各種大会（教育委員会主催事
業）の開催
　・越谷市スポーツ・レクリエーション傷害等見舞金の
支給

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (a) Ｂ

514 市民体育祭事業
生涯学
習部

体育課 S31 -

〔目的〕
  市民の交流と健康づくり、体力づくりを促進するとと
もに、スポーツ・レクリエーション宣言都市として、健康
で明るく豊かな市民生活の形成と市民文化の発展を
目指す。
〔手段〕
  各種大会の充実
　１部大会・・・体育協会、レクリエーション協会加盟団
体による大会
　２部大会・・・１３地区の地区体育祭
　３部大会・・・中央大会、種目別大会（ソフトボール大
会、バレーボール大会、卓球大会、グラウンド・　ゴル
フ大会、駅伝競走大会）

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

515 市立体育施設管理事業
生涯学
習部

体育課 S36 -

〔目的〕
　地域体育館の維持管理を適正に行い、施設の機能
および安全確保を図る。
〔手段〕
　施設の維持管理に必要な保守点検および夜間警備
等の委託を行う。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　市民の一人ひとりのライフスタイルに合
わせた健康・体力づくりを支援していくた
め、現在開催している生涯スポーツ講
座、スポーツ教室、健康体操教室など、
事業の対象や内容について見直しを行
い、更なる充実を図る必要がある。

検討･
見直
し

①平成２３年度から、障がいのあ
る方でも参加できる教室・講座の
開催を目指し、関係機関・団体等
と連携し、事業の内容、実施方法
などについて検討を進める。
②子ども、成人、高齢者、障がい
のある方が一人ひとりのライフス
タイルに合わせた健康・体力づく
りが進められるよう、だれもが参
加しやすい教室・講座となるよう
事業の見直しに取組み、スポー
ツ・レクリエーション活動の充実を
図っていく。

20 Ｂ

　市民の健康増進のためにスポーツ参加意識を向上させるための
当事業の意義は大きく、また提供されている教室や講座の満足度が
高いことは評価できる。現在の課題は、高齢者特に男性の参加が女
性に比べて少ない事ではないだろうか。男性や高齢者、初心者を気
軽に参加させるための新しいスポーツ、軽スポーツ等種目の充実の
検討が求められる。
　また、参加者にスポーツを継続させることをねらいとして、週ごとの
エクササイズ数を把握し合うなど、参加者の励みになるようなプログ
ラムの検討もお願いしたい。

　事業の成果をより良いものとするため、
同日開催となっているスポーツ講演会、
体育賞の開催方法等について見直しが
必要である。

検討･
見直
し

①スポーツ講演会、体育賞と同
時期に開催している「生涯学習
フェスティバル」との同日開催と
することを目指し、関係団体との
協議・連携により、PR、運営、進
行など開催方法について検討を
進め、事業の効率化と更なる充
実を図る。
②多くの市民がスポーツ・レクリ
エーション活動に参加できるよう
各種事業の充実を図り、多様な
活動機会のより一層の充実と発
展を目指し、スポーツ・レクリエー
ションの推進に取り組む。
※２年任期のスポーツ・レクリ
エーション推進委員会委員の記
念品代を隔年で計上している。

19 Ｂ

 スポーツ講演会、スポーツリーダーバンク登録、体力テスト、なわと
び大会の運営、また競技参加者への障害見舞金の支給等、スポー
ツ・レクリェーション振興の事業である。
今後、後援ないし共催団体である体育協会やレクリェーション協会と
の役割分担、すみわけを検討し、各種団体に事業を委託することも
考慮していただきたい。
 また、生涯スポーツ振興計画を踏まえ、各活動状況を分かりやすく
取りまとめた越谷スポーツレポート（仮称）の発行等により一層市民
の健康・体力づくりの啓発に努められてはどうだろうか。また、成果
指標を設定し、定量的効果の公表にも努めていただきたい。

　事業の成果を上げるため、中央大会、
種目別大会内容、開催方法等について、
より一層の検討が必要である。

検討･
見直
し

①市民が参加しやすい大会とな
るよう、競技種目や運営方法に
ついて、継続的に関係団体との
協議・検討を進めていくこととして
いる。
②市民の交流と健康・体力づくり
が進められるよう、スポーツ・レク
リエーションの活動機会の充実を
図っていく。

22 B

　各種大会を開催することにより、市民の交流と健康づくり、体力づくりを促進し、
豊かな市民生活の形成と市民文化の発展を目指す事業である。
　昭和31年開始の伝統ある事業であり、地区の団結・交流を図るための重要な催
しであるとともに、市民の年中行事の一環として受け入れられている事業といえ
る。
　また、市民の交流と健康づくりを促すとともに、スポーツ・レクリエーション宣言都
市として、健康で明るく豊かな市民生活の形成と市民文化の発展に寄与してい
る。
　平成16年度以降、組織の充実、新種目（グラウンドゴルフ大会）と子どもたちの
大会参加の促進、中央大会のブロック制の導入、中央大会の種目の見直し等、
市民や地区、主催団体の意見を取り入れ、事業運営の改善に取り組んできた点
について評価したい。
　しかし、平成19年3月の越谷市生涯スポーツ振興計画策定のためのアンケート
調査報告書によれば、一般市民の市民体育祭等の行事への参加希望は15.0%と
児童生徒や体育指導委員の参加希望割合に比べ、かなり低い割合にとどまって
いる。市民体育祭が、越谷市の生涯スポーツ振興を支える主要事業として機能し
ていることは認められるが、多くの市民の交流と健康づくりを促す機能を、現行の
市民体育祭が果たしているかについては、疑問が残る。今後も、より多くの市民
参加が図れるよう、市民体育祭の実施内容については常に見直しを行い、計画-
実施-評価-改善のPDCAサイクルに沿った事業運営を実施されたい。
　前記アンケートによれば、比較的軽いスポーツに関する一般市民の参加希望が
33.4%と最も多くなっている。そこで、比較的軽いスポーツ等を市民体育祭3部大会
の種目に取り入れる、スポーツ人口の拡大を図るため、毎年同じ種目ではなく、
市民のニーズの高い種目を隔年で実施する等、関係団体と協議しながら、一層
の事業実施内容の改善に取り組み、より多くの市民が参加を希望する市民体育
祭になるようにしていただきたい。
　また、今後もスポンサー企業を募集して、事業費の一部を負担していただくこと
も可能な限り進めていただきたい。
　さらに、市としても大きな事業であり、各種関連団体との調整や準備等に一定の
業務時間が必要なことは理解できるが、平成21年度決算における正規・臨時職
員の年間業務量1.73人は過大ではないか。人工の積算根拠が不明確であり、市
民から見た場合｢人件費が大幅にかかっている｣と認識される
可能性が高い。そこで今後は、定型的業務についてはより臨時職員担当業務とし
て振り替えること、また、中央大会会場であるしらこばと運動公園の指定管理者に
一部業務を委託するなど、より効率的な運営方法を検討し、実施コストの削減を図
っていただきたい。
　成果指標について、現行の3部大会参加者数に加え、1～3部大会参加者数合計
を集計することによって、市民の大会参加率を成果指標として設定することも検討
していただきたい。
《参考》平成16年度外部評価： Ｄ

　施設・設備の老朽化が進み、維持管理
費の増加が見込まれる｡

検討･
見直
し

①施設・設備の維持管理に努め
る｡
②施設・設備の改修を計画的に
進め、利用者の安全を確保する｡

19 Ｂ

　市内4地区にある5体育館の施設管理業務で、光熱水費、保険料、
保守点検等の委託料、土地の借上料の管理業務である。
　委託料については、相見積もりをとっているが、再任用者の活用に
よる人件費の節減も含め、体育館職員による軽微な修繕や利用者
の協力を得て、一層経費節減や施設の点検に努め９０％の稼働率
の市民地域体育館の安全な利用に供するよう努めてほしい。
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516
市立体育館施設改修事
業

生涯学
習部

体育課 H15 -

〔目的〕
　施設の維持管理および利用者の安全確保のため、
日常点検を徹底し、必要な箇所の修繕・改修を行い
サービスの向上を図る。
〔手段〕
　施設の修繕および改修工事を実施する。

高 高 高 高 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

517
市立体育館管理運営事
業

生涯学
習部

体育課 - -

〔目的〕
　地域体育館（併設の庭球場も含む）の夜間における
鍵の開閉業務および体育館の個人開放事業の運営
等について、効果的かつ経済的な管理運営を行う。
〔手段〕
　鍵の開閉業務および個人開放事業の協力依頼を行
う。

高 高 高 高 (a) (b) (b) (b) (b) Ｂ

518
総合体育館管理運営事
業

生涯学
習部

体育課 S62 -

〔目的〕
　総合体育館の管理運営を効果的に行う。
〔手段〕
　指定管理者制度を活用する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

519
総合体育館施設改修事
業

生涯学
習部

体育課 - -

〔目的〕
　施設の維持管理および利用者の安全確保のため、
日常点検を徹底し、必要な箇所の修繕・改修を行い
サービスの向上を図る。
〔手段〕
　施設の修繕および改修工事を実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

520
スポーツ・レクリエーショ
ン団体支援事業

生涯学
習部

体育課 S44 -

〔目的〕
　スポーツ・レクリエーション活動体制の充実を図るた
め、越谷市体育協会、越谷市レクリエーション協会、
越谷市ゲートボール協会の活動を奨励・推進するた
めの３協会に対する補助事業である。
　補助により、協会事業の自主的・自発的な運営を促
し、組織の充実を図るとともに、市主催事業への協力
等により連携を図る。
〔手段〕
　越谷市体育協会、越谷市レクリエーション協会、越
谷市ゲートボール協会への補助金交付

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

521 図書館施設管理事業
生涯学
習部

図書館 - -

〔目的〕
　図書館を快適に利用できるよう、施設管理に努め
る。
〔手段〕
　日常的に館内巡回を行う。警備業務・庭園管理をそ
れぞれの業者へ委託する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

522 図書館施設改修事業
生涯学
習部

図書館 - -

〔目的〕
　市民が快適に施設を利用できるよう、施設の整備を
図る。
〔手段〕
　エレベーター改修工事、多目的トイレ改修修繕等を
行う。

高 高 低 低 (b) (d) (b) (a) (b) Ａ

523 図書館協議会運営事業
生涯学
習部

図書館 S29 -

〔目的〕
　図書館運営への住民の意思を反映するため。
〔手段〕
　図書館の運営に関し館長の諮問に応ずるとともに、
図書館の行う図書館奉仕につき、館長に対して意見を
述べる機関を設置し、図書館の効果的運営を行う。

高 低 高 高 (b) (b) (a) (b) (b) Ａ

181/192



182/192

          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　施設の老朽化に伴う修繕箇所が多く、
利用者に安心して使用していただくため
に計画的な改修が必要である。

検討･
見直
し

①施設の状況把握に努め、計画
的な施設・設備の整備を行う｡
②災害時の避難所でもあるた
め、耐震補強も含めた整備を行
う｡

　夜間施設管理人の高齢化が進んでい
るほか、事業実施するうえでの人材も不
足している。また、夜間利用者など特定
の利用者に偏っている。

検討･
見直
し

①夜間個人利用者の拡大に努め
る。
②地域に密着した施設であること
から、地域との協働による管理運
営体制について検討していく。

18 Ｂ

　地域のスポーツ、レクリエーション活動の拠点である市立体育館と
しての役割は大きい。夜間、休日開放等、市民のニーズに対応する
努力は評価する。施設の運用管理にあたっては、外部委託または再
任用職員の活用による一層の経費削減を望む。

　施設の経年に伴い、改修箇所が多く、
安心して利用できるよう計画的な改修が
必要である。

検討･
見直
し

①施設の状況を把握し、計画的
な施設整備を行っていく｡
②災害時の避難所でもあること
から、施設設備の安全度の向上
に努める｡

20 Ｂ

　総合体育館の主会場については、利用率が97%に達しており、利
用促進面の努力が認められる。利用率71%のサブ会場等施設の更
なる効率的活用に向けて、指定管理者の自主事業の拡大は重要と
考える。自主事業については、スポーツ教室等開催事業と連携する
などの工夫が求められる。ビーチバレー、エアロビクス、バドミントン
の開催が成果指標に挙げられたが、市民の健康増進を図る目的と
してふさわしいかについては、対象者の満足度を調査するなどの検
討が必要ではないだろうか。

　施設の経年に伴い、改修箇所が多く、
安心して利用できるよう計画的な改修が
必要である。

検討･
見直
し

①施設の状況を把握し、計画的
な施設整備を行っていく｡
②災害時の避難所でもあること
から、施設設備の安全度の向上
に努める｡

　団体の活動が活発となり多くの市民が
参加できるよう、組織の充実を図る必要
がある。

検討･
見直
し

①引き続き、団体の自主的な運
営がさらに進められるよう、活動
への支援、指導、育成に取り組
む。
②スポーツ・レクリエーションの活
動体制の充実を図るため、団体
との連携と協力により、市民の団
体への参加を促進するとともに、
自主的な取り組みを促進ことで、
団体活動の充実を図っていく。

18

16

Ｂ

Ｃ

<越谷市レクリエーション協会補助事業>
　高齢者の健康維持の面からも、スポーツ、レクリエーションの普及
は必要である。運営主体をレクリエーション協会へさらに移管し、職
員工数の削減を図るよう検討していただきたい。また、補助金が有
効に活用されているかを評価するために、利用者アンケートを活用
する等、市民の視点から成果指標を設定することを望む。

<越谷市体育協会補助事業>
　当事業の運営方法等改善すべき点は多く、組織との関係を整理し
改善に努めていただきたい。

　市民が快適に図書館を利用していただ
くために、施設の点検整備を計画的に
行った。館内巡回点検及び日常清掃を
実施。
　警備業務や庭園管理は、専門業者に
委託をして実施した。庭園管理は、剪定
や除草、枝の伐採等を実施し、図書館の
快適な環境を保った。

現状
維持

①１７時以降の館内警備につい
ては、職員による館内巡回を強
化していく。
②清掃、庭園管理については、
作業内容、回数等について精査
し、仕様内容を再点検し、継続し
て計画的に取り組んでいく。

18 Ｂ

　図書館施設の維持管理上必要な事業である。清掃、庭園管理に
ついては、委託内容を見直し要求仕様を明確にすることにより一層
の経費削減を望む。警備員の配置については、今後夜間開館時間
のさらなる延長が求められることから、特に１７時以降の警備体制強
化を検討すべきである。

　市民が快適に図書館を利用するため、
優先順位に基づき、改修工事及び改修
修繕を、利用者のいない休館日に設定し
実施した。

現状
維持

①市民が快適に利用できるよう、
２階多目的トイレにオストメイトの
導入を検討する。
②市民の安全に配慮し、階段・廊
下の手摺り取付工事を実施する
等、安心して市民に利用していた
だくため、計画的な改修に取り組
んでいく。

20 Ｂ

　老朽化した図書館の施設改修事業である。図書館は、多くの市民
が訪れる公共施設であり、安全、バリアフリーにも配慮し、高齢者や
子供にも優しい施設であるためには、適切な改修箇所を確認し改修
計画を立案し、積極的に対応されることを期待する。
　予算通り執行し改修完了したことをもって事業評価をＡ（事業内容
は適切である）とすべきかには疑問である。改修対象案件及び改修
内容を最小コスト、最大効果の視点でどの様に決定したか、また改
修費用の妥当性は何をもって確認したか等、明らかにしていただき
たい。

　年４回の協議のうち１回で先進図書館
の視察を行い、他３回の協議と合わせ、
協議会委員の意見を参考により良い図
書館運営を目指し取り組んでいく。

現状
維持

①協議会委員からの意見・提案
内容を精査し、可能な件につい
ては適宜実施するとともに、結果
については迅速に報告する。
②第二図書館の建設を視野に入
れた、先進図書館視察の実施に
より、各委員からの多角的な意
見を集約し、建設計画の参考とし
て生かしていく。

21 Ｂ

　図書館協議会は、図書館の運営について、「館長の諮問に応ずる
こと」と、「館長に対して意見を述べること」が役割であるが、館長か
らの諮問はなされていない現状である。今後は、より積極的に協議
会を活用されることを望む。
　会議録で確認する限り、委員からの意見・提案が多数述べられて
おり、そのうちの数件については既に実行に移されていることは確
認できたが、協議会への報告が充分でない。今後は、提案の採用、
実施、結果等の報告を行い、委員からの意見をいただくなど、協議
会のさらなる有効活用を図られたい。
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524 講演会・講座開催事業
生涯学
習部

図書館 - -

〔目的〕
　図書館利用の一層の推進、市民文化の高揚の一助
として、講座・講演会を実施する。
〔手段〕
　それぞれの事業にふさわしい講師への依頼、広報
等によるPR

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

525 蔵書等整備事業
生涯学
習部

図書館 - -

〔目的〕
　資料の製本・図書情報の作成・電算システムの借上
げを行い、蔵書の整備を図ることにより、より良いサー
ビスを提供する。
〔手段〕
　官報等の製本、郷土資料・行政文書の整理・保存対
策を行い有用な資料の整備を図る。また、予約やリク
エストのより迅速な処理を行う。図書情報の作成や図
書館システムの運用・保守管理を専門業者に委託す
る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

526
野口冨士男文庫運営事
業

生涯学
習部

図書館 H6 -

〔目的〕
　越谷に縁のある作家・野口冨士男とその周辺作家の
作品鑑賞をとおして、より豊かな市民生活を送る。野
口冨士男研究の拠点となり得る。
〔手段〕
　運営委員会・特別展示・講演会の開催、小冊子「野
口冨士男」の発行を行う。年1回の講演会では、野口
冨士男ゆかりの作家・研究者に野口冨士男の文学に
ついて、語って頂いている。その年度により、複数ある
いは、著名な講演者をお願いしている。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

527 移動図書館事業
生涯学
習部

図書館 S45 -

〔目的〕
　図書館から離れた地域に居住する市民や学童保育
室への図書館サービスを行う。
〔手段〕
　移動図書館車を市内３２ヶ所に巡回させる。学童保
育室への貸出しを行う。

高 高 高 低 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

528
備品整備事業（視聴覚
教材・教具整備事業）

生涯学
習部

図書館 H12 -

〔目的〕
　社会教育と学校教育における視聴覚教育の振興を
図る。
〔手段〕
　視聴覚機器の維持管理、映写機・１６ミリフイルム等
の貸し出し等を行うとともに、ＤＶＤソフトを購入し、月
例映画会を開催する。

高 高 低 低 (a) (b) (b) (a) (b) Ｂ

529 図書購入事業
生涯学
習部

図書館 S28 -

〔目的〕
　市民の生涯学習の拠点として、蔵書の充実と確保に
努め、幅広く質の高い資料の提供を行う。
〔手段〕
　利用者の要求を把握し、書評等を参考にして、資料
選定を毎週行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

530 雑誌購入事業
生涯学
習部

図書館 - -

〔目的〕
　市民の生涯学習の拠点として、資料の充実を図り、
幅広く質の高いサービスを行う。
〔手段〕
　計画的な雑誌の購入を行う。

高 高 高 低 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

531
選挙管理委員会運営事
業

選挙管
理委員
会事務
局

選挙管
理委員
会事務
局

- -

〔目的〕
　選挙の公平公正な執行。
〔手段〕
　法令に基づき、適正な管理を行う。

高 低 低 低 (a) (b) (a) (a) (b) Ａ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　子どもを対象にした講演会、郷土の歴
史講座など図書館ならではの事業を行っ
ている。

現状
維持

①市民文化の更なる向上を目指
し、講座・講演会等を引き続き実
施していく。
②講座等の開催について、広く
PRを行い、幅広い世代の市民が
参加できるよう計画・実施してい
く。

19 Ｂ

　市民が図書にふれる機会を拡大していくため、当該事業の有意性
は認められる。
　一定の事業費内でより魅力的な講座を展開していくことが重要で
ある。

　事業は計画どおり実施されているが、
利用者の要求は増加するばかりである。
平成22年度に、図書館システムのバー
ジョンアップを行い、更なる効率化を図る
べく事業を進めていく。

検討･
見直
し

①図書館システムのバージョン
アップを行い、貸出・返却等業務
の効率化を図るとともに、蔵書の
的確な管理を行っていく。
②第２図書館の建設に向け、蔵
書の計画的整備をしていく。

20 Ｂ

　図書館システムは5年間のリース購入であり、平成22年にバージョ
ンアップを計画されている。現システムについて、利用者の利便性向
上と業務効率化のための改善ポイントを整理するとともに、専門家
の意見を聞くなどして慎重な更新をお願いしたい。現状での図書館
運営上の問題点を明らかにし、その問題点をどの様に改善するの
か、更に何がどうなれば成果が出たと判断できるのかを整理したう
えで、成果指標及び目標値を設定し評価していただきたい。分かり
易く納得性のある指標の設定をされることにより、更に市民の理解を
得られると思われる。

　事業内容は適切に運営されている。毎
年の講演会、小冊子についての反響が
大きい。また、越谷に関係する文学者と
して愛好者からの関心も高い。新聞、雑
誌においても野口冨士男文庫は評価の
高い個人文庫として紹介されている。

現状
維持

①平成２３年度を目途に、「野口
冨士男日記」の越谷部分を郷土
資料として、発刊準備を進める。
②特別資料（書簡・原稿等）の公
開に向けて調査研究を行う。

21 Ｂ

　事業範囲を敢えて厳格に捉えれば、運営委員会開催（年2回）、講
演会実施（年1回）は計画通りであり、総合評価「A」とした内部評価
は理解できる。しかし、その成果の判断には、評価表上に質的な評
価が可能な実績を示す必要がある。
　また、今回のヒアリングにおいて、1993年以降年1回発刊している
小冊子「野口冨士男文庫」や、講師を招いての講演会の企画など、
地道な事業活動が各方面から評価を得ていることが理解できた。今
後とも、価値ある資料を、より広く、積極的に市民にPRする努力・工
夫を継続していただきたい。

　巡回するにあたり、時間の制約ができ
てしまうので、巡回の順路、駐車場の確
保、待機時間等の検討が必要

検討･
見直
し

①平成２３年度についても、引続
き計画的に実施していく。
②移動図書館車の担う役割を十
分考慮し、より効率的・効果的な
移動図書館事業を目指す。

19 Ｂ
　一定の利用者を確保しており当該事業の有効性は認められる。
　事業を継続すべく、適正な巡回箇所の見直しを図り、利用率の拡
大を図ることが重要である。

　視聴覚機材の老朽化が進んでいるた
め、流通している機器に対して、対応でき
ないものもあり、利用者の要求に応えら
れないことがある。ＤＶＤソフトの充実が
必要である。

検討･
見直
し

①２３年度からＤＶＤソフトの購入
数を増やしていきたい。
②古い視聴覚機材（１６ミリ映写
機等）そのものの持つ存在価値
に着目し、維持管理に努め、利
用を継続していきたい。

21 Ｃ

　備品整備事業の実態については良く理解できるものの、問題点把
握の視点がやや不明確である。
　昨今の家庭におけるAV機器の普及状況も鑑み、当ライブラリの特
長を活かすなど、事業継続の意義を再度見直して、効果的な事業運
営の方向性を検討していただきたい。例えば、事業継続の考え方と
して、以下の視点がある。
　①古い機材（16ミリ映写機等）そのものの持つ存在価値に注目し、
保存・利用する。
　②コンテンツの価値を保つため、媒体変換（フィルム→CD）するな
どして、維持・保管に努める。

　図書購入については「越谷市図書館資
料収集方針」に基づき、図書購入計画を
踏まえながら限られた予算の中で収集し
ている。資料は市民の財産であるため、
市民のニーズに沿った資料収集に努め
ている。

現状
維持

①利用者の要望に応えた図書の
購入を行うとともに、男女共同参
画の視点に立った資料の購入に
取り組んでいく。
②男女共同参画支援センターと
の連携をはかっていく。

17 Ｂ

　図書館サービスの高度化、図書館の役割拡大は、今後ますます求
められている。電子図書館等高度な図書館サービスへの移行もにら
み、現在の効果的かつ効率的な図書購入事業を継続させることはも
ちろん、当該事業の意義を再度見直し、市民ボランティアの活用、職
員の能力向上による適正な事業展開が求められる。

　「越谷市図書館資料収集方針」に基づ
き、利用者のニーズに合わせた雑誌購入
を行っている。今後も限られた予算の中
で特定分野に偏らないよう注意を払いな
がら雑誌を収集し、利用者へ提供してい
く。

現状
維持

①景気動向を反映し、雑誌の休
刊・廃刊が多く見られるため、速
やかに類似雑誌の購入に努めて
いく。
②男女共同参画関連の所蔵雑
誌について、より効果的な購入を
行っていく。

18 Ｂ

　公共図書館として、雑誌類の購入は必要である。限られた予算の
中で、最大の市民満足度を得る雑誌の取捨選択を行うためには、雑
誌別の閲覧実態を調査分析し、市民に説明できるデータ収集が必
要である。また、市の政策・施策と連携した資料を購入する等の検討
が必要である。

　法令に基づき、適正な事業が実施され
ている。

現状
維持

　法令に基づき、計画どおりに事
業を進める。
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532 選挙啓発事業

選挙管
理委員
会事務
局

選挙管
理委員
会事務
局

- -

〔目的〕
　市民が政治に高い関心を持ち、各選挙に際して積極
的に投票するよう、啓発活動を行う。
〔手段〕
　新成人の誕生日にあわせ、お祝いのメッセージとと
もに啓発冊子の郵送、明るい選挙啓発ポスター及び
標語の作品募集並びに選挙期日や期日前投票期間
等を掲載した選挙啓発チラシの配布を行うなど、投票
率の向上を図る。

高 低 低 低 (b) (b) (a) (a) (b) Ｂ

533 監査事業
監査委
員事務
局

監査課 - -

〔目的〕
　公正で合理的かつ効率的な行財政の執行を確保
し、住民の福祉の増進と地方自治の本旨の実現に寄
与する。
 〔手段〕
　そのため対象となる事務事業が効果的に執行され、
その目的が達成されているかについて、定期監査等
の各種監査を実施し、予算執行等の検証を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

534 公平委員会運営事業
公平委
員会事
務局

公平委
員会事
務局

S29 -

〔目的〕
　地方公務員法第７条及び第８条に基づく事務を処理
する。
〔手段〕
　（１）職員の勤務条件等に関する措置の要求を審査
し、判定し、必要な措置を執る。
　（２）職員に対する不利益な処分についての不服申
立てに対する裁決又は決定をする。
　（３）職員からの苦情相談に関すること。これらの措
置要求や不服申立てに関して、地方公務員法等　の
規定に基づき公平な審理を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ａ

535 農業委員会運営事業
農業委
員会

農業委
員会事
務局

- -

〔目的〕
　農業委員会等に関する法律に基づいて次の業務を
行う。
　１．法令業務　農地法に規定される農地の転用など
の許認可等の審査を主とした業務
　２．任意業務　優良農地の確保、農地流動化の推進
などの地域農業の振興を図る業務
　３．意見の公表、建議、答申に関する業務
〔手段〕
　毎月の定例総会の開催。許可申請地等の現地確
認、農業委員による農地パトロール・耕作放棄地調査
等年度ごとに活動計画を策定して活動している。

高 高 高 低 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

536 農業者年金事業
農業委
員会

農業委
員会事
務局

- -

〔目的〕
　農業者の老後の生活安定及び福祉の向上を図ると
ともに農業者の確保に資する。
〔手段〕
　農業者年金基金との業務委託契約に基づき事務事
業を行う。
　１．選挙委員２０名を農業者年金加入促進員に委嘱
し、啓発活動を行うとともに担当地区の相談員として
相談活動を行う。
　２．年金受給権者現況届出等の受理及び基金への
送付

高 高 低 低 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

537
農地地図情報システム
運用事業

農業委
員会

農業委
員会事
務局

H12 -

〔目的〕
　農地・農家情報や農業経営に関する情報を地図上
に表したシステムを利用して、効率的な事務処理及び
農業施策のためのデータ分析等を実行するために運
用する。
〔手段〕
　データ更新、システムの保守管理を委託する。

高 高 高 低 (b) (d) (b) (b) (b) Ｂ

538
固定資産評価審査委員
会運営事業

固定資
産評価
審査委
員会

固定資
産評価
審査委
員会

S30 -

〔目的〕
　固定資産課税台帳に登録された価格の不服申出を
審査決定する。
〔手段〕
　地方税法第４３３条第１項から１２項及び審査委員会
条例に定めた審査の手続きにより審査し決定する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　特に若年層を中心とした投票率の低下
について｡

検討･
見直
し

①②選挙啓発は、直ちに結果の
でる事業でないため、今後も一人
でも多くの市民（特に若年層）が
政治に関心を持ち、選挙に行くよ
う、今後も粘り強く啓発を行う。な
お、新たな取組として、新成人等
の意識調査（アンケート等）の実
施を進めていきたい。また、引き
続き、埼玉県選挙管理委員会を
はじめ他の自治体と連携を図り
ながら、調査・研究を行う。

20 Ｂ
　市民、特に若年層からの意見を収集し、今後の選挙啓発活動に反
映させることが必要と思われる。なお、若年層への政治に関する関
心の喚起には、立候補者側へ工夫を求めることも必要と思われる。

　法律で実施することが義務付けられて
いる事業であるが、より効率的で効果的
な実施方法を不断に検討していく必要が
ある。

現状
維持

①②効率的で効果的な監査を進
めるため、各都市の実務の調査・
研究や各種研修の参加などによ
り、職員の監査業務遂行能力の
一層の向上を図っていく。

　法律で実施することが義務付けられて
いる事業であるが、より効率的で効果的
な実施方法を不断に検討していく必要が
ある。

現状
維持

①②審査事案はないが、公平委
員会として全国の措置要求や不
服申立て等の事例研究を行うな
ど、迅速かつ的確に対処できるよ
う図っていく。

　適正な事務を実施するため、平成２１年
度より委員会の活動計画を策定して、活
動を行っているが、担い手への農地の利
用集積など促進事務をさらに進める必要
がある。

検討･
見直
し

①農地の有効利用、利用集積を
促進するため、農業委員による
農地の利用状況調査日数を増や
す。
②利用状況調査の実施体制を毎
年検証し、調査結果を農地の利
用集積に結び付けられるよう体
制を確立していく。

　農業者への農業者年金制度の周知及
び加入促進を引き続き図る必要がある。

検討･
見直
し

①研修により推進員である農業
委員及び事務局員の認識を高
め、農業者に対する制度の周知
活動を強化する。
②加入推進対象者の絞込みがで
きるようデータの整備を図ってい
く。

18 Ｂ
　年金制度自体の課題もあり、平成１４年度以降加入者がない状況
にある。現在の受給者　８３件分の維持管理に徹し、コストの一層の
削除の検討を望む。

　地図情報は、現地確認のための地図
出力や農地法違反状態の把握、農地転
用の周囲の状況把握など利用価値が高
いが、遊休農地の解消・農地の利用集積
や将来予測などに役立つよう、より一層
のデータ活用が必要と思われる。

検討･
見直
し

①保有データを農地の利用集積
や将来予測等に、より一層の活
用ができるデータ管理方法を再
検討する。
②地図情報システムを含む農業
委員会システムと農政サイドとの
連携を進める。

20 Ｂ

　地図情報の活用については、固定資産税業務等既存の情報シス
テムとのデータ連携を図られていることは評価できる。今後は、既に
整備された地図情報システムの更なる有効活用を検討する必要が
ある。
農地地図情報システムの活用によって得られた業務実施上の効
果、例えば相談対応に要した時間の短縮化などを成果指標として設
定し、成果を明確にする必要がある。
　また、事業名、事業目的が事業内容を正確に表していない。訂正
を要する。

　今後とも審査申出がだされた場合は、
委員会を合理的に開催し、迅速かつ適正
に審査の決定が行われるよう努める。

検討･
見直
し

①審査申出がだされた場合は、
委員会を合理的に開催し、迅速
かつ適正に審査の決定が行われ
るよう努める。
②法改正が行われた場合は、法
を遵守し適切な対応をしていく。
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539 消防庁舎施設管理事業
消防本
部

総務課 - -

〔目的〕
　災害時の活動拠点としての役割を果たすため、消防
本庁舎及び各分署を適正に管理する。
〔手段〕
　施設を管理するために必要となる保守点検を実施す
るとともに、施設に係る修繕を行っていく。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

540
職員研修事業（救急救
命士養成事業含む）

消防本
部

総務課 H5 -

〔目的〕
　市民の信頼と期待に応えられる体制づくりと消防行
政の充実を図る。
〔手段〕
　複雑多様化する各種災害や火災予防業務の専門化
などに職員が迅速かつ的確に対応できるよう、各種教
育訓練及び研修に参加し、知識・技能の向上を図る。
また、救命効果の向上を図るため、特定の高度な処
置ができる救急救命士を養成する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

541 消防団員事業
消防本
部

総務課 - -

〔目的〕
　消防団による地域防災活動の推進及び消防団員の
安全確保を図る。
〔手段〕
　消防団員の報酬、費用弁償、退職報償金の支払い
及び公務災害等の補償を継続的に実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

542 消防団活動事業
消防本
部

総務課 - -

〔目的〕
　消火活動をはじめ風水害、火災予防など地域防災
活動を推進し、地域住民の安全に努める。
〔手段〕
　消防団車両の点検整備及び消防用器具等の整備を
継続的に実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

543 消防団施設管理事業
消防本
部

総務課 - -

〔目的〕
　地域における防災拠点施設である消防団器具置場
を維持・管理する。
〔手段〕
　消防団器具置場を維持管理するとともに、老朽化し
た施設の修繕等を実施する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　老朽化が著しい消防庁舎施設では、
経年劣化などにより、想定外に緊急に修
繕を要する件数が増加傾向にあるため、
修繕の計画が繰越しになる。

検討･
見直
し

①施設を管理するために必要と
なる保守管理委託を実施すると
ともに、消防庁舎施設の現状を
把握し、緊急度に応じて修繕を実
施していく。
②消防施設改修事業、消防署所
整備事業との整合性をとりつつ、
施設を管理していく。

22 B

　災害時の活動拠点としての役割を万全とするため、消防庁舎施設
の保守点検と施設修繕を行う事業である。
　地域住民の生命と財産を守ることは、行政に課せられた重要な使
命の一つであり、必要不可欠な事業である。
　第4次越谷市総合振興計画策定に係るアンケート調査においても
「消防力の強化」、「救急・救助体制」等の優先的な取組みを望む市
民の声も多い。市民の期待に応えるためには、修繕等が必要な場
所・量を適確に把握し、優先順位を定めた計画的かつ効果的な修繕
を行い、財政負担の軽減を図りながら、施設を良好な状態で維持す
ることが必要である。
　消防本部では、各庁舎別に「いつ」、「誰（施工事業者が）」、「どの
ような修繕を」、「いくらで」実施したかを記載した施設管理台帳を作
成し、これを維持・管理している点は評価できる。今後は、この台帳
を積極的に活用し、改修計画・修繕計画を合理的に作成することに
より、市民生活を守る「消防」という仕事をより実効性のあるものにし
ていくとともに、署員が働きやすい環境を作られるよう進めて頂きた
い。
　なお、修繕計画の立案に際しては、年数の経過とともに増大する
修繕費用について、不具合が発生してから行う「事後保全」から、不
具合が生じる前に修繕を行う「予防保全」の考え方や、建築ストック
マネジメントの導入についても考慮されたい。
　このほか、事務事業評価が「消防庁舎施設管理事業」と「消防施設
改修事業」に分けて実施されているが、市民からみて全体像が見え
にくいこと、改修と修繕を組み合わせることによる突発的な修繕の緩
和や重複投資の排除等の観点から、施設管理事業と施設改修事業
を一体化する必要があると思われる。

　救急隊１隊に救急救命士２人の配置を
目標として事業に取り組んでいるが、人
事異動などにより救急隊以外の職務にあ
たる職員が増加していくため、継続的に
救急救命士を養成していくことが必要で
ある。

検討･
見直
し

①職員教育訓練及び研修を計画
どおり実施していく。また、救急
救命士の養成についても、計画
的に養成していくとともに、有資
格者の採用に努める。
②退職する職員が増加すること
に伴い、技能資格等の有資格者
数が減少するため、職員研修を
充実して市民の信頼と期待に応
えられる体制づくりを図っていく。

17 Ｂ

<救急救命士養成事業>
　近年、救急の件数は1万件(年間）を超えて増加しているが、その半
分以上は軽症者であり、到着時間も5分45秒と少しずつ延びている。
その一方で、重症者を救うために、救急現場および搬送途上での応
急処置の必要性が高まっている。したがって、救急救命士を計画的
に育成し、配備していくことは必要かつ重要なことである。

　近年、就業形態の変化等により、被雇
用者である団員の比率が高くなっている
ことや、団員の高齢化に伴い、消防団員
の入団を促進する必要がある。

検討･
見直
し

①消防団員の入団を促進するた
め、消防団の広報を行っていく。
②地域の防災組織としての目的
を果たすため、消防団員の確保
を推進する。

　複雑多様化する災害現場で活動する
消防団員の安全かつ円滑な活動を行う
ため、消防団車両の点検や消防用器具
等の充実を図る必要がある。

検討･
見直
し

①消防団車両の点検整備及び
消防用器具等の整備に努めてい
く。
②消防団員の安全かつ円滑な活
動を図っていくため、消防団車両
の点検整備及び消防用器具等
の整備を継続的に行っていく。

21 Ｂ

　地域の消防団員が着用する防火衣、銀長靴、ヘルメット等の装備
品の購入、消防団車両の点検・整備、消防用器具の整備を行う事業
である。地域防災活動の推進及び消防団活動の充実を図るため
に、本事業を遂行する意義はあると認められる。
　現在、413名の消防団員がいるが、防火衣は203着である。災害規
模によって防火衣の着用を必要とする消防団員の数は変動するが、
約50%の整備率では十分とは言えない。今年度は30着の購入を予
定しているが、あわせても56%の整備率である。このことは、単に防
火衣購入というレベルの議論ではなく、リスクマネジメントの一環とし
て考えるべき案件である。予算確保の優先順位が高いことを意識し
て、主張すべきである。
　事業目的には、「整備を計画的に実施する。」とされている。具体的
な計画を立案する必要がある。

　消防団器具置場の多くは老朽化した木
造建物であるため、緊急的に修繕等が必
要となる対応が増加している。

検討･
見直
し

①②地域防災の拠点である消防
団施設を適正に維持管理すると
ともに、修繕等を実施する。

21 Ｂ

　事務事業評価表の事業目的及び手段には、「消防器具置場を維
持・管理するため、老朽化した施設を計画的に改修する。」とある
が、事業費の内訳をみると、設備改修に投じた費用は事業費全体の
約25%に過ぎない。その他は、消耗品費や光熱水道費などに充てら
れており、事業目的と事業費の執行が合致しないといえる。事業目
的と手段を、事業費の内容に合わせるべきである。
　消防器具置場は消防活動において必須のものであり、経年による
老朽化に対応するために本事業を遂行する意義はあると思われる
が、計画立案等に課題がある。事務事業評価表の改革改善には、
「計画的に修繕する」とあるが、実際には具体的な計画はない。P
（計画）D（実施）C（検証）A（改革改善）の必要性をよく考え、具体的
な計画を立案することを望む。

188/192



189/192

A
B
C
D

5.
事
業
開
始
年
度

6.
事
業
終
期
年
度

7.事業目的及び手段
1.
番
号

2.事業名 3.部名 4.課名

8.個別評価
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性

 
効
率
性
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544 消防施設管理事業
消防本
部

総務課 - -

〔目的〕
　防火水槽などの消防水利及び消防団の消防器具置
場用地の確保を図る。
〔手段〕
　消防用施設用地の土地賃借契約を締結・更新して
いく。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

545 消防施設改修事業
消防本
部

総務課 - -

〔目的〕
　各種災害における活動拠点施設である消防庁舎等
を維持管理する。
〔手段〕
　消防庁舎等の修繕を実施し、施設の維持管理に努
める。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

546 消防団施設整備事業
消防本
部

総務課 - -

〔目的〕
　消防団員の活動拠点である器具置場の建替え等を
推進する。
〔手段〕
　狭隘で老朽化している器具置場を計画的に改修及
び新設整備を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

547
消防署所整備事業（蒲
生分署、谷中分署）

消防本
部

総務課 H20 -

〔目的〕
　老朽化が進んでいる消防署所を耐震性に優れた施
設に建替える。
〔手段〕
　老朽化が進んでいる消防署所を順次計画的に建替
えていく。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

548
消防車両等整備事業
（常備）

消防本
部

総務課 - -

〔目的〕
　複雑多様化する各種災害や高度化する救急業務に
対応するため、消防車両及び資機材を整備していく。
〔手段〕
　更新計画に基づき、消防車両等を更新整備してい
く。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

549 火災予防事業
消防本
部

予防課 - -

〔目的〕
　火災を予防し、火災による死傷者の減少、財産損失
の軽減を図る。
〔手段〕
　春、秋の火災予防運動期間及び危険物安全週間に
伴うポスター配布等の防火広報活動を行う。
また、各種イベントや消防訓練等において、火災予防
に対する意識の高揚並びに各種災害に対する知識と
対応方法の習熟を図る。
　さらに、新築建物に対し、消防用設備等の設置指
導、既存建物及び危険物施設への立入検査を実施
し、防火管理体制の強化や消防用設備等の適正な維
持管理を促す。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　消防用施設である消防水利や消防団
器具置場用地の確保は、消防力を維持
する上で必須なものである。しかし、土地
賃貸借契約者から、相続や土地の有効
利用などの理由により、契約解除を求め
られる件数が増加傾向にある。

検討･
見直
し

①消防団器具置場の公共用地で
の建設を推進する。
②契約解除要望による施設の移
転に対処できるように、市内公共
用地の調査を実施していく。

17 Ｂ

　市の消火栓および防火水槽の設置率は、国基準の82%であり、今
後も計画的に整備を進めていく必要がある。また、地震等の災害に
備えた対策も必要であり、例えば、県レベルでのハイパーレスキュー
の装備などの検討も望まれる。

　老朽化が進んでいる消防庁舎等は、緊
急的に修繕を要する件数が多くなってき
ている。

検討･
見直
し

①緊急度などを勘案して、改修
工事をしていく。
②消防署所整備事業との整合性
をとりつつ、消防庁舎等の改修
工事を実施していく。

19 Ｂ

　消防施設は市民の安全安心を守る拠点として重要な施設である。
　建て替えを含めた適切な施設の長期的な改善改修計画を市の財
政計画と整合させ策定する必要がある。
　消防施設は24時間稼動が前提であり、他の施設とは異なる視点で
改修計画を策定することが、求められる。

　既存の消防団器具置場の多くは、狭隘
で老朽化しているため、大規模災害等に
対応できる施設に建替えていく必要があ
る。しかし、分団各部のエリア内の適正な
場所に施設用地を確保していくことが困
難である。

検討･
見直
し

①消防団器具置場の施設用地を
確保する。
②老朽化や狭隘などの課題があ
る消防団器具置場の施設用地を
確保し、建て替えを推進するとと
もに消防団の部の統合と併せ
て、分団各部のエリア外に対象
用地を確保するなどの整備方法
を検討していく。

21 Ｂ

　消防団の活動拠点である消防団器具置場の老朽化が進む中で、
施設の建て替え、新設を行う事業である。経年による老朽化は着実
に進行しており、本事業を遂行する意義はあると思われるが、計画
立案等に課題がある。現在、43の施設があるが、建物の建て替えの
他に、用地取得に関わる問題も抱えている。
　多くの施設で老朽化が進んでいるが、3～5年先を見据えた中期の
整備計画の立案がされていない。特に土地の取得に関わる案件
は、解決までに時間を要する課題であり適切な計画を立案し、長期
的な到達目標を設定し、年度ごとに具体的なアクションプランとして
細分化し、本事業に盛り込むようなアプローチをとられることを望む。

　谷中分署建て替えについては、消防体
制の強化などを踏まえ、建設規模及びこ
れに必要な用地面積などを総合的に調
査する必要がある。

検討･
見直
し

①谷中分署の建替えを計画する
にあたり、消防体制などを含め総
合的に検討していく。
②老朽化が進んでいる分署につ
いては、順次、耐震性に優れた
消防庁舎への建替えを計画して
いく。

　消防車両等の更新時期を考慮し、計画
的に整備を進めていく必要がある。

検討･
見直
し

①更新計画に基づき、消防車両
等の整備を実施する。
②実情に応じて更新計画を見直
し、社会情勢の変化などにも的
確に対応していく。。

22 B

　複雑多様化する各種災害や高度化する救急業務に対応するた
め、更新計画に基づき、消防車両等を整備する事業である。
　第4次越谷市総合振興計画策定に係るアンケート調査において
も、「消防力の強化」、「救急・救助体制の充実」等の優先的な取組
みを望む市民の声は多く、事業としての必要性は増している。
　消防車両等は、火災や災害等の緊急時において確実な作動を求
められており、老朽化や整備不良等により人命が失われるような事
があってはならないことである。
　日常の整備点検を通じて消防車両等の状態を適確に把握し、耐用
年数や消耗度合いを考慮しながら、優先順位を定めた計画的な更
新が必要である。また、オーバーホールによる長寿命化についても、
対投資効果を勘案しながら検討する必要がある。
　消防本部では、消防車両毎に購入以降の維持管理の履歴を記録
した台帳を整備し、修繕費用と購入費用を勘案しながら、車両更新
計画の立案に活用している点は評価できる。一方で、予算上の都合
もあり、本来理想とされる更新時期に更新できていない現状に鑑
み、今後は、現実に即した車両更新計画に改善していくために、車
両等に係る台帳の更なる充実とより一層の活用に取り組まれたい。
　なお、「安全に暮したい」と願う市民の声に応えるための一環とし
て、消防車両等更新計画については、広報誌やホームページ等に
おいて公表することを検討されたい。
市民に対する「安全･安心」の提供と、消防力の維持向上を図るた
め、地域特性や社会的状況を考慮しながら、社会的要請に即した車
両や資機材が必要であり、計画どおり実施できるよう取り組まれた
い。

　火災予防事業は、消防本来の最重要
業務であり、今後も変わらない継続的な
業務である。防火管理者の選任率及び
防火対象物の査察実施率の目標に対す
る達成率が低いため、査察業務の強化
を図っていく必要がある。また、電算化等
の業務改善を行いコスト削減の検討を行
う必要がある。

検討･
見直
し

①住宅用火災警報器の設置率
向上のため、引き続き積極的に
普及促進に努めていく。さらに、
査察等の業務の強化に努　め、
防火管理体制向上を図る。
②建物火災による死者数を減ら
すことを目標とし、住宅防火対
策、放火火災防止対策及び違反
防火対象物の解消を推進してい
く。また、再任用の職員を活用
し、査察率の向上を図っていく。

19 Ｂ

　防災対象物の査察等により、人口1万人当たりの年間出火件数は
年々減少しており、当該事業の重要性が充分にうかがわれる。
　今後は、起震車の再リース等により事業費の削減努力を実施し、
削減分を人件費に配分するなどし、査察実施率をあげることが重要
である。再任用者の活用など適切な人件費管理に努めていただきた
い。
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1.
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号

2.事業名 3.部名 4.課名
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事
業
×
直
接

 
妥
当
×
有
効

 
妥
当
×
効
率

 
同
×
廃
･

縮

 
受
益
×
負
担

 
妥
当
性

 
効
率
性

 
有
効
性

550 消防音楽隊運営事業
消防本
部

予防課 H4 -

〔目的〕
　火災の発生を未然に防止するために、演奏活動を
通して火災予防を呼びかけて、防火意識の高揚を図
る。
〔手段〕
　市民行事に参加、市民と消防を結ぶ「音の架け橋」
として火災予防を呼びかけています。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

551 火災・救助活動事業
消防本
部

警防課 H15 -

〔目的〕
　火災をはじめとする各種災害から市民の生命・財産
を守る。
〔手段〕
　迅速かつ的確な災害対応活動を図るため、消防・救
助車両及び機械器具等の維持管理を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

552
救急活動事業（自動体
外式除細動器〔AED〕整
備事業を含む）

消防本
部

警防課 - -

〔目的〕
　高齢化の進展と疾病構造の変化等に伴い救急需要
が増大していることから、迅速かつ的確な救急業務を
実施する。
〔手段〕
　定期的に救急隊員等の現場想定訓練を開催すると
ともに、車両及び資器材等の整備・維持管理に努め
る。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

553 消火栓等整備事業
消防本
部

警防課 - -

〔目的〕
　火災から市民の生命・財産を守り、被害を軽減する
ために消防水利施設等の整備維持管理を行う。
〔手段〕
　越谷・松伏水道企業団への消火栓の補修及び新設
工事を依頼する。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ

554 感染症対策事業
消防本
部

警防課 H21 -

〔目的〕
　新型インフルエンザ発生時において、傷病者等から
の感染を防ぎ救急体制を維持する。
〔手段〕
　新型インフルエンザなど感染症の発生時に備え、迅
速かつ適切な救急活動が実施できるよう計画的に感
染防護服等の備蓄を行う。

高 高 低 高 (b) (b) (b) (a) (b) Ｂ

555 通信指令事業
消防本
部

指令課 - -

〔目的〕
　火災・救急・その他災害通報に対して的確に情報を
収集し、迅速・確実な出動指令を行い、救命効果の向
上及び火災による被害の軽減を図る。
〔手段〕
　携帯電話・IP電話等位置情報通知システムや消防
緊急情報システム等を効率的に運用するため、通信
指令システム及び通信機器の管理を行う。

高 高 高 高 (b) (b) (b) (b) (b) Ｂ
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          10.総合評価
事業内容は適切である
課題が少しあり事業の一部見直しが必要
課題が多く事業の大幅な見直しが必要
事業の休・廃止を含めた検討が必要
↓　総合評価で認識した課題は　↓

担当課の評価

11.
改革
改善
の方
向性

総
合
評
価

実
施
年
度

13.外部評価

外部評価コメント

【　】は、補助金等名称

①平成23年度に向けた取組
②中長期的な取組

12.改革改善案

　防火防災広報はもとより、市民行事な
ど広く演奏活動を行い、市民と消防を音
楽隊の演奏活動を通じて結び、火災予防
を呼びかけている。反面、出演依頼が土
日及び祝祭日に多く、時間外となりやすく
財政負担が伴い交代制勤務員の労働負
担となりやすい。

検討･
見直
し

①住宅用火災警報器の設置義
務がすべての住宅に適用された
ことから、消防音楽隊の演奏活
動を通じて積極的に住宅用火災
警報器の設置に向けて、普及啓
発に努めていく。また、隊員の労
働負担の軽減のため、隊員の入
隊勧誘に努める。
②火災の大半は、火の取扱いの
不注意や不始末から発生してい
るため、消防音楽隊の演奏活動
を通じて防火意識の高揚と防火
管理の徹底を推進していく。

18 Ｂ

　音楽隊の練習・活動は、ほぼボランティアで運営されていると思料
される。音楽隊の活動は、火災予防広報に大変強い影響力を持つと
思われるので、活動を継続するための予算のルール化を期待した
い。活動結果を積極的にＰＲし、表彰制度の活用により隊員の意識
を鼓舞することも考えてよいのではなかろうか。

　この活動事業における消防車両及び装
備器材の維持管理は、活動上の安全確
保維持のための規制義務的経費が大半
である。多種多様傾向にある各種災害事
象に対応するには、消防車両及びその
資器材の整備と強化が不可欠であり、そ
のための予算確保が課題となってきてい
る。

検討･
見直
し

①平成２３年度も引き続き、消防
車両及び消防・救助資器材の維
持管理と整備に取り組んでいく｡
②各種災害並びに大規模特殊災
害に備え、計画的な車両及び資
器材の整備を図っていく。

　救急隊員の応急処置実施率は高率を
保っているが、今後はその質の向上に努
め救命効果の向上を図る必要がある。そ
のため、救急現場を想定した教育訓練を
定期開催し始めたが、救命効果の向上を
図るには市民の応急手当が不可欠であ
ることから、市民へのさらなる普及啓発
が課題となる。

検討･
見直
し

①平成２３年度からは救急隊員
の応急処置実施率に換え、市民
による応急手当実施率を成果指
標とし、救命講習回数を増やすな
ど普及啓発活動を推進し救命効
果の向上を図っていく。
②救急救命士を計画的に養成
し、救急隊１隊に２名の救急救命
士を配置する。　また、自動体外
式除細動器（AED)が、突然の心
肺停止に有効な機器であること
から、市の公共施設の増設等の
整備を図るとともに、救急事故の
発生率の高い事業所や施設等
の設置を推進する。

21 Ｂ

　救急車の適正利用については、講習会、自治会等への説明会を
通じて広く市民の理解を得る取り組みをされており、評価できる。
　市民にとって、極めて重要である本事業の成果を表す指標として、
「入電から現場到着までの平均時間」を採り入れるなど、よりわかり
やすい指標化を望む。
　なお、当面する課題として「救急・救命の手法や技術の向上が重要
であること」を聴取したところであり、今後の引き続く努力を期待す
る。

　消防力整備の一環として、消火栓増設
を図っている状況であるが、既設消火栓
の老朽化等に伴ない補修工事負担費が
増加している。

検討･
見直
し

①平成２３年度も引き続き、消火
栓の維持管理並びに消火栓の増
設に取り組んでいく。
②越谷市まちの整備に関する条
例に基づく消防水利の整備を踏
まえて、計画的な消防水利の充
足と整備を図っていく。

21 Ｂ

　市民の安全・安心を守るという上で、消火栓や防火水槽など消防
活動に不可欠な消防水利の設置は、重要な事業である。
　よって、年次目標を設定した設置計画、維持管理計画を策定され、
従来にも増した取組み強化を望む。

　新型インフルエンザ対策として感染防
護服等の備蓄を行ったが、備蓄場所の
確保が課題となっている。

検討･
見直
し

①新型インフルエンザ等感染症
の発生時に、感染防護服等の供
給が迅速に行えるようにする。
②新型インフルエンザ等感染症
の発生時に、感染被害を最小限
に止めるため計画的な備蓄に努
める。

　携帯電話等からの通報が増加してお
り、携帯電話・IP電話等位置情報受信シ
ステムを導入運用しておりますが、変化
する街並みに対し最新の目標物を把握
する必要がある。

検討･
見直
し

①携帯電話・ＩＰ電話等位置情報
通知システムを効率よく運用する
ため、目標物情報の収集に努め
ていく。
②消防救急無線デジタル化の事
業計画についてブロック共同整
備・単独整備を関係各課と協議し
進めていく。

17 Ｂ

　新しい情報システムの導入（平成12年度）により、119番受信から
出動指令発令までの所要時間が96秒と短縮された。しかしながら、
携帯電話の増加（受信件数15,000件のうち3,000件）により、住所特
定のための手作業が増加し対応時間が延びている。そのためのシ
ステム対応が急がれる。また、119番受信体制とその他業務（代表
電話受付、住所データ入力）は分離し、より効率的な運営を検討す
ることが望まれる。
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